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本報告書は、人工知能（AI）技術の研究開発における「第4世代AI」と「信頼されるAI」という二つの
潮流を踏まえ、AI技術の社会的価値を高め、日本の国際競争力を強化するための研究開発の戦略提言と、
それらに関連の深い研究開発領域の動向をまとめたものである。同様の位置付けの報告書「人工知能研究の
新潮流～日本の勝ち筋～」を2年前（2021年6月）に公開したが、その後、基盤モデル・生成AIがブレー
クし、社会に大きなインパクトを与え、研究開発戦略・政策の検討も活発に行われている。そこで、今回、2
年前の報告書をアップデートし、「人工知能研究の新潮流2～基盤モデル・生成AIのインパクト～」と題して
公開することにした。

本報告書は2部構成をとり、第1部では基盤モデル・生成AIのインパクトを踏まえた研究開発の二つの潮
流と戦略提言の内容、第2部ではそれらと関連の深い研究開発領域の動向や国際比較についてまとめた。

第1部「研究開発の潮流と戦略提言」
超大規模深層学習で作られた基盤モデルに基づく生成AIは、極めて自然な対話応答性能や高い汎用性・

マルチモーダル性を示し、人間の知的作業全般に急速な変革をもたらしつつある。そのインパクトは、「第4
世代AI」の方向性にも影響を与え、「信頼されるAI」の面でも新たな課題を生み出した。第1部では、「第
4世代AI」と「信頼されるAI」という二つの潮流を捉えてこれまで発信してきた戦略提言の概要を述べると
ともに、基盤モデル・生成AIがもたらした戦略提言上の新たな論点を提示する。

第1の潮流「第4世代AI」は、AI技術の精度・性能を高める流れに沿ったもので、深層学習を中心とし
た第3世代AIが抱える問題点を克服する新しいAIの基本原理・アーキテクチャーの研究開発である。深層
学習は、高い精度・性能を示し、さまざまな応用が広がっているが、（a）学習に大量の教師データや計算資
源が必要であること、（b）学習範囲外の状況に弱く、実世界状況への臨機応変な対応ができないこと、（c）
パターン処理は強いが、意味処理・説明などの高次処理はできていないこと、といった問題点が指摘されて
いる。「第4世代AI」は、深層学習によるパターン処理から、知識・記号推論を含む言語・記号処理までを、
統一した考え方で融合することで、上記の問題点（a）（b）（c）の克服を目指した研究開発の方向性である。

問題点（a）（b）（c）に対して、人間は大量の教師データなしに学習・成長し、学習したことを組み合わせ
て別な場面・状況に応用できる。しかも、人間の脳の消費電力はわずか20ワット程度であることが知られて
いる。そこで、人間の知能の情報処理メカニズムに関する研究成果・知見から学ぶことが有効と考えられ、
二重過程モデル（システム1＋システム2）や発達・創発モデル（予測誤差最小化原理）などが検討されてい
る。その一方、深層学習を超大規模化した基盤モデル（第3.5世代AIと位置付けられる）によって精度・汎
用性が高まり、ある意味、人間離れした知能の可能性が示された。しかし、上記の問題点（a）（b）（c）は
一部改善されたものの、論理推論・論理構築や実世界操作などに課題が残り、極めて大規模な計算資源を
必要とする問題はいっそう深刻化した。しかも、基盤モデルがなぜそのような高い性能を示すのか、そのメカ
ニズムは明らかになっていない。このような状況を踏まえると、「第4世代AI」の基本原理・アーキテクチャー
は、人間の知能のメカニズムから学ぶアプローチと、人間離れした基盤モデルのメカニズムを明らかにするア
プローチの両面から、探究・融合・発展させることによって見いだされていくことになろう。

第2の潮流「信頼されるAI」は、AIと社会との関係が広がったことで生まれた、精度・性能とは異なるタ
イプの研究開発である。AI技術の応用拡大・普及につれて、AIのブラックボックス問題（解釈性・説明性の
要請）、バイアス問題（公平性の要請）、脆弱性問題（頑健性・安全性の要請）、品質保証問題（品質保証・
信頼性の要請）、フェイク問題（情報の信憑性の要請）などが顕在化した。このようなAIに対する社会的要
請を明文化したAI社会原則・AI倫理指針といったものが、国・国際レベルで議論・策定された。そして、
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それを具現化・実践するための取り組みが「信頼されるAI」の研究開発である。
「信頼されるAI」のための開発方法論・技術体系の確立・整備を目指す「AIソフトウェア工学」が、新し

い研究分野として立ち上がり、活発な取り組みが行われている。さらに、生成AIの進化は、ディープフェイク
のような悪用の問題だけでなく、あたかも人間の専門家によるものと見紛うような文章・画像・映像などを簡
単に作れるようになったことによる専門家からの反発や、なりすましを含む真偽判断・信憑性に関わる懸念を
引き起こした。そのような真偽の不確かさに相対する人間の「意思決定・合意形成支援」や「デジタル社会
におけるトラスト形成」が重要課題になっている。

また、二つの潮流として見られるようなAI技術の発展は、社会・産業・科学の変革を促す。特にさまざま
な産業と科学技術の国際競争力を左右する「AI・データ駆動科学」に着目すると、AIを用いた大規模・網
羅的な仮説生成・探索による人間の認知限界・バイアスを超えた科学的発見、ロボットを用いた仮説評価・
検証のハイスループット化への取り組みが活発化している。生成AIはこの可能性を拡大・加速しつつある。

AI技術開発は米中2強と言われる状況であり、日本がそこに割り入ることは簡単なことではない。しかし、
AI技術は国の産業や科学の国際競争力を左右し、経済安全保障の面からも欠くことのできない技術である。
海外からの技術導入・活用に全て依存してしまうようなことなく、日本として優位性を打ち出し得る点を見い
だし、戦略的に研究開発を推進すべきである。本報告書では、「第4世代AI」「信頼されるAI」「AI・データ
駆動科学」という切り口で、その可能性を論じた。

日本はAI戦略において「Trusted Quality AI」を掲げており、研究コミュニティーや産業界での取り組み
が、国際的にも早い時期に立ち上がった。国際標準化活動においても健闘しており、欧州が理念主導でAI規
制を強化してくる動きに対して、「信頼されるAI」の実現に向けて、実践的なトラストを積み上げる取り組み
を重ねている。また、米国Big Tech企業先行の基盤モデル・生成AI（第3.5世代AI）が社会に大きなイン
パクトを与えているが、計算脳科学とAIの融合研究や、日本発の研究領域である認知発達・記号創発ロボティ
クスなど、「第4世代AI」につながる基礎研究が進められている。さらに「AI・データ駆動科学」は、日本
からノーベルチューリングチャレンジというグランドチャレンジが提唱され、その国際連携による取り組みも進
められている。このような取り組みが日本の強み育成の足掛かりになり得るものと考える。

また、政策・戦略の議論・検討が活発化している基盤モデル・生成AIについて、本報告書では、その研
究開発課題の全体観を示した。その上で、基盤モデル・生成AIの活用推進、次世代AIモデルのための基礎
研究推進、それらを支える基盤モデルとその周辺技術の実装・運用、という三つの打ち手を連動させるとい
う方向性について論じた。

第2部「注目研究開発領域の俯瞰詳細」
「第4世代AI」と「信頼されるAI」に関わりの深い研究開発領域として、まず以下に述べるような九つの

研究開発領域（①～⑨）に注目する。そして、各研究開発領域について、研究開発動向、技術トピック、今
後の重要課題、国際比較などを紹介する。

これまでの第3世代AIは、さまざまな用途で人間を上回る性能を示しているが、前述の問題点（a）（b）（c）
が指摘された。第3世代AIを超大規模化した基盤モデル・生成AI（第3.5世代AI）は問題の一部を改善し、
高い汎用性も示しているが、さらなる発展として、画像・映像認識や運動制御のような「①知覚・運動系の
AI技術」と、自然言語処理のような「②言語・知識系のAI技術」の融合による「第4世代AI」の研究開発
が進み始めた。深層学習、深層強化学習、深層生成モデル、自己教師あり学習、そして超大規模な基盤モデ
ルという技術発展に加えて、「⑦計算脳科学」や「⑧認知発達ロボティクス」の研究から得られる人間の知能
に関する知見が「第4世代AI」の研究開発では重要な役割を果たす。そのようなAIと人間あるいは複数の
AI間の関係が「③エージェント技術」によって広がりを見せている。

その一方で、AI技術が社会に広がり、「⑨社会におけるAI」という視点から、安全性・信頼性・公平性・
解釈性・透明性などを含むAI社会原則・AI倫理指針が国・世界レベルで策定され、「信頼されるAI」のた
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めの技術開発も重要な研究課題となっている。具体的には、上記原則・指針を満たすようなAI応用システム
を開発するための「④AIソフトウェア工学」、人がAIと協働してより良い判断や目的達成を目指す「⑤人・
AI協働と意思決定支援」、AI・ビッグデータ技術を活用した社会・産業・科学の変革に関わる「⑥AI・デー
タ駆動型問題解決」への取り組みが進展している。

また、以上の9領域と関わりの深い研究開発領域として、「⑩因果推論」「⑪意思決定と最適化の数理」「⑫
AIを支えるコンピューティングアーキテクチャー」「⑬社会におけるトラスト」についても、併せて紹介する。
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研究戦略 ～デジタル社会における新たなトラスト形成～」, CRDS-FY2022-WR-05（2022年
9月）   
https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2022-WR-05.html 

【資料20】 科学技術振興機構研究開発戦略センター,「公開シンポジウム報告書：デジタル社会における
新たなトラスト形成 ～総合知による取り組みへ～」, CRDS-FY2022-SY-02（2023年3月）.  
https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2022-SY-02.html

【資料21】 科学技術振興機構研究開発戦略センター,「俯瞰ワークショップ報告書：機械学習と科学」, 
CRDS-FY2020-WR-13（2021年3月）.  
https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2020-WR-13.html
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【資料22】 科学技術振興機構研究開発戦略センター,「科学技術未来戦略ワークショップ報告書：人工知
能と科学」, CRDS-FY2021-WR-01（2021年8月）.  
https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2021-WR-01.html

【資料23】 科学技術振興機構研究開発戦略センター,「俯瞰ワークショップ報告書：エージェント技術」, 
CRDS-FY2021-WR-11（2022年3月）.  
https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2021-WR-11.html

（4）俯瞰報告書
本報告書の1.3節は資料24からの抜粋である。また、本報告書の第2部は、資料24から転載しつつ、よ

り最新の動向を取り込んで記載したものである。

【資料24】 科学技術振興機構研究開発戦略センター,「研究開発の俯瞰報告書：システム・情報科学技術
分野（2023年）」, CRDS-FY2022-FR-04（2023年3月）.  
https://www.jst.go.jp/crds/report/CRDS-FY2022-FR-04.html

なお、上記を含め、本報告書中に記載したURLは2023年6月1日時点のものである（注記があるものを
除く）。
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人工知能（AI：Artificial Intelligence）技術は、人間の知的活動（認識、判断、計画、学習など）を
コンピューターで実現するための技術群である。AI研究として、人間の知能のさまざまな側面を広くカバーし、
さまざまな状況で人間の知能のように動作する汎用性の高いシステム（汎用AI）を目指す取り組みがある一方、
特定の機能や特定の状況下でのみ人間に近い（時には精度で人間を上回る）振る舞いをするシステム（特化
型AI）の開発が活発に進められている。現在の第3次AIブームにおいてさまざまな応用に広がったAI技術は、
基本的に特化型AIに相当する技術群であるが、極めて大規模な深層学習（Deep Learning）によって作ら
れた基盤モデル（Foundation Model）1）が登場し、AIの汎用性・マルチモーダル性が急速に高まりつつある。

一方、ビッグデータ（Big Data）は、元来は膨大な量のデータそのものを指す言葉だが、その収集・蓄積・
解析技術は、大規模性だけでなくヘテロ性・不確実性・時系列性・リアルタイム性などにも対応できる技術
として発展している。また、センサー、IoT（Internet of Things）デバイスの高度化と普及によって、さま
ざまな場面で実世界ビッグデータが得られるようになり、その収集・解析技術は、実世界で起きる現象・活
動の状況を精緻かつリアルタイムに把握・予測するための技術としても期待されている。今日、さまざまな社
会課題が人間の手に負えないほどに大規模複雑化しており、実世界ビッグデータの収集・解析による状況の
把握・予測は、そのような課題の解決に共通的に貢献し得る有効な手段になる。

これらAI技術とビッグデータ（データそのもの、および、処理技術）は深く関係し合いながら発展している。
ビッグデータが集められることでAI技術（特に機械学習技術）は高度化し、精度を高め、そのAI技術を用
いて実世界のビッグデータを解析することで、実世界の現象・活動のより深く正確な状況把握・予測が可能
になってきた。これまで人間が行っていたさまざまなタスクについて、自動化・効率化され得るものが拡大す
るとともに、規模・処理速度・解像度などにおいて人手で処理できるレベルを大きく超えて対象を扱い得るよ
うにもなる。このようなAI・ビッグデータ技術の活用は、幅広い分野・用途でさまざまな価値を生み出し得
るものであり、SDGs（Sustainable Development Goals、国連が定めた「持続可能な開発目標」）を含
むさまざまな社会課題の解決にも貢献し得るし、科学技術や産業の競争力にも強く関わってくるものである。

第1部では、ビッグデータ技術を含むAI技術の研究開発に見られる二つの潮流「第4世代AI」「信頼され
るAI」と、それを踏まえた国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）研究開発戦略センター（CRDS）
からの戦略提言の内容、および、国際比較を含む取り組み状況・注目動向について述べる。以下、1.1節では、
AI技術のこれまでの発展ステップと現在の研究開発における二つの潮流について述べる。その際、基盤モデ
ル・ 生 成A Iの インパ クトに つ い てまとめ るとともに、A I活 用 による 価 値 創 造・D X（D i g i t a l 
Transformation）の動向についても簡単に触れる。1.2節では、これまでにCRDSから発信した、AIと関
わりの強い五つの戦略提言について、1.1節で述べた動向整理と対応付けながら概要を紹介するとともに、基
盤モデル・生成AIがもたらした戦略提言上の新たな論点も併せて提示する。1.3節では、これらに関連する
研究開発領域の状況・政策の国際比較をまとめ、1.4節では、今後の展望や方策の方向性について述べる。

1	 研究開発の潮流と戦略提言
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1.1	 研究開発の潮流

まず、AI技術に関わるこれまでの発展を簡単に振り返る。
AI・ビッグデータの技術発展に関する俯瞰図（時系列）を図1-1-1に示す。この図では、横軸が年代、縦

軸が取り組みの広がりをおおまかに表している。図中には、その時期に台頭した技術およびエポックをプロッ
トした。 AIは現在、3回目のブームを迎えているが、これまでブームと連動して取り組みが広がってきた様子
を示している。

図1-1-1 　 人工知能・ビッグデータ技術の俯瞰図（時系列）

第1次AIブーム（1950年代後半から1960年代）では、AIに関わる基礎的な概念が提案され、AIが新
しい学問分野として立ち上がったが、探索問題が中心で、実用性という面ではトイシステムにとどまった（第
1世代AIと呼ぶ）。第2次AIブーム（1980年代）では、人手で辞書・ルールを構築・活用するアプローチ
が主流となり、エキスパートシステム、指紋・文字認識、辞書・ルールベース自然言語処理など（カナ漢字
変換など）の実用化にも結び付いた（第2世代AIと呼ぶ）。しかし、人手による辞書・ルール記述の限界か
ら冬の時代を迎える。第3次AIブーム（2000年代から現在）では、インターネットやコンピューティングパワー
の拡大を背景として、ビッグデータ化と機械学習の進化がブームを牽引し、画像認識・音声認識、機械翻訳、
囲碁・将棋などでは人間に追いつき/上回る性能を示し、さまざまなAI応用システム（認識・検索・対話シ
ステムなど）が実用化され、社会に普及している（第3世代AIと呼ぶ）。

このような技術発展を図1-1-1では三つの大きな流れでとらえている。
一つ目の流れは「A. 理論の革新」である（図中の紫ライン）。3回のAIブームはいずれも理論面の発展（知

識表現・記号処理、辞書・ルールベース処理、機械学習・深層学習など）やコンピューティングパワーの増
大などの技術進化によってドライブされた。第2世代AIでは人手による形式知の記述が試みられ、第3世代
AIでは暗黙知の学習に取り組まれた。さらに現在、これまで特化型AIと言われていたものから、高い汎用性
を持つAIへと向かいつつある。
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二つ目の流れは「B. 応用の革新」である（図中の青ライン）。第2次AIブーム以降は実用的な応用が生ま
れ始め、ビッグデータの高速並列処理・知識処理の実用化が進み、第3次AIブームでは、機械学習の応用
分野が爆発的に拡大した。

三つ目の流れは「C. 社会との関係」である（図中の緑ライン）。これは第3次AIブームを迎えて、活発に
議論されるようになった視点である。 AI技術のさまざまな応用が社会に広がったことに加えて、AI技術の可
能性が人間にとって恩恵だけでなく脅威や弊害ももたらし得るという懸念が強まったためである。

このような変遷に伴い、取り組むべき研究開発の内容も広がってきている。初期から取り組まれてきている
「A.理論の革新」の流れに沿って、より高い精度・性能を追求する研究開発が第1の潮流「第4世代AI」で
ある。その一方、「B.応用の革新」や「C.社会との関係」という面が拡大したことで、精度・性能とは別に、
安全性・信頼性などの社会的要請を充足するための研究開発が重要なものになってきている。これが第2の
潮流「信頼されるAI」である。

1.1.1	 基盤モデル・生成AIのインパクト

「第4世代AI」と「信頼されるAI」という二つの潮流を概観する前に、本節では、現在大きな話題となっ
ている基盤モデル・生成AIの概要とインパクトについてまとめておく。その上で、後続の1.1.2節で「第4世
代AI」の潮流、1.1.3節で「信頼されるAI」の潮流をそれぞれ概観しながら、基盤モデル・生成AIがそれ
らに与えた影響を論じることにする。

対話型生成AI
機械学習には識別モデル（Discriminative Model）と生成モデル（Generative Model）がある。識別

モデルはデータの属するクラスを同定するが、そのデータがどのように生成されたかは考えない。一方、生成
モデルはデータがどのように生成されたか、その過程までモデル化する。深層学習が登場して第3次AIブー
ムが起こった当初は、画像認識や異常検知のような認識系の応用を中心に、識別モデルの実用化が大きく進
展した。生成モデルのアイデアはあったものの、当初は精度・品質があまり高くなかった。しかし、2014年
にGAN（Generative Adversarial Networks：敵対的生成ネットワーク）が発表され、深層学習ベースの
生成モデル（深層生成モデル）が高い精度・品質を示すようになり、画像の生成・変換などの応用を中心に
生成モデルの実用化が広がった1。

2022年頃から大きな話題になっている生成AI（Generative AI）2は、このような深層生成モデルの技術
発展の流れをくんでいることに加えて、自然言語による指示文（プロンプト）を用いていることが大きな特徴
である。すなわち、どのようなものを生成したいかについて、自然言語で指示や条件を与えることができる。
生成モデル一般と区別するため、ここでは「対話型生成AI」と呼ぶことにする（「Text-to-X Generator」
と呼んでもよいかもしれない）。

図1-1-2に示すように、対話型生成AIは、入力された自然言語に対して応答するAIである。言語のほか
画像・映像・音声・動作などのマルチモーダル応答や、画像やWebページなど言語以外のモーダルを併用
した入力も可能になりつつある。そして、まるで人間のような自然な対話ができ、まるでプロのアーティスト

1 深層生成モデルの詳しい動向は2.1.1節に記載している。

2  「生成AI」という用語が使われるようになったが、その定義は必ずしも明確ではないように思える。生成モデルに基づくAIを
意味するのか、それとも、生成タスクを実行するAIを意味するのか（生成モデルは生成タスクだけでなく識別タスクにも対応
できる）。また、生成タスクとして、ChatGPTのようにプロンプト（文章による指示）を主入力とした生成タスクを想定するのか、
それとも、文章入力に限らず数値パラメーターなどを入力とした生成タスクも含めるのか。このような点において、「生成AI」
という用語が意味するものが曖昧なまま使われている状況のように思える。
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が描いたようなテイストの画像を生成できるなど、さまざまな専門的な知識・能力を備えているかのような応
答を返すことが、人々に驚きを与えている。

図1-1-2 　 対話型生成AI

自然言語をインターフェースとし、Web上で使えるサービスが提供されたことから、研究者コミュニティー
だけでなく一般の人々にも幅広く利用が広がった。その代表的なサービスとしては、自然言語の文章生成を
中心としたChatGPT（OpenAIが開発）やBard（Googleが開発）、画像生成を中心としたDALL-E2（OpenAI
が開発）、Stable Diffusion（Stability AIらが開発）、Midjourney（Midjourneyが開発）が挙げられる。

対話型生成AIの原理と基盤モデル
現状の対話型生成AIは、与えられた入力の続きを確率モデルに基づいて予測することで、応答を生成して

いる3。確率モデルとしては、大量データからつながり関係を事前学習した深層ニューラルネット（Deep 
Neural Network）を用いている（図1-1-2）。現在主流のトランスフォーマー型の深層ニューラルネットでは、
幅広いコンテキスト情報を参照しつつ、アテンション機構によって、予測のために注目すべき箇所を適切に選
択できるようになり、予測精度が大幅に向上した4。

また、識別モデルの学習では教師あり学習（Supervised Learning）が主に用いられていたが、生成モデ
ルの学習では自己教師あり学習（Self-supervised Learning）が開発された。教師あり学習では、教師デー
タとして入力と正解出力のペアを大量に与えて、深層ニューラルネットのパラメーター（ニューロン間のリンク
の重みなど）を決定するため、人手による正解作成の負荷が大規模化（高精度化）のボトルネックになって
いた。しかし、自己教師あり学習では、その人手負荷がなくなり、超大規模学習が可能になった。例えば、
自然言語の生成モデルの学習に用いられるMLM（Masked Language Model）方式は、テキストの一部を
隠して（マスクをかけて）、隠された部分を推定する穴埋め問題型の自己教師あり学習法である5。隠された部
分の正解は分かっているので、人手による正解ラベル付けをする必要がなく、教師あり学習と同等の学習を
大量に実行することが可能になる6。

3 「高度なオートコンプリート機能のようなもの」と例えられることもある。

4 本報告書をほぼ書き終えた時点で発刊された『大規模言語モデルは新たな知能か：ChatGPTが変えた世界』（岡野原大輔）2）

の第6章「大規模言語モデルはどのように動いているのか」では、トランスフォーマーや大規模言語モデル（基盤モデル）の仕
組みについて、現状どの程度まで解明されているのかを含め、数式を使わず分かりやすく解説している。

5  「穴埋め問題型」のMLMのアイデアは、2018年にGoogleのBERTで使われて広まった。 OpenAIのGPTシリーズは、次の
語を当てる「自己回帰型」のMLMを用いている。なお、MLMは言語系だが、画像系の自己教師あり学習としては、対照学習

（Contrastive Learning）やMAE（Masked Autoencoder）が知られている。言語系は2.1.2節、画像系は2.1.1節で取
り上げている。

6 対話型生成AIの自己教師あり学習を例えるならば、「世界中のテキストをもとに、自分で穴埋め問題を作って、解く練習をひた
すらしたら、聞かれたことに対して、たいてい続きを言えるようになった」ようなものと言えるかもしれない。
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このような自己教師あり学習を用いた超大規模な深層学習モデルの構築は、まず言語中心に行われ、それ
らは大規模言語モデル（Large Language Model）3）と呼ばれている。さらに、言語に他のモーダル（画像
など）も対応付けられ、マルチモーダル性・汎用性が高まり、基盤モデル（Foundation Model）と呼ばれ
るようになった。これは、米国のスタンフォード大学CRFM（Center for Research on Foundation 
Models, Stanford Institute for Human-Centered Artificial Intelligence, Stanford University）の論
文 1）で命名されたものであり、この論文では、基盤モデルを「大量かつ多様なデータで訓練され、多様な下
流タスクに適応できるモデル」（図1-1-3）と定義している。対話型生成AIは、基盤モデルを用いて実現される。
表 1-1-1に基盤モデルの例を挙げる。

図1-1-3 　 基盤モデルの概念 1）
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表1-1-1 　 基盤モデルの例

タイプ 基盤モデル名 開発組織 発表年 モデル規模7 補足

大規模言語モ
デル

BERT Google 2018 3.4億 トランスフォーマー、MLMを用いた
LLM初期の代表的モデル

GPT-2 OpenAI 2019 15億 自己回帰型トランスフォーマー

GPT-3 OpenAI 2020 1750億

GPTを大幅に大規模化して性能向上、
Few Shot学習を実現、ファインチュー
ニングされたGPT-3.5が2022年に
ChatGPTに搭載された

T5 Google 2020 110億 テキストベースの多タスクに対応

Switch 
Transformer Google 2021 1兆6000億 混合エキスパート（MoE）パラダイム

を用いて計算量削減

悟道（WuDao）2.0 北京智源人工
知能研究院 2021 1兆7500億

Megatron-Turing 
NLG

NVIDIA & 
Microsoft 2021 5300億

Ernie 3.0 Titan Baidu 2021 2600億 中国版LLM、Ernie Botに搭載され
た

Gopher DeepMind 2021 2800億

HyperCLOVA LINE & 
NAVER 2021 820億 日本語LLM、最初のバーションは

2020年発表

Chinchilla DeepMind 2022 700億 モデル規模拡大ではなく効率重視

PaLM Google 2022 5400億

GLM 清華大学 2022 1300億 英語と中国語

GPT-4 OpenAI 2023 非公開 ChatGPTの最新版に搭載された

PaLM2 Google 2023 非公開 対話型生成AIであるBardをはじめ
25のGoogle製品に搭載

LLaMA Meta 2023 650億 研究向けに公開

StableLM Stability AI 2023 70億 オープンソースLLM

Dolly 2.0 Databricks 2023 120億 商用利用可能なオープンソースLLM

OpenCALM CyberAgent 2023 70億 日本語対応オープンソースLLM

Text-to-Image
（画像生成モデ
ル）

DALL-E OpenAI 2021 120億 言語と画像を関係付けるモデルCLIP
をベースとしている

DALL-E2 OpenAI 2022 35億+15億 拡散モデルを利用

Imagen Google 2022 76億 拡散モデルを利用

Parti Google 2022 200億 自己回帰モデルを利用

マルチモーダル

Flamingo DeepMind 2022 800億 テキスト・画像・動画を扱える

Gato DeepMind 2022 12億
一つのモデルで、テキストや画像の生
成・出力から動作の生成・制御まで、
さまざまなタスクを扱える

7 モデル規模はモデルのパラメーター数で示している。複数通りの規模が用意されているモデルについては、最大規模のものを記
載した。
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対話型生成AIブームが生まれた技術的要因
2022年半ば頃からMidjourneyやStable Diffusionなどの画像生成AIが一般にも話題になり、同年11

月末にはChatGPTが登場し、史上最速2カ月でアクティブユーザー数が1億人を突破した。このようなブー
ムが生まれたのは、Web上で使える形で提供されたことも大きな要因の一つと考えられるが、技術的な面で
は、以下に示す3点が要因として挙げられる。

1点目は、予測精度の劇的向上である。第3次AIブームの初期、画像認識・音声認識などのパターン認識
に深層学習が適用され、従来法よりも大幅な精度改善が示されたが、自然言語処理への適用では従来法から
芳しい精度改善が得られていなかった。しかし、意味の分散表現、アテンション機構を用いたトランスフォー
マーモデル、前述の自己教師あり学習MLMなどの技術が次々に開発・導入され、さらに超大規模化が進め
られたことで、最近5年間の自然言語処理の劇的な精度向上に結びついた。その超大規模化による精度向上
については、スケーリング則と創発的能力が観測されたことで、超大規模化に拍車がかかった。スケーリング
則（Scaling Laws）は、モデルの予測精度が、計算リソース、データセット規模、モデル規模という3変数
のべき乗則に従うというものである（図1-1-4）。すなわち、大量データを学習させてモデルの規模を巨大化
するほど、予測精度が向上する。さらに、モデル規模がある点を超えると、性能が急激に向上するという現
象が観測され、創発的能力（Emergent Abilities）と呼ばれた8。

図1-1-4 　 スケーリング則 4）

図1-1-5 　 創発的能力5）

8 ただし、この観測結果は、測定する指標の設定の仕方によるなど、創発的能力に疑問も示されており6）、2023年6月現在、議
論になっている。
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2 点目は、対話型ユーザーインターフェースの採用である。実は、1 点目として挙げた予測精度の劇的
向上は、AI 研究者コミュニティーにおいて GPT-3 の登場時点（2020 年）で大きな話題になっていた。
これが 2022 年 11 月末の ChatGPT 登場によって、一般にも爆発的に利用が広がったのは、自然言語で
の対話（チャット）という、一般ユーザーに分かりやすく使いやすいインターフェースが採用されたこと
が、大きな要因になったと考えられる。

3 点目は、人間の意図・価値観に合わせて AI を振る舞わせる仕組み（いわゆる AI アライメント）に
も取り組まれたことである。チャットボット関連の事件として、2016 年 3 月 23 日に、Microsoft の
Tay が Twitter 上で公開されたが、悪意を持ったユーザーとの対話によって、あっという間に差別主義的
思想に染まってしまい、開始後 16 時間で強制終了となったことがよく知られている。このような問題を
回避し、対話型生成 AI がより適切な応答を返せるようにするため、以下のような複数通りの対策が取ら
れている。

● 学習データ選別：不適切な内容のデータは取り除き、学習に使わない。
● RLHF（Reinforcement Learning from Human Feedback）：人間のフィードバックを用いた強化学

習によって基盤モデルをチューニングする。 ChatGPTでは、（1）プロンプトと望ましい応答のペアを追
加学習、（2）応答文のスコア付けモデル（真実性＋無害性＋有益性）を人間による比較評価から学習、（3）
学習したスコア付けモデルを用いて、大量のプロンプトで強化学習を行い、基盤モデルをチューニング、
という手順によってRLHFを実現している7）。

● Content Moderation：不適切な表現（性的/暴力/ヘイトなど）を含む応答を検出してブロックする。

対話型生成AIの応用の広がりとリスク
対話型生成AIは、技術的には前述したように、与えられた入力の続きを確率モデルに基づいて予測するこ

とで応答を生成するものでありながらも、まるで専門家のような応答を返してくれたり、各個人の能力ではと
ても処理できないような量・速度でタスクをこなしてくれたりする。さらに、自然言語で指示や説明ができる
ため、人にタスクを依頼するのに近い感覚で、対話型生成AIを利用することができる。

そのため、さまざまな分野で応用が考えられている。応用分野の一例として、チャットボット、バーチャル
アシスタント、医療診断、法的支援、創薬支援、科学的仮説生成、コンテンツ作成、ゲーミング、ライティン
グ支援、プログラミングとデバッグ、言語翻訳、ニュース要約、コンテンツキュレーション、マーケティング、
感情分析、ソーシャルメディア分析、カスタマーサービス、教育支援、メンタルヘルス、人材マネジメント、ファ
イナンシャルプランニング、データレポート作成、データベースへのクエリなどが挙げられる。実際に開発され
たアプリケーションのカタログを掲載するサイトもあり、2023年6月7日時点で900件を超えるアプリケーショ
ンが掲載されている9。

ChatGPTやGPT-4の精度・性能の高さについては、米国司法試験の上位10%に入るレベル、米国医師
資格試験でも合格できるレベル、米国名門大学のMBA（経営学修士）に合格できるレベルといった評価が
示されている。また、画像生成AIで生成した画像をもとにした作品が、絵画コンテストや写真コンテストで優
勝するという事例も生じている。

このような高い精度・性能は、人間の知的作業全般に変革をもたらし、かつ、それが急速であることから、
反発や懸念が生じている。学会に投稿する論文作成に使うことの制限や、学校教育における扱いや対応につ
いて、議論が沸き起こった。それぞれ学会や学校としてのポリシーが宣言される動きとなっており、おおむね

9 https://gpt3demo.com/ にはGPT-3のアプリケーションとして、216カテゴリ、826件が登録されており、  
https://gpt4demo.com/ にはGPT-4のアプリケーションとして、44カテゴリ、78件が登録されている（2023年6月7日時点）。
また、生成AIスタートアップ市場マップ https://www.cbinsights.com/research/generative-ai-startups-market-map/ 
からも、幅広い応用分野が立ち上がっていることが分かる。

8 CRDS-FY2023-RR-02CRDS 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター

人工知能研究の新潮流2 ～基盤モデル・生成AIのインパクト～

研
究
開
発
の
潮
流
と

戦
略
提
言

1



中身を理解して賢く付き合うという方向に向かいつつある。しかし、創作活動に携わるアーティストやその関
連業界団体からは強い反発があり、訴訟も起きている。また、急速な技術発展に対する懸念、コントロール
の必要性から、Future of Life Instituteから「GPT-4より大きな生成モデルの作成を6カ月間凍結せよ」と
いう趣旨のオープンレターが公開され、Yoshua Bengio、Stuart Russell、Elon Musk、Steve Wozniak、
Yuval Noah Harariなどの業界著名人を含む1000名ほどが署名した。

このような生成AIに対する懸念事項を表1-1-2にまとめた。

表1-1-2 　 生成AIに対する懸念事項　［文献 8）, 9）からリストアップ］

✓　幻覚（Hallucination）：無意味または誤った内容が真実であるかのように生成される
✓　有害なコンテンツ生成
✓　データの偏りによる社会的バイアス強化
✓　偽情報やプロパガンダ生成
✓　兵器の拡散に使われる可能性
✓　プライバシー侵害、個人情報・機密情報の漏洩
✓　サイバーセキュリティーへの脅威
✓　危険な挙動の創発：システムが予測できない動きをする可能性
✓　他のシステムとの併用による悪用や弊害
✓　経済的影響：労働者の置き換えなど
✓　技術開発競争が加速することのリスク
✓　AIへの過度の依存
✓　学習データの不透明性
✓　モデル作成時の労働者の搾取：有害データの除去作業で危険な労働 
✓　著作権侵害の恐れ 
✓　自然環境へのインパクト：訓練・推論時の電力消費量
✓　データ汚染：ネット上にAI生成物があふれ区別がつかなくなる恐れ

国の政策動向
基盤モデル・生成AIによって、さまざまな産業応用が広がり、経済成長・活性化や科学技術の競争力向

上にもつながることから、国として推進する考えがある一方、上で述べたような懸念・リスクがあるため、規
制やルール整備の必要性が強く指摘されている。そこで、各国において、その両面で政策検討が進められて
いるとともに（表1-1-3）、G7などの場で国際的なルール作りに向けた動きも始まった。
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表1-1-3 　 基盤モデル・生成AIに関する各国の論調

［出典］AI戦略会議 第1回（2023年5月11日）資料2　https://www8.cao.go.jp/cstp/ai/ai_senryaku/1kai/1kai.html

状況認識および研究開発課題のまとめ
以上のような動向を踏まえて、日本にとっての状況認識をまとめる。
● 対話型生成系AIの進化が、人間の知的作業全般に急速な変革をもたらし、産業、研究開発、教育、創

作などさまざまな分野に幅広く波及しつつある。その開発・活用が、人や組織の生産性向上に直結し、
国の国際競争力を左右する。

● 一過性の話題ではなく、大きな変革期の始まりと認識して迅速に対応すべきであろう。日本でも対話型
生成系AIの活用・応用開発が積極的に展開されており、産業・経済の活性化につながるとの期待がある。
政府の政策面でも迅速・活発な検討が始まっている。

● 大規模モデルは学習1回に億円超の計算費用がかかるため、Big Tech企業で構築したものをAPI利用し
ているのが現状である。この中核汎用技術を海外APIに依存することは、経済安全保障面および科学技
術政策面でリスクになる。API利用対価を払い続ける負担も大きい。

● API利用では、応用開発は進めることができても、知能モデルの解明・探究というAIの基礎研究におい
て大きなハンディキャップを負う。学習させるデータや出力の良否判断は国の価値観・文化を反映するの
で、海外API依存はその判断の自立性を手放すことにつながる。

このような基盤モデル・生成AIの研究開発推進の必要性を踏まえ、その研究開発課題の全体観を図
1-1-6のように整理した。この図では、左が実務寄りで右が学術寄り、下が共通基盤で上が応用個別として、
八つの研究開発課題を配置した。下段中央を出発点とした時計回り順で、それらを簡単に説明する。
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図1-1-6 　 基盤モデル・生成AIの研究開発課題の全体観

下段中央の「基盤モデル構築技術」は、大規模な基盤モデルの実装、そのための計算機環境の構築や高
速処理技術、データ収集・選別・整備などである。下段左の「基盤モデル運用技術」は、新しいデータを追
加してモデルを更新するプロセスがベースとなるが、継続運用が可能になるようなビジネスモデルや、基盤モ
デルに特定の思想を仕込むなどの懸念のない運用体制のトラスト確保も含む。その上、中段左の「基盤モデ
ル周辺拡張技術」は、現状の基盤モデルが不得手な機能（最新情報検索、数式処理、論理推論など）をプ
ラグインなど外部連携によって補ったり、それらを用いたワークフローを自動設計・最適化したりするもので
ある。

上段は利活用・応用実現の層である。上段左の「基盤モデル応用開発（API利用）」は、既存の基盤モデ
ルのAPIを利用した応用開発であり、前述のように、既にさまざまな応用が開発されている。上段中央と上
段右にまたがる「分野固有基盤モデル開発・活用」は、既存の基盤モデルをそのまま使うのではなく、分野
固有のデータを用いて、ファインチューニングしたり、別途、分野固有のモデル（ニューラルネット）を作っ
たりして分野の用途向けのシステムを開発するものである。

その下、中段右の「AIアライメント研究」は、基盤モデルベースのAIが人間・社会の価値観に沿った振
る舞いをするようにする技術開発である（詳細は1.2.2 節で後述）。中段中央の「利活用時の問題対処」は、
生成AIの入出力データに関わる問題として、著作権や肖像権への対処、生成AIが出力したものか/人間が
作成したものかの区別などを含む。

下段右の「次世代AIモデル研究」は、現在の基盤モデルからさらに発展させるための基礎研究である。基
盤モデルの高効率化、生成AIの高性能化、基盤モデルのメカニズム解明、人間の知能からヒントを得た新し
い知能モデルの探求（詳細は1.2.1 節で後述）、そのような新モデルに適したコンピューティングなどを含む。

1.1.2	 AI基本原理の進化：第4世代AI

現在の第3世代AIでは、大量データから帰納的にルールやモデルを構築する機械学習技術を用いたAIが
主流となっている。機械学習技術にさまざまな方式がある中で、特に目覚ましい発展を遂げているのは、深い
多層のニューラルネットワークを用いる深層学習である。ニューラルネットワークを用いた機械学習は1960
年前後から活発に研究され、1980年頃に深層学習につながるアイデアも生まれていたが、計算機の性能向
上や利用可能なデータ量の増大と相まって、近年の急速な技術発展が可能になった。
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これまで深層学習は、従来の機械学習方式と比べて著しい精度向上を示し、特定用途で人間を上回る精度・
性能を次々と達成してきた。例えば画像認識分野では、2012年、一般物体認識のコンペティションILSVRC

（ImageNet Large Scale Visual Recognition Challenge）に深層学習が初めて導入され、エラー率が前
年と比べて一気に10%近く改善されて大きな注目を集めた。その後も精度改善が進み、2015年には人間の
認識精度を上回ったと言われる。また、コンピューターゲーム分野では、深層学習・深層強化学習を用いた
Google DeepMindのAlphaGo（アルファ碁）が2016年～2017年に囲碁の世界トップランクプロに圧勝
して大きな話題になった。囲碁は完全情報ゲームであるが、不完全情報ゲームにおいても、2018年にはリア
ルタイムストラテジーゲームStarCraft IIでGoogle DeepMindのAlphaStarがプロプレーヤーに圧勝し、
2019年には6人制ポーカーでFacebookとCMUのPluribusがトッププロに大勝した。さらに、質問文に対
して関連文書を読解して回答を抽出する文章読解問題についても、2018年にコンピューターが人間を上回る
精度を達成し10、その後、BERTに始まるトランスフォーマーベースの大規模言語モデルが次々に最高精度を
更新した。また、敵対的生成ネットワークGAN（Generative Adversarial Networks）や拡散モデル

（Diffusion Model）のような、深層学習に基づく生成モデルが開発されたことによって、例えば、あたかも
本物のような実在しない画像・映像の生成、線画の自動着色・写実画変換、見えない面まで推測した3Dモ
デル生成など、新しい生成アプリケーションも次々に生み出されている。画像・映像だけでなく言語において
も、2020年に発表された言語生成モデルGPT-3が、ごく少数の例示をもとに、あたかも人間が書いたかの
ような自然な文章や、プログラムコードまでも生成し、大きな話題となった。（ここで言及したような深層学習
の技術動向トピックの詳細は2.1.1節・2.1.2節を参照）

そして、さらに、1.1.1節で述べたような大規模言語モデル/基盤モデルを用いた対話型生成AI（ChatGPT、
Bard、Stable Diffusion、Midjourneyなど）が開発・公開され、プロンプトと呼ばれる入力文章をもとに、
まるで人間の専門家であるかような自然で整理された文章や、まるでプロのアーティストが描いたようなテイ
ストの画像を、応答として返すことが可能になった。

しかし、人間の知能と比べると、深層学習（第3世代AI）には、以下のような問題点がある。深層学習の
超大規模学習版である基盤モデル（第3.5世代AI）によって、改善されたところはあるが、依然として問題
点は残る。

第3世代AIが抱える問題点
上で述べたような目覚ましい技術発展の一方、従来の深層学習（第3世代AI）が抱える技術的な問題点

が指摘されるようになってきた。主な問題点として、以下のような3点が挙げられる。

【問題点1】学習に大量の教師データや計算資源が必要
分類・識別、予測、異常検知などのさまざまなタスクに深層学習が適用され、高い精度が達成された事例

が報告されている。しかし、その学習（訓練）プロセスでは極めて大量の教師データが用いられている。例
えば画像認識の学習に用いる画像データ数や、言語の語義の曖昧性解消に用いる単語数が、億オーダーに
至っている。精度の向上は、学習に用いるデータ量を増やすだけでなく、アルゴリズムの改良、ニューラルネッ
トワークの多層化や構造の複雑化によっても推し進められてきた。その結果、学習プロセスで使われる計算資
源も増大し続けている。

10 文章読解問題の特定ベンチマークで人間を上回る精度を達成したというものである。後述の【問題点3】で述べるように、文
章読解AIシステムが文章の意味を理解して高い精度スコアを出したのではなく、問題の統計的な傾向・パターンから判定した
結果、そのベンチマークでは高いスコアが出せたというものである。
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図1-1-7 　 基盤モデルの規模と訓練費用10）

大規模言語モデル・基盤モデルでは、自己教師あり学習によって、人手で教師データのラベル付けを行う
必要はなくなったが、それによって、モデル規模・学習データ規模がいっそう超大規模化した。1回の学習（訓
練）に要する計算費用は億円超と見積もられており（図1-1-7）11、計算資源の問題はますます深刻化している。

一方で、人間の脳の消費電力は20ワット程度だと言われている。基盤モデルAIと人間の脳では消費電力
にこのようなすさまじい開きがあることから、AIのアーキテクチャーとして、現在の基盤モデルとは異なるア
プローチを探っていく余地があると考えられる。

【問題点2】学習範囲外の状況に弱く、実世界状況への臨機応変な対応ができない
深層学習に限らず、機械学習を用いた判定（分類・識別、予測、異常検知など）は、学習（訓練）データ

と傾向が変わらない環境で動くことが前提になる。すなわち、学習データの分布から内挿できる範囲では妥当
な結果が得られたとしても、その範囲外で、外挿が必要になるケースでは、思いもよらぬ結果になってしまう
ことがある。

また、Adversarial Examplesと呼ばれる脆弱性の問題も指摘されている。具体例は「信頼されるAI」の
パートで紹介するが、人間には気にならない程度の加工で誤認識を誘発できるという問題であり、学習範囲
外の状況に弱いという点を突いたものとみなすことができる。

基盤モデルでは、1.1.1節で述べた創発的能力など、ある程度抽象化した関係性に基づいたかのような応
答を返すことから、限定的な範囲で推論ができているように思える12という意味で、学習範囲外の状況に弱い
という問題は多少改善されているように思える。しかし、基本的にテキスト化されたデータを大量に学習する
ことで関係付けをしているので、実世界状況への対応や実世界操作は苦手としている。

【問題点3】パターン処理は強いが、意味理解・説明などの高次処理はできていない
深層学習は、画像・映像・音声などを対象としたパターン処理には強いが、自然言語を対象とした意味理

11 また、OpenAIのCEOであるSamuel AltmanはGPT-4の訓練費用は1億ドル以上だったと、インタビューで答えている。 
https://wired.jp/article/openai-ceo-sam-altman-the-age-of-giant-ai-models-is-already-over/

12 現状、スケーリング則で性能が高まる理由や創発的能力が得られるメカニズムなどは明らかになっていないので、そのように思
えるという推測でしかない。
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解・説明などの高次処理では、まだ十分には機能していない。深層学習によって得られたルールやモデルは、
ニューラルネットワークの構造やノード間の重みとして表現される膨大なパラメーターの集合になる。これを
人間が直接解釈することは極めて難しい。そもそも深層学習によって高い精度が得られることについての理論
的解明もまだ十分になされていない。その結果、深層学習によって出された判定結果に対して、判定理由は
説明されず、人間が納得できないとか、事故が発生したときに、原因解明や責任判断が難しいといった問題
が起こる。

前述したように、文章読解問題のベンチマークにおいて、深層学習を用いたAIシステムが人間のスコアを
上回った。これは一見すると、AIシステムが文章の意味を人間以上に理解できていると思われるかもしれない。
しかし、その分析を行った報告によると、AIシステムが判定に用いているのは、統計的な傾向やパターンであ
り、意味のおかしな文章を入力しても、同様の傾向・パターンに当てはめて判定を出してしまう。本当に文の
意味が理解できていないと、正解を当てられないような問題を集めてスコアを出すと、AIシステムはまだ人間
のスコアを大きく下回るのが現状である（2.1.2 節参照）。

ChatGPTなど大規模言語モデル・基盤モデルをベースとした対話型生成AIは、あたかも言葉の意味を理
解して応答しているように思えるが、前述のように統計的に次の言葉を予測しているものであり、意味を理解
して回答しているわけではない。そのため、数式計算や物理法則に基づく予測のような論理推論などに弱い。
また、対話型生成AIの性質として話題になっている「思考の連鎖」（Chain-of-Thought Prompting）11）では、
Step by Stepで処理過程を示すことができるため、説明性という面で改善されているといえるかもしれない。
しかし、論理推論と同様に、論理を組み立てて結果を導いたり、動作実行をプランニングしたりする面はまだ
弱い。

第4世代AI：パターン処理と言語・記号処理の融合
上に述べたような深層学習（第3世代AI）の抱える問題点を解決できるような次世代AIとして、パターン

処理から言語・記号処理までを統一的な考え方で融合させるアーキテクチャーの検討が始まっている。これを
ここでは第4世代AIの研究開発と呼ぶ。

図1-1-8 　 第4世代AIへの発展の流れ

この第4世代AIへの発展の流れを示したのが図1-1-8である。1950年代後半から1990年代頃にかけて
注力された、探索ベースの第1世代AIからルールベースの第2世代AIまでの流れは、言語・記号処理に重
点を置いたAIの研究開発であった。一方、それとほぼ同時期、パターン処理に人工的なニューラルネットワー
クを用いた研究開発が取り組まれてきた。これが現在の機械学習ベースの第3世代AIへと発展した（基盤モ
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デルは第3世代AIの超大規模版として第3.5世代AIとしている）。すなわち、言語・記号処理AIとパターン
処理AIは別系統として発展してきた。そして、第4世代AIにおいて、それらパターン処理AIと言語・記号処
理AIとが融合されつつある。

ただ、これまでも、ルールベースのシステムの一部に機械学習を組み込んだり、機械学習によるパターン認
識の結果をルールベースのシステムで処理したりといった、パターン処理AIと言語・記号処理AIの「疎な組
み合わせ」は行われてきた。しかし、疎な組み合わせというレベルでは、前述した問題点を解消することはで
きていない。

これに対して第4世代AIは、パターン処理から言語・記号処理までを「統一的な考え方で融合させる」と
いうレベルに踏み込む。この背景として、深層学習が発展し、画像や音声の処理だけでなく自然言語処理へ
の適用も進んできたことが挙げられる。すなわち、これまでの「疎な組み合わせ」では、パターン処理の仕組
みと言語・記号処理の仕組みの間に大きな隔たりがあったが、深層学習の発展によって、それら二つがつな
がり、「統一的な考え方で融合」できそうだと考えられるようになってきたのである。

このような融合によって、第3世代AIの問題点の解消が期待される。パターン処理と言語・記号処理が融
合した第4世代AIのアーキテクチャーでは、現在の深層学習のようなデータからボトムアップにルールやモデ
ルを構築する帰納型の仕組みだけでなく、トップダウンに知識やルールを与え、状況や文脈（コンテキスト）
に応じてそれらを組み合わせて解釈・推論するような演繹型の仕組みも密に取り込まれたものになる。これに
より、教師データが大量になくとも演繹によって補うことでき（問題点1への対処）、学習範囲外のケースに
対しても演繹によって対応可能になり（問題点2への対処）、意味理解・説明も演繹面から強化される（問題
点3への対処）。

人間の知能の情報処理メカニズムからの示唆
計算脳科学（計算論的神経科学）や認知発達ロボティクスなど13、人間の知能の情報処理メカニズムに関

する研究成果・知見からも、パターン処理と言語・記号処理の両面を統一的に扱うべきことが示唆される。
人間は大量の教師データを与えられなくても学習・成長し、学習したことを学習時と異なるケースにも臨機応
変に応用できる。そして、人間の脳には、深層学習・強化学習に相当するような、経験に基づいた即応的な
情報処理を担う部分だけでなく、ある種抽象化されたモデル・知識を参照した熟考的な情報処理を担う部分
が存在すると考えられている。行動経済学で有名なDaniel Kahnemanは、著書「ファスト&スロー」12）に
おいて、人間の知能（意思決定システム）には二つの側面があるとし、反応の速い即応的知能をシステム1、
それに比べると反応が遅い熟考的知能をシステム2と呼んだ（表1-1-4）。それ以前から社会心理学や認知心
理学などの心理学分野では「二重過程理論」（Dual Process Theory）と呼ばれていた。

表1-1-4 　 システム1とシステム2の比較

システム1：即応的知能 システム2：熟考的知能

高速
直感的

無意識的
非言語的
習慣的

低速
論理的
意識的
言語的

計画・推論型

13 計算脳科学の研究開発動向は2.1.7節、認知発達ロボティクスの研究開発動向は2.1.8節に詳しく記載している。人間の知能の
情報処理メカニズムの理解に向けて、計算脳科学は分析的アプローチ、認知発達ロボティクスは構成論的アプローチを用いる。
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機械学習分野のトップランク国際会議として知られるNeurIPS（Conference on Neural Information 
Processing Systems：神経情報処理システム会議）の2019年開催における基調講演の一つは、カナダのモ
ントリオール大学教授Yoshua Bengioによる「From System 1 Deep Learning to System 2 Deep 
Learning」と題したものであった。現在の深層学習はシステム1に相当し、将来の方向性はシステム2の深
層学習だというのが、この講演のメッセージである。 ACMチューリング賞はコンピューター科学分野のノー
ベル賞と言われ、2018年には「深層学習革命の父たち」と呼ばれる3名に授与されたが、その一人が
Yoshua Bengioである。本稿で第4世代AIと呼ぶ方向性が、新しい潮流となりつつあることを感じさせた講
演だった。

二重過程理論を模したAIモデルをここでは「二重過程モデル」と呼ぶことにする。このモデルに基づいて、
第3世代AI、第3.5世代AI、第4世代AIの関係を図1-1-9に示した。この図では、思考のステップを、①
状況を知り、②判断・推論し、③行動する、という3ステップに分け、各ステップを担う処理系を、①知覚系、
②言語・知識系、③運動系とした。このとき、システム1（即応的知能）は知覚系と運動系で構成されるパター
ン処理機構に相当し、システム2（熟考的知能）は知覚系から言語・知識系を経て運動系まで通して実行す
る言語処理・記号推論機構に相当する。第3世代AIは基本的にシステム1をカバーし、第3.5世代AIはシス
テム2も部分的にカバーするが、論理推論・論理構築などは十分にできていない。また、知覚系の深層学習
によって眼前の状況に対する世界モデル（World Model）が得られるが、それを使って言語・知識系が適
切な手順を組み立てなければ、運動系による実世界操作をうまく実行することができない。人間の知能はシス
テム1とシステム2の両方をカバーしており、第4世代AIもそれを目指す。

図1-1-9 　 二重過程モデル

人間の知能の情報処理メカニズムから示唆されるAIモデルとしてもう一つ、認知発達ロボティクスの領域
で研究されているものが注目される。ここでは「発達・創発モデル」（図1-1-10）と呼ぶことにするが、乳幼
児からの成長のように、他者や環境との相互作用を通じて、自己・環境の認知、言語獲得、行動・推論など
の認知機能を発達させていく過程をモデル化しようというものである。さまざまな認知発達を統一的に説明す
る原理として「予測誤差最小化原理」14が知られている。これは、現時刻・空間の信号から、将来や未知空
間の信号を予測できるように、その対応関係（内部モデル）を学習するメカニズムであり、身体や環境から

14 予測誤差最小化原理の考え方は「自由エネルギー原理」としてより一般化されている（詳細は「2.1.8 認知発達ロボティクス」参照）。
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の感覚信号と、脳が内部モデルをもとにトップダウンに予測する感覚信号との誤差を最小化するように、内部
モデルを更新したり、環境に働きかけるような運動を実行したりする。この原理を応用したロボット制御やシ
ミュレーターなども開発されている。

図1-1-10 　 発達・創発モデル（予測誤差最小化原理）

1.1.3	 社会からの要請の充足：信頼されるAI

AI技術のさまざまな応用が生まれ、社会に広がってきたことから、精度・性能の向上だけでなく、社会か
らの要請としてAIの安全性・信頼性などが強く求められるようになってきた。その要請を明に示したものが、
国・国際レベルでのAI社会原則・倫理指針の策定である（図1-1-11）。

図1-1-11 　 AI関連ガイドラインの動向
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日本政府は2019年3月に「人間中心のAI社会原則」を決定した。ここでは、「AI-Readyな社会」をビジョ
ンとし、人間の尊厳が尊重される社会（Dignity）、多様な背景を持つ人々が多様な幸せを追求できる社会

（Diversity & Inclusion）、持続性ある社会（Sustainability）を基本理念として掲げている。そして、人
間中心の原則、教育・リテラシーの原則、プライバシー確保の原則、セキュリティー確保の原則、公正競争
確保の原則、公平性・説明責任・透明性の原則、イノベーションの原則という七つをAI社会原則とした。

同じ2019年に、欧州委員会からは「信頼できるAIのための倫理ガイドライン」（Ethics Guidelines for 
Trustworthy AI）、IEEE（The Institute of Electrical and Electronics Engineers：米国電気電子学会）
からは「倫理的に配慮されたデザイン」（Ethically Aligned Design）の1st Edition（EAD1e）、中国政府
からは「次世代AIのためのガバナンス原則」が発表された。さらに、経済協力開発機構（Organization 
for Economic Co-operation and Development：OECD）は「人工知能に関するOECD原則」（OECD 
Principles on AI）をまとめ、42カ国が署名した。同年6月に日本で開催されたG20貿易・デジタル経済大
臣会合では、「人間中心」の考え方を踏まえたAI原則「G20 AI原則」に合意がなされた。また、企業や企
業グループが自社の取り組みとして、同種の原則・指針を掲げるという動きも国内外で広がった。

以上のような原則・指針で挙げられている項目は、AIを使う人間やAIを開発する人間の心構え的なもの
が多々あるが、AI技術自体に仕掛けが必要なものも含まれている。例えば、公平性、説明責任、透明性、セ
キュリティーの確保は、AIで用いている深層学習などのアルゴリズムに強く依存する。また、人間中心という
考えには、人間がコントロールできる形態のシステムとしてのAIが想定されている。すなわち、これらの原則・
指針を満たすための技術開発が求められ、そのための「信頼されるAI」の研究開発が重要視されるようになっ
た。

社会的視点でAI技術が抱える問題点
AI社会原則・AI倫理指針に代表されるような社会からの要請に対して、現在のAI技術は必ずしも十分に

応えられない面がある。AI技術の応用が社会に広がりつつある中で顕在化してきた問題点として、AIのブラッ
クボックス問題、バイアス問題、脆弱性問題、品質保証問題、フェイク問題などが起きている（図1-1-12）。
これらの問題はいずれも、AI技術の社会実装・産業応用において、非常にシリアスな問題である。

図1-1-12 　 社会から見たAIの問題の例
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【問題点1】AIのブラックボックス問題
深層学習による判定は高精度だが、なぜそう判定したのか、人間に理解可能な形で理由を説明してくれない。

深層学習の結果は、多層ニューラルネットワーク中のリンクの重みになるので、その意味を人間が直感的に
理解することは困難である。そのため、深層学習はブラックボックスだと言われる。つまり、どんな振る舞い
をするか、動作保証ができないということであるし、事故が発生しても原因解明や責任判断ができないという
ことになってしまう。そこで、AIの解釈性・説明性が求められている。

【問題点2】AIのバイアス問題
機械学習の判定結果は、訓練データ（学習データ）の傾向を反映する。したがって、訓練データに偏見が

含まれていると、判定結果にも偏見が反映されてしまう。訓練データの分布の偏りが差別を生むこともある。
このようなバイアスのかかった訓練データで機械学習を行った結果、偏見・差別を引き起こした例として、採
用の一次フィルタリングで女性が差別された事例、特定人種の再犯率を実際よりも高く判定してしまっていた
事例、特定人種のみ顔認証の誤認識率が高いことで不利益を被った事例などがある。このような問題を回避
し、AIの公平性を確保することが求められている。

【問題点3】AIの脆弱性問題
深層学習のようなブラックボックス型の機械学習は、訓練（学習）範囲外のデータに対して、どう振る舞う

かは不明である。この点を突くような、敵対的サンプル（Adversarial Examples）と呼ばれる画像認識など
の誤認識を誘発する攻撃が可能なことが知られている。この攻撃の事例として、深層学習が停止標識と認識
できていたものを、人間は気にかけない程度の小さな表示加工によって、速度制限標識とだますことができて
しまったという報告がある。道路標識を深層学習で認識する自動走行車を、停止すべき場所で停止させない
ことになり、事故を起こさせ得るということになる。

また、悪意を持った追加学習によって、不適切な振る舞いが引き起こされ得る。実際に起きたインシデント
として、対話履歴から機械学習を行うチャットボットが、悪意のあるユーザーによって差別と陰謀論に染まっ
て、不適切な発言を繰り返すようになってしまい、わずか一日で公開を停止したことが知られている。

このような問題を回避できるような安全性・頑健性の高いAIが求められている。

【問題点4】AIの品質保証問題
機械学習では、データ（事例）を多数与えることでモデル（判定方法）が決まる。つまり、従来のような

プログラムを書くことで、判定の条件や手順を定めているわけではない。したがって、仕様（どういう条件の
ときにどのように動作するのが正しいか）が定義されないため、仕様通りに動作するかというテストができない。
そこで、できるだけさまざまな条件・状況で動作結果をチェックすることで、事前に問題をつぶしておきたいが、
どれだけのケースについて調べておいたら十分安全だと言えるのか分からない。例えば、自動走行車の周辺
環境認識に深層学習を用いるとしたとき、天候は晴れや曇りだけでなく、雨や雪が降ったり、霧が出たりする
こともあるとか、急に人や動物が飛び出すかもしれないとか、マンホールから人が顔を出すかもしれないとか、
起こり得るケースを数え上げようとすると際限がない。

また、機械学習によって精度100%を保証することは無理で、間違いの発生は不可避なので、厳密な動作
保証は難しい。そのため、製品開発の現場では、顧客との契約や出荷判定において何を条件とすればよいか、
悩まされていると聞く。動作保証ができない製品・システムには、製造物責任法（PL法）やリコールの対象
にならないかという不安も生じる。

したがって、AIの信頼性を確保・保証するための新しい方法論が求められる。
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【問題点5】AIによるフェイク問題
AI技術の進化によって、本物と見紛うフェイク動画・フェイク画像・フェイク音声の生成や、まるで人間が

書いたかのような自然な文章の生成が可能になってしまった。特に敵対的生成ネットワーク（GAN）の技術
によって、高品質な架空の画像の生成が可能になり、動画中の顔を別人に置き換えて、極めて自然なフェイ
ク動画を簡単に生成できるツール（DeepFakesやそれに類するもの）が出回るようになった。この悪用した
事例として、政治家に思い通りの発言をさせたフェイク動画や、顔を別人（有名俳優など）に置き換えたフェ
イクポルノ動画といったものが作成され、社会的に問題視されている。フェイク動画は人々に信じられやすく、
世間を惑わす。人や企業の評判を陥れたり、世論を誘導したりする道具になり得るし、写真・動画が証拠と
して信じられるのかという問題も引き起こす。

また、フェイクニュースがソーシャルメディアで拡散され、世論誘導・政治干渉が行われたことも、近年、
社会問題化している。現状、フェイクニュースを作成するのは主に人間だが、AI技術を用いたフェイク文章の
作成も可能になりつつある。大規模言語モデルGPT-3はさまざまな文章をFew Shot学習によって生成でき
るが、これを用いたWeb投稿が1週間近く、人間が書いたものだと信じられていたという。

さらに、2022年には対話型の画像生成AI（Stable Diffusion、Midjourneyなど）や文章生成AI（ChatGPT
など）を、一般の人々がWeb上で使える形で提供され、生成AIがブームのようになっている。これらの技術自
体はさまざまな価値を生み出し得るものであるが、フェイク生成による悪用を阻止する技術・方策が求められる。

システム開発のパラダイム転換
ここまで社会的視点でAI技術が抱える問題を五つ挙げたが、以下では、このような問題が生じ、対策が強

く求められるようになった背景・要因を、AIシステムの側と人間の側のそれぞれから考える。まず、AIシステ
ムの側に目を向けると、機械学習を用いたことで、システム開発にパラダイム転換が起きたととらえることがで
きる（図1-1-13）。

図1-1-13 　 システム開発のパラダイム転換

システム開発の方法は、古くは「論理回路を組む」という方法から始まり、「プログラムを書く」という方
法が生まれ、さらに「データを例示する」という新しい方法が生まれてきた。それにつれて、コンピューター
システム化される対象世界が広がってきた（図1-1-13左）。この流れの中で「データを例示する」という機
械学習によるシステム開発は、それまでの演繹的な考え方から帰納的な考え方への転換と見ることができる

（図1-1-13右）。システムに「異常を検知する」という動作をさせたいとき、従来の演繹的開発では、例えば「温
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度センサー＞90℃」のように異常であることの条件を人間が決めてプログラムを書くのに対して、機械学習を
用いた帰納的開発では、人間が異常例・正常例のデータを与えると、システムが異常・正常の判別条件を自
動的に獲得する。

パラダイムが異なるため、従来ソフトウェア工学として構築・整備されてきた方法論や技術は必ずしも使えず、
システムの要件定義や動作保証・品質保証にも新しい考え方が必要になる。従来の方法論「V字モデル」に
基づくシステム開発では、要求定義→基本設計→詳細設計→コーディングというステップで開発し、単体テス
ト→結合テスト→システムテストというステップで検証する。この方法論は、システムの機能（仕様）が、抽
象度の高いレベル（上位）から具体的なレベル（下位）へと階層的に分解でき、システム全体の品質は、下
位から上位への積み上げによって確保できることを前提にしている。しかし、機械学習を用いた場合、例示す
るデータセットにデータを一つ加えるだけで、その影響が全体に及ぶ。このCACE（Changing Anything 
Changes Everything）15と呼ばれる性質のため、階層的な分解と積み上げというV字モデルの前提が成り立
たない。

そこで、機械学習を用いたシステム開発、AI技術の応用システムの開発のためには、従来型のシステム開
発の方法論に代わる新しい方法論・技術体系が必要だと認識されるようになった。そして、2018年頃には「機
械学習工学」「Software 2.0」「AIソフトウェア工学」などの名称を掲げて、新たな研究開発分野・研究コミュ
ニティーが形成された。すなわち、「信頼されるAI」を達成するための切り口として、システム開発の方法論・
技術体系を確立することで、AIのブラックボックス問題・バイアス問題・脆弱性問題・品質保証問題・フェ
イク問題などに対処していこうという研究開発が、一つの大きな流れになってきている。

複雑社会における人間の意思決定
次に、AI技術の発展に影響を受ける人間の側にも目を向ける。前述のフェイク問題やブラックボックス問題

などは人間の意思決定に大きな影響を与える。情報化の進展そのものが人間の意思決定の要因や主体性に影
響を与えている面もある。
「意思決定」は、個人や集団がある目標を達成するために、考えられる複数の選択肢の中から一つを選択

する行為である。その選択では個人の価値観がよりどころとなるが、集団の意思決定では、必ずしも関係者
（メンバーやステークホルダー）全員の価値観が一致するとは限らない。関係者内で選択肢に関する意見が分
かれたとき、その一致を図るプロセスが「合意形成」である。われわれは日々さまざまな場面で意思決定を行っ
ている。クリティカルな場面での意思決定ミスは個人や集団の状況を悪化させ、その存続・生存さえも危うく
する。例えば、企業の経営における意思決定ミスは、企業の業績悪化・競争力低下を招き、国の政策決定・
制度設計における意思決定ミスは、国の経済停滞や国民の生活悪化にもつながる。個人の意思決定における
判断スキル・熟慮の不足は、その個人の生活におけるさまざまなリスクを誘発するだけでなく、世論形成・
投票などにおける集団浅慮という形で、社会の方向性さえも左右する。

情報技術が発展し、社会に浸透した今日、情報の拡散スピードが速く、膨大な情報があふれ、影響を及ぼ
し合う範囲が思わぬところまで広がっている。そのような意思決定の行為自体の難しさが増していることに加
えて、意思決定の際のよりどころとなる価値観の多様化によって、合意形成の難しさも増している。個人・集
団・社会の価値観は、国や民族の歴史観・教育システム・法制度、個人の体験や接した文化・宗教などによっ
て異なったものになり、同調圧力や対立も生じる。社会の中で共有されていることが望ましい正邪・善悪の規
範たる道徳についても、価値観の多様化が進む中で、現代的な揺らぎが生じてきているように思える。

また、価値観の多様化によって相互理解の難しさが増したという問題だけでなく、価値観の対立から悪意・
扇動意図を持った思考誘導の情報操作まで行われるようになった。震災・パンデミックや選挙の際には、デ

15 https://research.google/pubs/pub43146/
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マやフェイクニュースがソーシャルメディアなどで拡散され、社会問題化している。

図1-1-14 　 人間の主体的意思決定を阻む要因

このような状況に至った背景には、情報化の進展によって、意思決定に関わる「限定合理性」問題や「確
証バイアス」問題がいっそう顕在化・深刻化し（図1-1-14）、人間にとって主体的意思決定が難しい場面が
拡大しているということが挙げられる。
「限定合理性」（Bounded Rationality）は、Herbert Simonによって提唱された概念で、「意思決定に際

して、必要な情報を全て集めることができ、可能性のある全ての選択肢を挙げることができ、各選択肢を選ん
だときに起こり得る全ての可能性を列挙して評価することができるならば、合理的に最良の選択が可能になる。
しかし、現実にはそのような全ての可能性を考えて意思決定することはできず、人間が合理的な意思決定をし
ようとしても限界がある。」という考えである。50年前を考えれば、リーチ可能な物理的距離の制約が顕著で、
限られた情報源・人脈から得られる情報をもとに意思決定するしかなく、その結果のアクションの影響が及ぶ
範囲もおおむね事前に想像できる範囲に収まっていた。しかし、情報があふれ、社会がボーダーレス化した今
日、物理的距離の制約は薄れ、意思決定の際に関わり得る要因やアクションの影響の及び得る範囲に、膨大
な可能性が生じるようになった。限定合理性そのものは古くから起こり得たものだが、情報化の進展によって
著しいものになったのである。そのため、図1-1-14（a）に示したように、意思決定の場面でクリティカル
な要因・影響を見落としてしまうリスクが深刻化している。
「確証バイアス」（Confirmation Bias）は、人間が持っている認知バイアスの一種で、自分にとって都合の

良い情報ばかりを無意識的に集めてしまい、反証する情報を無視したり集めようとしなかったりする傾向のこ
とである。図1-1-14（b）に示したように、ソーシャルメディアでは、価値観が自分に近い相手としかつな
がらず、自分の価値観に沿った情報しか見ずに、いわゆる「フィルターバブル」状態に陥りやすい。フィルター
バブルの中にいると、自分の価値観に沿っているならば、フェイクニュースも真だと信じ込み、ソーシャルメ
ディアにおける支持表明（Facebookの「いいね!」やTwitterのリツイートなど）を、投稿内容を丁寧には
読むことなく（ましてその根拠になる一次情報を確認することもなく）反射的に行ってしまうことも少なくない。
「信頼されるAI」の達成に向けては、このような人間の意思決定への影響も重要な観点になる。人間の意

思決定に関する研究は、AIや計算社会科学のようなビッグデータ・計算機処理を活用した学問だけでなく、
脳科学、認知科学、心理学のような人間を分析的に理解しようとする学問や、経済学、社会学、哲学、社会
学、法学、倫理学などのより社会的な面からとらえた学問まで、幅広い切り口から取り組まれている。意思
決定の研究自体は古くから取り組まれてきたが、情報化の進展に伴って引き起こされた問題を掘り下げ、計算
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機処理も活用して対策まで創出しようとする取り組みは新しく、重要性が増してきている。

フェイク問題の深刻化
意思決定の困難化の要因の一つではあるが、社会的な問題として、特に深刻化しつつあるのはフェイク問

題である13）。生成AI技術の発展によって、本物と区別困難なフェイク動画・音声・文章などの生成が容易
になり、しかも、SNSなどで簡単に広く拡散可能になってしまった。そのため、詐欺などの犯罪が巧妙化する
であろうし、フェイクを拡散することで世論誘導・選挙干渉・社会混乱を狙うという行為が、新種のサイバー
攻撃とでも言うべき脅威になりつつある。さらに、証拠能力の揺らぎ、権力による情報操作などは、民主主義
の危機を招く恐れがある。表1-1-5にフェイク問題で実際に発生した事件・事例を示した。

表1-1-5 　 フェイク問題で実際に発生した事件・事例

2017-2018年頃からDeepfakesなどを用いて有名芸能人のフェイクポルノ動画が多数作られて大問題になっており、
日本でも2020年に逮捕者
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO64577690S0A001C2CZ8000/

Deepfakesによる被害は、有名人だけでなく一般人にも及んでいる（個人毀損・嫌がらせ）
https://www.bbc.com/japanese/56411511
https://toyokeizai.net/articles/-/339862?page=3

2019年にイギリスのエネルギー会社のCEOが、親会社の経営者と偽るフェイク音声指示に従い、22万ユーロ（約
2850万円）をだまし取られた
https://diamond.jp/articles/-/278656

2016年の米国大統領選挙では、フェイクニュースによって選挙結果が左右されたとも言われる
https://seijiyama.jp/article/news/nws20161202.html
http://gendai.ismedia.jp/articles/-/50786

メキシコでは2018年にフェイクニュースを信じた人たちによる殺人事件が発生
https://toyokeizai.net/articles/-/339862

GPT-3ボットによる掲示板への投稿が、人間による投稿だと信じられたまま1週間近く経過
https://www.axion.zone/gpt-3-bot-posed-as-a-human/

静岡水害の際に画像生成AIを用いたデマ画像が拡散
https://www.itmedia.co.jp/news/articles/2209/26/news180.html

ロシアによるウクライナへの軍事侵攻では、フェイクを捏造して流布させることで、相手を混乱させたり、印象操作・
プロパガンダを強めたりする、情報戦の武器として活用されている
https://www3.nhk.or.jp/news/html/20230113/k10013948481000.html

1.1.4	 AI活用による価値創造：AI・データ駆動DX

ビッグデータを用いた問題解決のプロセスは、（1）データ収集・蓄積、（2）データ分析、（3）アクショ
ン実行、というステップで構成される。これまで述べてきたようなAI技術の発展は、データ分析ステップを高
度化・自動化・高速化し、AI・データ駆動型の問題解決プロセスへとDX（Digital Transformation）を
促した。大規模複雑タスクの自動実行や膨大な選択肢の網羅的検証などが可能になり、問題解決手段の質的
変化が起き、産業構造の変革、社会システムの変革、科学研究の変革にもつながるようになった（詳しい動

CRDS 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 23CRDS-FY2023-RR-02

人工知能研究の新潮流2 ～基盤モデル・生成AIのインパクト～　

研
究
開
発
の
潮
流
と

戦
略
提
言

1



向や背景については「2.1.6 AI・データ駆動型問題解決」に記載した）。

a.	産業構造の変革
AI・データ駆動によって、まずは各業界における効率化・自動化と機会拡大が起こるが、そこからさらに

ゲームチェンジを生む質的変化の段階に向かう。AI技術（特に機械学習技術）によって各業界の専門的業務
が自動化されることは、その業界にとって業務効率化だが、業界外から見れば参入障壁の低下になるため、
業界構造が変わり、ゲームチェンジが起こり得る。例えば、動画の効果的な加工はかつて専門業者に依頼す
るしかなかったが、今では個人がスマートフォンで簡単に加工操作でき（その裏ではAI的な技術が使われて
いる）、それを用いた新たなサービスも生まれている。また、UberやLyftに代表されるような自家用車による
オンデマンドのライドシェアも、従来の業界構造を変えた事例だが、このゲームチェンジを可能にしたのは、
一般ドライバー（自家用車の所有者）と車で移動したい一般ユーザー（乗客）とを、リアルタイムに把握して
最適マッチングする仕組みが、AI・ビッグデータ活用によって実現されたからである。

b.	社会システムの変革
AI・ビッグデータの活用によって、社会システムの部分最適から全体最適への移行が考えられる。 IoT技

術の進化と普及によって、社会のさまざまな事象がビッグデータとして精緻かつリアルタイムに観測できるよう
になる。その一方で、さまざまな社会システムが相互に接続し合ったり、影響を与え合ったりするようになり、
大規模で複雑な系をAI技術で全体最適化する方向が考えられる。大規模複雑なシステムを個別で精緻な観
測に基づきながら全体最適化を行うことは、人間には困難であり、質的変化が生まれ得る。なお、何を最適
と考えるかという価値観は国・地域・文化や個人個人によって異なるため、電力・水道・交通などのライフラ
イン系は共通的な方針のもとでの全体最適な供給制御が考えられるが、より個人の生活スタイルに関わる部
分は各自の価値観に任せるべきものとなろう。

c.	科学研究の変革
科学には四つのパラダイムがあると言われる。第1のパラダイムは実験科学（あるいは経験科学）、第2の

パラダイムは理論科学、第3のパラダイムは計算科学（あるいはシミュレーション科学）、第4のパラダイムは
データ駆動型科学（あるいはEサイエンス）と呼ばれる。データ駆動型科学は、データに基づいて科学的な
知見や社会的に有益な知見を導き出そうとするアプローチを取る。これはAI・データ駆動型問題解決の発展
によって生まれた新しい科学のパラダイムだと言える。以下、データ駆動型科学によってもたらされ得る科学
の質的変化として考えられる点を挙げる。

第1点として、さまざまな現象・事象についてビッグデータが取得できると、従来は人間の主観や限られた
観察に強く依存していたタイプの学問や施策設計が、データに基づく客観性の高い分析・検証を行えるように
なる。計算社会科学のような研究分野が立ち上がっているのがその一例である。

第2点として、AI技術とロボット・IoT機器などを活用した高度な自動化によって、人間には不可能なスケー
ルとスループット、すなわち組み合わせ的に膨大な数の条件・ケースに対して高速な実験・仮説検証の繰り
返しが可能になる。例えば、マテリアルズインフォマティクスや計測インフォマティクスと呼ばれる取り組みで
は、このような面が生かされている。

第3点として、人間の認知限界・認知バイアスを超えた科学的発見がもたらされる可能性がある。科学研
究においても、自分の研究に関連した全ての論文を読むことは不可能であり、自分の仮説に合うデータのみ
に着目したり、想定に合わなかったケースのみ厳しくチェックしたりといった認知限界や認知バイアスがあり、
それが科学的発見の可能性を狭めているという指摘がたびたびなされている。 AI技術を活用すれば、このよ
うな限界・バイアスを超えた仮説探索・検証が可能になり、これまでと質的に異なる科学的発見が生まれる
かもしれない。
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AI・データ駆動科学
囲碁の世界において、AI技術を用いたAlphaGoが世界トップクラスの棋士に圧勝した。その際、

AlphaGoが行っていた膨大な可能性の探索から導出された打ち手は、人間の棋士には思いもよらなかった手
を含んでいたが、それはその後、新手として人間の棋士も取り入れるようになった。同様のことは、今後、科
学的発見においても起こり得る。

このような科学的発見の可能性の拡大に向けてキーとなる技術チャレンジは、a.人間の認知能力を超えた
仮説生成・探索のための技術開発と、b.仮説評価・検証のハイスループット化と考えられる。 aに関しては、
超多次元の現象（非常に多くのパラメーターで記述される現象）から規則性を見いだすことは人間には困難
だが、深層学習を用いれば、それが可能になりつつある。また、複数の異なる専門分野の知識をつなぎ合わ
せた推論による仮説の生成・探索は人間には困難だが、論理推論の枠組みを分野横断で実行すれば、それ
が可能になるかもしれない。 bに関しては、ロボットなどによる物理的な実験の自動化技術も含め、科学的発
見プロセスを構成するさまざまな技術を一つのプラットフォーム上に統合するとともに、計算量や物理的操作
を抑える効率の良い処理フローや絞り込みアルゴリズムが必要になる。

このような方向のグランドチャレンジとして、「2050年までに生理学・医学分野でノーベル賞級の科学的発
見をできるAIシステムを作る」ことを目標に掲げたNobel Turing Challengeが2016年に提唱された。こ
のAIを活用した科学的発見のためのエンジンを作るというグランドチャレンジは国際的な目標になりつつあり、
英国のアラン・チューリング研究所（The Alan Turing Institute）では、The Turing AI Scientist 
Grand Challengeプロジェクトを2021年1月にスタートさせた（グランドチャレンジ提唱者の北野宏明もメ
ンバーとして招聘されている）。日本国内でも、科学技術振興機構（JST）の未来社会創造事業で本格研究
フェーズに移行した「ロボティックバイオロジーによる生命科学の加速」（研究開発代表者：高橋恒一）、ムー
ンショット型研究開発事業のムーンショット目標3に採択された「人とAIロボットの創造的共進化によるサイ
エンス開拓」（プロジェクトマネージャー：原田香奈子）などが推進されている。

材料科学（マテリアルズインフォマティクス）や生命科学・創薬の分野では、膨大な可能性から探索・絞り
込みをするためにAIを活用して、科学的発見を実現することが試みられている。具体的には、計算コストが
高いシミュレーションを機械学習で高速化し、目的とする新化合物を探索・絞り込みするバーチャルスクリー
ニングの取り組みが活発である。一方、物理学分野では、深層学習モデル、ニューラルネットワークを物理
現象の理解のために用いるという取り組みが活発化し、物性物理学や重力理論などの分野で成功事例が報告
されている。国内では、学術変革領域研究（A）に「学習物理学の創成」（領域代表：橋本幸士、研究期間：
2022年6月～2027年3月）が採択された。ここでは、機械学習と物理学を融合して基礎物理学を変革し、
新法則の発見や新物質の開拓につなげることを目指している。また、ボルツマンマシンや拡散モデルなど、物
理学のモデルが深層学習の発展につながる流れも見られる。

一方で、人間の認知能力を超えた超多次元の規則性の発見は、もし人間に理解できないとしたら、それを
科学として許容してよいのかという議論も起きている16。科学とは何かという基本的な問題や、科学コミュニ
ティーや社会による受容の問題も併せて考えていくことが必要である。

また、AI駆動型科学とシミュレーション科学が重なるAI・シミュレーション融合の開発・応用も取り組み
が進んでいる。科学分野では、物理シミュレーションの結果を学習データに用いることで、従来の数値シミュ
レーションを機械学習で置き換え、処理の高速化・時間短縮や、調整の容易化が行われている。 Preferred 
Computational Chemistry（PFCC：Preferred NetworksとENEOSの共同出資会社）のMatlantisは

16 超多次元の現象に規則性を見いだすことは人間に困難であっても、発見されてしまえば、その規則性を人間は理解し得るのか
もしれないという見方や、直感的理解が困難でも、その規則性に反するものが見つからなければ受容し得るのかもしれないとい
う見方もある。いずれにせよ、研究コミュニティーや社会による受容という面から継続的に考えていく必要がある。また、この
受容性を高めるための補助的な枠組み（モデルの解釈性、数学的な枠組み、能動的検証の仕組みなど）も研究課題になり得る。
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その顕著な事例であるとともに、材料科学の進展に大きく寄与し得る取り組みである。また、複雑系や社会
科学系では、ミクロ・マクロループへの対応、個人データ利用回避（プライバシー保護）、希少事例対応（デー
タ合成）など、機械学習で生じる課題に対してシミュレーションを組み合わせることで対処するアプローチが
有効である。

AI・データ駆動科学における基盤モデル・生成AIの活用
基盤モデル・生成AIは、AI・データ駆動科学にも導入され始めている。その導入・応用のパターンは、

大きく分けると表1-1-6のような3種類（A・B・C）がある。
A） 既存の調整済みの基盤モデル（ChatGPT・Bardなど）をそのまま利用するというパターンである。

基盤モデル自体では足りない機能（検索・四則演算など）は外部ツール連携によって補完し、基本的
にはプロンプトによる指示・手順を工夫することで、科学研究に役立つようなタスクを実行させる。必
ずしも科学分野固有の詳細知識がなくとも、一般業務や周辺業務の手順を言語で説明して自動化でき
ることで、効率化が図れる。

B） 既存の基盤モデルをもとに、対象分野のデータを追加学習させて、その分野に適応させるというパター
ンである。その分野固有の詳細知識を持たせることができるので、その分野の文献の概要・動向把握
や、テキストから情報抽出・関連付けや画像の認識・判定などの精度が高まる。専門性の高い作業の
効率化・自動化を進めることができる。

C） 既存の基盤モデルを流用するのではなく、独自モデルを開発して利用するというパターンである。対象
分野データを大量に集めて、スクラッチから学習して独自モデルを作る。既存の基盤モデルのベースと
なっている言語モデルは、単語系列が文章を構成し、その間の関係性を捉えたものであることから、
例えば、生命科学分野ではアミノ酸系列がタンパク質を構成し、化学・材料分野では元素・結合が分
子を構成するといった類似性に着目して、アミノ酸系列や元素・結合を大量にトランスフォーマーに学
習させることで、その分野固有の予測問題を扱うことが可能になる14）。

表1-1-6 　 基盤モデル・生成AIの科学研究応用のパターン

なお、1.1.1節に示した「基盤モデル・生成AIの研究開発課題の全体観」（図1-1-6）との対応としては、
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上段の「基盤モデル応用開発（API利用）」にパターンA、「分野固有基盤モデル開発・活用」にパターンB・
Cが対応する。

このような導入・応用のパターンは、実際に科学研究プロセスの中で使われ始めており、AI・データ駆動
科学のさらなる発展に寄与しつつある。

参考文献
 1） Rishi Bommasani, et al., “On the Opportunities and Risks of Foundation Models”, arXiv： 

2108.07258 (2021).
 2） 岡野原大輔, 『大規模言語モデルは新たな知能か：ChatGPTが変えた世界』（岩波書店, 2023年）.
 3） Wayne Xin Zhao, et al., “A Survey of Large Language Models”, arXiv: 2303.18223 (2023).
 4） Jared Kaplan, et al., “Scaling Laws for Neural Language Models”, arXiv: 2001.08361 (2020).
 5） Jason Wei, et al., “Emergent Abilities of Large Language Models”, arXiv: 2206.07682 (2022).
 6） Rylan Schaeffer, Brando Miranda, and Sanmi Koyejo, “Are Emergent Abilities of Large 

Language Models a Mirage?”, arXiv: 2304.15004 (2023).
 7） Long Ouyang, et al., “Training language models to follow instructions with human 

feedback”, arXiv: 2203.02155 (2022).
 8） OpenAI, “GPT-4 Technical Report”, arXiv： 2303.08774 (2023).
 9） カテライ アメリア・他, 「生成AI（Generative AI）の倫理的・法的・社会的課題（ELSI）論点の

概観：2023年3月版」, 阪大ELSI NOTE No.26 (2023). DOI： 10.18910/90926
10） Stanford Institute for Human-Centered Artificial Intelligence, “Artificial Intelligence Index 

Report 2023”, Stanford University (2023). https://aiindex.stanford.edu/report/
11） Jason Wei, et al., “Chain-of-Thought Prompting Elicits Reasoning in Large Language 

Models”, arXiv： 2201.11903 (2022).
12） Daniel Kahneman, Thinking, Fast and Slow (Farrar, Straus and Giroux, 2011). （邦訳：村井

章子訳,『ファスト&スロー：あなたの意思はどのように決まるか？』, 早川書房, 2014年）
13） 笹原和俊, 『ディープフェイクの衝撃：AI技術がもたらす破壊と創造』（PHP研究所, 2023年）.
14） Zeming Lin, et al., “Evolutionary-scale prediction of atomic-level protein structure with a 

language model”, Science  Vol. 379, Issue 6637, pp. 1123-1130 (Mar. 16, 2023). DOI： 
10.1126/science.ade2574
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1.2	戦略提言

前節で述べたように、AI技術自体の潮流として、AIの基本原理の進化を目指す「第4世代AI」と、AIに
対する社会からの要請の充足を目指す「信頼されるAI」という二つが注目される。また、AI技術の活用によ
る価値創造として、AI・データ駆動DXの方向性が注目される。 CRDSでは、この三つの方向性（二つの潮
流＋1）において日本の技術競争力を高め、日本が掲げるビジョン「Society 5.0」に大きく貢献するための
研究開発戦略を提言してきた。具体的には、表1-2-1に示す5件の戦略プロポーザルを策定・発信した（エ
グゼクティブサマリーの後に列挙した資料2～6が該当、それらの検討の経緯は付録 2に示した）。

表1-2-1 　 AI関連の戦略プロポーザル

二つの潮流＋1 戦略プロポーザル 発行時期 狙い

第4世代AI：AI基本
原理の進化

第4世代AIの研究開発 ―深層
学習と知識・記号推論の融合― 2020年3月

パターン処理を中心とした深層学習（第3世代AI）
の限界に対して、パターン処理と知識・記号推論を融
合する第4世代AIの研究開発を提言

信頼されるAI：社会
からの要請の充足

AI応用システムの安全性・信頼
性を確保する新世代ソフトウェア
工学の確立（AIソフトウェア工学）

2018年12月
機械学習を用いた応用システム開発はシステム開発法
のパラダイム転換であり、その安全性・信頼性確保の
ためにAIソフトウェア工学の必要性を提言

複雑社会における意思決定・合
意形成を支える情報科学技術 2018年3月

情報の氾濫や社会のボーダーレス化、フェイク生成・
拡散の容易化による個人・集団の意思決定の困難化に
対して、主体的意思決定を支援する学際的研究を提言

デジタル社会における新たなトラ
スト形成 2022年9月

デジタル化の進展によってトラストが揺らいできた問
題に対して、社会的トラスト形成を技術開発だけでな
く総合知による取り組みとして推進することを提言

AI・データ駆動DX：
AI活用による価値創
造

人工知能と科学 ～AI・データ
駆動科学による発見と理解～ 2021年8月

AIを用いた大規模・網羅的な仮説生成・探索による
人間の認知限界・バイアスを超えた科学的発見と、
ロボットを用いた仮説評価・検証のハイスループット
化というAI・データ駆動科学の推進を提言

以下、これらに示した研究開発の方向性と重要な研究開発課題について記載する。また、1.1.1 節に示し
たような基盤モデル・生成AIの登場によって生じた新たな課題についても併せて述べる。

1.2.1	 第4世代AIの研究開発課題

2020年3月時点の戦略提言内容
2020年3月に公開した戦略プロポーザルでは、現在の深層学習を中心とした第3世代AIの限界を克服し、

その先の第4世代AIへの取り組みを推進しようという提言を行った。1.1.2 節で述べた通り、第3世代AIの
問題点として、a.学習に大量の教師データや計算資源が必要であること、b.学習範囲外の状況に弱く、実世
界状況への臨機応変な対応ができないこと、c.パターン処理は強いが、意味理解・説明などの高次処理はで
きていないこと、が挙げられる。第4世代AIでは、深層学習に基づくパターン処理（即応的AI）と、知識・
記号推論を含む言語・記号処理（熟考的AI）の融合によって、これらの問題点a・b・cを克服する。

それによって、社会に適合し、人に寄り添って成長する次世代AIを実現する。すなわち、実世界コンテキ
ストでの言語やジェスチャーを含むマルチモーダルな指示・応答の汎用性が高まり、人間との親和性が高まる。
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また、教師なしでも知識獲得・成長、文脈・常識も解釈できるため、新たな応用の開発や新たな場面への適
用が容易になる。説明性・安全性・信頼性も向上し、安心して使えるようにもなるだろう。第4世代AIを搭
載したロボットやエージェントソフトウェアは、さまざまな場面、さまざまな用途に対応できる汎用性が向上し、
人間から見ると、簡単な指示・やり取りで、いろいろなタスクを頼めるようになるであろう。

第3世代AIの問題点を克服し、第4世代AIを実現するための研究開発課題として、次の4点を挙げた。
1．教師なしでも知識獲得・成長できる融合AI研究
2．実世界で安全性・頑健性を確保できる融合AI研究
3．コンテキストに応じ適切な推論・アクション可能な融合AI研究
4．知能の要件・原理の探究に基づき、即応的知能と熟考的知能を統一的に扱う融合AI研究

図1-2-1 　 第4世代AIの目指す方向性と研究開発課題

四つの研究開発課題のうち、研究開発課題1・2・3は機能実現型の取り組みであり、研究開発課題4は
原理探求型の取り組みである。機能実現型の取り組みは、前述の第3世代AIの問題克服に重きを置いている。
この機能実現型の取り組みだけでは、個別の問題が解決されても、問題ごとのばらばらな解決法になりがち
であり、原理探求型の取り組みも進めながら、それら2通りの取り組みの間で成果を取り込み合い、相乗効
果を生むことで技術進化を加速し、最適な融合形を見いだすことを狙うという推進方策を描いた（図1-2-1）。

第4世代AIの研究開発動向と第3.5世代AIの台頭
1.1.2 節でも述べたように、Yoshua BengioがNeurIPS 2019で「From System 1 Deep Learning to 

System 2 Deep Learning」と題した招待講演 1）を行った。さらに、Yoshua BengioにGeoffrey Hinton
とYann LeCunを加えた3人は、深層学習発展への貢献で2018年度ACM（Association for Computing 
Machinery）チューリング賞を受賞したが、AAAI 2020（The 34th AAAI Conference on Artificial 
Intelligence）における同賞記念イベントで、3人の講演に加えてDaniel Kahnemanを交えたパネル討論
も実施され、システム1だけでなくシステム2まで含めたAI研究開発の方向性が論じられた。

一方、日本国内では、これよりも早く、「深層学習の先にあるもの－記号推論との融合を目指して」と題し
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た公開シンポジウムが東京大学の主催で、中島秀之ら日本のAI研究をリードしてきた研究者たちの講演 17に
よって、2018年1月と2019年3月に開催されている2）。このシンポジウムでの講演では、1.1.2 節で紹介し
た二重過程モデルや発達・創発モデル（予測誤差最小化原理）に関わるアイデアも示され、その後、より具
体的なモデルの提案やシステムの試作も行われた。松尾豊は、二重過程モデルを踏まえつつ、知能の2階建
てモデルを提案した3）。2階建てモデルの1階部分は動物OSと称され、システム1に相当し、2階部分は言
語アプリと称され、システム2に相当する。また、認知発達ロボティクス研究の基礎的な原理となりつつある
予測誤差最小化原理を用いたロボット実装として、尾形哲也はタオルたたみロボットなどを深層予測学習に
よって開発した4）。谷口忠大は、記号創発プロセスとして言語獲得をモデル化し、深層確率的生成モデルに
基づき環境とのインタラクションから場所概念・語彙を獲得する仕組みをロボットに実装した5）。このような
研究開発は、計算脳科学（計算論的神経科学）とも関係を深めている。特に、新学術領域研究「人工知能
と脳科学の対照と融合」（領域代表：銅谷賢治、研究期間：2016年6月30日～2021年3月31日）には、
上記の松尾・谷口らも参画し、研究期間終了後もInternational Symposium on Artificial Intelligence 
and Brain Scienceが継続的に開催されている。

このように、前述した第3世代AIの問題点に対して、第4世代AIにつながるような研究開発が進みつつあっ
たところに、ChatGPTが2022年11月末に登場し、第3.5世代AIである基盤モデル・生成AIが大きなブー
ムを引き起こした。図1-2-1でいえば、深層学習の改良を積み上げる機能実現型アプローチから、人間の知
能のメカニズムからヒントを得る原理探求型アプローチに比重が移りつつあったところに、機能実現型アプ
ローチの流れとみなせる深層学習の超大規模化という改良が、衝撃的な性能向上をもたらし、業界の関心が
基盤モデル・生成AIに集中した。

基盤モデル・生成AIの台頭を踏まえた今後の方向性
1.1.2節では、第3世代AIの問題点として、a. 学習に大量の教師データや計算資源が必要であること、b. 

学習範囲外の状況に弱く、実世界状況への臨機応変な対応ができないこと、c. パターン処理は強いが、意味
理解・説明などの高次処理はできていないこと、という3点を挙げ、第3.5世代AIによってその一部は改善さ
れたものの、必ずしも解決されたわけではないことを述べた。また、1.1.1 節（表1-1-2）において、第3.5
世代AIでいっそう深刻化するELSI面の課題を示した。

そこで、第3.5世代AI（基盤モデル）でも依然解決されていない主な問題点を改めてまとめると、以下の
ような3点が挙げられる。

1. 極めて大規模な計算資源を必要とする：　既に述べたように、最先端の基盤モデルは1回の学習に億
円超の計算費用を要する。その一方で、人間の脳の消費電力はわずか20ワット程度である。

2. 論理推論・論理構築や実世界操作に十分対応できていない：　確率モデルに基づいて続きを予測する
ことが基本機能なので、論理的な組み立てができない。また、サイバー空間内に蓄積されたデータか
ら学習しているので、実世界操作やそのプランニングがうまく扱えない。

3. ELSI（倫理的・法的・社会的課題）に関わるさまざまな懸念がある：　Hallucination（もっともら
しく嘘をつく）、フェイク生成の悪用、著作権侵害、情報漏洩、過度の依存などのリスクが高まっている

（詳細は1.1.1 節の表 1-1-2 参照）。

17 第1回（2018年1月）の登壇者は、中島秀之（東京大学）、麻生英樹（産業技術総合研究所）、浅井政太郎（東京大学）、松尾豊（東
京大学）、尾形哲也（早稲田大学）、山川宏（ドワンゴ人工知能研究所）、第2回（2019年3月）の登壇者は、第1回にも登
壇した中島秀之・松尾豊・山川宏・麻生英樹・尾形哲也のほか、谷口忠大（立命館大学）、國吉康夫（東京大学）である。
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また、問題を引き起こしているわけではないが、技術的な課題として、次の点も挙げておく。
●なぜ高い性能が出るのか、そのメカニズムが分かっていない

したがって、基盤モデル・生成AIは、衝撃的な性能を示す強力な「道具」であることに間違いはないが、
人間の知能と比較すると、まだ改善や解明の余地があり、また、より安全で信頼性の高いものにするには取
り組むべき課題がある。

1.1.2節において、人間の知能の情報処理メカニズムの理解から示唆されるAIモデルの研究開発動向を紹
介したが、それらを基盤モデルと比較する形で、表1-2-2にまとめた。基盤モデルは、人が一生かかっても
読めない量の情報を学習して実現された、いわば人間離れした強力な道具である。一方、人間の知能の理解
から示唆されるAIモデルの代表的なものとして、表1-2-2には二重過程モデルと発達・創発モデルを示した。
これらの詳細は1.1.2節（図1-1-9、図1-1-10）で説明したが、二重過程モデルは、いわば大人の思考パター
ンに相当し、発達・創発モデルは、いわば乳児・幼児の発達・成長過程に相当する。上述の第3.5世代AI（基
盤モデル）の問題点2として挙げたもののうち、論理推論・論理構築は二重過程モデルがその実現の方向性
を示唆し、実世界操作は発達・創発モデルがその実現の方向性を示唆している。また、問題点1・3につい
ても、人間の知能の理解からの示唆が期待できる。

表1-2-2 　 第4世代AIの取り組みの方向性

その一方、第3.5世代AI（基盤モデル）は、なぜ高い性能が出るのか、そのメカニズムが分かっていな
い18ので、それを解明する研究開発も重要である。そのメカニズムが解明されると、現在の基盤モデルほどの
超大規模な学習を実行することなく、同じ効果、高い精度を、より小規模・コンパクトでエコなモデルで達成
できるかもしれない。

図1-2-1に二つのアプローチを示したが、基盤モデルの問題点のそれぞれに対処するように、基盤モデル
を改良・高度化する研究開発は、機能実現型アプローチに該当する。一方、二重過程モデルや発達・創発モ
デルなど、人間の知能の情報処理メカニズムの理解から示唆されるAIモデルの研究開発は、原理探究型アプ
ローチに該当する。したがって、それら2通りの取り組みの間で成果を取り込み合い、相乗効果を生むことで
技術進化を加速し、最適な融合形を見いだすことを狙うという推進方策（図1-2-1）は、引き続き有効と考

18 例えば、なぜ過学習にならずスケーリング則が成立するのか？、創発的能力といわれる相転移的な精度向上はどのようにして起
きるのか？、思考の連鎖（Chain of Thought）のプロンプトを用いるとどのようなメカニズムが働いて精度が向上するのか？
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える。
基盤モデル・生成AIの台頭によって、それ一辺倒になってしまっている傾向が見られる。基盤モデル・生

成AIを活用することで、さまざまな応用の可能性を見いだし、産業を成長・活性化させる取り組みは重要で
あるが、AIの基礎研究の面では、基盤モデル・生成AIのメカニズムを解明・理解し、それを改良・発展さ
せるという路線だけでなく、より多様な観点・発想からの取り組みを進めるべきであろう。これまでのAI技術
の発展の歴史を振り返ってみても、異なる発想からの取り組みがAIの新たな世代への移行を促し、多様な観
点からの技術開発が積み上げられて高い性能が実現されてきた。

また、基盤モデル・生成AIの改良という路線では、大きく先行している米国Big Tech企業の後追いとなり、
日本は競争力を生み出せるのかという指摘が聞かれる。このような面からも、基盤モデル・生成AIの後追い
開発だけでなく、多様な観点・発想からの取り組みを含めた第4世代AIの研究開発の中で、日本の強みを生
み出していくことを考えたい。第4世代AIに向けて、人間の知能の情報処理メカニズムの理解から示唆に着
目し、二重過程モデルや発達・創発モデルを取り上げたが、発達・創発モデルは日本発の研究領域である認
知発達・記号創発ロボティクスの研究に基づいたものであり、AIとロボットとの融合は日本の産業的な強み
にもつながり得る。また、二重過程モデルにつながる深層学習（帰納型）と知識・記号推論（演繹型）を融
合したAIモデルの検討も、前述のとおり、日本では比較的早い時期から検討が始まっている。それらの基礎
となる計算脳科学の基礎研究とAI研究との連携も活発化している。このような日本の取り組みと基盤モデル
の発展とを融合させていく方向性から、第4世代AIにおける日本の強みの育成や勝ち筋が見いだされること
を期待したい。

国産基盤モデルの意義や考慮すべき要件
1.1.1 節の最後のパート、状況認識のまとめの中で、ChatGPT（GPTシリーズ）やBard（PaLMシリーズ）

などの海外の基盤モデル・生成AIに完全に依存することのリスクとして、次の4点を挙げた。

● 経済安全保障面でリスクがある（さまざまな産業の生産性向上が他国のシステムに依存する）
● 科学研究の国際競争力の相対的に低下する（競争力の基盤を他国に依存する）
● 知能モデル・AIの基礎研究でハンディキャップを負う（API利用のみの研究では限界がある）
● 国の価値観・文化に関わる判断の自立性を手放すことになる（他国の価値観に染まる）

ChatGPTなど既に広く使われている極めて大規模な基盤モデルに、今から追いつくことは難しいが、上記
リスクを考えるならば、何らかの国産基盤モデルを開発・維持していくべきであろう。また、前項にて、基盤
モデルの後追い開発にとどまらない、人間の知能の情報処理メカニズムから示唆される新しいAIモデル開発
が望まれることを述べたが、この研究開発においても、大規模な基盤モデルのメカニズム解明や、基盤モデ
ルとの融合という面で、やはりある程度大規模な国産基盤モデル開発は必要になる。

海外の大規模な基盤モデルを利用するだけでなく、国産基盤モデルを開発・運用することの意義を高める
ためには、以下のような要件を考慮して設計するのがよいだろう。

●透明性：学習データの種類・規模、モデルの種類・規模・アルゴリズムなどが明らかになっていないと
学術研究の目的に使えない。また、下の項目にあるトラストも確保できない。海外製モデルのAPI利用
では透明性が確保できないケースが多い。

●データの種類・品質：学習に用いるデータの種類や品質を選択・管理できるようにしたい。現状の海外
製モデルは日本語の学習データ量が少ない。データの品質確保はHallucinationの抑制にもつながるで
あろうし、規模を抑えつつ精度の高いモデルが作れるかもしれない。また、科学の専門分野など特定の
目的で、データを選別・品質確保したモデルを作る上でも考慮すべき点である。
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●トラスト：特定の主義・思想に偏らず、公平・公正な運営が望まれる。学習データやアルゴリズムを意
図的に操作することで、特定の主義・思想に偏ったモデルが作られ得る。また、個人情報や機密情報を
学習してしまっていると、プライバシー侵害や情報漏洩が生じる。透明性も一つの要因だが、第三者によ
る検証・認証なども合わせて、トラストの確保を考えていく必要がある。

●連携制御系：今後、大規模な基盤モデルだけでなく、目的に応じた中規模なモデルや特定処理用プラグ
インなども用意され、必要に応じて、それらを使い分けたり、組み合わせたりして、目的を達成する形に
なるものと思われる。そのような連携や代替が容易に行えるように、API・機能をうまく設計しておくの
がよい。

●ビジネスモデル：大規模な計算機資源の維持やデータ・モデルの更新などを含めて、継続運用していけ
るようなシナリオや体制・エコシステム19が必要になる。企業がビジネスとして収益を上げていく活動の
ケースと、メカニズムを理解・解明するための研究開発目的のケースでは、継続運用の仕方やビジネス
モデルは異なったものになるであろう。

基盤モデル・大規模言語モデルの開発は、当初、Google（DeepMindを含む）、OpenAIなどの米国
Big Tech企業を中心に進められてきたが、2022年後半から2023年にかけて、多くの企業・組織が開発に
参入してきた（表1-1-1、図1-2-2）。オープンソース化も行われている。

図1-2-2 　 大規模言語モデルの年表 6）

国産基盤モデル開発の動きも活発化している。
LINEは2020年から日本語の大規模言語モデルの開発に着手しており、現在、最大規模のモデルサイズは

820億パラメーターである。 CyberAgentも日本語の大規模言語モデルOpenCALMを開発しており、最大
規模のモデルサイズは130億パラメーターである。 Microsoftからスピンオフしたrinnaからは、最大規模の

19 米国Big Tech企業のような超大規模データの学習を、日本の一企業や一研究機関で行うのは非常に難しい。複数の企業・機
関が共同で取り組むことや、それぞれの企業・機関が得意分野で作ったモデルを相互に補完・連携させることなど、エコシステ
ム的なアプローチを考えてもよいのかもしれない。
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モデルサイズが13億パラメーターのjapanese-gptが公開されている。オルツは2023年2月に、GPT-3と同
水準のパラメーター規模（1600億程度）のLHTM-2を発表した。 ABEJAは最大規模130億パラメーター
のモデルABEJA LLM Seriesを2023年3月から提供を開始した。 XResearchは、140億パラメーターの日
本語モデルPolySphere-1を開発し、2023年6月から企業・団体向けにα版の利用受付を開始した。2023
年7月に、NECは130億パラメーター、情報通信研究機構（NICT）は400億パラメーターのモデルを開発し、
発表した。

ChatGPTの発表以降、国産基盤モデルへの取り組みを表明する企業・組織が相次いでいる。東京工業大
学・東北大学・富士通・理化学研究所は共同で、「富岳」政策対応枠における大規模言語モデル分散並列学
習手法の研究開発をスタートさせた。さくらインターネットは、経済産業省のクラウドプログラム（経済安全
保障推進法に基づく）の支援を受けて、生成AI向けクラウドサービスの提供を進めている（2024年1月以
降に提供開始予定）。ソニー、NTT、Preferred Networks、Turing、ソフトバンクなども参入を表明した。

また、国立情報学研究所を中心に国内の大学・企業が集まり、2023年5月にLLM勉強会が発足し、計
算基盤・言語モデル構築環境を含めた原理解明研究の推進のため、情報共有・議論が活発に行われている。

大学においても、トランスフォーマーベースの言語モデル開発は行われているが、大学の一研究室で開発で
きる言語モデルの規模には限界がある。産業技術総合研究所の「ABC-I」や理化学研究所の「富岳」のよ
うな共同利用施設として大規模モデル構築・研究環境を整備していくことや、上記のような産業界での取り組
みと連携することが、AIモデルの基礎研究を推進するための手段として有効と思われる。

1.2.2	 信頼されるAIの研究開発課題

社会からの要請の充足のための「信頼されるAI」に向けては、以下の3件の戦略プロポーザルを発信した。
（1）はAIシステム自体に着目して、その開発方法論について論じた。（2）はAIシステムと相対する人間の
側に着目して、その主体的意思決定の支援について論じた。（3）はAIシステムと人間が共存する社会に着目
して、社会的トラストの形成について論じた（図1-2-3）。

（1） 2018年12月公開「AI応用システムの安全性・信頼性を確保する新世代ソフトウェア工学の確立」（AI
ソフトウェア工学）：機械学習を用いた応用システム開発はシステム開発法のパラダイム転換であり、
その安全性・信頼性確保のためにAIソフトウェア工学の必要性を提言

（2） 2018年3月公開「複雑社会における意思決定・合意形成を支える情報科学技術」：情報の氾濫や社
会のボーダーレス化、フェイク生成・拡散の容易化による個人・集団の意思決定の困難化に対して、
主体的意思決定を支援する学際的研究を提言

（3） 2022年9月公開「デジタル社会における新たなトラスト形成」：デジタル化の進展によってトラストが
揺らいできた問題に対して、社会的トラスト形成を技術開発だけでなく総合知による取り組みの推進
を提言

図1-2-3 　 「信頼されるAI」に関する戦略プロポーザル3件の位置付け
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AIソフトウェア工学
2018年12月に公開した「AIソフトウェア工学」の戦略プロポーザルでは、「信頼されるAI」の確立に向

けて、AI技術を組み込んだシステムの安全性・信頼性を確保するためのシステム開発の方法論・技術体系を
確立しようという戦略提言を行った。1.1.3節（図1-1-13）で述べたように、従来は、プログラム（手続き）
を書くことでシステムの動作を定める演繹型のシステム開発方法が主だったが、機械学習を用いるAI応用シ
ステムの開発では、データを例示することでシステムの動作を定める帰納型のシステム開発方法へと、システ
ム開発のパラダイムが変わった。従来型の演繹型システム開発のためにソフトウェア工学が整備されてきたよ
うに、帰納型システム開発にも対応した新世代のソフトウェア工学が必要になった（図1-2-4）。

図1-2-4 　 パラダイム転換に対応した新世代ソフトウェア工学

そこで、この戦略プロポーザルでは、この新世代ソフトウェア工学を「AIソフトウェア工学」と名付け20、
その確立に向けた研究開発課題として、a.AIソフトウェア工学の体系化、b.基礎研究として重要な四つの技
術チャレンジ（b-1.機械学習自体の品質保証、b-2.全体システムとしての安全性確保、b-3.ブラックボックス
問題への対策、b-4.問題を効率的に解く工学的枠組み）を挙げた。また、基礎研究とは別に、c.制度に関わ
る課題として、c-1.安全性基準の策定（および第三者評価の仕組み）、c-2.訓練済みモデルの再利用に関わ
る知的財産権など、があることにも言及した。1.1.3節では、社会的視点でAI技術が抱える問題点として、
AIのブラックボックス問題、バイアス問題、脆弱性問題、品質保証問題、フェイク問題を挙げたが（図1-1-

12）、AIソフトウェア工学では、AI応用システムの開発段階で、これらの問題を軽減・克服するための対策
を組み込むことを狙っている。

戦略提言を行った2018年時点でこのような問題意識を持つ者はごく少数だったが、5年を経て非常に活発
な研究領域になった。具体的な技術開発トピックとしては、説明可能なAI（XAI）、公平性・プライバシーに
配慮した機械学習、機械学習テスト・デバッグ手法、AIセキュリティー、機械学習品質管理ガイドライン、機
械学習デザインパターン、MLOps、AutoML（自動機械学習）、自動運転のリスク対策などの開発が進展し
ている。その詳細は2.1.4 節にまとめた。

意思決定・合意形成支援
2018年3月に公開した「意思決定・合意形成支援」の戦略プロポーザルでは、AI技術の影響を受ける人

20 現在、国内の研究コミュニティーでは「機械学習工学」という呼び方が主流になっている。「Software 2.0」と呼ばれることも
ある。「AIソフトウェア工学」と名付けたのは、AI応用システムの開発方法論に関わる課題として、機械学習技術に起因するも
の以外にも、HAI（Human-Agent Interaction）で指摘されている適応ギャップ（例えば擬人化エージェントに人間並みの
能力を期待してしまうことなどから生じる期待と実際の能力との差異の問題）なども含め、より広く捉えようとしたためである。
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間の意思決定に着目し、人間の主体的意思決定を支援する情報科学技術に関する学際的な研究開発を推進
しようという戦略提言を行った。その全体像を図1-2-5に示す。

1.1.3節で述べたように、今日、個人・集団の意思決定の難しさが増し、意思決定ミスを起こすリスクが高
まっている。元来、主体性や納得感を持った意思決定は、個人や集団における熟慮・熟議から生まれるもの
である。熟慮・熟議からこそ、さまざまな要因・影響の可能性を考慮し、自分の価値観や集団内の多様な価
値観も踏まえた、より良い解を見つけ得る。しかし、熟慮・熟議が困難な事態がたびたび起きるようになって
しまったことには、AI技術を含む情報科学技術の発展が少なからぬ影響を与えている。

図1-2-5 　 複雑社会における意思決定：困難化の原因と研究開発課題

その原因の一つは、情報爆発や社会のボーダーレス化により、意思決定に関わる要因・影響にさまざまな
可能性が生じ、その広がりが人間の頭では考えられないほどになってしまったことである。しかも、激化する
競争環境において、意思決定にますますスピードが求められるようになり、要因・影響の可能性を十分に考
えきれないまま意思決定をせねばならない状況が頻繁に発生する。1.1.3節（図1-1-14の（a））で述べた「限
定合理性」問題が深く関わっている。

また、別な側面から考えられる二つ目の原因は、この状況において、悪意・扇動意図を持って、他者の意
思決定に影響を与えるような情報操作が行えるようになってしまったことである。実際に、ソーシャルメディ
ア上でのフェイクニュースやデジタルゲリマンダーと呼ばれる行為が、世論形成や選挙結果に影響を及ぼし、
社会問題化している。1.1.3節（図1-1-14の（b））で述べた「確証バイアス」問題が深く関わっている。

意思決定・合意形成問題は、主に人文・社会科学分野で古くから取り組まれてきた問題であるが、上記の
ような原因の解決には情報科学技術によるアプローチが不可欠である。そして、この戦略プロポーザルで目
指すのは、熟慮・熟議を困難にした原因を克服するための情報科学技術の研究開発を推進し、個人や集団の
主体性・納得感を持った意思決定を支援・促進する仕組みを創出することである。人間の意思決定のコン
ピューターによる代行を進めようというのではなく、意思決定における人間の熟慮や熟議を支援・促進するこ
とに主眼を置く。
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そのために取り組むべき研究開発課題として以下の3点を挙げた（図1-2-5の右下の3点）。
上で述べた第1の原因に対して取り組みが必要な研究開発課題は、人間が取りこぼしてしまう膨大な可能

性を調べ上げ、その中から有効な候補を高速に見つける技術である。例えば、個人や集団の意思決定の場面
において、人間の限られた思考範囲を超えて、さまざまな要因・影響の可能性を踏まえた有効な選択肢を提
示する技術や、多数の関係者間の交渉（合意形成）の場面において、人間には思い描けないほどの膨大な条
件の組み合わせの中から、適切な合意点の候補を見つけ出して提示する技術などが挙げられる。

第2の原因に対して取り組みが必要な研究開発課題は、悪意・扇動意図を持った情報操作を回避する技術
や、そのような情報操作に対する耐性を高める技術である。例えば、意思決定の根拠として信憑性の低い情報

（デマやフェイクなど）を判別・排除する技術や、多数の関係者間の合意形成や投票の場面において、健全性・
公正性を保証する理論やそれを阻害しようとする行為が無効になるようなメカニズムの設計技術などが挙げら
れる。さらに、これらに共通する基礎的な研究開発課題として、多数の関係者間の合意形成、集団の意思決
定を扱うための、社会的価値観やさまざまな人間の価値観が混在している状況下での意思決定・合意形成を
支援する技術が重要である。

図1-2-6 　 意思決定・合意形成問題の種類

昨今、AI分野において、意思決定の支援や自動化のための技術開発が活発になっている。特に機械学習・
最適化技術に基づく解（選択肢）の生成は、ビジネスの現場への適用も進んでいる。しかし、現状、図
1-2-6における（A）のような、一つの評価関数が定められるような条件下、いわば価値観が共有されてい
る状況下での選択肢（論理性・合理性に基づく解）を求めるものが主である。

一方、図1-2-6における（B）のような、社会的価値観やさまざまな人間の価値観が混在している状況下
では、人間は論理性・合理性だけでなく共感・賢慮などによって解を見いだしている。そこで、この研究開発
課題への取り組みでは、AI的なアプローチによる研究に加えて、脳科学、認知科学、計算社会科学、心理学、
経済学、政治学、法学、倫理学などの考え方や知見を取り込んでいくことが必要になる。また、人間の意思
決定に関する原理追究・現象分析を深めることに加えて、それを実際の意思決定・合意形成問題に適用でき
るように、システム実装にまでつなげることが求められる。

図1-2-7は、人間の意思決定・合意形成プロセスを図示したものである。これを構成する各ステップに対
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して、さまざまな要素技術・関連技術の研究開発が行われており、その取り組みの状況や方向性を表1-2-3
にまとめた（その詳細は2.1.5 節に記載している）。それらの要素技術・関連技術の発展や組み合わせによって、
上で述べたような研究開発課題への取り組みが進んでいる。

図1-2-7 　 意思決定・合意形成プロセスのモデル

表1-2-3 　 意思決定・合意形成支援の研究開発状況

研究開発要素 図1-2-7の
ステップ 取り組み状況・方向性

膨大な可能性の探索・評価 （1）（2） マルチエージェントシミュレーション、因果推論・探索、常識推論など

自動意思決定・自動交渉 （0）（2）（3）（5） 機械学習・最適化、自動交渉エージェントなど

大規模意見集約・合意形成 （5） 討論型世論調査、ファシリテーションエージェント、メカニズムデザイ
ンなど

多様な価値観の把握・可視化 （4） 言論マップ生成、議論マイニング、VR・ゲーミングによる追体験など

フェイク対策 （1）（6）（7） ソーシャルネット分析、フェイク検出、ファクトチェック支援など

意思決定に関する基礎研究 （6）（7） 脳の意思決定メカニズム、行動経済学、ELSI・社会受容性など

デジタル社会におけるトラスト形成
2022年9月に公開した「デジタル社会における新たなトラスト形成」の戦略プロポーザルでは、デジタル

化の進展によってトラストが揺らいできた問題に対して、社会的トラスト形成を、技術開発だけでなく総合知
による取り組みとして推進することを提言した。

トラストは相手が期待を裏切らないと思える状態である。リスクがあるとしても、相手をトラストできると、
安心して迅速に行動・意思決定ができる。トラストは協力や取引のコストを減らしてくれる効果があり、人々
の活動を拡大し、ビジネスを発展させ、ビジネスの生き死にを左右する要因にもなる。

しかし、デジタル化の進展につれて、バーチャルな空間にも人間関係が広がり、複雑な技術を用いたシステ
ムへの依存が高まり、だます技術も高度化してしまった。その結果、デジタル社会と言われる今日において、
顔が見える人間関係や人々の間のルールに支えられた「旧来のトラスト」だけではカバーされないケースが拡
大し、社会におけるトラストの働きがほころんできている。この問題は、自動運転車、AIエージェント、コミュ
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ニケーションロボット、メタバースなどの新技術・新サービスの社会受容を左右し、フェイク・偽装・なりす
ましなどによる詐欺・犯罪の懸念を高める。

そこで、不信・警戒を過度に持つことなく幅広い協力・取引・人間関係を作ることができ、デジタル化によ
るさまざまな可能性・恩恵がより広がるような、デジタル社会におけるトラスト形成の仕組み作りが求められる

（図1-2-8）。

図1-2-8 　 デジタル社会におけるトラストの問題意識と目指す姿

図1-2-9 　 社会的トラスト形成に向けた総合知による取り組みへ

このような問題に対して、異なる切り口からさまざまな研究開発が進められている。しかし、さまざまな分
野で進められているトラスト研究開発の間での知見共有・連携はほとんど見られない。多くの研究開発は、ト
ラストに関わるある一面にフォーカスしたものであることから、個別的な対処や断片的な状況改善にとどまり
がちである。この状況は、国内だけでなく海外でも同様である。デジタル社会におけるトラスト形成の仕組み
作りに向けては、それぞれの研究開発をいっそう推進するとともに、それらの間でビジョンを共有し、分野横
断で総合知による社会的トラスト形成への取り組みが望まれる（図1-2-9）。

そのために取り組むべき重要な研究開発課題として、以下の四つが挙げられる。
第1の研究開発課題はトラストの社会的よりどころの再構築である。トラストには三つの側面（対象真正性、
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内容真実性、振る舞い予想・対応可能性）がある。トラストは最終的には主観に依存するが、詐欺のような
犯罪を防ぎ、社会秩序を維持するためには、社会的よりどころをどのような技術と制度によって担保するかを
考えねばならない（図1-2-10）。対象真正性、内容真実性、振る舞い予想・対応可能性それぞれの社会的
よりどころの再構築、複合的検証のメカニズム、改ざんされない記録・トレーサビリティーなどの研究開発が
含まれる。 AIのブラックボックス問題で課題となるのは、主に振る舞い予想・対応可能性であるが、対象真
正性と内容真実性もその前提として必要である。また、生成AIで問題が深刻化しつつあるフェイク問題は、
まさに内容真実性を揺るがすものである。このような高リスク状況下で、断片的に切り取られた情報や対象の
ある一面しか見ずに何かを信じ込むことはとても危うい。トラストの3側面を踏まえ、多面的・複合的に確か
らしさを検証することが有効であり、それを容易にする仕組みが求められる。

図1-2-10 　 トラストの3側面と社会的よりどころ

第2の研究開発課題は社会的トラスト形成フレームワークである。社会的よりどころを用意するだけでなく、
人々がそれを容易に使いこなし、トラストできる対象を広げていけるようにするとともに、社会的よりどころが
公正・健全に維持されるようにすることも必要である。公正・健全なトラスト基点の維持、トラストの悪用・
攻撃への対策、使いこなしを容易にする技術・教育などを含む。

第3の研究開発課題は具体的トラスト問題ケースへの取り組みである。深刻化するフェイク問題、自動運転
車やパーソナルAIエージェントなどの安全性の懸念、既存の商取引やメタバースのような新サービスにおける
なりすましなどの問題、医療などでの専門家とAIの判断からの選択など、具体的なケースにおいて、上述の
技術成果を適用して実証しつつ、さらなる課題の明確化を図る。

第4の研究開発課題はトラストに関する基礎研究である。例えば、デジタル社会におけるトラスト形成や不
信のメカニズム理解、トラストに関わる日本人のメンタリティーと国際比較・文化差、デジタル社会のトラス
ト形成のための方策・対策設計の裏付けなどに関する基礎研究が挙げられる。

基盤モデル・生成AIに関わる安全性・信頼性確保のための技術開発
以上では、これまでに公開した「信頼されるAI」に向けた3件の戦略プロポーザルからの抜粋を紹介したが、

基盤モデル・生成AIの登場によって、AIの安全性・信頼性に関して、問題がいっそう深刻化したり、新たな
課題が生じたりしていることは、前述した通りである（1.1.1節の表1-1-2）。本物とほとんど区別のつかない
フェイク画像・映像・音声が作られる、もっともらしい文面で嘘が語られる、それらがある対象を棄損したり
だましたり社会混乱を引き起こすサイバー攻撃手段として使われる、著作権侵害・プライバシー侵害・情報漏
洩などのリスクが高まる、といった深刻な懸念を生んでいる。
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図1-2-11 　 基盤モデル・生成AIの安全性・信頼性確保に向けた対策の方向性

この問題に対して、図1-2-11では、三つの切り口から対策の方向性を示した。
第1の切り口は、基盤モデル自体の倫理である。基盤モデルからの出力が、倫理的に適切なもの、人間の

意図・価値観に合ったものになるようにするためのAIアライメント技術の開発である。前述したように真実
性・無害性・有益性などの面から人間によるフィードバックを加えるほか、説明可能性の向上も含む。

第2の切り口は、生成AI応用システムの品質管理である。対話型生成AIによる自然言語を用いたプログラ
ミング、プロンプトエンジニアリングは、システム開発の新しいパラダイムである。それによって作られる応用
システムの安全性・信頼性・正確性の確保には、ソフトウェア工学の新たな方法論・技術体系の確立が必要
になると思われる。

第3の切り口は、人間・自律AI共生社会のリスク低減である。 AIは原理的に100%の精度保証・動作保
証はできない。また、自律性が高まったAIの詳細制御は難しい。フェイク生成など人間による悪用も深刻な
問題である。マルチエージェント社会における人間とAI（エージェント）との相互作用のもとで、リスクを低
減する方策を生み出すことが必要になる。そのため、マルチエージェント社会のメカニズムデザイン、HAI

（Human-Agent Interaction）の設計論、社会的なトラスト形成などを含む、より広く、ある意味、メタな
視点からの取り組みも必要になってくるものと考える。

1.2.3	 AI・データ駆動科学の研究開発課題

2021年8月に公開した「AI・データ駆動科学」の戦略プロポーサルでは、AIを用いた大規模・網羅的な
仮説生成・探索による人間の認知限界・バイアスを超えた科学的発見と、ロボットを用いた仮説評価・検証
のハイスループット化というAI・データ駆動科学の推進を提言した。

深層学習を始めとする人工知能（AI）技術やビッグデータ処理、IoT（Internet of Things）デバイス、
センサー、ロボティクスの高度化と普及によって、21世紀の科学の在り方は大きな変容を遂げようとしている。
IT化・デジタル化を駆使した研究開発プロセスの変革（リサーチトランスフォーメーション）は研究開発の効
率化だけでなく、さまざまな分野での新発見の促進や新しい科学の方法論をも生み出しつつある。

このプロポーザルでは、AIの応用分野としても有望視される「科学研究の自動化」を目指す。科学研究の
プロセスは図1-2-12に示した通り、知識、仮説、予測、実験結果、知識というサイクルの繰り返しにより、
検証済みの仮説が蓄積・洗練されていく過程だといえる。このような仮説の生成と検証のクローズドサイクル
を実行できる人間参加型のAIシステムにより、科学的発見の高速化・効率化を狙う。
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図1-2-12	科学研究サイクル

このようなAIシステムにより、例えば生命科学・医学分野では新型ウイルスのワクチンの高速開発や安全・
有効な薬の高速発見、材料科学分野では所望の機能を持つ材料の自動設計・最適化、入力された組成・構
造の化合物の合成方法の自動決定などが可能となると期待される。また、多くの分野において、科学者自身
が立てた仮説の検証や、盲点となっている仮説の探索といった使い方もされるだろう。

科学研究サイクルの自動化AIシステムは、最先端の研究競争における強力な支援ツールとなることに加えて、
その体系化・普及によりわが国の研究力の底上げも期待される。また、多くの産業での国際競争力にも直結
し、さまざまな分野での多様なAIシステムの実現・運用が期待される。

AI・データ駆動科学が解決する問題
人間の認知能力や身体能力の限界により、さまざまな面から科学研究は制限・律速されている。ここでは、

その問題点を「仮説」の取り扱いの面から「仮説生成・探索」と「仮説検証」の二つに分けて考える。

問題1：人間の仮説生成・探索能力の制限
探索すべき仮説の数は膨大であり、人間の科学者が網羅的に探索できる仮説空間は限られている。また、

認知バイアスの存在から、盲点となるような仮説群も多数発生してしまう。科学研究サイクル（図1-2-12）
の自動化を狙う上での技術的課題の一つは、AIシステムによる仮説生成の自動化である。その柱となる操作
は科学研究サイクルの左側に示した「仮説推論（Abduction）」である。これは、帰納の結果得られた統計
的なパターンやルールを出発点にして、既存の知識やその他の仮説と照らし合わせ、予測モデルとして演繹に
よって予測を生み出せるようにする操作である。

観測事実をうまく再現できる予測モデルや、データと精度良く合うような生成モデルは必ずしも一意には決
まらず、可能な仮説は無数に存在するのが一般的である。 AIシステムは、与えられた制約条件や評価関数の
もとで探索・最適化を行い、少数の有効な仮説を選び出す必要がある。

問題2：人手による検証実験の制限
科学においては、これまでに蓄積された「知識」も基本的には全て「仮説」である。単に実験検証あるい

は観測事実をもって「確からしい」ということの程度が違うだけである。 AIシステムが生成した仮説について
も同様に実験検証が不可欠である。 AIシステムによる網羅的な仮説空間の探索が行われるようになると、図
1-2-12で示した帰納→仮説推論→演繹のステップが高速化され、当然、後段の検証実験も同等のスループッ
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トで実行される必要がある。
生命科学や材料科学だけに限らず、多くの分野での実験には今なお人手作業が必要であり、その大部分は

単純作業であるものの自動化されていない。また、一部はロボットや測定機器などで自動化されていたとして
も、その装置の制御パラメーターの指定や装置間でのデータの連携などは人手が必要となっている。そのた
め、AIシステムが生成する仮説が膨大となると、実験検証のスループットが全体を律速することとなる。

このようなデータ取得の自動化や検証実験のハイスループット化には、ロボットの導入が不可欠である。そ
して、実験ロボットと仮説生成プロセスを組み合わせ、実験データからの新しい仮説の生成と、その新仮説
を検証するための実験の遂行のサイクルを、ハイスループットで回すことが求められる。

AIデータ駆動科学の研究開発課題
科学研究サイクルのうち仮説生成や評価に関する部分は、迅速化・効率化のボトルネックであるにも関わら

ず自動化は限定的である。本プロポーザルでは「仮説」の取り扱いに焦点を当て、以下の研究開発課題を提
案する。上述の二つの問題点は研究開発課題（1）大規模・網羅的な仮説生成・探索と（2）仮説評価・
検証のハイスループット化にそれぞれ対応している。

（1）大規模・網羅的な仮説生成・探索
（2）仮説評価・検証のハイスループット化
（3）人間中心の科学研究サイクル統合

科学研究サイクル（図1-2-12）に照らすと、「（1）大規模・網羅的な仮説生成・探索」は左半分を、「（2）
仮説評価・検証のハイスループット化」は右半分を主眼とする研究開発テーマである。そしてそれらを構成要
素としたサイクル全体についての科学的な理解と実装が「（3）人間中心の科学研究サイクル統合」である。
表1-2-4にそれぞれについて研究開発テーマの具体例を示す。

表1-2-4 　 研究開発課題の具体例

（1）	大規模・網羅的な	 	
仮説生成・探索

（2）	仮説評価・検証の	 	
ハイスループット化

（3）	人間中心の	 	
科学研究サイクル統合

（a）仮説の大規模生成
・探索・不完全な情報での仮説推論
・因果グラフの推定・探索
・仮説空間の探索の高効率化

（c）実験計画の自動化
・実験計画の生成・最適化
・バーチャルスクリーニング
・ベイズ推定、能動的観測

（e）アーキテクチャー設計
・プラットフォームへの統合
・知識体系の集積化
・人間との相互作用の設計

（b）既存知識との整合性検証
・高次元の中間表現の解釈
・整合・矛盾の迅速評価
・制約条件や境界条件の設定

（d）ハイスループット実験
・実験ロボットの高度化
・ハイスループット計測
・高速セルソーター

（f）科学の科学
・科学研究サイクルの理解
・セレンディピティーの実装
・「発見」「理解」の科学

（a）仮説の大規模生成・探索
AIシステムは、与えられた背景知識と観測データに基づいて、帰納と論理推論を通じて大量の仮説を生成

する。その際に利用される背景知識を、機械可読な形で構築・整備することは重要である。自然言語処理に
よる論文などからの知識抽出、オントロジーの整備、実験条件やメタデータの整理などが必要である。仮説は、
論理式のような形を取る場合や、因果グラフなどの形状をとることも想定され、その中での探索の高効率化
が求められる。データから知識を抽出する部分では、非常に多くのパラメーターで記述される複雑な現象か
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ら深層学習を用いて規則性を見いだすことやその表現の学習も必要である。そうした場合に得られるモデルや
知識は、必ずしも人間が理解できる形式にはなっていない。そのため、高次元の中間表現の解釈や予測結果
の事後説明などAIの説明可能性に関する研究開発も重要となる。生成された仮説群のうち有望ないくつかは
後段の検証プロセスに回される。

（b）既存知識との整合性検証
有効な仮説の生成を効率よく行うためには、膨大な既存知識との整合性チェックが欠かせない。新たに生

成された仮説の既存の知識に対する整合・矛盾を迅速評価する仕組みが必要である。AIの研究開発としては
不完全な知識のもとでの推論や、ノイズに頑健な記号推論、機械学習と知識表現・推論の統合などの研究開
発が必要である。また、一般に、対象領域の専門的知識の獲得は簡単ではないため、その領域での専門的
な背景知識や言語に依存しない形での一般的な推論（メタ推論）の実現も重要である。

ただし、科学における「知識」はある意味で全て「仮説」であり、確からしさの程度が違うだけで、仮説
と知識の間にそれほどの大きな違いはない。自動的な仮説生成においても、あまりに既存知識と矛盾しすぎる
ものはあらかじめ除外しておく必要があろうが、比較対象としている既存知識のほうが間違っていたとなるケー
スも科学の歴史において多数知られているため、多少の矛盾を許容するような制約条件の設定や探索アルゴ
リズムの設計が鍵となるだろう。仮説の評価には、人間の価値観・帰納バイアスなども考慮する必要があり、
技術的にチャレンジングであるが科学的な発見や理解の本質的な部分である。

（c）実験計画の自動化
生成された新しい仮説に基づいて、その検証のための実験計画の自動化と、実験そのもののハイスループッ

ト化が必要となる。仮説検証（やその推定精度の向上）に必要な検証実験は時間・コストの観点からは、ロボッ
トによって実験を実行するにしても、その回数を極力削減したいというモチベーションがある。

材料科学や創薬の分野では、新規仮説として提示される多数の化合物について、興味ある物性値を数値シ
ミュレーションによって求め、実際に合成実験に供する化合物を絞り込む「バーチャルスクリーニング」と呼
ばれる手法が多用される。高精度の量子化学計算や第一原理計算、あるいは、分子動力学法を用いたドッキ
ングシミュレーションなどの計算量は大きく、膨大な化合物の全てについて計算できない場合も生じる。その
ような場合には、少数の化合物についてのシミュレーション結果を教師データとして、教師あり機械学習によっ
て数値計算をバイパスするということも多用される。これに加えて、仮説の検証に最も効果のある実験条件を
ベイズ推定を用いて割り出し、実験計画を最適化したり、能動的観測を行ったりする手法の開発も重要な研
究テーマである。

（d）ハイスループット実験
膨大な仮説の探索に対応する複雑で広範な実験を高速かつ正確に実行するためのロボット開発が必要であ

る。ロボットの導入は実験プロトコルの標準化や共有など、再現性確保にも効果がある。加えて、個々の測
定や実験操作を「つなぐ」部分の機械化・ネットワーク化も求められる。搬送ロボットや移動ロボットの導入、
実験・計測機器のネットワーク化などを進め、相互に連携するシステムを構築する必要がある。同時に、実
験パラメーターや稼働ログなどの取得と蓄積、実験プロトコルの記述言語の開発、熟練技術者の暗黙知の形
式化などを通して、実験計画の自動化や実験プロセスの最適化が期待できる。

実験の自動化に加えて、実験対象の整備も重要な課題である。研究対象を操作・観測できる実験基盤と、
仮説から演繹的に導き出される予測の数値シミュレーション環境の2点が整っていることは、プロセス全体の
自動化にとって重要である。これらは実世界を操作するロボットとしても不可欠な要素である。ハイスルー
プット実験から算出されるデータの蓄積と整理も重要な技術課題である。
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（e）アーキテクチャー設計
各種の要素技術を一つのプラットフォーム上に統合し、科学的発見プロセス全体を閉じたループとして自動

化することが重要である。特に、多種多様な実験データやシミュレーションデータ、そして学術論文や実験結
果のデータの位置付けや、個別のサーバーなどに分散している知識体系を、いかに計算可能な形で集積化し
体系的に蓄積し続けるかといった、データの取得と蓄積を中心とするシステムアーキテクチャー設計は極めて
重要な課題である。

自動抽出された新知識や新仮説を高速にチェックする機構は必要だが人間の価値判断が入るため単純な機
械化の技術的ハードルは高い。何をトリガーにこのループを作動させるかといった問題設定や、ループが巡る
探索領域の境界設定は当面は人間が決めるものと考えられるが、メタな探索を自動化できる可能性がある。
自動化された科学的発見ループを、あらかじめ人間とのインタラクションを取り入れた形にデザインしておく
のが良いだろう。その意味では、このAIシステムは人間協調型で、人間と対話しながら科学研究を進めるシ
ステムとなるだろう。

（f）科学の科学
科学研究サイクルの自動化を実現する上で、基盤技術整備に加えて、科学研究プロセス自体を研究対象と

する、いわゆる「科学の科学」も重要である。セレンディピティーなど科学的発見に重要と考えられるプロセ
スの解明や、それをAIシステムに取り入れるような構成論的アプローチの研究などを行う必要がある。

先述した研究開発課題のうち科学分野ごとに進めるべきものと、共通技術としてくくり出せるものの峻別も
重要である。仮説推論に用いる既存知識や前提条件、帰納バイアスなど、そのものは分野依存であるがそれ
をデータベース化や機械可読化する技術は分野を越えた共通基盤技術となるだろう。大規模データからの知
識抽出や各種の機械学習手法、深層学習などは、既に多くの科学分野での共通基盤ツールとなっている。ま
た、実験自動化に欠かせないロボットや各種の計測装置については分野依存の側面は小さくないが、実験プ
ロトコルの記述言語や制御アルゴリズム、実験計画を自動化するソフトウェアツールなどは数理あるいは情報
学の問題設定として共通的な研究開発が可能である。そして、ツールやプロトコルの共有を通じ、分野を越え
て科学研究AIシステムのデザインパターンの構築と普及も不可欠である。

科学研究サイクルの自動化レベル
取り組むべき具体的な研究開発課題の理解とその研究開発の推進上で重要なのは、定性的な達成度の共

有とそれに基づく定量指標による技術的な進展の追跡である。ここでは、自動運転車におけるレベル分けに
倣い、科学研究サイクルを自動化するAIシステムの自律度合いを表1-2-5のように5段階に整理した21。

レベル1とレベル2はそれぞれ計算科学（第3の科学）とデータ駆動科学（第4の科学）であり、図1-2-

12の「帰納」や「演繹」操作をコンピューターが行うのみであり、仮説推論や検証実験は自動化されないと
する。レベル3以降が本プロポーザルの目指す科学研究サイクルを自動化するAIシステムである。

レベル3では、対象とする系についての情報は全て与えられていると仮定できる問題設定の中で、AIシステ
ムが完全情報ゲームとして仮説空間の探索・最適化を行うものである。全ての必要な観測データが得られて
おり、モデルにも未知の変数はないと仮定し、ゴールや評価関数を人間が明示的に与える。

レベル4になると、情報は必ずしも完全と仮定できない状況でも、AIシステムがロバストに動作することが
求められる。対象とする系が開放系で、外部環境との相互作用があるなどの場合には、全ての必要な情報が
そろっていると仮定することは非現実的である。また、データの欠損や、モデルに未知の変数があったとして

21 AI・データ駆動科学の自動化レベルについては、高橋恒一（理化学研究所）による検討があり、表1-2-5の案についても議論
させていただいた。高橋によるレベル分けの案は別途公開されている7）。
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も、AIシステムは安定的に動作する必要がある。ゴール設定や評価関数は人間が明示的に与える。
レベル5では、ある特定のゴールについての不完全情報ゲームをAIシステムがプレーするだけでなく、ゴー

ルそのものの探索や最適化を行う必要がある。レベル4までは直接的に与えられていたゴールや評価関数は、
このレベルでは間接でしか与えられず、そのような人間のあいまいな要求に対しても、適切なゴールをAIシス
テムが自ら設定し、人間に提案することを可能とするものとなるだろう。

このような自動化レベルの進展にあわせて、人間の担う役割も変化していく。レベル1や2では仮説推論、
モデル明示、実験検証、帰納、帰納結果の解釈、演繹、実験検証など、図1-2-12に示したサイクルの大部
分を人間が担う必要がある。レベル3以上になると、人間の役割はゴール・探索範囲の設定や、価値基準（評
価関数）の提示、結果の解釈や理解、全体の意思決定などに重点が移るだろう。レベル4までは、科学的な
発見の新規性や重要度などの評価（価値判断）は人間が行うが、レベル5ではそのような評価関数を直接的
に与える必要はなくなる。このレベルでは評価関数自体をAIシステムが探索するため評価関数そのものを与
える必要はないが、人間は評価関数の評価関数を与えるという間接的な価値判断の役割を担う。

表1-2-5 　 科学研究サイクルの自動化レベル

レベル 内容 情報 ゴール

1 計算科学（第3の科学）。明示的に与えられたモデルに基づいて数値シミュレーションし、
演繹によって予測を出力する。 完全 直接的

2 データ駆動科学（第4の科学）。与えられたデータの統計性やパターンから帰納して、知
識を抽出する。 完全 直接的

3
特定の閉じた系で完全情報ゲームとしてAIシステムが探索・最適化を行う。関係する全
ての要素のデータがそろっており、モデルに不明な変数はないと仮定する。ゴールや評価
関数は人間が明示的に機械可読な形で与える。

完全 直接的

4

開放系での不完全情報ゲームとしてAIシステムが探索・最適化を行う。環境との相互作
用など、関係する全ての情報が必ずしも明らかでない。データの欠損やモデルに未知の
変数があることも仮定する。レベル3同様に、ゴールや評価関数は人間が明示的に機械
可読な形で与える。

不完全 直接的

5

開放系での不完全情報ゲームとしてAIシステムが探索・最適化を行う。レベル4と同様に、
関係する全ての情報が必ずしも明らかでない。これに加えて、ゴールや評価関数は間接
的にしか与えられない。AIシステムは、ゴールや評価関数についての探索と最適化（メタ
最適化）を行い、人間に提案することができる。

不完全 間接的

基盤モデル・生成AIを活用したAI・データ駆動科学とその課題
1.1.4節の最後のパートで述べたように、科学研究プロセスにおいても基盤モデル・生成AIが活用され始

めている。表1-1-6に示したような3通りのパターンで活用が進みつつあり、研究開発課題として挙げた3点
のそれぞれにおいて、次のような効果が見込まれる。

1点目「大規模・網羅的な仮説生成・探索」においては、生成AIによる予測機能が仮説生成の可能性や
効率を高めると期待される。また、文献などの知識からの関連情報の抽出・整理や整合性の検証などにも活
用できる。2点目「仮説評価・検証のハイスループット化」においては、画像・映像・音などで得られる観測
結果の分析・検証の効率を高めると期待される。3点目「人間中心の科学研究サイクル統合」においては、
対話型のインターフェースが、科学研究のプロセスにおける手順の対話的指示や結果の対話的理解に役立つ。

その一方で、現状の基盤モデル・生成AI（第3.5世代AI）では不十分で、第4世代AIに期待される点も
存在する。1.2.1節で第3.5世代AIの課題として、論理推論・論理構築や実世界操作を挙げた。これらは科
学研究サイクルにおける重要な課題である。前述したように、科学研究サイクルは大きく分けると、「仮説生
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成・探索」フェーズと「仮説評価・検証（実験）」フェーズとで構成される。「仮説生成・探索」フェーズに
おいて、生成AIの確率モデルに基づく予測は、ある程度有用である。しかし、科学研究では、そのような予
測にとどまらず、既知の法則を踏まえた論理推論や論理構築が不可欠である。また、「仮説評価・検証（実験）」
フェーズでは、ロボットによる自動化のために実世界操作が重要な機能になる。

したがって、AI・データ駆動科学は、第3.5世代AI（基盤モデル・生成AI）によって発展するが、さらに
その先へ進めるために第4世代AIの開発・導入が期待される。それを逆側から見るならば、AI・データ駆
動科学（AI・ロボット駆動科学）は、第4世代AIの有効性を実証するためのターゲットシーンになり得る。
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1.3	注目する研究開発領域と国際比較

1.1節・1.2節で述べたような技術発展を踏まえて、注目する研究開発領域を示す。
これまでの第3世代AIは、さまざまな用途で人間を上回る性能を示しているが、大量の学習データ・計算

資源が必要で、学習範囲外の状況に弱く、意味処理・説明などの高次処理ができていない、といった問題が
指摘された。第3世代AIを超大規模化した基盤モデル・生成AI（第3.5世代AI）は問題の一部を改善し、
高い汎用性も示しているが、さらなる発展として、画像・映像認識や運動制御のような『知覚・運動系のAI
技術』と、自然言語処理のような『言語・知識系のAI技術』の融合による「第4世代AI」の研究開発が進
み始めた。深層学習、深層強化学習、深層生成モデル、自己教師あり学習、そして超大規模な基盤モデルと
いう技術発展に加えて、『計算脳科学』や『認知発達ロボティクス』の研究から得られる人間の知能に関する
知見が「第4世代AI」の研究開発では重要な役割を果たす。そのようなAIと人間あるいは複数のAI間の関
係が『エージェント技術』によって広がりを見せている。

その一方で、AI技術が社会に広がり、『社会におけるAI』という視点から、安全性・信頼性・公平性・解
釈性・透明性などを含むAI社会原則・AI倫理指針が国・世界レベルで策定され、「信頼されるAI」のため
の技術開発も重要な研究課題となっている。具体的には、上記原則・指針を満たすようなAI応用システムを
開発するための『AIソフトウェア工学』、人がAIと協働してより良い判断や目的達成を目指す『人・AI協働
と意思決定支援』、AI・ビッグデータ技術を活用した社会・産業・科学の変革に関わる『AI・データ駆動型
問題解決』への取り組みが進展している。

以上において二重カギカッコ『』で囲った九つを、二つの潮流の中で特に注目する研究開発領域と定める。
「第4世代AI」に関わる5領域は、これまでの取り組みからさらなる発展が見られる研究開発領域である。一
方、「信頼されるAI」に関わる4領域は、AIの社会への関わりの中で新たに広がってきた研究開発領域である。

図1-3-1 　 人工知能•ビッグデータの俯瞰図（構造）

AI・ビッグデータの俯瞰図（構造）
これら九つの注目する研究開発領域を、AI・ビッグデータの技術スタックの中に位置付けた俯瞰図（構造）

を図1-3-1に示す。この図では、システムを構成する技術群を「処理基盤層」「処理コンポーネント層」「ソリュー
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ション層」に分けている。また、システムを設計する上で、その利用者となる人間やそれが組み入れられる社
会についての理解・モデル化および指針の議論も必要になることから、処理コンポーネント層に対応させて「人
間の知能の理解」、ソリューション層に対応させて「AIに対する社会受容」という視点を含めた。

図1-3-1の注目する九つの研究開発領域について、その簡単な定義を以下に示す。それぞれの詳細説明は
2.1節にまとめている。処理基盤層の技術群は、ここでは説明を省略するが、2.2節にてその一部を取り上げる。

①知覚・運動系のAI技術：画像・映像認識に代表される実世界からの入力としての知覚系と、ロボットな
どの動作制御に代表される実世界への出力としての運動系という、知能の実世界接点の役割を実現する
AI技術に関する研究開発領域である。

②言語・知識系のAI技術：自然言語の解析・変換・生成などや知識の抽出・構造化・活用などを行う言語・
知識系のAI技術を実現するとともに、知覚系（見る）→言語・知識系（考える）→運動系（動かす）
という一連の処理を総合的・統一的な仕組みで実現するための研究開発領域である。
③エージェント技術：自ら判断し行動する主体としてのAI（エージェント）について、その自律的メカニズ

ム（自律エージェント）、複数主体の協調（マルチエージェントシステム）、人間とのインタラクション（イ
ンターフェースエージェント）、社会的活動・現象のシミュレーション（マルチエージェントシミュレーショ
ン）などを実現しようとする研究開発領域である。
④	AIソフトウェア工学：AI応用システムを、その安全性・信頼性を確保しながら効率よく開発するための

新世代のソフトウェア工学を意味する。従来の演繹型システム開発に加えて、機械学習を用いた帰納型
システム開発にも対応した開発方法論・技術体系の確立を目指した研究開発領域である。
⑤人・AI協働と意思決定支援：人がAIと協働してより良い判断や目的達成を目指す研究開発領域である。

特に、個人や集団がある目標を達成するために、考えられる複数の選択肢の中から一つを選択する意思
決定を支援するための研究開発を中心に取り上げる。

⑥	AI・データ駆動型問題解決：AI・ビッグデータ解析が可能にする大規模複雑タスクの自動実行や膨大
な選択肢の網羅的検証などによる、問題解決手段の質的変化、産業構造・社会システム・科学研究など
の変革を生み出すための研究開発領域である。
⑦計算脳科学：脳を情報処理システムとしてとらえて、脳の機能を調べる研究開発領域である。人間の知

能の情報処理メカニズムの解明、脳疾患・精神疾患の解明や治療、AI技術発展につながる示唆などが
期待できる。

⑧認知発達ロボティクス：ロボットや計算モデルによるシミュレーションを駆使して、人間の認知発達過程
の構成論的な理解と、その理解に基づく人間と共生するロボットの設計論の確立を目指した研究開発領
域である。

⑨社会におけるAI：AI技術が社会に実装されていったときに起こり得る、社会・人間への影響や倫理的・
法的・社会的課題（Ethical, Legal and Social Issues：ELSI）を見通し、あるべき姿や解決策の要件・
目標を検討し、それを実現するための制度設計および技術開発を行うための研究開発領域である。

ここで機械学習を、注目する研究開発領域の一つに挙げていないことについて補足しておきたい。機械学習
は、現在のAIにおける中核技術であり、上記九つの研究開発領域のほとんど全てに関わっている。技術スタッ
クの層としては、処理コンポーネント層に相当するので、図2-1-2では、①②③に共通する技術として、機械
学習を置いた。そして、2.1節では、機械学習の全般的な動向を「2.1.1 知覚・運動系のAI技術」に記載し
た上で、他の節でも、その研究開発領域に関わる機械学習のトピックを取り上げることにした。

機械学習を中心に各研究開発領域の動向を見ると、特に深層学習の技術発展が著しく、九つの研究開発領
域のそれぞれの発展に大きく影響を与えている。深層学習はまず画像認識・音声認識などのパターン認識に
著しい精度改善をもたらした。さらに、強化学習と結びついた深層強化学習は、試行の繰り返しからアクショ
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ン決定方策を学習でき、囲碁などのゲームやロボット制御へと応用を広げた。これらは「①知覚・運動系の
AI技術」の発展を牽引したが、さらに、意味の分散表現、アテンション、トランスフォーマー、自己教師あり
学習といった技術が導入され、深層学習ベースの自然言語処理が大きく進展したとともに、それによって「②
言語・知識系のAI技術」と「①知覚・運動系のAI技術」の融合が進み始めたことも注目すべき点である。
また、深層生成モデルや自己教師あり学習の発展が①②とも結びついて、汎用性とマルチモーダル性を高め、
画像・映像・音声・文章を自動生成するAI技術が新たな応用の可能性を広げた反面、フェイク生成をはじ
めAIに対する新たな懸念も引き起こしている。このようなAI・深層学習がもたらす可能性や懸念は、他の研
究開発領域③④⑤⑥⑨においても、さまざまなポジティブ/ネガティブな影響を与えている。また、深層学習・
深層強化学習・アテンションなどの技術は、人間の知能のメカニズムに通じるものであり、「⑦計算脳科学」「⑧
認知発達ロボティクス」の研究成果が、今後も深層学習やAI技術のさらなる発展につながると期待される。

研究開発状況・戦略の国際比較
後続の2.1節で、これら九つの研究開発領域の状況を詳しく説明するとともに、領域ごとの国際比較も示し

ている。表1-3-1にその国際比較の部分を抜粋して示した。また、スタンフォード大学が公表しているAI 
Index22には、論文・特許・ソフトウェアなどのさまざまな視点から定量的な国際比較が示されている。これ
らに見られるように、米国が基礎研究と応用研究・開発の両面で圧倒的優位であるが、中国が急速に追い上
げ、研究論文総数では中国が米国を抜くなど、米中2強と言われる状況になっている。

AI技術開発は、産業競争力はもちろん、国の安全保障や社会基盤をも支えるものと認識されるようになり、
各国ともAI技術開発の強化戦略を打ち出し、産業界での技術開発推進と国による戦略的研究投資の強化が
図られている。この国際競争状況を、米国・中国・欧州・日本の比較という形で表1-3-2にまとめた。ここ
ではこの表の詳細な説明は省くが、表1-3-1に示した研究開発状況や競争優位分野の差異は、表1-3-2に
示したような競争戦略が背景にある。

表1-3-1 　 AI研究開発状況の国際比較

国・地域 日本 米国 欧州 中国 韓国

フェーズ 基礎 応用 基礎 応用 基礎 応用 基礎 応用 基礎 応用

①知覚・運動系のAI技術 〇↗ 〇↗ ◎↗ ◎↗ 〇→ 〇↗ 〇↗ ◎↗ △→ △↗

②言語・知識系のAI技術 〇↗ 〇→ ◎→ ◎↗ 〇→ 〇→ ◎↗ ◎↗ △→ 〇↗

③エージェント技術 〇→ 〇↗ ◎→ ◎→ ◎→ 〇→ 〇↗ 〇↗ △→ △→

④AIソフトウェア工学 〇↗ 〇↗ 〇↗ 〇↗ 〇↗ 〇↗ 〇↗ 〇↗ ×→ ×→

⑤人・AI協働と意思決定支援 〇↗ 〇↗ ◎↗ ◎↗ ◎↗ ◎↗ ◎↗ △→ △→ △→

⑥AI・データ駆動型問題解決 〇↗ 〇↗ ◎↗ ◎↗ 〇↗ 〇→ 〇→ ◎↗ △→ 〇→

⑦計算脳科学 ◎→ 〇→ ◎→ ◎→ ◎→ ◎→ ◎↗ 〇↗ 〇→ 〇→

⑧認知発達ロボティクス 〇↗ 〇↗ △→ △↘ 〇→ 〇→ △↘ △↘ △↘ △↘

⑨社会におけるAI ◎→ 〇↗ ◎→ ◎→ ◎→ ◎→ △→ △↗ △→ △→

［注］ 研究開発領域ごとの状況を相対比較した結果（詳細は後続の各節に記載）を並べたものであり、ある国・地域について研究開
発領域間の状況を比較・集計するものではない。

22 https://aiindex.stanford.edu/report/ (accessed 2023-02-01）
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表1-3-2 　 AI技術開発の国際競争状況

また、表1-3-2には、「第4世代AI」と「信頼されるAI」という二つの潮流の観点からの状況比較も示した。
日本が国際競争力を確保するためにも、この二つへの取り組み方や推進策が重要である。「信頼されるAI」
への取り組みについては、「AI戦略2019」で「信頼される高品質なAI」（Trusted Quality AI）が打ち出
され、具体的な取り組みも国際的にやや先行している。品質へのこだわりは日本の産業界が伝統的に持って
いる強みでもあり、AI関連産業においても競争力になると期待される。「第4世代AI」への取り組みについ
ては、深層学習を中心とする現在のAI（第3世代AI、第3.5世代AI）が米中2強の状況であっても、競争
の土俵が変わるとすれば、日本にも先行するチャンスがある。
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1.4	今後の展望と方策

1.3節でも述べたように、AI技術開発は米中2強と言われる状況であり、日本がそこに割り入ることは簡単
なことではない。しかし、AI技術は国の産業や科学の国際競争力を左右し、経済安全保障の面からも欠くこ
とのできない技術である。海外からの技術導入・活用に全て依存してしまうようなことなく、日本として優位
性を打ち出し得る点を見いだし、戦略的に研究開発を推進すべきである。1.2節・1.3節では、「第4世代AI」

「信頼されるAI」「AI・データ駆動科学」という切り口で、その可能性についても論じた23。
日本はAI戦略において「Trusted Quality AI」を掲げており、研究コミュニティーや産業界での取り組み

が、国際的にも早い時期に立ち上がった。国際標準化活動においても健闘しており、欧州が理念主導でAI規
制を強化してくる動きに対して、「信頼されるAI」の実現に向けて、実践的なトラストを積み上げる取り組み
を重ねている。また、米国Big Tech企業先行の基盤モデル・生成AI（第3.5世代AI）が社会に大きなイン
パクトを与えているが、計算脳科学とAIの融合研究や、日本発の研究領域である認知発達・記号創発ロボティ
クスなど、「第4世代AI」につながる基礎研究が進められている。さらに「AI・データ駆動科学」は、日本
からノーベルチューリングチャレンジというグランドチャレンジが提唱され、その国際連携による取り組みも進
められている。このような取り組みが日本の強み育成の足掛かりになり得るものと考える。

図1-4-1 　 基盤モデル・生成AIの研究開発課題に対する取り組みの方向性

また、政策・戦略の議論・検討が活発化している基盤モデル・生成AIについて、本報告書では、その研
究開発課題の全体観を示した（図1-1-6）。図1-4-1では、その全体観の図を再掲しつつ、それに重ねる形で、
打ち手を論じるポイント3点を示した。

1点目は、図の左上方の基盤モデルの活用に主眼のある部分で、基盤モデル・生成AIの活用を推進し、
生産性向上DX・産業成長の促進につなげるというものである。2点目は、図の右部の学術的な基礎研究とし
て位置付けられる部分で、次の世代のAIモデルで先行することを狙って、そのための基礎研究を推進すると
いうものである。3点目は、図の中央から左下にかけた部分で、基盤モデルとその周辺機能を実装・運用す
るための取り組みである。3点目はこれ単独で、先行する米国Big Tech企業に、後追いで追いつき追い抜く

23 この方向性については、文部科学省基礎研究振興部会第11回（2023年6月21日）にて発表も行った。下記にてWeb公開さ
れている資料のうち、資料1-2「基盤モデル・生成AIに関する基礎研究課題」と資料1-3「基盤モデルとAI・ロボット駆動科学」
がこれに該当する。  
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu27/siryo/mext_00007.html
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ことは難しいが、1点目や2点目を支えるために、取り組みが必要である。
これらの取り組みは連動するものである。まず短期的には、1点目が推進されることで、産業が活性化・成

長し、社会に価値がもたらされ、その結果、2点目を中長期的な取り組みとして推進することの必要性が高まる。
3点目は、当初は1点目や2点目の支えるために、実行環境やデータを整備するところから始まるが、1点目
や2点目の取り組みが進展するにつれて、その特色を生かし、日本のとしての強みを確保するような戦略的な
強化が行われ、1点目・2点目・3点目の相乗効果による全体の底上げが進むことが見込まれる。

また、より広い視点からの整理のため、表1-4-1を参考として載せた。この表では、生成AIが社会のさま
ざまな側面でどのような価値を提供するか、そこから考えられる「望ましい未来」と「望ましくない未来」を
示した。そして、「望ましくない未来」を回避し、「望ましい未来」を実現するための政策上の着眼点として、
強い基礎・基盤を生み出す研究開発、人材育成、データ構築・整備体制、活用を促進しながらリスクを回避
するプロアクティブなルール整備、海外巨大企業による独占・寡占ではない日本のエコシステム作りを挙げた。

本報告書では、特に、強い基礎・基盤を生み出す研究開発に着目し、研究開発動向の俯瞰に基づく取り組
みの方向性を示した。

表1-4-1 　 生成AIが社会にもたらす価値と政策のための着眼点
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第2部では、注目する研究開発領域の研究開発動向を詳細に俯瞰する。
この内容は「研究開発の俯瞰報告書：システム・情報科学技術分野（2023年）」（本報告書のエグゼクティ

ブサマリーの直後に示した公開資料一覧中の【資料24】）から転載しつつ、より最新の動向を取り込んで記
載した。

2.1	人工知能・ビッグデータの研究開発領域

本節は【資料24】における人工知能・ビッグデータ区分の九つの研究開発領域を掲載した。1.3節の内容
にも対応している。冒頭に二つの俯瞰図を再掲する。

図2-1-1 　 人工知能・ビッグデータ技術の俯瞰図（時系列）［図1-1-1の再掲］

2	 注目研究開発領域の俯瞰詳細
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図2-1-2 　 人工知能・ビッグデータ技術の俯瞰図（構造）［図1-3-1の再掲］
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2.1.1	 知覚・運動系のAI	技術

（1）研究開発領域の定義
知能を知覚・運動系と言語・知識系という2面で捉え、ここでは前者を俯瞰する（後者については次節2.1.2

で俯瞰する）。
知覚系は実世界からの入力、運動系は実世界への出力として、知能の実世界接点の役割を担う。研究開発

領域として、知覚系は画像・映像などのパターン認識、運動系はロボットなどの動作生成が中心的に取り組
まれてきたが、近年、機械学習（Machine Learning）、特に深層学習（Deep Learning）の発展によって、
知覚系・運動系それぞれの精度・性能が向上したことに加えて、知覚系と運動系を統一的に扱う取り組みが
進展しつつある。また、状況を知り、判断し、行動するという一連のプロセスは、知能において、知覚系と
言語・知識系と運動系の連携によって熟考的に実行されることもあれば（ここでは熟考的ループと呼ぶ）、知
覚系と運動系の間で即応的に実行されることもある（ここでは即応的ループと呼ぶ）1。

本節では、知覚・運動系の研究開発動向として、機械学習技術をベースとしたパターン認識と動作生成、
および、それらを統合した即応的ループを中心に取り上げる。なお、機械学習技術は、人工知能（Artificial 
Intelligence：AI）の研究分野全般にわたって用いられる共通技術となっているが、その主要な研究開発動
向については、本節に記載する。

図2-1-3 　 領域俯瞰：知覚•運動系のAI技術

1 人間の思考は、直感的・無意識的・非言語的・習慣的な「速い思考」のシステム1と、論理的・系列的・意識的・言語的・
推論計画的な「遅い思考」のシステム2とで構成されるという「二重過程理論」（Dual Process Theory）がある。社会心理
学・認知心理学などの心理学分野で提案されていたが、ノーベル経済学賞を受賞したDaniel Kahnemanの著書「Thinking, 
Fast and Slow」1）でよく知られるようになった。本稿ではシステム1を「即応的ループ」、システム2を「熟考的ループ」と呼
んでいる。
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（2）キーワード
機械学習、画像認識、映像認識、パターン認識、一般物体認識、物体検出、顔認証、行動認識、深層学習、

ニューラルネットワーク、敵対的生成ネットワーク、動作生成、ロボット制御、即応的知能、二重過程理論、
基盤モデル、世界モデル

（3）研究開発領域の概要
［本領域の意義］

機械学習は、経験からの学習により自動で改善するコンピューターアルゴリズム2もしくはその研究領域であ
る。事象や対象物についての観測データを集めて機械学習にかけることで、そこから（人間がルールを書く必
要なく）データの背後に潜む規則性を自動的に見いだし、判別・分類、予測、異常検知などを行うことを可
能にする。ビッグデータの時代と言われる今日、さまざまな事象や対象物について大量の観測データが得ら
れるようになり、機械学習は幅広い分野・目的に利用されるようになった。例えば、画像認識、音声認識、
医療診断支援、文書分類、スパムメール検出、広告配信、商品推薦、囲碁・将棋などのゲームソフト、商品・
電力などの需要予測、与信、不正行為の検知、設備・部品の劣化診断、ロボット制御、車の自動運転など、
多数の応用例が挙げられる。

このように機械学習はさまざまな応用が可能であるが、ここでは特に機械学習を用いたパターン認識と動作
生成について述べる。

パターン認識は、カメラやビデオレコーダーなどで撮影された画像・映像・音声を、機械学習によって判別・
分類して、その画像・映像・音声の内容、つまり、そこに写っているものや話されていることが何であるか、
その位置や状態、あるいはシーン全体の状況を認識する技術である。人間の感覚器官（目・耳など）による
知覚の代替となり、人間が行っている目視作業の自動化といった単なる省力化としての価値だけでなく、
ヒューマンエラーを低減する判断・診断の支援や、人間では処理しきれないほど大量の画像・映像データの
高速処理など、これまで得られなかった新たな価値も提供できる。具体的な応用先は、郵便区分機などでの
文字認識、マンモグラフィーなどの医療画像診断支援、監視カメラ映像からの不審者・不審行動や異常状況
の検知、インターネット上の画像・動画像検索、カメラ画像のシーン分類、半導体ウェハーやフォトマスクな
どの欠陥検査、食品の異物検査、製品の品質検査、衛星画像などのリモートセンシング、出入国管理などで
の顔や指紋を用いた個人認証、自動車の安全運転支援や自動運転、ロボットビジョン、スポーツ画像解析、
動作認識によるヒューマンインターフェースデバイスなどへと広がっている。

動作生成は、実世界に作用する機器・デバイスに対して、どのような動作をどういう順序で実行させるかを
計画し、その実行指示を行う技術である。従来は角度・距離なども含む詳細な動作パラメーターや動作順序
をすべて人間が事前にプログラミングする必要があった。しかし今日、機械学習を用いた動作生成によって、
ロボットなどの動作主体や環境の状態・変化に応じた臨機応変な動作生成が可能になり、さまざまな運動系
タスクを容易に自動化できるようになりつつある。応用分野は、産業用から家庭用までロボット制御への適用
はもちろん、自動走行車やドローンなどの移動体・飛行体の運転制御への適用も試みられている。また、こ
のような応用では、カメラ映像から状況・状態を認識し、その状況・状態に応じた動作を計画・実行すると
いう、パターン認識と動作生成を組み合わせた形態（前述の即応的ループ）が取られることも多い。例えば、
カメラ映像から対象物の形状・位置・向きなどを認識し、それを把持するためにロボットアームの動作（アー
ムをどう移動し、対象物のどこをつかむか）を決定したり、巨大な対象物をカメラ付きドローンで観測・検査
する際に、対象物の一部を観測・検査した結果をもとに、次に観測すべき箇所を自律的に決定したりといっ

2 「コンピュータープログラムがタスクのクラスTと性能指標Pに関し経験Eから学習するとは、T内のタスクのPで測った性能が
経験Eにより改善されること」という定義 2）がよく知られている。
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たことが可能になる。
以上のように、機械学習をベースとしたパターン認識と動作生成、および、それらを組み合わせた即応的

ループは、人間の知覚・運動系のさまざまなタスクを代行できるようになりつつあり、幅広い産業応用にもつ
ながっている。

［研究開発の動向］
❶機械学習の発展 3

機械学習の基本的な処理構成は、訓練ステップ（学習ステップとも呼ばれる）と判定ステップ（推論ステッ
プや予測ステップとも呼ばれる）に分かれる。訓練ステップは、訓練データ（学習データとも呼ばれる）を
与えて、モデルを作るステップである。ここで作られたモデルは、訓練データの統計的傾向・規則性を表し
たものになる。判定ステップは、新たに入力されるデータに対して、訓練済みモデル（学習済みモデルとも
呼ばれる）に基づき、分類・回帰・予測・異常検知などの判定結果を出すステップである。訓練データに
判定結果が付与されているケースは教師あり学習（Supervised Learning）、付与されていないケースは
教師なし学習（Unsupervised Learning）と呼ばれる。なお、教師あり学習・教師なし学習とは異なる
タイプとして強化学習（Reinforcement Learning）があるが、これについては後述する。

機械学習の研究では、訓練ステップのアルゴリズム（学習アルゴリズム）、つまり、訓練データからそこ
に潜む統計的傾向・規則性をどのようにして見いだすかが、一つの重要なポイントになる。モデルを訓練
データにフィットさせ過ぎると、判定ステップで与えられるデータに対して必ずしも高い精度が得られない
という問題（過学習と呼ばれる）も生じるため、汎化が適切に行われるような仕掛けが必要である。学習
アルゴリズムの研究では、統計解析の手法とともに、人間の脳神経回路にヒントを得たニューラルネット
ワークを用いた手法が注目されるようになった。

このような研究は、古くは1958年にパーセプトロンと呼ばれる単純なニューラルネットワークモデルが
提案され、任意の線形分離関数を学習できることから1960年代に活発に研究された。しかし、単純なパー
セプトロンでは排他的論理和のような関数を学習できない問題が指摘され、1970年代には関連する研究は
下火になった。この問題はニューラルネットワークに階層構造を持たせれば解決できるのだが、その学習を
可能にする誤差逆伝播法（Backpropagation）が提案されたのは1986年であった。これをきっかけに
ニューラルネットワーク研究が再び活発化し、画像認識、音声認識、ロボット制御など、さまざまな問題
に適用されるようになったが、一般に大域的な最適解を求めることができないという弱点があった。これに
対して、1992年に提案されたカーネル学習器SVM（Support Vector Machine）は、階層性を持たず、
容易に大域的な最適解を求めることができることから注目され、その利用が広がった。

ここからさらに衝撃的な精度向上をもたらしたのが、Geoffrey Hintonらが発表した深層学習（Deep 
Learning）である。これは、層の数が多い、すなわち、深い層のニューラルネットワークを学習させる手
法であり、特徴抽出の自動化も可能にした。その前身として、1979年に福島邦彦が発表したネオコグニト
ロンがある。畳み込み層とプーリング層の組を複数積み重ねることで、パターンの局所変動に頑健になるこ
とが 示されていた。1989年にYa n n L e C u nが 発 表した畳み 込みニューラルネットワークC N N

（Convolutional Neural Network）では、それを誤差逆伝播法で最適化している。しかし、ネットワー
ク構造が深くなるほど伝播される誤差が小さくなり、学習が進まなくなる問題があった。この問題は、誤差
が深い層まで伝播するように活性化関数や正則化を工夫することで改善された。その結果、深層学習は、
2012年の画像認識コンペティションILSVRC（ImageNet Large Scale Visual Recognition 

3 機械学習・深層学習の歴史的研究成果についての個々の参考文献は省略する（2021年版の俯瞰報告書 3）では参考文献を挙
げている）。各成果・方式の詳細は、機械学習2）、深層学習4）, 5）, 6）、画像認識 7）などの教科書的文献が分かりやすい。
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Challenge）で衝撃的な精度向上を示して大きく注目され、第3次AIブームを牽引する技術となった。「深
層学習の父たち」と呼ばれるGeoffrey Hinton、Yann LeCun、Yoshua Bengioは、2018年度ACM

（Association for Computing Machinery）チューリング賞を受賞した。
その後も深層学習の改良・拡張が活発に行われている。 CNNの多層化を大きく進めたのは、入力デー

タから出力への変換を学習するのではなく残差を学習するResNet（Residual Network）である。
ResNetは、迂回路を含むネットワーク構造を持ち、階層を深くしても効率よく学習が行える。また、時間
的構造の表現を扱いやすい回帰型の構造を持つニューラルネットワークRNN（Recurrent Neural 
Network）が考案された。RNNは過去の入力の影響を受ける構造を持つが、長期的影響と短期的影響を
区別しないのに対して、長期の依存関係をモデルに取り込んだLSTM（Long Short-Term Memory）ネッ
トワークも考案された。 RNNやLSTMは、自然言語や時系列データなどの解析に用いられたが、その後、
RNNやCNNを使わず、アテンション機構のみを用いたトランスフォーマー（Transformer）と呼ばれる
多層ニューラルネットワーク（アテンション機構やトランスフォーマーの詳細は「2.1.2 言語・知識系のAI
技術」を参照）が自然言語処理の主流になり、次いで画像処理・パターン処理にもトランスフォーマーが
用いられるようになった。さらに、多層ニューラルネットワークを用いてデータの生成過程をモデル化する
深層生成モデルや、強化学習に深層学習を組み合わせた深層強化学習といった拡張も行われ、これらの研
究開発・応用も活発に取り組まれている。

❷パターン認識の研究開発動向
パターン認識の基本的な処理は、観測、前処理、特徴抽出、識別から成る8）。観測は、カメラなどを通

して、実世界の事象を処理可能なデータに変換する処理である。実世界は3次元立体であるが、カメラで
撮影されるデータは2次元平面のため、被写体の姿勢変動や照明変動の影響で被写体の見えが大きく変化
する。センサーの併用など、隠れ（オクルージョン）の発生への対処が課題として検討されている。前処理
は、以降の処理にかかる演算量を軽減するための処理であり、具体的にはデータの正規化やノイズの除去
が行われる。不明瞭な領域の鮮鋭化、霧などを除去するデヘイズ処理、画像の解像度を上げる超解像処理
などの画像処理技術も開発されている。特徴抽出は、前処理後の画像・映像から識別に有効な特徴を抽出
する処理である。局所フィルターを用いたエッジやコーナーなどの画像特徴抽出、識別に有効な特徴の組
み合わせを選ぶ特徴選択、識別に有効な特徴への特徴変換などが行われる。識別は、得られた多数の特
徴値を多次元特徴ベクトルとみなし、あらかじめ設定したクラス（あるいはカテゴリー）に分類する処理で
ある。クラスは目的に応じて人間が設定するものであり、例えば、人物と車両を識別する場合は、それぞ
れが一つのクラスとして設定され、顔認証の場合は、人物一人一人を識別する必要があるため、それぞれ
が一つのクラスとして設定される。

観測と前処理は、専門家がこれまでの経験に基づき、目的に応じて設計している。識別は、テンプレー
トマッチングと呼ばれる単純な手法から機械学習で自動設計する手法に移行した。特徴抽出は、従来、専
門家が経験に基づいて設計するのが一般的であったが、深層学習によって、特徴抽出と識別を合わせて自
動設計できるようになった。

このように深層学習の導入が進むことになったきっかけは、2012年のILSVRCである。 ILSVRCは大規
模画像データセットImageNetを用いた画像認識コンペティションである4。前述のように、Hintonらは一
般物体認識タスクで1位を獲得した。しかも、従来法がエラー率26%だったのに対してエラー率17%と、
深層学習の適用によって一気に約10%もの飛躍的な精度向上を達成し、画像認識・機械学習の研究者ら

4 ImageNetは、スタンフォード大学のFei-Fei Liらによって構築され、1400万枚もの画像データが集められている。 ILSVRC
では、タスクによって、この部分データが用いられた。
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に衝撃を与えた。その後、深層学習はさらに改良と多層化が進み、2015年には人間レベルの精度（5.1%）
を超えて、エラー率3.57%となった。2016年に2.99%、2017年に2.25%とさらに改善されつつも、精度
はほぼ飽和状態に至った。なお、2015年以降は中国勢が1位を取っている。

一般物体認識は画像に映っている物体を識別するタスクであるが、物体の識別だけでなく、物体の位置
も正確に検知する物体検出タスクへの取り組みも進んだ。2014年に、物体の候補領域を抽出する処理と
CNNを統合したRegional CNN（R-CNN）が提案されたのをきっかけに、2015年にFast R-CNN、
Faster R-CNNと高速化が進んだ。2016年には、画像をグリッドに区切った領域をもとに物体を抽出する
SDD（Single Shot MultiBox Detector）、YOLO（You Only Look Once）が提案され、さらなる高
速化と高精度化が進んでいる。これまでは十数種類の物体の検出・識別するモデルが多かったのに対し、
2017年に提案されたYOLO 9000は、9000種類の物体の検出・識別が可能である。さらに、画像だけで
なく映像へも対象を広げ、事前学習済みの物体だけでなく任意の物体の検出を可能にする技術へと発展し
た。2023年4月にMetaから公開されたSegment Anything Model（SAM）9）は、物体領域アノテーショ
ン付きの10億枚以上の画像で事前学習されており、追加学習なしに、画像や映像から任意の物体の領域
を検出することができる。物体の中心点や境界線あるいは自由テキストなどをプロンプトとして与えることで、
検出対象の物体を指定することができる。

また、深層学習が注目される以前に実用化されていた文字認識・音声認識・顔認証などのパターン認識
技術も、深層学習を用いた方式に置き換わってきている。併せて、「❶機械学習の発展」で述べたように、
深層学習の方式はCNN型からトランスフォーマー型への移行が進んでいる。さらに、より詳細に人物を捉
えるパターン認識技術として、人の頭・肩・腰・足・膝・肘といったパーツを検出し、それらの位置関係
から姿勢を推定する技術（OpenPose10））、顔の表情や声の調子から人の感情を推定する技術、離れた場
所のカメラ映像から人の視線の向きを推定する技術（遠隔視線推定技術）なども開発されている。

❸動作生成の研究開発動向
産業用ロボットなどで実用化されている動作生成技術は、伝統的なモデルベースの演繹的なアプローチ

が主流であるが、昨今活発に研究開発が進められているのは、深層学習を用いた帰納的なアプローチであ
る11）。従来の演繹的なアプローチでは、先に環境のセンシングと、環境や操作対象物のモデリングが行わ
れ、環境、操作対象物、操作主体（ロボット）に関する精緻な物理モデルが正確に得られていることを前
提に、最適な動作軌道を探索する。しかし、精緻なモデルを得るためには、事前に人手で記述しておかね
ばならない部分が多く、動作中に環境自体も変化し得ることから、適用できるケースは限定的にならざるを
得ない。この改良として、モデル自身の曖昧性を認めた上で、センサーから取得したデータをもとに統計的
な修正をかける確率的な手法も提案された。深層学習を含む機械学習の導入方法も当初は、環境や操作対
象のセンシングとモデリングの後に、動作軌道を探索・生成するというシーケンシャルな流れの中で、一部
のステップに機械学習を適用するというものであった。しかし、深層学習を用いることで新たな可能性が生
み出されたのは、環境センシングから動作生成までをEnd-to-Endで学習するという処理形態である。すな
わち、途中ステップをどのように構成・モデル化するか、どういう情報に着目して動作を生成するか、といっ
た設計を人間が行う必要なく（モデルフリーで）、環境と操作対象物の状態に応じて操作主体が実行すべき
動作の生成（「（1）研究開発領域の定義」で述べた即応的ループに相当する）が、End-to-End学習によっ
て最適化される。

このようなEnd-to-End学習による動作生成で活用が広がっているのが、深層学習と強化学習を組み合
わせた深層強化学習（Deep Reinforcement Learning）である。強化学習では、学習主体が、ある状
態で、ある行動をしたとき、その結果に応じた報酬が与えられる。行動と報酬の受け取りを試行錯誤的に
重ねることを通して、より多くの報酬が得られるように行動を決定する意思決定方策を学習する。この強化
学習では、ある状態で、ある行動を取ることの良さを表す評価関数を求める必要があるが、この評価関数
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や方策を深層学習によって学習するのが深層強化学習である。
この深層強化学習によるエポックメイキングな成果として、Google DeepMindのAlphaGo（アルファ碁）

が挙げられる。 AlphaGoは、モンテカルロ木探索に組み合わせて、膨大なプロの棋譜を訓練データとした
教師あり学習と、膨大な回数の自己対戦による深層強化学習を用いて訓練され5、2016年～2017年に世界
トップランクプロに圧勝し、大きな話題になった。AlphaGoでは試行錯誤を通してゲーム空間における行動

（碁の打ち手）を学習・生成したわけだが、このような方法は、実世界における行動（ロボットなどの動作）
の学習・生成にも応用できる12）。既に、ばら積み部品のピッキング作業、衣類を畳む作業、車の運転操作
など、さまざまな適用事例がある11）, 13）, 14）, 15）。例えば、産業用ロボットによる部品ピッキングタスクを考
えると、部品の種類と置き方、照明状態などが固定されていれば、従来の演繹的なアプローチでも、部品
のどこをどのように把持すればよいかを事前にプログラミングできる。しかし、部品がばら積みされ、照明
状態にも変化があり、多種類の部品にも対応しなければならないならば、想定されるケースがあまりに複
雑になり、演繹的なプログラミングはもはや困難である。深層強化学習を用いれば、さまざまなばら積み
状態に対して、さまざまなバリエーションで把持操作を試行錯誤し、その成功・失敗から、状態に適した
把持方法を学習していくことができる。あるいは、手本となる行動・動作を例示し、それをもとに報酬や方
策を学習する逆強化学習・模倣学習も用いられる11）, 12）。

しかし、AlphaGoで行われたような膨大な回数の試行錯誤を、実際にロボットに行わせることは不可能
である。その対策として、コンピューター上でのシミュレーションによる深層強化学習の結果をロボットの
実機に適用すること（Sim-to-Real）16）が行われているが、実機での動作・作用とシミュレーション上で
の結果が完全一致するとは限らないために、ドメイン適応やドメイン一般化を含め、何らかの調整が必要に
なるという課題が生じている。

一方で、自然言語処理や画像処理ではトランスフォーマー型の大規模モデルが成果を挙げていることか
ら、動作生成・ロボット制御でも同様のアプローチが検討され始めた。自然言語による曖昧な要求に対し
て動作・行動を生成するPaLM-SayCanや、ロボット実機での大規模学習によって、さまざまな動作・行
動を学習したRT-1など、その先駆的な研究事例が注目されている。これらについては［注目される国内外
プロジェクト］❷❸で取り上げる。

❹学会・産業界の動向
各研究分野のトップランク国際会議として、機械学習分野はNeurIPS（Neural Information 

Processing Systems）やICML（International Conference on Machine Learning）、パターン認識
分野はCVPR（Computer Vision and Pattern Recognition）やICCV（International Conference 
of Computer Vision）、動作生成を含むロボティクス分野はIROS（International Conference on 
Intelligent Robots and Systems）やICRA（International Conference on Robotics and 
Automation）が挙げられる。また、これらの研究分野は、AI分野全般のAAAI（Association for the 
Advancement of Artificial Intelligence）やIJCAI（International Joint Conferences on Artificial 
Intelligence）においてもホットな研究テーマとなっている。

機械学習の研究開発・ビジネスは、米国が規模・質ともに世界をリードしている。 AI分野の国家戦略・
投資では、歴史的に米国国防高等研究計画局（Defense Advanced Research Projects Agency：
DARPA）が中心的な役割を果たしてきたことに加え、Google（DeepMindも傘下に含む）、OpenAI、
Apple、Meta（旧Facebook）、AmazonなどのBig Tech企業が活発な取り組みを進めている。

5 その後、棋譜のような訓練データを必要とせずに自己対戦だけで学習するAlphaZeroや、ゲームのルールが不明でもルール自
体を学習するMuZeroへと発展した。なお、ゲームAIの発展については「2.1.6 AI・データ駆動型問題解決」に記載している。
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その米国を中国が急激に追い上げ、上述の主要国際会議は米中2強という状況になり、AAAIやIJCAI
では採択論文数で中国が米国を上回った。中国政府は2017年7月に次世代AI発展計画を発表し、2030
年までに理論・技術・応用のすべての分野で世界トップ水準に引き上げ、中国のAI産業を170兆円に成長
させるという目標を設定した。これに向けて、政府主導で重点AI分野を定め、医療分野はTencent（騰訊）、
スマートシティーではAlibaba（阿里巴巴）、自動運転はBaidu（百度）、音声認識はiFLYTEK（科大訊飛）、
画像認識はSenseTime（商湯科技）をリード企業として選定し、政府がAI産業を後押ししている。

画像認識コンペティションILSVRCが深層学習の性能向上に大きく貢献したことは前述の通りだが、
2017年に終了する頃には中国勢が躍進し、技術改良・応用における中国の強さを示した。機械学習の応
用やデータ分析の分野では、ILSVRCに限らず、共通のデータセットを用いたコンペティションが多数開催
されており、技術の性能向上と普及につながっている。また、企業などがデータや問題をネット上で公開し
て、多数の人々に解かせる場（世界的には米国のKaggle6、国内ではSignateがそのプラットフォームとし
てよく知られている）も生まれている。日本勢は、米国国立標準技術研究所（National Institute of 
Standards and Technology：NIST）の顔認証ベンチマークテストをはじめ画像認識関連コンペティショ
ンで1位を獲得したり、層の厚みには課題があるもののKaggleで活躍する産業界の人材もいたりと、一定
の存在感を示してきた。

日本政府は、2016年4月に人工知能技術戦略会議を設立し、2019年6月に統合イノベーション戦略推
進会議決定による「AI戦略2019」を発表し、「AI戦略2021」「AI戦略2022」とアップデートを加えて
いるが、その中で、文部科学省による理化学研究所革新知能統合研究センター（AIP）、経済産業省によ
る産業技術総合研究所人工知能研究センター（AIRC）、総務省による情報通信研究機構（NICT）の三
つを中核的なAI研究機関と位置付けている。前述の国際会議の採択論文数において、圧倒的な米中2強
の後、日本は欧州各国とともに3位から10位の一群に含まれているが、上記中核研究機関を中心に徐々に
論文数を伸ばしつつある。国内産業界で特に注目されるのはPreferred Networksである。深層学習・深
層強化学習をコア技術に持ち、交通システム（自動運転、コネクテッドカー）、製造業（ロボット）、バイオ
ヘルスケアを重点領域として、トヨタ自動車、ファナックなどとも共同研究を進めている13）。自社開発の深
層学習用スーパーコンピューターMN-3は、2020年以降のスーパーコンピューター省電力性能ランキング
Green500で世界1位を3回獲得している。

（4）注目動向
［新展開・技術トピックス］
❶画像系のトランスフォーマーと自己教師あり学習
［研究開発の動向］❶❷で述べたように、画像認識などのパターン認識に用いられる深層学習のアーキテ

クチャーは、従来主流だったCNN型からトランスフォーマー型へと移行が進んでいる。それまでトランス
フォーマーで扱っていた自然言語処理では単語（分散表現ベクトル）の系列を入力としたので、2020年に
発表されたビジョントランスフォーマー（Vision Transformer：ViT）17）では、画像を重なり合わないパッ
チに分割し、各パッチに位置符号を加えたものをベクトル化して入力系列とすることで、同様に処理できる
ようにした。ViTでは、それまでCNNで達成されていたスコアを上回り、かつ、計算コストも1桁少なくて
済んだことが示され、その後、ViTのさまざまな派生方式が開発された18）。

また、トランスフォーマーを含めて深層学習で高い精度を得るためには大量の教師データ（教師あり学
習のためのラベル付き訓練データ）が必要だが、それを大量に準備することは容易ではない。そこで、半
教師あり学習（Semi-Supervised Learning）、能動学習（Active Learning）、転移学習（Transfer 

6 Kaggle運営会社は、2017年3月にGoogleに買収された。
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Learning）、ドメイン適応（Domain Adaptation）、データ合成（シミュレーションなどを利用）やデー
タ拡張（Data Augmentation）などが試みられてきたが、特に大きな効果を示し、活用が広がっている
のが、自己教師あり学習（Self-Supervised Learning）である。自然言語処理分野では、テキストの一
部にマスクをかけて（隠して）、それ以外の部分からマスク部分を推測するという穴埋めタスクを設定するこ
とで、ラベル付けなしに教師あり学習を可能にする手法が、BERTで用いられ、それ以降のトランスフォー
マー型モデルの大規模化を促進した。

画像系のトランスフォーマーで用いられている自己教師あり学習の手法は、主に対照学習（Contrastive 
Learning）19）とMAE（Masked Autoencoder）20）である。対照学習では、画像データに各種変換をか
けることで、訓練データ量を水増し（Data Augmentation）する。そして、同じ画像に異なる変換をし
た画像同士を一致させる特徴量を最大化しつつ、違う画像に異なる変換をした画像同士を一致させる特徴
量を最小化するように訓練を行う。これによって、教師あり学習と遜色ない認識精度が得られると報告され
ている。一方、MAEは、自然言語の場合と同様に、画像においてもマスクをかけて、その部分を推定する
穴埋めタスクの学習を行う。

❷深層生成モデルと画像生成AI（Text-to-Image）
機械学習でクラス分類を解くための手法には識別モデルと生成モデルがある。識別モデルはデータの属

するクラスを同定するが、そのデータがどのように生成されたかは考えない。一方、生成モデルはデータが
どのように生成されたか、その過程までモデル化する。深層学習に関して、前述のCNNなどは識別モデル
であるが、生成モデルにおいても著しい進展があった。深層生成モデル 21）（深層学習の生成モデル）の主
なものとして、GAN（Generative Adversarial Networks：敵対的生成ネットワーク）22）、VAE

（Variational Autoencoder：変分自己符号化器）23）、フローベースモデル（Flow-Based Generative 
Model）24）、拡散モデル（Diffusion Model）25）がある。

GANは、2014年にIan J. Goodfellowによって発明され、従来の生成モデルではできなかった高精細
な画像を生成できることから、大いに注目された。GANは、生成器Gと識別器Dから構成され、Dは訓練
データとGが生成したデータを識別するように訓練され、GはDが間違えるように訓練される。 GANは、
敵対的なコスト関数を最適化するため、学習の安定性が課題とされている。性能改良・機能追加や応用開
発が進み、GANのさまざまなバリエーションが生まれている21）。

VAEは、自己符号化器（Autoencoder）と呼ばれるニューラルネットワークを用いた深層生成モデル
である。自己符号化器は、入力層に入ったデータが隠れ層でいったん変換された後、出力層で入力データ
が復元されるように構成したニューラルネットワークである。VAEは、その隠れ層にある潜在変数を操作す
ることで、訓練データと類似しつつも異なるデータを生成する。当初はGANほど高精細な画像は生成でき
なかったが、さまざまな改良が加えられ、十分高精細な画像が生成できるようになってきている。

フローベースモデルは、正規化フローという手法を用いて、確率分布を明示的にモデル化することによっ
て、複雑な分布に基づいた新しいサンプルを生成できるようにしたものである。

拡散モデルは、元データに少しずつノイズを加えていって最後には完全なノイズになるというプロセスが
考えられるとき、その逆プロセスをモデル化して、データ生成に用いる。学習に要する計算コストが比較的
大きくなるが、学習が安定し、生成結果の品質が高いことから、注目が高まっている。

深層生成モデルを用いることで、架空の人物顔を生成したり、ゴッホ風やレンブラント風など指定した画
風に絵を変換したり、幻想的な絵や抽象画風の絵を生成したり、ラフスケッチを写実的な絵に変換したり、
自動着色したりと、さまざまなアプリケーションが開発された。さらに、2022年に、テキストから画像を生
成する画像生成AI（Text-to-Image）アプリケーションが大きな話題になっている。簡単な文を与えるだ
けで、まるでプロが描いたようなテイストの画像が生成される。特にインターネット上で使える形で
MidjourneyやStable Diffusionといったサービスが提供され、その利用者が急増し、派生サービスも拡
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大した。
Text-to-Image生成が注目されるきっかけとなったのは、OpenAIから2021年1月に発表された

DALL-E26）である。2022年4月には改良されたDALL-E227）が発表された。ここでは、テキストと画像の
類似度を求めるモデルCLIPと、画像を生成する深層生成モデル（DALL-EではVAE系のVQ-VAE、
DALL-E2では拡散モデルが使われている）を組み合わせて、Text-to-Image生成を実現している。CLIPは、
大量の画像とキャプションテキストのペアをもとに、トランスフォーマーと対照学習によって学習して作られ
た。また、Googleは2022年5月にImagen28）、6月にParti（Pathways Autoregressive Text-to-
Image model）29）、2023年1月にMuse30）という異なる方式で2種類のText-to-Image生成を発表した。
Imagenでは拡散モデル、Partiでは自己回帰モデル（Autoregressive Model）が画像生成に用いられ
ている。 Museの方式はそれらと異なり、事前学習された大規模言語モデルから得られたベクトルを用いて、
離散トークン空間でマスク学習を行うことで、高速かつ画像生成をコントロールしやすくなったということで
ある。なお、高品質な画像生成を可能にするため、大量データから大規模モデルを学習することが必要に
なっており、モデルのパラメーター規模は、DALL-Eが120億個、DALL-E2が55億個、Imagenが76
億個、Partiが200億個、Museが30億個ということである。

なお、画像生成AIに伴う倫理的・法的・社会的課題については「（6）その他の課題」❸で取り上げる。

❸世界モデルと深層予測学習
人間は外界に関する限られた知覚情報から脳内に外界のモデルを作り、そのモデルを用いたシミュレー

ションを意思決定や行動に使っていると考えられる。このモデルは「内部モデル」「力学モデル」と呼ばれる
こともあるが、AI分野では「世界モデル」（World Models）31）という呼び方が主流である。なお、本節の
冒頭で、知覚系と運動系の即応的ループと、言語・知識系まで含めた熟考的ループという2タイプを挙げ
たが、この世界モデルは即応的ループの中に位置付けられ、無意識的・反射的な行動にも作用すると考え
られている。例えば、バットを振ってボールに当てる場合、ボールが飛んでくるという視覚情報が脳に到達
する時間は、バットの振り方を決める時間よりも短いので、世界モデルによって無意識的に予測を行い、そ
れに基づいて筋肉を動かしていると考えられている。

知覚情報からボトムアップに世界モデルを作ろうとする試みの一例として、Google DeepMindのGQN
（Generative Query Network）32）がある。 GQNは、異なる複数の視点から見た画像を与えると、内部
に世界モデルを作り、別の視点から見た画像を予測できる。そのためにGQNでは、VAEベースの深層生
成モデルを用いている。❷で述べた深層生成モデルの研究発展も受けて、世界モデルを取り入れた深層学
習研究がホットトピックになりつつある。

また、知覚情報に基づいて作られたモデルを用いてシミュレーション・予測を行うという考え方は、知覚
系と運動系を即応的ループとしてつなぐ上で重要なものであり、その一例として、深層予測学習による動作
生成が挙げられる。産業技術総合研究所・早稲田大学で開発された深層予測学習によるタオル畳みロボッ
ト11）, 33）は、人間によるタオル畳み操作を手本として、それを模倣する動作を生成しつつ、動作を実行し
た結果の事前の予測と、実際に実行した結果をカメラで観測して比較し、その差異（予測誤差）から学習
する。予測に使われるモデルは、模倣と予測誤差からの学習によって構築される。
「2.1.8 認知発達ロボティクス」で詳細を述べる通り、予測誤差最小化原理に基づくモデルの更新や環境

への働きかけが、人間の認知発達に深く関わっていると考えられている。上に述べた世界モデルや深層予
測学習を含め、人間の知能の認知発達メカニズムの解明に構成論的にアプローチしている認知発達ロボ
ティクスの考え方は、深層学習の今後の発展と重なりが大きくなってくると思われる。

❹その他の注目トピックス
本研究開発領域はAI分野の中でも特に活発に取り組まれている領域であり、新たな注目技術・応用が
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次々に生まれている。また、機械学習はパターン認識や動作生成への適用に閉じず、AI分野全般で幅広く
活用されている。そこで、上述の❶～❸に含められなかった注目トピックスについても、以下、簡単に触れる。

a. GNN（Graph Neural Networks）34）：GNNはグラフ構造のデータを扱う深層学習である。 Web・
SNS、交通・物流、化合物など、さまざまな対象物がグラフ構造で制約関係を表現でき、そういった関係
を踏まえた計算が行える。

b. Neural ODE35）：多層ニューラルネットワーク構造の層は離散的に扱われていたが、微小化して連続
値として扱うことで、常微分方程式（Ordinary Differential Equation：ODE）の枠組みで順・逆伝播
が計算でき、メモリ効率なども向上する。

c. 連合学習（Federated Learning）36）：連合学習は、データを取得する端末側（エッジ）で学習した
結果を組み合わせて機械学習モデルを作る手法である。端末側の生データをクラウド側に集めないので、
プライバシー保護や処理効率の面で利点がある。

d. 蒸留（Distillation）37）：訓練済みの大きいニューラルネット（教師ネットワーク）の入出力データ
を用いて、小さいニューラルネットワーク（生徒ネットワーク）を訓練すると、生徒ネットワークの方が小
さなサイズで精度も上がることが多い。

e. メタ学習（Meta Learning）：メタ学習は、学習方法を学習するものであり、ドメインやタスクの異
なる複数のデータセットでの学習を通して、ターゲットとするドメインやタスクに合うような学習方法（パラ
メーターの決め方など）に関するメタ知識を獲得する枠組みである。代表的な手法としてMAML（Model-
Agnostic Meta-Learning）38）が知られている。

なお、トランスフォーマーやアテンションなどの自然言語処理で注目された深層学習関連技術は「2.1.2 
言語・知識系のAI技術」で取り上げる。説明可能AI（XAI）、機械学習の公平性、機械学習のテスティ
ング手法や品質保証、自動機械学習（AutoML）など、機械学習の安全性・信頼性を確保するための技
術群は「2.1.4 AIソフトウェア工学」で取り上げる。ゲームAIやAI駆動型科学の話題については「2.1.6 
AI・データ駆動型問題解決」で取り上げる。AIの倫理的・法的・社会的課題（ELSI）は「2.1.9 社会に
おけるAI」で取り上げる。

［注目すべき国内外のプロジェクト］
❶Neural	Radiance	Field	（NeRF：ナーフ）

複数の視点の画像 7をもとに新たな視点の画像を生成するタスクはNovel View Synthesis（NVS）と
呼ばれる。 NeRF39）は、このNVSタスクをさまざまな撮影画像に対して、新たな視点からとても自然で高
精細な画像を生成する。撮影されたものの質感や光の反射や透過などまでリアルに再現されているように見
える。 UC Berkeleyの研究者らが2020年に発表し、コンピュータービジョンのトップ国際会議の一つ
16th European Conference on Computer Vision（ECCV 2020）において注目され、Best Paper 
Honorable Mentionを受賞し、その後、多数の派生研究も生まれた。

NeRFでは、3次元座標と視線方向を入力として、その点の輝度と不透明度を出力する「場」（Field）を
深層ニューラルネットワークで表現し、それを学習によって求める。新たな視点からの画像生成は、ボ
リュームレンダリング手法を用いており、光線上の各点の輝度・不透明度を積分することを、画像上の全ピ
クセルに対して行うことで実現している。

この研究から派生して、天候や時刻の異なる画像を入力としたり、写り込んだ人々を除去したりする研究
40）、複数の静止画を入力する代わりに単一カメラでの撮影動画から生成する研究 41）, 42）、レンダリングを
高速化してリアルタイム生成を可能にする研究 43）, 44）など、さまざまな技術改良・拡張が進められている。

7 数十枚から数百枚の画像が用いられる。
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NeRFのような技術を活用することで、さまざまな対象物の3次元モデルが容易に構築できたり、スポーツ
やゲームを好む視点から観戦したり参加したりと、さまざまな応用が考えられる。

❷PaLM-SayCan
PaLM-SayCan45）は、Googleとロボット開発会社Everyday Robots（EDR）の共同研究プロジェク

トである。2022年8月に発表されたシステムでは、自然言語による曖昧な要求に対して、その要求に対し
て何ができるか、ロボットが行動を選択して実行することが示された。例えば「飲み物をこぼしてしまった。
助けてくれる？」という問いかけに対して、スポンジを取ってくるという行動を起こす。 PaLM-SayCanを搭
載したロボットは、自然言語による問いかけを解釈し、事前に定義されたスキルセットの中から、その状況
で実行可能で、要求に対して有効な行動を選択する。自然言語処理、画像認識、動作生成などの機能が
統合されている。101件の命令に対して、84%は適切な行動を計画し、74%は実行できたということである。

PaLM-SayCanでは、Googleの大規模言語モデルPaLM（Pathways Language Model）46）を用いて
いる。 PaLMはトランスフォーマー型で、パラメーター数が5400億個の大規模言語モデルである。
Pathways47）という分散学習インフラ上で動作する。

❸RT-1
RT-1（Robotics Transformer 1）48）も、PaLM-SayCanと同様にGoogleとEDRの共同研究プロジェ

クトである。ロボット実機を用いたトランスフォーマー大規模学習によって、深層学習ベースのロボット動
作生成の汎用性を高めた。

トランスフォーマーベースの大規模モデルは、自然言語処理や画像・映像処理においてさまざまな機能
が実現され、高い汎用性を示している。しかし、ロボット制御では、動作パターンの多様さや複雑さと、リ
アルタイム処理要求の高さが、大規模モデルの構築や利用の障壁となっていた。

これに対してRT-1では、EDRのロボット実機13台で17カ月にわたって、700以上のタスク8をカバーす
るような13万エピソードの動作データを収集して、大規模学習を実施した。その結果、700種類のタスク
で97%の成功率を達成した。画像や動作データをトークン化して圧縮することや、トランスフォーマーのモ
デルパラメーターを19百万個に抑えたことによって、実機での処理速度を確保している。シミュレーション
ではなく実機で大規模学習を行ったトランスフォーマー型モデルによって、ロボット動作生成の汎用性が高
められた先進事例として注目される。コードはオープンソースとして公開されている。

❹ムーンショット目標3
国内のプロジェクトでは、内閣府のムーンショット型研究開発制度において、「2050年までに、AIとロ

ボットの共進化により、自ら学習・行動し人と共生するロボットを実現」がムーンショット目標3に掲げられ、
2020年度に4件、2022年度に7件の研究開発プロジェクトが採択された。特に「一人に一台一生寄り添
うスマートロボット」（プロジェクトマネージャー：菅野重樹、2020年度採択、略称：AIREC）では、「柔
軟な機械ハードウェアと多様な仕事を学習できる独自のAIとを組み合わせたロボット進化技術を確立し、
2050年には、家事、接客はもとより、人材不足が迫る福祉、医療などの現場で、人と一緒に活動できる
汎用型AIロボットの実現により、人・ロボット共生社会を実現する」ことを目指しており、深層予測学習
を含む先進AI技術をロボットに融合する研究開発が進められている。

8 動作（動詞）と対象物（名詞）のペア（例えば「皿をテーブルに置く」「瓶を開ける」など）を1タスクと数えている。
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（5）科学技術的課題
❶現在の深層学習の問題克服、知覚・運動系AIと言語・知識系AIの統合

現在の深層学習に対して指摘されている問題をまとめると、次の3点になる49）。
a. 学習に大量の教師データや計算資源が必要であること。
b. 学習範囲外の状況に弱く、実世界状況への臨機応変な対応ができないこと。
c. パターン処理は強いが、意味理解・説明などの高次処理はできていないこと。
これらの問題のそれぞれに対して、問題克服のための直接的な対策が検討されているとともに、人間の

知能のメカニズムからヒントを得ることAIを進化させようという研究も進められている。比較的短期には前
者から個別の成果が得られると見込まれるが、長期的には後者による技術発展が進むことによって、問題a・
b・cが合わせて解決されるだろうという期待も持たれる。「2.1.7 計算脳科学」の分析的アプローチによる
知能研究と、「2.1.8 認知発達ロボティクス」の構成論的アプローチによる知能研究が、後者の基礎となる。
このような取り組みによって目指される次世代AIの姿は、「2.1.1 知覚・運動系のAI技術」と「2.1.2 言語・
知識系のAI技術」が統合され、知能の即応的ループと熟考的ループの両方が実現されたものになると考え
られている49）。そのために具体的にどのような研究開発が行われているかについては「2.1.2 言語・知識
系のAI技術」に記載している。

また、本節では詳しく触れてはいないが、深層学習を中心とする機械学習では、ブラックボックス問題、
差別・バイアス問題、脆弱性問題、品質保証問題の発生が懸念されている。これらの問題の詳細と克服す
るための技術開発状況は「2.1.4 AIソフトウェア工学」や「2.1.9 社会におけるAI」にまとめたが、現在
の深層学習はデータからのボトムアップなモデル化しか扱っていないことが、これらの問題の原因に深く関
わっており、上で述べたような言語・知識系との統合がこれらの問題克服にもつながるはずである。

❷深層学習の理論的解明
深層学習は経験的に高い精度が得られているが、その理由は必ずしも明らかになっておらず、その理論

的解明を目指した研究が活発に行われている50）。一般には、モデルのパラメーターが多くなると自由度が
高くなり、訓練データに対する過剰適合（Overfitting）、つまり過学習（Overtraining）が起きて、訓
練データに対して高い精度が得られてもテストデータでは精度が低下する（汎化性能が低下する）と考えら
れている。しかし、深層学習の場合、パラメーターが多くても自由度が高くならず、汎化性能が低下しない
らしいということが分かってきた。また、一般に、凸関数では大域最適解を求めるのが容易だが、深層学
習が扱うような非凸関数では局所最適解に捕まり、広域最適解を求めることが難しいと言われる。しかし、
深層学習の場合、局所最適解が大域最適解に近い値になるらしいということも分かってきた。このように、
理論面の知見が徐々に得られてきているが、深層学習の理論的解明は重要課題である。

❸機械学習向けコンピューティング技術
機械学習には大規模な計算資源が必要とされ、消費電力の増加も問題となっている。高い精度を得るた

めに大量の訓練データが必要で、学習処理に要する時間も増大している。そのため、機械学習の処理の高
速化と省電力化を可能にするコンピューティング技術の研究開発も強く求められている。本節ではその技術
内容・開発状況についてほとんど触れていないが、機械学習に必要とされる演算を高速化するGPU

（Graphics Processing Unit）などのアクセラレータープロセッサーの開発や、並列処理や省電力化も含
めたシステム化技術などの開発も進められている。ニューロモルフィックやレザバーといった新たなコン
ピューティング技術への取り組みも進められている。本報告書においては「2.2.3 AIを支えるコンピューティ
ングアーキテクチャー」で関連する研究開発動向を記載している。また、「AI白書2022」でも関連動向
51）がまとめられている。さらに、量子コンピューティングを活用した量子機械学習の可能性も検討されて
いる52）。今後、こういった新たなコンピューティング技術を活用した機械学習の技術開発も進展が期待さ
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れる。

（6）その他の課題
❶国としてのAI戦略の推進と強化

1.3節で述べたように、米中2強と言われる状況において、研究投資規模では米中に追いつくことが困難
な日本にとって、日本の社会課題やポジションを踏まえ、日本の強みや勝ち筋を意識したAI研究開発の戦
略を持つことが必要である。このため日本政府は「AI戦略2019」（2019年6月統合イノベーション戦略推
進会議決定、2021年・2022年にアップデート）を策定した。この中では、AI人材育成やAIリテラシー
教育も含めた教育改革、人間中心のAI社会原則、AI中核センター 9を中心とする研究開発体制強化や

「Trusted Quality AI」（信頼される高品質なAI）を掲げた研究開発戦略などが示されている。本節との
関わりの深い面では、日本が産業的にも実績を持つ認識応用やロボットなどの強みを生かした実世界適用
AIが挙げられている。本節に示した技術群や研究開発の方向性は、この戦略上も重要な位置付けで推進さ
れているが、一層の強化のためデータ基盤や人材育成面で補強・留意したい点を述べる。

まず、本節で述べたような研究開発の推進には、機械学習の訓練・評価用の大規模データの構築・活用
が不可欠である。画像認識を中心としたパターン認識については、既に述べたようにImageNetをはじめ
とする大規模データセットが公開され、利用されている。しかし、動作生成まで含めた即応的ループに関わ
るデータは未整備である。画像・映像データだけでなく、動作の履歴との対応やその意味情報も付与され
たデータ（エクスペリエンスデータと呼ぶ 49））の構築を考えていく必要がある10。

人材面では、勢いのあるBig Tech企業が、機械学習を専門とする博士学生、ポスドク研究員、さらに
は大学教授も大量に囲い込もうと躍起になっており、人材獲得競争が熾烈になっている。中国やインドは、
トップ人材を組織的に米国に送り、彼らが本国に戻って活躍するという流れを作り、活用してきた。 AI人
材の教育・育成とともに、幅広い人材の獲得や引き留めのための施策も重要である。さらに、AI・機械学
習はアルゴリズムを適切なソフトウェアとして実装してこそ威力を発揮する。日本は人材育成において、理
論・アルゴリズムの基礎研究に加えて、ソフトウェア開発力においても強化施策が望まれる。

❷大規模コンピューティング基盤の共同利用施設とその継続的強化・整備
最新の機械学習技術は大量の計算資源を必要とし、その実行環境は大学の一研究室で確保できる規模

ではなくなっている。大規模コンピューティング基盤の共同利用施設が不可欠であり、産業技術総合研究
所のAI橋渡しクラウドABCI（AI Bridging Cloud Infrastructure）や理化学研究所のスーパーコンピュー
ター「富岳」がこの役割を担っている。この継続的な強化・整備が極めて重要である。

❸顔認識技術や画像生成AIのELSI
AI全般のELSI（Ethical, Legal and Social Issues：倫理的・法的・社会的課題）面については「2.1.9 

社会におけるAI」にて論じるが、ここでは、本節との関わりが深い問題として顔認識技術と画像生成AIの
ELSIについて取り上げる。

近年、顔認識技術がさまざまな応用に急速に広がっている。顔認識技術は以前からプライバシー保護の
面からの懸念が指摘され、堅牢なセキュリティー確保や画像データを保存しないなどの対策が取られてきた。
しかし、従来は顔認識機能の利用が、そのような対策面で意識の高い大手企業に限られていたのが、裾野

9 理化学研究所の革新知能統合研究センター（AIP）、産業技術総合研究所の人工知能研究センター（AIRC）、情報通信研究
機構（NICT）のユニバーサルコミュニケーション研究所（UCRI）および脳情報通信融合研究センター（CiNet）

10 新型感染症パンデミックによって、さまざまな活動・サービスがオンライン/リモート化され、エクスペリエンスデータを取りや
すくなってきたと言えるのかもしれない。
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が拡大し、幅広い人・企業が簡単に利用できるような状況になりつつある。しかも、プライバシー保護の
懸念だけでなく、特定の人種やマイノリティーの人々を差別してしまうリスク（訓練データの質・量によって
は、そういった人々の認識率が低く、場合によっては犯罪者と誤認識されやすいなど）も指摘されている。
さらに、顔の微妙な表情から感情追跡が可能になると、人の内面をのぞき込むような使われ方の懸念も生
じる。米国・欧州では顔認識に対する法規制の議論も起きており、技術的な対策検討や日本における政策
検討が必要になりつつある。

また、画像生成AIを用いて、一般ユーザーが簡単に一見プロ並みの画像を生成できるようになりつつある。
これを悪用したフェイク画像生成（Deepfakes）は社会問題化している。自動生成された画像や画像生成
AIの学習に使われた画像の著作権に関わる問題も、現状の著作権の考え方で十分なのかという議論もある。
アーティストの創作活動に新たな手法を提供するという側面もあれば、アーティストの仕事を奪ったり収益
を減らしたりといった側面もある。ある人の顔画像を少しずつ変形させていったとき、肖像権はどこまで及
ぶのかといった議論もある。急速に利用が拡大しつつある画像生成AIについて、ELSI面からの検討が求
められる。なお、画像生成AIに限らず、いわゆるDeepfakeなどのフェイク画像・映像・音声の問題と対
策については「2.1.5 人・AI協働と意思決定支援」で取り上げている。

（7）国際比較

国・地域 フェーズ 現状 トレンド 各国の状況、評価の際に参考にした根拠など

日本

基礎研究 ○ ↗

理研AIP、産総研AIRC、NICTのAI中核センターを中心としたAI研究体制強
化とともに、「AI戦略」の実行、JST事業・NEDO事業に加えてムーンショッ
トプロジェクトも始まり、国主導の基礎研究推進策が強化されつつある。国際
会議における採択率は米中2強には差を付けられているが、徐々に増えつつある。

応用研究・開発 ○ ↗

日本の産業界は認識やロボット分野は実用化実績・性能などに強みがあり、特
に顔認証ではNECがNISTベンチマークでトップの実績があり、世界的にも大
きな存在感を示している。 NEC、富士通、日立、パナソニック、NTT、
Yahoo Japan!、楽天、リクルートなどがAI分野に積極的な技術開発投資を
行っているほか、AIベンチャーも活発になりつつあり、特にPreferred 
Networksは深層学習・深層強化学習で高い技術力を示している。

米国

基礎研究 ◎ ↗

大学・企業とも機械学習の研究を非常に盛んに行っており、規模・質ともに世
界をリードしている。国際会議における採択論文数も米中2強という状況であ
る。 DARPAによる先進研究投資も注目に値する。また、基礎研究に必要な
データセットの多くが米国の大学・Big Tech 企業によって公開されており、研
究すべきタスクの設定や研究コミュニティーへの情報発信などでも中心的な役
割を果たしている。

応用研究・開発 ◎ ↗

Big Tech 企業では有能な技術者を全世界から集め、基礎研究も応用研究・
開発が盛んに行っている。大学との連携も活発で、大学でも起業を目指した応
用研究や開発も数多く実施されている。 Big Tech企業以外にもAirbnb、
Uberなど、AI技術を活用したベンチャー企業が次 と々誕生し、国際的に成功
を収めている。

欧州

基礎研究 ○ →

オックスフォード大学、ETH、アムステルダム大学、INRIA、Max Planckな
どに優秀な研究者が多数在籍、基礎研究力が高い。 Google DeepMind、
Meta Research、Qualcommなどの企業の欧州研究部門での基礎研究もイ
ンパクトのある成果を挙げている。

応用研究・開発 ○ ↗

ロンドンのGoogle DeepMind、ベルリンのAmazon Machine Learningな
ど、北米の企業の欧州支社が中心となり、応用研究開発を行っている。特に
DeepMindが基礎・応用の両面で存在感を増している。 ICMLやNeurIPSな
どでの採択率もトップクラスである。
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中国

基礎研究 ○ ↗
清華大学、MSRA（Microsoft Research Asia）などを中心に、国際会議
での中国からの採択数が伸びている。画像認識コンペティション ILSVRC 
2015-2017で中国勢が上位獲得した実績がある。

応用研究・開発 ◎ ↗

政府主導で重点AI分野を定め、医療分野はTencent、スマートシティー では
A l i baba、自動運転はBa idu、音声認識はiFLYTEK、画像認識は
SenseTimeをリード企業として選定し、政府がAI 産業を後押ししている。こ
れらの企業に加えてMSRAやHorizon Roboticsなども含め、産業界での応
用研究開発が活発に推進されている。

韓国

基礎研究 △ → ソウル大学、KAIST、POSTECHなどの主要大学にて関連の研究は行われて
いるが、国際的に顕著なものは多くない。

応用研究・開発 △ ↗
Samsungなどで取り組まれていることに加えて、韓国の大企業の共同出資に
よる知能情報技術研究院（AIRI）が2016年に設立され、応用研究が強化さ
れつつある。

（註1）フェーズ
 基礎研究：大学・国研などでの基礎研究の範囲
 応用研究・開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲

（註2 ）現状 ※日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価
 ◎：特に顕著な活動・成果が見えている 〇：顕著な活動・成果が見えている
 △：顕著な活動・成果が見えていない ×：特筆すべき活動・成果が見えていない

（註3 ）トレンド ※ここ1 ～ 2 年の研究開発水準の変化
 ↗：上昇傾向、→：現状維持、↘：下降傾向
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2.1.2	 言語・知識系のAI技術

（1）研究開発領域の定義
知能を知覚・運動系と言語・知識系という2面で捉え、ここでは後者を俯瞰する（前者については前節2.1.1

で俯瞰した）。研究開発領域としては、自然言語の解析・変換・生成などを行う自然言語処理（Natural 
Language Processing）、知識の抽出・構造化・活用を行う知識処理（Knowledge Processing）などが
中心的に取り組まれてきた。

知覚系は実世界からの入力、運動系は実世界への出力として、知能の実世界接点の役割を担う。状況を知
り、判断し、行動するという一連のプロセスは、知能において、知覚系と言語・知識系と運動系の連携によっ
て熟考的に実行されることもあれば（ここでは熟考的ループと呼ぶ）、知覚系と運動系の間で即応的に実行さ
れることもある（ここでは即応的ループと呼ぶ）11。近年、機械学習（Machine Learning）、特に深層学習

（Deep Learning）が発展し、まずは知覚系（パターン認識）での活用が進み、次第に言語・知識系（自
然言語処理、知識処理）や運動系（動作生成）にも広く活用されるようになった。知覚・運動系と言語・知
識系の処理方式の共通性が高まり、それらを統一的に扱う枠組みも研究されるようになってきた。そこで、本
節では、自然言語処理・知識処理そのものの研究開発の動向に加えて、知覚・運動系と言語・知識系を統
合して熟考的ループを構成するための研究開発の動向についても取り上げる。

図2-1-4 　 領域俯瞰：言語•知識系のAI技術

11 人間の思考は、直感的・無意識的・非言語的・習慣的な「速い思考」のシステム1と、論理的・系列的・意識的・言語的・
推論計画的な「遅い思考」のシステム2とで構成されるという「二重過程理論」（Dual Process Theory）がある。社会心理
学・認知心理学などの心理学分野で提案されていたが、ノーベル経済学賞を受賞したDaniel Kahnemanの著書「Thinking, 
Fast and Slow」1）でよく知られるようになった。本稿ではシステム1を「即応的ループ」、システム2を「熟考的ループ」と呼
んでいる。
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（2）キーワード
自然言語処理、知識処理、テキスト処理、機械学習、深層学習、分散表現、アテンション、トランスフォー

マー、基盤モデル、二重過程理論、意味理解、文書読解、質問応答、機械翻訳、文章生成、知識獲得、プ
ログラムコード生成、マルチモーダル、生成型AI、大規模言語モデル

（3）研究開発領域の概要
［本領域の意義］

自然言語は人間が日常の意思疎通のために用いる自然発生的な記号体系である12。人間にとって自然言語は、
概念を表現する記号体系として、日常の意思疎通（コミュニケーション）だけでなく、思考の過程やその結果
である知識の表現・保存にも用いられる。コンピューターによる自然言語処理と知識処理は、このような人間
のコミュニケーション、思考などの知的作業、知識の流通・活用などを含むさまざまな場面に適用され得る。
そして、その自動化・効率化や、人間の限界を超えた大規模高速実行を可能にする。その代表的な場面・シ
ステムのいくつかを以下に挙げる。

まず、コンピューターとのインターフェースに使われる自然言語処理として、カナ漢字変換入力システム、
音声対話システム、質問応答システムなどが挙げられる。最近はスマートスピーカー（Amazon Echo、
Google Homeなど）が家庭で使われ始めているが、自然言語で操作・指示できると、特別のコマンド入力・
操作方法をあれこれ覚える必要がない。コンタクトセンターでの問い合わせ受付では、簡単な質問への対応
の自動化によって、問い合わせ対応のスループット向上や質の安定が得られる。

また、大量のテキストデータの処理をコンピューターで行うことで、人間の負荷を軽減しようという自然言
語処理システムがある。 Webサーチエンジンが代表例だが、膨大な情報の中から条件に合う情報を高速に見
つけたり、整理したりするための情報検索・文書分類、その概要把握を助ける情報抽出・自動要約などに、
自然言語処理が活用され、例えば、科学技術研究の加速につながっている。また、大量のWebテキストから、
概念をノードで、概念の間の関係をリンクで表現した大規模なナレッジグラフ（知識グラフ、Knowledge 
Graph）を構築し、検索語の拡張、検索結果の品質向上、対話システムの話題拡大などに利用することも行
われている。

さらに、機械翻訳・音声翻訳（自動通訳）も自然言語処理の代表的な応用である。母国語から他国語、あ
るいは、逆に他国語から母国語への翻訳・通訳は、他国語を話す人 と々のコミュニケーションを支援するとと
もに、インターネットなどを介して世界に流通している膨大な量の他国語で書かれた情報を調査・分析する労
力を大幅に軽減してくれる。

以上、自然言語処理・知識処理の意義や応用について述べたが、次に、本節で取り上げるもう一つのトピッ
クである知覚・運動系と言語・知識系の統合（熟考的ループ）について、その意義や応用について述べる。
この統合によって、人工知能（AI：Artificial Intelligence）やロボットを実現する上で、より総合的な知
能の性質がカバーされる。すなわち、画像・映像・音声などを扱うパターン処理的な側面と言語・知識を扱
う記号処理的な側面の両方を統合的に扱うメカニズムが実現される。また、知覚系を通して直接的に得られ
る外界の観測データからの帰納的でボトムアップな学習と、過去の経験を通して蓄積された知識や社会・他
者と共有された外部知識に基づく演繹的でトップダウンな推論の、両方を組み合わせた判断や計画のメカニ
ズムと、その結果を実世界に対する一連の動作として生成・実行するメカニズムが実現される。このようなメ
カニズムを備えたAI・ロボットは、従来に比べて、さまざまなタスクや環境により少ない学習で対応可能にな

12 自然言語に対して、プログラミング言語やマークアップ言語など、人工的に定義された言語がある。これらの人工的に定義され
た言語は解釈が一意に定まるように設計されているが、自然言語は文・句・単語などの意味や構造の解釈に曖昧性が生じ得る
点、記号接地（記号と実世界における意味をどのようにして結び付けるか）や意図理解のように記号だけに閉じない問題が関
わる点などが、その処理を難しいものにしている。
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り（汎用性の向上）、自然言語を介して、実世界の状況・文脈に応じたコミュニケーションが可能になる。こ
のことは、人間との親和性を向上させ、人間とAI・ロボットが協働する中で共に知識を創成し、共に成長す
る社会の実現につながると期待される。

［研究開発の動向］
❶自然言語の解析技術の発展（～2017年頃）

自然言語処理技術において共通的に必要とされる基礎技術はコンピューターによる自然言語解析であり、
形態素解析（単語分割や品詞認定）、構文・係り受け解析、文脈・意味解析（語義の曖昧性解消や照応
解析を含む）というステップで、より深い解析への取り組みが進められた。そのアプローチは、黎明期の
1950年代から1990年代頃まで、人間が記述した辞書・文法を用いるルールベース方式が主流だった。し
かし、大量のテキストデータが利用可能になったことや、機械学習技術が大幅に進化したことから、徐々に
統計的な方式、機械学習を用いた方式に主流が移った。適用される機械学習技術は、ナイーブベイズに始
まり、2010年頃にはSVM（Support Vector Machine）が主流となったが、2014年頃からはニューラ
ルネットワークによる機械学習、特に深層学習が盛んに適用されるようになった2）, 3）, 4）。

このような技術発展は特に機械翻訳への取り組みによって牽引されてきた。機械翻訳方式は当初のルー
ルベース機械翻訳（Rule-Based Machine Translation：RBMT）から、1990年代に大規模な対訳コー
パス（元言語のテキストとターゲット言語のテキストを対にしたもの）と機械学習技術を用いた統計的機械
翻訳（Statistical Machine Translation：SMT）に主流が移った。 SMTの精度改善に頭打ちが見えて
きた2010年代に、ニューラル機械翻訳（Neural Machine Translation：NMT）3）, 5）が考案され、顕著
な精度改善がもたらされた。 SMTからNMTへの移行は、SMTで用いていた統計処理・機械学習のパー
トを単純に深層学習に置き換えたものではなく、機械翻訳のパラダイムを大きく転換させたものである。
SMTでは、機械翻訳のプロセスを多段階に分け、各段階の処理モデルを統計的にチューニングして組み合
わせていたのに対して、NMTでは、入力原文から翻訳結果の出力までを一つのニューラルネットワーク構造

（Seq2Seqモデル）として扱い、End-to-Endの最適化を行う。
その際、自然言語の単語系列をニューラルネットワークで扱うため、意味の分散表現 13が用いられる。こ

れは単語・句・文・段落などの意味を固定長ベクトル（実際には数百次元程度）で表現したものである6）, 7）。
大量テキストにおける文脈類似性に基づき、ニューラルネットワークを用いて分散表現を高速に計算する
Word2Vecが2013年に公開され、自然言語処理の基本的な手法として広く使われるようになった。それ
まで使われていたBag-of-Words形式（N次元のうちの1要素だけの値が「1」というOne-Hotベクトル）
と異なり、分散表現はベクトル計算によって単語や文の意味の合成・分解や類似度計算が可能である。例
えば、分散表現を用いると、「king」－「man」＋「woman」＝「queen」のような意味のベクトル計
算が近似的に可能になる。従来の記号処理は厳密な論理演算をベースとした固いものだったが、分散表現
を用いることで曖昧な条件を許した柔らかい演算が可能になった。

この分散表現とSeq2Seqモデルを用いてEnd-to-Endで最適化するアプローチは、
　　　入力系列（End）→［エンコーダー］→分散表現→［デコーダー］→出力系列（End）
という流れになる。このような系列変換は、機械翻訳だけでなく、質問応答、対話、情報要約、画像・

13 分散表現（Distributed Representation）は、ニューラルネットワーク研究の分野では局所表現（Local Representation）
に対する概 念として考えられた。 一 方、自然 言 語 処 理 研 究においても、 単 語の意 味を扱う方 法 論として分 布 仮 説

（Distributional Hypothesis）があり、これら両面が融合したものと考えられている6）。自然言語に限らず、なんらかの
離散的な対象物の表現方法として、局所表現や分散表現を用いることができる。局所表現はone-hotベクトルのように一
つないしは少数の要素で特徴を表現するのに対して、分散表現は多数の要素に特徴を分散させて表現する。また、埋め込み

（Embeddings）という言い方も用いられる。たとえばDistributed Representation of WordsとWord Embeddingsは同
義である。
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映像に対する説明文生成など、自然言語処理のさまざまな応用に使われるようになった。
「2.1.1 知覚・運動系のAI技術」で述べたように、深層学習はまず画像認識・音声認識の分野に適用され、

衝撃的な性能向上がもたらされた。自然言語処理の分野では、そのような性能向上はすぐにはもたらされ
なかったが、少し遅れて新たな技術発展が生み出され、自然言語処理においても著しい進展がもたらされた。
その内容は❸で後述する。

❷大規模テキスト活用・知識活用の発展
テキスト検索は、コンピューターの処理性能が乏しかった時代、事前に人手で各テキストに付与したキー

ワードを索引に用いるしかなかったが、1990年代以降、コンピューターの性能向上、並列処理技術の発展、
ストレージの大容量化などが進み、フルテキストサーチ（全文検索）方式に主流が移った。急激に大規模
化したWebサーチエンジンが、その代表であるが、クエリーのキーワードとWebのフルテキストの単純な
マッチングでは高い検索精度が得られないことから、Webページ間の被リンク関係やアンカー文字列（リ
ンク元テキスト）を考慮した検索結果のランキング法（ページランク）や、ユーザーの嗜好や目的に応じた
適合ページの選別法など、さまざまな観点からWeb検索の精度を高める技術が開発された。また、大規
模なWebを解析・検索するため、大規模自然言語テキストを解析・検索するための分散・並列処理、文
字列の圧縮・索引処理などの技術が急速に発展した8）。Webサーチエンジンは幅広い一般ユーザー向けの
アプリケーションとして発展したが、インターネット上の多様な情報や企業内の大量文書から評判・意見、
注目事象、傾向変化などを抽出し、企業経営、マーケティング、リンク管理などに活用するテキストマイニ
ング・Webマイニングと呼ばれる技術・アプリケーションも開発が進んだ8）, 9）。また、Google は Web上
の情報から大規模なナレッジグラフを構築し、ナレッジパネルとして検索結果とともに表示することを行って
いる。

さらにその発展として、大量のテキスト情報を知識源として用いる質問応答システムがある。代表的なシ
ステムとしてIBMのWatson10）が挙げられる。 Watsonは、大量テキスト情報を知識源として自然言語で
書かれた質問に回答する技術を中核とし、2011年に米国の人気クイズ番組「Jeopardy!」で人間のクイ
ズ王に勝利するというグランドチャレンジに成功した。国内では、情報通信研究機構（NICT）が、大規
模なWeb情報をもとに、自然言語による「なに？（いつ/どこ/だれ）」「なぜ？」「どうなる？」「それなに？」
という4タイプの質問に回答するシステムWISDOM Xを開発・公開した。このような応用においても、近
年はニューラルネットワークをベースとした方式に移行し、2022年11月末に公開されたChatGPTは大き
な話題になっている（ChatGPTについては［新展開・技術トピックス］❶でも取り上げる）。

❸ニューラルネット自然言語処理の最新動向（2017年～）
深層学習による画像認識には畳み込みニューラルネットワーク（Convolutional Neural Network：

CNN）が主に用いられたが、自然言語処理には、当初、時系列情報を扱うのに適した回帰型ニューラルネッ
トワーク（Recurrent Neural Network：RNN）やLSTM（Long Short-Term Memory）ネットワー
クが用いられた6），51）。これを用いた系列変換（Seq2Seq）の際に、ニューラルネットワーク中のどこ部分（特
定の単語など）に注目するかを動的に決定するアテンション（Attention）機構が考案され、出力系列生
成の品質向上につながった。アテンションのアイデアは最初、機械翻訳に導入されたが、その後、自然言
語処理全般で（さらには画像処理にも）用いられるようになった5）, 11）。

このアテンション機構を最大限に生かした新しい深層学習モデルとして、2017年にトランスフォーマー
（Transformer）がGoogleから発表された12）。トランスフォーマーは、RNNやCNNを使わずに、アテ
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ンション機構14のみで構成した深層学習モデルである。RNNやCNNより計算量が抑えられ、訓練が容易で、
並列処理もしやすく、複数の言語現象を効率よく扱えて、文章中の長距離の依存関係も考慮しやすいといっ
た特長を持ち、機械翻訳や自然言語の意味理解タスクなどのベンチマークでも従来を上回る性能が示され
た。このことから、2018年以降、新たに提案されるモデルはトランスフォーマー一色となり、次に説明す
る自己教師あり学習による事前学習の手法と合わせて、自然言語処理のさまざまなベンチマークで最高スコ
アが更新されている。

ニューラルネット自然言語処理 51）で高い精度を達成するには、大量の訓練データが必要だが、さまざま
なタスクのおのおのについて大量の訓練データを用意することは容易なことではない。そこで、まず、さま
ざまなタスクに共通的な汎用性の高いモデルを、大量のラベルなしデータで事前学習（Pre-Training）し
ておき、それをベースに個別のタスクごとに少量のラベル付きデータでの追加学習（Fine Tuning）を行
うというアプローチが取られるようになった。この事前学習で作られたトランスフォーマー型の深層学習モ
デルは、2018年にGoogleから発表されたBERT13）以降、自然言語処理においてスタンダードになった。
ラベルなしの大量テキストデータで事前学習を行うため、BERTではMLM（Masked Language Model）
が導入された15。 MLMはもとのテキストに対して複数箇所をマスクし（隠し）、穴埋め問題のようにマスク
箇所を当てるというタスクを、大量テキストデータで訓練するというものである。もとのテキストから穴埋め
問題の答えは分かるので、このタスクは実質的に教師あり学習として訓練できる。これが自然言語処理にお
ける「自己教師あり学習」（Self-Supervised Learning）の代表的な成功例として定着した。

その 後、B E RTを改 良・ 拡 張したモデル が 次々に考 案され、G LU E（G e n e r a l L a n g u a g e 
Understanding Evaluation）、SQuAD（Stanford Question Answering Dataset）などの自然言語
処理ベンチマークの最高スコアが次々に更新された。マスクする単語を動的に変更したRoBERTa14）、軽
量化したALBERT15）、ナレッジグラフを組み込んだERNIE16）、片方向や双方向の言語モデルを統合した
UniLM17）、マルチモーダルに拡張したViBERT18）、VL-BERT19）、UNITER20）などがある。意味の分散
表現のベクトル形式は、テキストデータだけでなく、画像・映像・音声などの異なるデータタイプの入力に
対しても用いることが可能で、マルチモーダル処理を共通的なニューラルネットワーク構造で行うことが容
易になった。

MLMによって大量テキストからの言語モデル学習が一気に進んだ。言語モデルの規模を表すパラメー
ター数は、BERTの場合、3.4億個であったが、2020年にOpenAIから発表されたGPT-321）では、事前
学習に45TBのデータを用い、モデルのパラメーター数は1750億個となった16。さらに、2021年10月に
MicrosoftとNVIDIAが発表したMT-NLG（Megatron-Turing Natural Language Generation）22）の
パラメーター数は5300億個、2022年4月にGoogleが発表したPaLM（Pathways Language 
Model）23）のパラメーター数は5400億個に及んだ。これらは「大規模言語モデル」（Large Language 
Model：LLM）と呼ばれるが、高い汎用性を示すことから「基盤モデル」（Foundation Model）24）とも
呼ばれるようになった。詳しくは［新展開・技術トピックス］❶で述べる。

また、GPT-3においては、それまでのGPTと同様に後続の系列を予測する自己回帰型の自己教師あり学
習が用いられ、タスクごとのファインチューニング学習をせずとも、最初に入力する系列にタスクの記述や

14 アテンション機構には大きく分けると、Self-AttentionとSource-Target-Attentionという2種類がある。アテンションを求め
る際に、Self-Attentionは対象文中の情報からウェートを計算し、Source-Target-Attentionは別文中の情報からウェートを
計算する。トランスフォーマーでは、Self-Attention 機構をマルチヘッドで動かすことで、複数の言語現象を並列に効率良く学
習できるようにしている。

15 より詳細には、MLMとともに、NSP（Next Sentence Prediction）がBERTに導入された。 NSPは二つの文が連続する文
かどうかを判定するタスクを学習するものである。

16 BERTやGPT-3 などではパラメーター数の異なる複数のモデルがあるが、本稿中でのパラメーター数の比較は、それぞれの最
も規模の大きいモデルをもとに記載している。
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事例を含めること（プロンプト）で複数のタスクに対応することをIn-Context学習（Zero-Shot学習/
One-Shot学習/Few-Shot学習）と呼び、言語モデルの汎用的な活用を開拓した。

❹知覚・運動系AIと言語・知識系AIの統合に関わる動向
パターン処理を中心とした知覚・運動系のAI技術と、記号処理を中心とした言語・知識系のAI技術は、

別系統で発展してきた。1950年代後半から1960年代にかけての第1次AIブームと、1980年代の第2次
AIブームで扱われたのは、記号処理のAI研究であった。「2.1.1 知覚・運動系のAI技術」で述べたように、
第1次AIブームと同時期に、ニューラルネットワークを用いたパターン認識の研究も活発に取り組まれてい
た。そして、深層学習を中心としたニューラルネットワーク型のAI技術の発展が、2000年代以降の第3次
AIブームの主役となった。

このように別系統で発展してきたが、AIとしてパターン処理と記号処理の両面を扱う必要があることは古
くからいわれていた。また、これまでも二つのタイプのAI技術を組み合わせたシステムは多く見られる。例
えば、音声翻訳システムは、音声認識というパターン処理と、機械翻訳という記号処理をつなげたシステム
である。また、統計的機械翻訳（SMT）は、記号処理をベースに構成されたシステム中のいくつかのパー
ツを、機械学習を用いてチューニングしたものである。物理モデルや事前知識モデルを用いたシミュレー
ションシステムに機械学習を組み合わせたり、機械学習の分類・判定結果を解釈するためにナレッジグラフ
を組み合わせたりといった取り組みも、二つのタイプのAI技術の組み合わせと見ることもできる。

これらに対して、深層学習の発展によって2018年頃から顕在化してきた取り組みは、人間の知能のモデ
ルを意識したパターン処理と記号処理の統合に関する研究である。すなわち、人間の知覚・運動系と言語・
知識系の関係や、それらが構成する即応的ループと熟考的ループの情報の流れと対応するような、あるい
は、そこからインスパイアされたような、パターン処理と記号処理の統合モデルが検討されている25）。

このような動きが顕在化したことを示したのが、NeurIPS 2019（The 33rd Conference on Neural 
Information Processing Systems）でのYoshua Bengioによる「From System 1 Deep Learning to 
System 2 Deep Learning」と題した招待講演 26）である。ここで、System 1とSystem 2は、2002年
にノーベル経済学賞を受賞したDaniel Kahnemanの言う直観的な「速い思考」（システム1）と論理的な「遅
い思考」（システム2）1）のことで、本稿でいう即応的ループと熟考的ループに対応する。 Bengioは、現在
の深層学習はシステム1に相当するが、システム2までカバーするような深層学習へ発展させるのが今後の
方向性だと示唆した。さらに、Yoshua Bengio、Geoffrey Hinton、Yann LeCunの3人は、深層学習
発展への貢献で2018年度ACM（Association for Computing Machinery）チューリング賞を受賞し
たが、AAAI 2020（The 34th AAAI Conference on Artificial Intelligence）における同賞記念イベン
トでは3人の講演に加えてKahnemanを交えたパネル討論も実施され、この方向性が論じられた。一方、
日本国内では、これよりも早く、「深層学習の先にあるもの－記号推論との融合を目指して」と題した東京
大学公開シンポジウムが2018年1月と2019年3月27）に開催されている。

❺学会動向および国際動向
自然言語処理分野の最先端研究は、トップランク国際会議ACL（Annual Meet ing of the 

Association for Computational Linguistics）、EMNLP（Conference on Empirical Methods in 
Natural Language Processing）、NAACL（North American Chapter of the Association for 
Computational Linguistics）などで活発に発表されている。 ACL 2020の国別採択論文数は、1位の米
国が305件、2位の中国が185件、3位の英国が50件、4位のドイツが44件、日本は5位で24件であった。
投稿論文数では中国が米国を上回っており、自然言語処理分野も米中2強になりつつある。

パターン処理と記号処理の統合（知覚・運動系と言語・知識処理の統合）については、AI全般のトップ
ランク国際会議であるAAAI（Association for the Advancement of Artificial Intelligence）やIJCAI
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（International Joint Conferences on Artificial Intelligence）、あるいは、機械学習分野のNeurIPS
（Neural Information Processing Systems）、コンピュータービジョン分野の ICCV（International 
Conference on Computer Vision）やCVPR（Computer Vision and Pattern Recognition）、知能
ロボット分野の IROS（International Conference on Intelligent Robots and Systems）などでの発
表も目に付く。

米国はGoogle、Amazon、Meta、Apple、Microsoft、IBMなど、Big Tech企業を中心とする産業
界による先進技術の研究開発・応用が活発である上に、技術政策として、国の安全保障目的も含めた自然
言語処理の基礎研究への先行投資が際立っている。もともと米国国立標準技術研究所（NIST）による情
報検索・質問応答技術、国防高等研究計画局（DARPA）による情報抽出技術や文章理解、高等研究開
発局（ARDA）による質問応答技術の研究開発など、自然言語処理に関わる多くのプロジェクト（コンペティ
ション型ワークショップを含む）が政府予算によって推進されてきた。さらに、DARPAは2018年に、AI
研究に20億ドル以上の大型投資を実施するというAI Next Campaignを発表した。この発表では、AIの
発展を、専門家の知識を抽出・活用するHandcrafted Knowledgeを「第1の波」、ビッグデータから知
見を導く深層学習に代表されるStatistical Learningを「第2の波」とし、それに続く「第3の波」として、
文脈を理解して推論するContextual Reasoningを挙げた。これによって、人間が把握・理解・行動する
以上の速度でデータを生成・処理し、安全かつ高度に自律的な自動化システムを可能にしつつ、人間の意
思決定を支援し、人間と機械の共生を促進することを狙っている。

中国政府は2017年7月に次世代AI発展計画を発表し、AI産業を強力に推進している。自然言語処理
分野ではMicrosoftやBaidu（百度）が目に付く。Microsoftは2014年からチャットボットXiaoice（シャ
オアイス）を公開しており、ソーシャルネットやメッセージングのアプリケーションに導入され、世界中で6.6
億人のユーザーがいるという。 BaiduはWebサーチエンジンで実績があるほか、前述のERNIE16）も開発
している。

欧州は多数の国にまたがることから、欧州フレームワークプログラムの中で、機械翻訳を中心に自然言語
処理に継続的に投資を行ってきている。産業界でも、ドイツに本社のあるDeepLの機械翻訳サービスが翻
訳品質の高さで注目されている。

日本は現在「AI戦略」（2019年6月に発表、2021年・2022年にアップデートを加えている）を推進し
ており、文部科学省による理化学研究所革新知能統合研究センター（AIP）、経済産業省による産業技術
総合研究所人工知能研究センター（AIRC）、総務省による情報通信研究機構（NICT）の三つを中核的
なAI研究機関と位置付けている。自然言語処理については、NICTが機械翻訳・音声翻訳を中心に取り組
んでおり、その実用化でも実績があるほか、AIPで基礎研究を推進している。パターン処理と記号処理を
統合した次世代AI研究については、新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）による「次世代人
工知能・ロボット中核技術開発」や「人と共に進化する次世代人工知能に関する技術開発」などの事業に
おいてAIRCが中心的に取り組んでいるほか、文部科学省の2020年度戦略目標「信頼されるAI」とそれ
を受けた科学技術振興機構（JST）の戦略的創造研究推進事業（CRESTなど）でも基礎研究面が強化さ
れた。

（4）注目動向
［新展開・技術トピックス］
❶大規模言語モデル・基盤モデル
［研究開発の動向］❸で述べたように、2018年にGoogleがBERTを発表して以降、トランスフォーマー

型の大規模言語モデル（Large Language Model：LLM）をMLMや次単語予測による自己教師あり学
習で構築することが主流になった。さらに、2020年にOpenAIがGPT-3を発表し、学習に用いたデータ
規模でBERTの約3000倍（45TB）、モデルのパラメーター数でBERTの500倍以上（1750億個）まで
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大規模化したことで、追加学習なしに少数の例示（Few-Shot学習/In-Context学習）だけで、さまざま
な自然言語処理タスクに対応できることを示した。例えば、例示した文に続けてブログや小説を生成したり、
簡単な機能説明文からプログラムコードやHTMLコードを生成したり、さまざまな質問文に対して回答を
生成したりといった活用例が示された。さらに、2022年11月末に、GPT-3の改良版であるGPT-3.5に、
人間のフィードバックを用いた強化学習RLHF（Reinforcement Learning from Human Feedback）
を加え（InstructGPT52））、対話システムとしてファインチューニングされたChatGPTがWeb公開された。
チャットという分かりやすいインターフェースを介して、さまざまな用途に自然言語で応えることが可能なこ
とから、幅広く大きな話題になり、史上最速2カ月でアクティブユーザー数が1億人を突破した。

このような大量かつ多様なデータで訓練され、さまざまな下流タスクに適応できるモデルは「基盤モデル」
（Foundation Model）24）と呼ばれるようになった。計算リソース、学習（訓練）データ規模、モデル規模（モ
デルのパラメータ数）という3変数を大規模化するほど精度が高まるという「スケーリング則」（Scaling 
Law）53）や、モデル規模が一定以上になると精度が急に高まるという「創発的能力」（Emergent 
Ability）54）が観測されたことで、GPT-3以降はモデルの大規模化に拍車がかかった。［研究開発の動向］
❸でも述べた通り、2021年10月にMicrosoftとNVIDIAが発表したMT-NLG（Megatron-Turing 
Natural Language Generation）はパラメーター数が5300億個、2022年4月にGoogleが発表した
PaLM（Pathways Language Model）はパラメーター数が5400億個にも及んでいる。

さらに、OpenAIは、テキストだけでなく、画像と関連付いたテキストのペアを学習させたモデルCLIP
を深層生成モデルと組み合わせて、テキストからの画像生成（Text-to-Image）も可能にした。2021年1
月にDALL-E、2022年4月に改良版のDALL-E2が発表された。Googleからも、2022年5月にImagen、
6月にParti、2023年1月にMuseが発表された（それぞれ異なる方式でText-to-Imageモデルを実現し
ている）。画像生成AIの詳細は「2.1.1 知覚・運動系のAI技術」に記載している。

従来、機械学習ベースのAIは、タスクごとに学習させることが必要な目的特化型AIだったが、基盤モデ
ルを用いたAIは、汎用性やマルチモーダル性が高まり、それ一つでさまざまなタスクに使えるようになりつ
つある。そのような発展で特に注目されるのは、Google DeepMindのFlamingo28）とGato29）である（そ
れぞれ2022年4月と5月に発表された）。 Flamingoはテキスト・画像・動画を扱うことができ、Few-
Shot学習で新しいタスクに適応できる（パラメーター数は800億個）。例えば、動画（画像の系列）とテ
キストのペアを例示して、その後に続くテキストを生成するというようなことが可能である。ここまで示して
きたモデルが扱うタスクは、基本的にテキストや画像を生成・出力するものだったが、Gatoは一つのモデ
ルで、テキストや画像の生成・出力から動作の生成・制御まで、さまざまなタスクを扱うことができる（パ
ラメーター数は12億個）。その詳細は［注目すべき国内外のプロジェクト］❶で紹介する。

基盤モデル・生成AIにフォーカスした最近の動向や技術発展の概要は「1.1.1 基盤モデル・生成AIの
インパクト」において詳しくまとめている。なお、OpenAIのChatGPTは、2022年11月末に登場した時
点ではGPT-3.5をベースとしていたが、2023年3月にはGPT-4が登場し、オプションとしてGPT-3.5と
GPT-4のどちらを使うかが選択できるようになった。さらに、OpenAIに投資しているMicrosoftは、検索
エンジンBingにGPT-4を組み合わせて、チャットとWeb検索を連携させた機能を提供した。 GPT-3.5や
GPT-4は、それらのモデルの学習（訓練）に用いたデータ以降の出来事についての情報を持っていないが、
検索エンジンと組み合わせることで、最新の情報にまで対応することが可能になった。一方、ChatGPTの
ような対話型生成AIは検索市場を脅かすと見られ、Googleはコードレッドを発して、対話型生成AIの開
発に参入し、Bardを発表した。2023年2月に限定的な試験公開を行った後、5月に日本語にも対応した
Bardを一般公開した。 Bardのベースとなる大規模言語モデルは、当初LaMDAが用いられたが、一般公
開時にはPaLM2（2022年4月に発表されたPaLMの性能をさらに高めたもの）に置き換えられた。この
ような大規模言語モデル・基盤モデル、対話型生成AIまわりでは、新たな参入とバージョンアップが次々
とあり、オープンソース版も公開され、動きが活発かつ急速である（1.1.1節の表1-1-1参照）。
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❷深層学習の発展・拡張による知能のモデル化
［研究開発の動向］❹で述べたように、パターン処理と記号処理を比較的疎な形で組み合わせたシステム

化は以前から行われてきたが、深層学習が発展し、自然言語処理やナレッジグラフを用いた処理のような
記号レベルの処理も深層学習によって再構成されるようになった。これにより、パターン処理と記号処理を
統一的な考え方で統合する（共通の枠組み上に融合する）可能性が見えてきた。もともと深層学習や強化
学習は、人間の知覚・運動系に類する学習モデルであり、その拡張として言語・知識系までカバーしよう
とするのは、自然な発展の方向である。その際、言語・知識系は二つの側面から位置付けられる。つまり、
知覚・運動系からボトムアップに創発的に言語獲得・知識化が行われるという側面と、人間が他者から教
えてもらったり本を読んだりするように外部の知識源から取り込むという側面がある。「2.1.7 計算脳科学」
や「2.1.8 認知発達ロボティクス」の研究領域で人間の知能に関する研究が進展し、それに基づくニュー
ロシンボリックA I（N e u r o - S y m b o l i c A I）、 神 経 科 学（ 脳 科 学 ） にインスパイアされ たA I

（Neuroscience-Inspired AI）、記号創発ロボティクス（Symbol Emergence in Robotics）といったコ
ンセプトに基づく研究開発が進んでいる。

具体的な研究事例をいくつか挙げる。AI21 LabsのSenseBERT30）は、深層学習ベースの言語モデル中
に外部知識（ナレッジグラフ、意味ネットワーク）を組み込んだ。 Julassic-X プロジェクトでは、言語モデ
ルとデータベースなどの外部情報システムの結合を提唱している。MIT他によるNS-CL（Neuro-Symbolic 
Concept Learner）31）は、画像や環境・空間の認識と質問応答という2系統を持ち、画像・空間系統は
教師あり学習、質問応答系統は強化学習を用い、2系統のマルチタスクのカリキュラム学習を通して、視覚
的概念・単語・意味解析などを学習する。松尾豊（東京大学）の提案する知能の2階建てモデル32）は、
1階部分が深層学習をベースとした知覚・運動系で、その外界とのインタラクションを通して作られた世界
モデルを介して、2階部分のトランスフォーマー的な言語・知識系が動くというものである。谷口忠大（立
命館大学）らが提唱する記号創発ロボティクス33）では、外界とのインタラクションを通して言語が創発的
に形成されることを、確率的生成モデルをベースにモデル化することを試みている。

さらに、Metaから2022年8月に発表されたAtlas34）は、大規模言語モデル（BERT派生のT5）に外
部の情報を検索する機構（Contriever）を組み合わせて拡張した。Atlasの言語モデルの規模は110億パ
ラメーターだが、64事例のFew-Shot学習により、質問応答タスクにおいて、5400億パラメーターの
PaLMよりも高い精度を達成した。

また、Googleから2022年10月に発表されたMind’s Eye35）は、大規模言語モデルに物理シミュレーター
（DeepMindのMuJoCo）を組み合わせた。物理的推論を必要とする問題文 17が与えられると、それは言
語モデルによって物理シミュレーターを動かすためのコード（レンダリングのための情報を含む）に変換され、
物理シミュレーションが実行される。そこで描画された物理世界での結果を用いて、問題文に対する答えを
導出する。大規模言語モデルは基本的にテキストで訓練されるため、物理的推論が必要な問題に対しても、
テキストを根拠として答えを出さざるを得ないという限界があった。Mind’s Eyeは、この限界を克服する枠
組みを示した18。

これらのシステムが示すように、今後、大規模言語モデルを人間とのインターフェースとしてさまざまな
情報システムやAIシステムを結合・統合するようなアプリケーションの開発が急速に進みつつある。実際、
大規模言語モデル・基盤モデルや生成AIのAPIが公開された後、それらでは足りない機能を外部モジュー
ルとして用意して組み合わせる仕組みが多数提供されるようになった。

17 このような問題のベンチマークのためUTOPIAデータセットが構築された。

18 Mind’s Eyeは物理世界での推論を扱うための拡張だが、関連して物理世界に対する動作計画・行動という面では、PalM- 
SayCanやRT-1などの取り組みがある。これらについては「2.1.1 知覚・運動系のAI技術」のおける［注目すべき国内外のプ
ロジェクト］❷❸で取り上げている。
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なお、関連する話題として、AIとシミュレーションの融合、科学・数学へのAI活用、ゲームAIなどは、
「2.1.6 AI・データ駆動型問題解決」で取り上げている。

［注目すべき国内外のプロジェクト］
❶GATO29）

前述したように、Gatoは一つのモデルで、テキストや画像の生成・出力から動作の生成・制御まで、さ
まざまなタスクを扱うことができる。具体的には、ビデオゲームをプレーしたり、チャットをしたり、文章を
書いたり、画像にキャプションを付けたり、ロボットアームを制御してブロックを並べ替えたりすることがで
きる。そのために604種類のタスクの実行例を学習した。そのようなさまざまな種類の実行例を学習するた
め、テキスト、画像、離散値、連続値などデータタイプの違いに応じたトークン化を行って、トランスフォー
マーに入力している。現状で最大規模の基盤モデルと考えられるPaLMのモデル規模が5400億パラメー
ターであるのに対して、Gatoのモデル規模は12億パラメーターに抑えられている。これはロボットアーム
のリアルタイム制御のために、コンパクトなモデルにする必要があったためといわれている。個々のタスクに
ついては必ずしもトップ性能とは言えないものがあるが、一つのモデルでこれだけ多種多様なタスクをそこ
そこの性能で実行できるというのは、汎用性という面で大きなインパクトのある成果である。開発元である
Google DeepMindは、GatoをGeneralist Agentと呼んでいる。

❷AlphaCodeとOpenAI	Codex
Google DeepMindから2022年2月に発表されたAlphaCode36）と、OpenAIから2021年8月に発

表されたOpenAI Codex37）は、トランスフォーマー型の言語モデルを用いてプログラムコードを生成する。
AlphaCodeは、競技プログラミングコンテストへの参加シミュレーションにおいて、コンテスト参加者の

54%以内にランクされる成績となった。人間を上回るというような華々しい結果ではないが、競技プログラ
ミングで人間並みの結果が出せるということを示した。モデルの学習は、まずGitHubで公開されている
コードで事前学習が行われ、その後、競技プログラミングの小規模なデータセットで追加調整が行われた。
AlphaCodeは、競技プログラミングの問題文が入力されたら、このモデルを用いて大量のC++とPython
のプログラムをいったん生成し、次いでそれらに対してフィルタリングやクラスタリングを行うことで、出力
するプログラムコードを絞り込む。

OpenAI CodexはGPT-3をベースに、GitHubで公開されている大量のコードから学習しており、入力
された文章に対して、Pythonをはじめ10以上のプログラミング言語でコードを出力可能である。 GitHub
においてCopilotの機能として利用可能になっている。また、同じく OpenAI から発表された前述の 
ChatGPTも、自然言語による指示からプログラムを生成したり、プログラムの中のバグを指摘したりする
ことが可能である。

（5）科学技術的課題
❶大規模言語モデル・基盤モデルの課題
［新展開・技術トピックス］❶に示した通り、トランスフォーマー型の深層学習モデルは大規模化とともに、

汎用性・マルチモーダル性を高めている。さまざまなタスクに適用でき、あたかも人間の専門家が行ったか
のような結果を出すことができつつある。特に2022年には、画像生成AI（Midjourney、Stable 
Diffusionなど）やChatGPTが、一般にも容易に利用できる形で公開されたため、機能・性能に関して大
きな話題になった。しかし、その一方でさまざまな課題が指摘されつつある（「2.1.9 社会におけるAI」で
もこの課題を詳しく取り上げる）。

まず、極めて大規模なモデルであることに起因して、次のような問題がある。
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● 学習に極めて多大な計算リソースがかかる19。環境負荷もかかる。
● そのような多大な計算リソースをかけて、最先端の基盤モデルを作れるのは、世界中でもごく一部の企業
（いわゆるBig Tech企業）に限られる20。

● 学習に使うデータが極めて大規模で、そのデータセットは公開されないため、他者による再現性評価が
されない。

● 1回の学習に費用も時間もかかるため、頻繁に作り直すことは難しく、学習を実行した時期以降に起きた
出来事に追従できない。

また、現状の機能においては、次のような懸念が出ている。

● 大量の学習データに基づき統計的な振る舞いをするのであって、（一見それらしく見えても）意味を理解
しているわけではないし、物理法則・因果律・数学公式などの法則・知識にのっとっているわけではない。
したがって、出力される結果の正しさは保証されず、むしろ、非常に自然な感じで間違った出力を生成す
るため、正しい結果と間違った結果を見分けにくくなっている（Hallucinationと呼ばれる）。前述の
Mind’s Eyeや、言語モデルを検索と組み合わせるperplexity.aiのような試みはあるが、それで十分に
対応できているわけではない。

● 膨大な学習データの中身は必ずしも十分に精査されてはおらず、倫理的な面、公平性の面、プライバシー
の面などから問題のある出力をするリスクがある。このような問題に対して、ChatGPTでは、人間から
のフィードバックを用いた強化学習によって調整する仕組み（RLHF）や、差別的・性的・暴力的など
の要素を検出・フィルタリングする仕組み（Content Moderation）が組み込まれているが、いっそう
の強化が必要であろう。

● 上記のような不完全・不適切な面を持ちながらも、一見すると、まるで人間の専門家並みの結果を出す
ことから、その内容を人々が信じてしまいがちであることや、AIによるものだと気付くことが難しいこと
から、社会的な問題が起き得る。

上記最後の項目に関わるものとして、GPT-3を用いて掲示板に自動投稿されていた文章が、1週間、人
間が書いたものでないと見破られなかったという事例や、ChatGPTは米国のMBA、法律、医療の試験に
合格できるレベルにあるという報告がある。しかし、Metaが開発したGalacticaは、4800万件を超える
科学技術文献から学習し、科学的知識に関する利用者からの質問に答えることができるシステムだったが、
誤りや偏見を含む答えを出すことがあったため非難され、わずか3日間で公開停止となった。 ChatGPTを
使って試験レポートや論文を書くことを禁じる動きが出てきている一方、それを見分けることができるのか
という問題もある。Open AI はAI が生成した文章と人が生成した文章を見分けるツールも提供しているが、
ChatGPTや画像生成AIを悪用したフェイク作成も深刻化しつつある問題である。

また、画像生成AIやプログラム生成AIに対して、学習にデータを使われたアーティストなどの側から強
い反発が出されている。創作的な活動に関わる権利保護や、AI生成物に関わる著作権についての議論も必
要になってくると思われる。

なお、スタンフォード大学の基盤モデル研究センター（Center for Research on Foundation 

19 2018年発表のBERTの場合で、1回の学習に要する費用（クラウド利用料換算）は百万円前後という報告 38）があり、そこ
からのモデル規模拡大のペースは年10倍とも言われる。さまざまな基盤モデルの規模と訓練費用をプロットした1.1.2節の図
1-1-7から、億円規模にも達していることが分かる。

20 オープンソース版も公開されるようになり、最大規模のモデルでなければ、Big Tech企業以外でも作る動きが出てきている。し
かし、大学の研究室レベルで作ることは難しい。
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Models：CRFM）は、基盤モデル周辺の倫理的・社会的な側面も含めて研究に取り組むとうたっている24）。

❷第4世代AIのアーキテクチャー
2.1節の冒頭（総論）で述べたように、機械学習ベースのAIを第3世代AIとしたとき、その次の世代、

つまり第4世代AIへアーキテクチャーを発展させることが考えられている25）。第3世代AIは、a.学習に大
量の教師データや計算資源が必要であること、b.学習範囲外の状況に弱く、実世界状況への臨機応変な対
応ができないこと、c.パターン処理は強いが、意味理解・説明などの高次処理はできていないこと、といっ
た問題を抱えており、第4世代AIではこれらの解決が望まれる。これらの問題の解決には、古くからAIの
基本問題として掲げられている記号接地問題やフレーム問題も関わっており、これを再定義して段階的に解
決していくようなアプローチが必要になると思われる。

第4世代AIに向けたアプローチとして、以下のような取り組みが注目される。
第1のアプローチとして、知覚・運動系AI（2.1.1節）と言語・知識系AI（2.1.2節）を融合しようと

いう取り組みがある25）, 26）, 27）, 39）。これは、人間の知能・思考は、即応的ループ（システム1）と熟考的ルー
プ（システム2）とから成るという「二重過程理論」（Dual Process Theory）に相当する。社会心理学・
認知心理学などの心理学分野で提案されていたが、ノーベル経済学賞を受賞した Daniel Kahneman
の著書「Thinking, Fast and Slow」1）でよく知られるようになった。脳・神経科学の面からも論じられて
いる40）。従来の深層学習はシステム1に相当するものであり、深層学習研究でACMチューリング賞を受賞
したYoshua BemgioはNeurIPS 2019で「From System 1 Deep Learning to System 2 Deep 
Learning」と題した招待講演 26）を行った。また、松尾豊は「知能の2階建てアーキテクチャ」32）を提案
している。

第2のアプローチは、認知発達ロボティクスの分野（2.1.8節）で研究されている認知発達・記号創発
のモデルである。環境や他者とのインタラクションを通して、人間が他者との概念共有や言語の獲得をして
いくプロセスに着目している。ここで近年注目されているのが、生物の脳の情報処理に関する「自由エネル
ギー原理」（Free-Energy Principle）41）, 42）, 43）, 44）である。これは「生物は感覚入力の予測しにくさを最
小化するように内部モデルおよび行動を最適化し続けている」という仮説である。ここでいう「予測のしに
くさ」は、内部モデルに基づく知覚の予測と実際の知覚の間の予測誤差を意味し、変分自由エネルギーと
呼ばれるコスト関数で表現される。さまざまな推論・学習、行動生成、認知発達過程を統一的に説明でき
る原理として注目されている。

他にも、知能を機能モジュールに細かく分けて組み合わせるアプローチや、人工ニューロンをベースとし
た全脳シミュレーションなどの取り組みもあり、「2.1.7 計算脳科学」や「2.1.8 認知発達ロボティクス」の
ような人間の知能の解明に関する知見から、新たなAIアーキテクチャーにつながるヒントが期待される。

その一方で、［新展開・技術トピックス］❶に示したように、トランスフォーマー型の深層学習モデルに
ついても、極めて大規模なデータで訓練した基盤モデルは、人間と区別するのが難しいほどの生成能力を
示すことが明らかになった。これはある意味、人間離れした方向へ進みつつあるわけだが、このような力任
せのアプローチが第4世代AIにつながる可能性もあるかもしれない。

❸真の意味理解・常識推論
さまざまな言語モデルが提案され、それらの性能評価には共通のベンチマークが用いられてきた。代表

的なタスクとして、テキストを読んだ上で、その内容に関する質問に答える文書読解タスクがあり、そのベ
ンチマークとしてよく使われているのがSQuADである。また、単一タスクでなく多数のタスクを評価できる
ベンチマークのセットとして、GLUEもよく使われている。 GLUEには含意関係判定、同義性判定、質問・
回答解析、肯定的か否定的かの感情解析、文法チェックなどの約10種類のタスクが用意されている。
2022年には日本語版のJGLUE45）も公開された。
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言語モデルの改良により、これらのベンチマークでのスコアが人間の平均的スコアを上回ったという報告
も出てきている。しかし、文章の意味を理解しなくても、統計的な傾向を捉えれば正解を当てられるような
問題が多かったため、見かけ上、高いスコアが得られただけで、本当に意味を理解しないと当たらないよ
うな問題に対してはスコアが低くなることが指摘されている46）, 47）。自然言語処理研究の黎明期からその難
しさも含めて認識されている常識推論に向けて、含意関係認識やストーリー予測などのサブタスクの設定、
敵対的サンプル（Adversarial Examples）なども取り入れたベンチマークの構築が求められる48）。その
試みの一つとして、意味を理解しないと正答が難しい問題を多く含む文書読解タスクのベンチマークDROP

（Discrete Reasoning Over the content of Paragraphs）49）が作られた。SQuAD 2.0でのトップスコア
が93%前後だが、DROPでは人間のスコアが96.4%であるのに対して、BERTのスコアが32.7%と、機
械にとって難しいベンチマークとなっている（2022年末の時点でDROPのトップスコアは88%である）。

GPT-3などの基盤モデルにおいても、意味理解・常識推論は課題とされており、依然として難しく重要
な課題である。

（6）その他の課題
❶新たな研究課題のための戦略的なベンチマーク環境・体制の構築

かつては形態素解析・構文解析などの自然言語処理のサブタスク別の精度評価が、技術改良における主
たる目標になっていた。しかし、ニューラルネット自然言語処理では応用ごとのEnd-to-End最適化のアプ
ローチが取られるため、サブタスクに注力することのウェートが下がってきた。このような状況で、近年は、
GLUEやその日本語版の JGLUEのように問題ごとのベンチマークタスクを複数用意して、言語モデルの汎
用性あるいは特定用途の有用性を評価するようになった。

同時に、AI分野では共通タスク・共通データセットでのコンペティション型ワークショップが盛んに実施
されてきた。特に米国NISTが自然言語処理・情報検索領域でこれを推進してきたことは先駆的で、この
分野の基礎研究の強化を大きく牽引した。このような活動の推進においては、タスク設定に関わる目利き
人材がキーになる。取り組むことに大きな価値があり、しかも無理難題ではなく挑戦意欲をかき立てるよう
なタスク設定のさじ加減を適切にでき、コミュニティーをリードできるような人材が求められる。

このようなベンチマークやコンペティションのタスク設定・データセット構築は、米国がリードし、中心
的に貢献してきたが、日本においても、データセット構築とコンペティション型ワークショップ運営に20年
以上取り組んでいる国立情報学研究所のNTCIR（NII Testbeds and Community for Information 
access Research）プロジェクトなどの実績がある。今後、言語・知識系と知覚・運動系の統合AIや、マ
ルチモーダルAI・実世界連結応用などの新しい研究課題に取り組んでいくにあたっては、新たなタスク設
定・データセット構築が重要である。日本としての戦略的取り組みが期待される。

その一方で、科学技術的課題❶で述べたように、最先端の基盤モデルは大規模化し、それを作れるのは、
世界中でもごく一部の企業（いわゆるBig Tech企業）に限られる状況であり、その大規模データセットは
公開されず、他者による再現性評価がされない。そのため、上で述べたようなベンチマークやコンペティ
ションによる取り組みに限界が生じている。

また、基盤モデルは、頻繁に作り直すことは難しく、学習を実行した時期以降に起きた出来事に追従で
きないという問題に対する取り組みとして、RealTime QA50）というベンチマークタスクが実施されている。
ここでは、最新のニュース記事を用いた質問が出題される。

❷大規模コンピューティング基盤と大規模データ構築エコシステム
科学技術的課題で述べたように、最先端の基盤モデルの開発には極めて大量の計算リソースと大規模

データを必要とする。最先端の基盤モデルはGoogleやOpenAIなどのBig Techのみが開発でき、日本は
そのAPI（Application Programming Interface）を利用させてもらっているという状況である。今後、
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基盤モデルがさまざまなタスクの高度な自動化に使われていくならば、このBig Tech依存の状況は、経済
安全保障上の懸念点にもなる。

計算リソース面を考えると、その実行環境はもはや大学の一研究室で確保できる規模ではなくなっている。
大規模コンピューティング基盤の共同利用施設が不可欠であり、産業技術総合研究所のAI橋渡しクラウド
ABCI（AI Bridging Cloud Infrastructure）や理化学研究所のスーパーコンピューター「富岳」がこの
役割を担っている。特にABCIでは、BERTの事前学習済みモデルを共同利用できるように公開している。
このような共同利用施設・計算資源の継続的な強化・整備が極めて重要である。

データ規模の面については、Big Techと並ぶのは難しいし、今後果てしなく大規模化が続くというより、
規模と質のバランスが重要になってくるであろう。日本として、何らかの付加価値の高いデータを構築・整
備していくことを考えていくのがよい。そのためには、それを集中的に実行する組織を作るというよりも、さ
まざまな組織が何らかの形で貢献し合い、データの質や付加価値を高めていくような、データ構築エコシス
テムを考えていくべきかもしれない。

❸人間・社会面の深い理解・考察に基づく取り組み・人材育成
基盤モデルによって人間と区別できないような文章が生成されることが社会的懸念を生んでいるように、

この研究分野から生み出される技術がもたらす社会的影響が増大している。また、今後の発展においては、
人間の知能のメカニズムに学ぶという面が強くなりつつある。 AI全般の倫理的・法的・社会的課題

（Ethical, Legal and Social Issues：ELSI）面については「2.1.9 社会におけるAI」にて論じるが、こ
の分野の技術の社会的影響や知能そのものに関する深い理解・考察とともに研究開発を進める必要があろ
う。人間の知能の情報処理メカニズムの理解という面では、「2.1.7 計算脳科学」や「2.1.8 認知発達ロボ
ティクス」は日本が実績のある研究分野であり、その研究成果をこの分野の発展・強みに生かしていきたい。

1980年～2000年頃、ルールベース方式が主流だった時代は、カナ漢字変換、機械翻訳、サーチエン
ジンなどをターゲットとして、電気系大手企業の各社が自然言語処理の研究開発に力を入れていた。しか
し、機械学習を用いる方式では、大量のテキストデータを使うことが研究開発に不可欠で、多数のユーザー
を抱えるインターネットサービスを運営している企業において、自然言語処理への取り組みが活発になって
きた。特にBig Techは保有するデータ量やそれを処理する計算機パワーが圧倒的で、データ収集や実験
が行いやすいことは研究者に魅力的である。 AI分野の人材争奪戦が国際的に激しくなる中で、AI人材の
教育・育成、幅広い人材の獲得や引き留めのための施策も重要である。

（7）国際比較

国・地域 フェーズ 現状 トレンド 各国の状況、評価の際に参考にした根拠など

日本

基礎研究 〇 ↗

「AI戦略」を推進しており、理研AIP、産総研AIRC、NICTの三つを中核
的なAI研究機関と位置付けている。自然言語処理については、NICTが機
械翻訳・音声翻訳を中心に取り組んでおり、その実用化でも実績があるほか、
AIPで基礎研究を推進している。パターン処理と記号処理を統合した次世代
AI研究については、NEDO「次世代人工知能・ロボット中核技術開発」事
業においてAIRCが中心的に取り組んでいるほか、文科省の2020 年度戦略
目標「信頼されるAI」とそれを受けたJST戦略的創造研究推進事業でも基
礎研究面が強化された。言語処理学会に活気があり、ACL・EMNLPなど
の国際的トップカンファレンスでも一定数の発表がなされている。言語資源
や研究利用可能なコンテンツの整備が不足しているとともに、言語モデルの
超大規模化に対して計算機環境面で劣勢である。

応用研究・開発 ○ →

NICTが音声翻訳、大規模情報分析、災害関連情報分析などで実用性の高
い研究成果をリリースしてきた。NEC、NTTドコモ、日本IBM、SoftBank、
トヨタなどの民間企業でも、自然言語処理技術に基づく製品化・事業化が行
われてきた。

86 CRDS-FY2023-RR-02CRDS 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター

人工知能研究の新潮流2 ～基盤モデル・生成AIのインパクト～

注
目
研
究
開
発
領
域
の

俯
瞰
詳
細

2



米国

基礎研究 ◎ →

Google、Meta、OpenAI、Microsoftなど、産業界による先進技術の研
究開発・応用が活発である上に、技術政策として、国の安全保障目的も含め
た自然言語処理の基礎研究への先行投資が際立っている。ACL、EMNLP
などの有力な国際会議などでの発表の多くは米国発である。もともとNIST
による情報検索・質問応答、DARPAによる情報抽出・文章理解、ARDAに
よる質問応答など、自然言語処理技術に関わる多くのプロジェクトやコンペ
ティションが政府予算によって推進されてきた。さらに2018年にDARPAは
AI Next Campaignを発表した

応用研究・開発 ◎ ↗

上述した基礎研究が大学教員の移籍などによって、比較的短期間にGoogle、
Microsoft、IBM、Facebook、Amazonなどの応用研究・開発に回るサイ
クルが確立している。これらの企業の研究開発への投資も大きく、また、ベ
ンチャーによる取り組みも活発である。

欧州

基礎研究 ○ →
欧州は多数の国にまたがることから、欧州フレームワークプログラムの中で、
機械翻訳を中心に自然言語処理に継続的に投資を行ってきているが、突出し
た研究は少ない。

応用研究・開発 ○ →
グローバル企業の研究所が存在し、一定のアクテビティーはあるが、米国主
導による産業化の側面が強い。産業界では、DeepLの機械翻訳サービスが
翻訳品質の高さで注目されている。

中国

基礎研究 ◎ ↗
北京大学・清華大学などの有力大学やMicrosoft Research Asia、 Baiduな
どの民間企業の研究所を中心に基礎研究が進められている。ACLなどのトッ
プ国際会議でも論文採択数は米国に次いで中国が2位である。

応用研究・開発 ◎ ↗

中国政府は2017年7月に次世代AI発展計画を発表し、AI産業を強力に推
進している。自然言語処理分野ではMicrosoft やBaidu（百度）が目に付く。
Microsoftは2014年からチャットボットXiaoice（シャオアイス）を公開し
ており、ソーシャルネットやメッセージングのアプリケーションに導入され、
世界中で6.6億人のユーザーがいるという。Baiduは Webサーチエンジンで
実績があるほか、BERTを改良したERNIEも開発している。

韓国

基礎研究 △ →
KAIST、ETRI、KISTIなどの有力大学、国研を中心に基礎研究が進められ
ている。ただ、ACLなどのトップカンファレンスでの韓国発の発表は減少し
ている。

応用研究・開発 〇 ↗
政府がNaver、サムソン、SK Telecom、HyundaiなどとArtificial 
Intelligence Research Instituteを設立予定。Naverなどによるチャット
ボットや機械翻訳のサービスの開始が相次ぐ。

（註1）フェーズ
 基礎研究：大学・国研などでの基礎研究の範囲
 応用研究・開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲　

（註2）現状　※日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価
 ◎：特に顕著な活動・成果が見えている 〇：顕著な活動・成果が見えている
 △：顕著な活動・成果が見えていない ×：特筆すべき活動・成果が見えていない

（註3）トレンド　※ここ1～2年の研究開発水準の変化↗：上昇傾向、→：現状維持、↘：下降傾向
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2.1.3	 エージェント技術

（1）研究開発領域の定義
自ら判断し行動する主体 1）をコンピューターシステムとして実現したものをエージェントと呼ぶ。広い意味

では人工知能（AI）そのものであるが、特に自律性・自発性・社会性・反射性といった特性がエージェント
の特徴として取り上げられる。すなわち、「自分自身の動作の目標を設定して動作したり（自律性、自発性）、
他のエージェントと協力して組織を構成して問題解決を実行したり（社会性）、種々の変化や変動を察知して
適応的に動作したり（反射性）する処理体」2）がエージェントとみなされる。その自律的メカニズム（自律エー
ジェント）、複数主体の協調（マルチエージェントシステム）、人間とのインタラクション（インターフェースエー
ジェント）、社会的活動・現象のシミュレーション（マルチエージェントシミュレーション）などを実現しよう
とするのが、本研究開発領域である。

図2-1-5 　 領域俯瞰：エージェント技術

（2）キーワード
自律エージェント、マルチエージェントシステム、マルチエージェントシミュレーション、インターフェース

エージェント、ヒューマンエージェントインタラクション、対話エージェント、対話システム、分散人工知能

（3）研究開発領域の概要
［本領域の意義］

「2.1.1 知覚・運動系のAI技術」と「2.1.2 言語・知識系のAI技術」が、「見る」「聴く」「考える」「話す」「動
かす」「学ぶ」といった、一人一人の人間の知能が持つある側面を実現することに重点を置いているのに対して、
本節の「エージェント技術」は、自律的に行動するAIをベースとして、それが他者（他のAIや人間）や社会・
環境とインタラクションするという側面にアプローチしている。それによって、例えば、以下のようなことを期
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待できる。
複数のエージェントが相互にインタラクションするマルチエージェントシステムの枠組みを用いて、さまざま

な社会活動・現象をモデル化することができる。そして、そのモデルを用いたシミュレーションを通して、起
こり得ることを予測したり、モデルの妥当性を検証したりすることで、そのモデルが対象とする社会活動・現
象に対するより正確な理解や意思決定への活用が可能になる。昨今、機械学習技術を用いたビッグデータ解
析が予測や意思決定に盛んに活用されるようになったが、社会活動・現象のような複雑な振る舞いをする対
象に対しては限界がある。その原因としてミクロ・マクロループの存在が指摘されている3）。社会活動・現象
におけるミクロ・マクロループとは、個人の行動の集積がマクロなレベルの社会全体の動きを生成し、さらに、
社会全体の動きがミクロなレベルの個人の行動を変化させていくような循環を意味する。これが存在するため、
ある期間のビッグデータから規則性を見いだしたとしても、将来の動きはその規則性から外れていってしまう
ということが起こる。この問題に対して、マルチエージェントシステムによるシミュレーションでは、構成論的
アプローチを取ることで、よりダイナミックに動きを捉え、多面的な理解・予測をすることが可能になる。

また、インターフェースエージェントは、人間とのインタラクションやユーザーインターフェースにおいて、
自然性・親密性・効率性などを高める。例えば、普段使っている言葉（自然言語）でコンピューターに指示
や意図を伝えられるインターフェース（対話エージェント）ならば、階層的なメニューから探したり、特別の
コマンド入力・操作方法をあれこれ覚えたりする必要がない。しかも、ハンズフリー・アイズフリーで使える。
さらに、自然言語での対話に限らず、人間とインターフェースエージェントあるいは物理的身体を持つロボッ
トとの関係を総合的に考えるヒューマンエージェントインタラクション（HAI）に関する知見を取り込むことで、
外見や応答の仕方も含めて、ユーザーそれぞれが心理的・認知的に受け入れやすいインターフェースエージェ
ントの設計が可能になる。

［研究開発の動向］
論文 1）では、エージェント技術に関する研究を次のような4種類に分類している。
一つ目は、実世界において自律的に環境を観測し、判断し、行動することを可能にする計算モデルの研究

である。知能ロボットが典型的な応用例であり、BDI（信念、願望、意図）モデル、強化学習、サブサンプショ
ンアーキテクチャーなどが研究されてきた。

二つ目は、多数のエージェントの協調や競争の計算モデルの研究である。電子商取引、電力マネジメントな
どに応用されている。黒板モデル/契約ネット、自動交渉、メカニズムデザインなど、マルチエージェントシス
テム研究として活発に取り組まれている。

三つ目は、人間（一人あるいはグループ）と言語的・非言語的な対話を行い、社会的役割を演じるインター
フェースエージェントの研究である。自然言語による対話を実現する対話エージェントや、言語や擬人化のイ
ンターフェースに限ることなく、人間の心理・認知面を重視して総合的に人間とエージェントのインタラクショ
ンの在り方を考えるHAIの研究が進められている。

四つ目は、エージェントを用いたシミュレーションである。個々の行動主体を適切な粒度でモデル化し、そ
のインタラクションから生じる複雑な現象を観察する。

一つ目は二つ目の基礎にもなっており、四つ目は二つ目のマルチエージェントシステムを用いる。また、三
つ目のうち対話エージェントは、自然言語処理（「2.1.2 言語・知識系のAI技術」で詳細記載）を基礎とし
ており、HAIとは技術発展の流れが異なる。そこで、以下では、自律エージェントを含むマルチエージェント
システムおよびシミュレーション、対話エージェント、HAIに分けて、研究開発の動向を述べる。

❶マルチエージェントシステムおよびシミュレーションの研究開発動向
初期のエージェントの研究分野は分散人工知能と呼ばれていた。1980年に米国で分散人工知能ワーク

ショップDAI（Distributed Artificial Intelligence Workshop）の第1回が開催され、これは1994年
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までほぼ毎年開催された。当初は、分散した問題解決器の間で解くべき問題を共有し、協調しながら問題
を解く分散協調問題解決の方法論に取り組みの中心があったが、その後、各問題解決器が自律性を備え、
それぞれが独立の目標を持つようなケースへと取り組みが広がり、マルチエージェントシステムと呼ばれる
ようになる。1989年から欧州を中心にマルチエージェントに関するワークショップMAAMAW（European 
Workshop on Modelling Autonomous Agents in a Multi-Agent World）が開催されるようになった。
1995年にはマルチエージェントシステム国際会議ICMAS（International Conference on Multi-Agent 
Systems）、1997年には自律エージェント国際会議AGENTS（International Conference on 
Autonomous Agents）が始まり、それらは2002年に統合されてAAMAS（Internat ional 
Conference on Autonomous Agents and Multi-Agent Systems）となり、この研究分野の中心的な
国際会議となっている。日本国内でも1991年に日本ソフトウェア科学会に「マルチエージェントと協調計算」

（MACC）研究会が立ち上がった。このMACC研究会を中心に、2002年からJAWS（Joint Agent 
Workshop & Symposium）がスタートし、現在では、電子情報通信学会「人工知能と知識処理」研究
専門委員会、情報処理学会「知能システム」研究会、人工知能学会「データ指向構成マイニングとシミュレー
ション」研究会、IEEE Computer Society Tokyo/Japan Joint Chapterとの共同による学会横断的なイ
ベントとして運営されている。他にも主要な国際会議として、PRIMA（International Conference on 
Principles and Practice of Multi-Agent Systems）、IEEE ICA（International Conference on 
Agents）、PAAMS（International Conference on Practical Applications of Agents and Multi-
Agent Systems）がある。日本が主導して立ち上げたロボカップにおいても、サッカーシミュレーションや
レスキューシミュレーションを中心に、マルチエージェント研究の応用の評価が進められている。 PRIMA
は当初の名称をPacific Rim International Workshop on Multi-Agentsとし、また、IEEE ICAは
JAWSの国際セッションのコミュニティーによって創設されたものであり、日本が中心的な貢献をして、ア
ジア地域におけるエージェント研究の活発化につなげてきた面を持つ。

このようにエージェント研究のコミュニティーが発展し、マルチエージェント間交渉、マルチエージェント
シミュレーション、マルチエージェント学習、マルチエージェントプランニング、メカニズムデザイン、エー
ジェント指向ソフトウェア工学など、マルチエージェントシステムをベースとした技術開発も広がりを見せて
いる21。2000年～2010年頃には、マルチエージェントが経済パラダイムと相性が良いことが注目され、ゲー
ム理論や計算論的メカニズムデザインがオークションやマッチング問題に適用されて、実用的な成果を上げ
た22。2010年代になると、社会活動・現象を扱い、実際に社会に実装することが強く目指されるようになっ
てきた。電子商取引、電力マネジメント、交通シミュレーション、ワイヤレスセンサーネットワーク、災害対
策（避難・群衆誘導）などへの適用が行われている6）, 9）, 29）。このような社会活動・現象を扱う上で、マ
ルチエージェントシステムの中に人間も含めてモデル化すること（例えば、人間にどうインセンティブを与え
るか、人間の限定合理性 23をどう考慮するかなど）が検討されるようになった。また、マルチエージェント
の研究コミュニティーでは、国際会議と合わせて、コンペティションを通した技術検証・改良も取り組まれ
てきた。特に注目されるものとしては、前述のロボカップ 24のほか、2000年代には電子商取引、オークショ

21 マルチエージェントシステムやエージェントシミュレーションの技術開発や応用分野の広がりについては、人工知能学会誌や情
報処理学会誌の特集号 4）, 5）に掲載された一連の解説論文に詳しい。

22 マルチエージェントシステムにおいて、その系が複数の利己的なエージェントで構成される場合、系の設計者は個々のエージェ
ントの行動を直接制御することはできない。その代わりに、エージェント間の関係、つまりゲームのルールを設計することで、
間接的にエージェントを制御しようというのが、メカニズムデザイン1）, 6）, 7）, 8）の考え方である。

23 限定合理性（Bounded Rationality）は、ノーベル経済学賞を受賞したHerbert A. Simonが1947年に提唱した概念で、
人間は合理的に行動しようとしても、認知能力の限界やさまざまな制約により、限られた合理性しか持ちえないことを意味する。

24 日本から1993年に提案され、1995年にスペシャルセッション、1996年にプレ大会が開催され、1997年を第1回として、以
降毎年開催されている。
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ン、サプライチェーンマネジメントなどに関するTAC（Trading Agent Competition）が開催され、
2010年からは自動交渉エージェントに関するANAC（Automated Negotiating Agents Competition）
が開催されている。

なお、（4）注目動向として、［新展開・技術トピックス］❶❷❸でマルチエージェントシステムの合意形
成のための交渉と協調、マルチエージェント深層強化学習・逆強化学習、マルチエージェント社会シミュ
レーション、［注目すべき国内外のプロジェクト］❶でセキュリティーゲームを取り上げる。

❷対話エージェントの研究開発動向
音声対話技術を用いたインターフェースは、まず、タスクや利用シーンを限定した形で実用化が進んだ。

このような限定によって、扱うべき語彙・文型・文脈を現実的な規模に抑えることができる。例えば、コン
タクトセンターでの問い合わせ応答や、旅行会話の音声翻訳などが挙げられる。 Nuance、IBM、NECな
どから法人向けソリューションが提供されたほか、情報通信研究機構（NICT）で開発された個人旅行者
向け多言語音声翻訳アプリケーションVoiceTraは、スマートフォンアプリケーションとして、民間企業や、
スポーツイベントでの案内、病院診察での外国人対応などに使われている。

この間、スマートフォンが普及したことで、そのフロントエンドのインターフェースとして音声対話アシス
タントが使われるようになった。2011年にリリースされたAppleのSiriや2012年にリリースされたNTT
ドコモの「しゃべってコンシェル」がその代表である。また、2014年にMicrosoftがWindowsのフロン
トエンドとして、対話インターフェースを持つCortanaをリリースした。同年にはAmazon Echo（アシスタ
ントソフトウェアAlexa）が発売され、家庭向けの音声対話アシスタント内臓スピーカー（スマートスピーカー
やAIスピーカーとも呼ばれる）という新しい製品形態が生まれた。同種の製品として、その後、2016年
にGoogle Home（アシスタントソフトウェアGoogle Assistant）、2017年にLINE Wave（アシスタント
ソフトウェアClova）などが続いた。さらに、アシスタント型の対話（タスク指向型対話）よりも雑談型の
対話（非タスク指向型対話）が中心の「チャットボット」（Chatbot）25と呼ばれるソフトウェアも利用が広
がりつつある。企業にとっての新たな顧客接点として、SNSやメッセージアプリケーションでチャットボット
が会話の相手になるという使われ方もされている。

以上のような対話インターフェースは、厳密な意味での自律性を必ずしも備えてはいないが、知識ベース
を備えたり、擬人化された外見や性格を持っていたり、ユーザーとの対話から学習したりといった知的な機
能を持つことから「対話エージェント」とも呼ばれる。

技術面に目を向けると、近年はニューラルネットワーク・深層学習の適用が進んだ10）。従来、音声認識、
言語理解、対話制御、応答生成、音声合成というモジュールをパイプライン接続する構成が取られていたが、
各モジュールを深層学習でモデル化するという置き換えが進んだ。さらに、パイプライン構成を取らずに、
深層学習によって入力文から応答文を直接出力するEnd-to-End構成も取られるようになってきた。

最先端の対話エージェントは、自然言語処理分野で発展したトランスフォーマー（Transformer）とい
う深層学習モデル（詳細は「2.1.2 言語・知識系のAI技術」参照）をベースとし、極めて膨大な量のテキ
ストデータを学習に用いている。2020年1月にGoogleが発表したチャットボットMeena（ミーナ）11）は、
ソーシャルメディア上での会話データ341ギガバイトから、ニューラルネットワークのパラメーター26億個
を学習した。 Facebook（現Meta）が同年4月に発表したチャットボットBlender（ブレンダー）12）は、
掲示板サイトRedditの会話データ15億件から最大94億パラメーターを学習した。さらに、同年6月には
OpenAIから、3000億件のテキストデータから1750億個のパラメーターを学習した言語モデルGPT-3が

25 会話（Chat）とロボット（Bot）を組み合わせた造語。
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発表された13）（Microsoftがその独占ライセンスを取得）26。2022年11月には、その改良版であるGPT-
3.5を用いたChatGPTがWeb公開された（詳細は［国内外の注目プロジェクト］❷を参照）。

なお、対話エージェント技術に関する国際的な研究発表・議論の場としては、SIGDIAL（Annual 
Meeting of the Special Interest Group on Discourse and Dialogue）やICMI（ACM 
International Conference on Multimodal Interaction）があるとともに、ACL（Annual Meeting 
of the Association for Computational Linguistics）をはじめとする自然言語処理分野の国際会議や、
NeurIPS（Conference on Neural Information Processing Systems）をはじめとする機械学習分野
の国際会議で発表されている。また、共通タスクを設定して方式や性能を比較するコンペティション型の
ワークショップも活発に開催されている。近年は、非タスク指向型対話に関するコンペティション（Amazon
が開催するAlexa Prize14）など）が注目されている。

さらに、言語や音声のみではなく、対話で扱うメディアを画像などにも広げたマルチモーダル対話の研究
も盛んになりつつある。対話相手の内面状態などの情報を推定する技術は社会的信号処理（Social 
Signal Processing）と呼ばれ、ICMIやInterspeechなどの国際会議で研究発表やコンペティションが行
われている。これらの技術を用いた対話システムの研究は今後盛んになる分野であり、コミュニケーション
ロボットの研究とも接点がある。対話システムライブコンペティションは、2022年の第5回からマルチモー
ダル表出を含むマルチモーダル対話へと発展している。また、対話ロボットコンペティションは、ロボットと
対話するシステムに関するコンペティションである。これらは世界に先駆けた日本発の取り組みである。マ
ルチモーダル対話については［新展開・技術トピックス］❹で取り上げる。

❸ヒューマンエージェントインタラクション（HAI）の研究開発動向
HAIは人間とエージェントとのインタラクションに重点を置いている15）, 16）, 17）。マルチエージェントシス

テム研究と比べると、人間の心理・認知といった面からインタラクションを捉えている。対話エージェント
研究と比べると、自然言語だけでなく、エージェントの外見や動きなどの非言語情報や人間の心理・認知
なども含めた総合的なインタラクションを扱っている。このような立場からHAIという新たな研究分野が日
本発で立ち上がり、RO-MAN（IEEE International Symposium on Robot and Human Interactive 
Communication）、IROS（IEEE/RSJ International Conference on Intelligent Robots and 
Systems）、人工知能学会全国大会などでのオーガナイズドセッションやワークショップを経て、2006年
に第1回のHAIシンポジウムが開催された。2013年からは国際会議HAI（International Conference 
on Human-Agent Interaction）も開催されている。

HAI研究において、人間とインタラクションするエージェントとして、主に三つの形態が考えられている。
一つ目は仮想的なエージェントである。その分かりやすい例は、人間の外見を持つ擬人化エージェントであ
るが、ユーザーや目的によっては、必ずしも擬人化されたエージェントが最良のインターフェースであると
は限らない。二つ目は物理的な身体を持つエージェントであるロボットであり、センサーによって置かれた
環境を把握し、アクチュエーターを介した動作によって環境に変化を及ぼすことも可能である。三つ目は人
間である。 HAI研究では、人間同士のコミュニケーションも研究対象と一つになっている。人間同士のコ
ミュニケーションを解析・理解することは、一つ目や二つ目の形態をデザインする上で参考になるとともに、
エージェントを介した人間同士のコミュニケーション（Agent-Mediated Communication）の改善支援
にHAI研究を役立てることにもつながる。

26 言語モデルは大規模化が進んでおり、2021年10月にMicrosoftとNVIDIAが発表したMegatron-Turing Natural 
Language Generation（MT-NLG）は、GPT-3の約3倍となる5300億個のパラメーターを持つ。大規模言語モデル（基盤
モデル）の動向については「2.1.2 言語・知識系のAI技術」で取り上げている。
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HAIや対話エージェントに関する研究は、AIだけでなく、認知科学、心理学、哲学、ヒューマンインター
フェース、ロボティクスなどがクロスする学際的研究分野である。対話エージェントが既に実用の域にある
のと比較すると、HAIはまだ新しい研究分野だが、AI技術がさまざまなアプリケーション・サービスでさ
まざまな人間（ユーザー）に利用されていくことを考えると、HAI研究に基づくインターフェースエージェ
ントの設計論は今後ますます重要になっていくと考えられる（［新展開・技術トピックス］❺を参照）。

（4）注目動向
［新展開・技術トピックス］27

❶マルチエージェントシステムの合意形成のための交渉と協調
マルチエージェントの交渉と協調は、ゲーム理論を重要な数学的基礎として発展しており、基礎理論面の

発展として、深層学習を用いた自動メカニズムデザインと、仲介均衡（Mediated Equilibrium）が注目
される。応用面の発展では、自動交渉、不完全情報ゲーム、セキュリティーゲームが注目される。

メカニズムデザインでは、真実申告最良（正直に申告すると一番得をする/損をしない）となるように設
計するとメカニズムが安定する。これを制約としてメカニズムの設計を自動化する試みが自動メカニズムデ
ザインであり、2019年に発表されたRegretNetという手法 19）がオークションの収入最大化問題で大きな
成果を挙げた。この問題では単一財のケースが1981年に解かれたものの、複数財のケースは40年近く解
けずにいた。 RegretNetでは、この問題に対して、真実申告最良の制約充足をRegret値（ある行動を選
択したときに他の行動を選択していたらこれくらい効用が得られたはずだという後悔を数値化したもの）の
最小化問題として定式化し、深層学習を適用することで、データに基づいてメカニズムが自動設計されるよ
うにした。

仲介均衡は「囚人のジレンマ」問題に仲介者（Mediator）を導入する。この問題では従来、それぞれ
のプレーヤーが合理的で、かつ、コミュニケーションができない状態だと、両プレーヤーとも裏切るという
均衡に落ちてしまうことが知られていた。しかし、仲介者が入ると、両プレーヤーとも仲介者に合意するこ
とが均衡となり、協力するという可能性が示された。

自動交渉は、それぞれの効用関数（いわばそれぞれの価値観）を持った複数のエージェントが相対する
状況において、一定の交渉プロトコルに従ってうまく合意案を見つける技術である。ある問題について、複
数のステークホルダーの間で対立したり、協調しようとしたりするとき、交渉プロトコルや効用関数を定め
てエージェントに代行させて自動交渉を行うならば、人間同士が交渉するよりも、その条件で考えられる最
適な合意点に高速に到達できると期待される。交渉理論を踏まえたモデルベースの方式のほか、機械学習
ベースの方式も開発されている28。国内では、産業競争力懇談会（COCN）による提言、新エネルギー・
産業技術総合開発機構（NEDO）のプログラムや内閣府の戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）
によって取り組みが推進され29、衝突を回避して安全に飛行するドローンの運航管理や、サプライチェーンに
おける受発注会社間の商取引条件の調整（SCM）などで実証実験も行われた。特に後者は、ANACでの
SCMリーグの立ち上げ（2019年）、自律調整SCMコンソーシアムの発足（2021年）にも発展した。海
外でも2019年創業の米国Pactum社が、取引条件交渉から契約文書の取り交わしまで一気通貫のソリュー
ションを提供する自動交渉AIを開発し、2020年にウォルマートで試験運用を開始するなど、国際的に取り

27 2022年1月26日に開催した俯瞰ワークショップ「エージェント技術」での発表・議論をもとにしており、詳細は同ワークショッ
プの報告書 18）を参照。

28 前述の国際自動交渉エージェント競技会ANACを共通の場として技術発展が進んできた20）。

29 COCNからは2018年に「人工知能間の交渉・協調・連携」の提言 21）が出された。NEDOプログラムでは「ロボット・ドロー
ンが活躍する省エネルギー社会の実現プロジェクト」（2017年度～2021年度）、SIPプログラムでは「AI間連携によるバリュー
チェーンの効率化・柔軟化」（2018年度～2022年度）が実施された。
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組みが活発化している。
不完全情報ゲームは、プレーヤーがゲームの進行に必要な情報を全ては知ることができないタイプのゲー

ムである。チェス・囲碁のような完全情報ゲームでは、ゲーム木（ゲームにおける可能な打ち手と状況を
木構造で表現）における自分の位置が分かるが、不完全情報ゲームではその位置が一つに定まらないため、
状況の評価がはるかに複雑で難しくなる。完全情報ゲームでは、囲碁においてGoogle DeepMindの
AlphaGo22）が2016年から2017年に世界トップランクプロに圧勝して大きな話題になったが、不完全情
報ゲームについても、その代表であるポーカーにおいて、米国カーネギーメロン大学のLibratus23）という
ソフトウェアが2017年に2人制ゲームで人間に勝利し、さらに、それを発展させたPluribus24）というソフ
トウェアが2019年に6人制ゲームでもプロに圧勝した。ここでは、Regret値の最小化戦略が用いられ、反
実仮想（観測され得たけれど実際には観測されなかった）Regret値を用いてモンテカルロ木探索を行うモン
テカルロCFR（Montecarlo Counterfactual Regret Minimization）が開発・適用されている25）, 26）。

セキュリティーゲームについては［注目すべき国内外のプロジェクト］❶で取り上げる。

❷マルチエージェント深層強化学習・逆強化学習
マルチエージェントにおいて、各エージェントがどのように振る舞うかを決める意思決定規範の設計は、

重要な課題である。この課題に有効な技術として、深層強化学習・逆強化学習が注目されている。強化学
習（Reinforcement Learning）では、エージェントが、ある状態で、ある行動をしたとき、その結果に
応じた報酬が与えられる。そして、行動と報酬の受け取りを試行錯誤的に重ねることを通して、より多くの
報酬が得られるように行動を決定する意思決定方策を学習する。強化学習の中に深層学習を組み込んだも
のが深層強化学習（Deep Reinforcement Learning）であり、上述のAlphaGoに用いられた。囲碁の
ようなボードゲームでは、状態や行動に関する不確実性がないことや、過去の膨大な棋譜データに基づい
た時系列行動と勝敗の蓄積があることから、報酬関数を定義することが比較的容易であるため、報酬関数
に基づいた逐次的意思決定戦略（方策）を持つエージェントを設計できる。

しかし、報酬値はスカラー量として与える必要があるため、定性的な感覚の定量化や、複数の目的を両
立させるような場合には、それぞれの目的に対する報酬値の重みを定義することは容易ではない。特に、
複数の目的下での問題解決は、そのままマルチエージェント系の学習に大きく関わっており、実用に向けた
課題として、報酬関数設計が重要となる。

報酬設計に有効な手法として逆強化学習（Inverse Reinforcement Learning）が注目されている。逆
強化学習では、エキスパートの振る舞いの履歴など、良い見本となる意思決定系列から報酬関数を推定する。
例えば、ロボットアームの制御、自動運転、人間や動物の行動解析などで報酬関数の推定が試みられている。
また、エージェント単体だけでなく、2体系やN体系などマルチエージェントシステムへの拡張も行われて
いる27）。マルチエージェント強化学習においては、上述した複数の目的間にトレードオフがある場合（エー
ジェント間の競合）の問題は顕著であり、加えて以前から議論されてきた同時学習の問題、スケーラビリ
ティーなど、単一エージェントの場合では生じない課題は、シミュレーション、合意形成などに応用する上
でも重要であり、これに対する新たな理論、アルゴリズムの提案が見られる28）。

❸マルチエージェント社会シミュレーション
マルチエージェント社会シミュレーション（Multi-Agent Social Simulation： MASS）は、人の行動

や判断を模倣できるエージェントを多数用意し、コンピューター上に作った仮想的な都市や社会でそのエー
ジェントたちを行動させ、集団としてどのような振る舞いが生じるかを分析・研究する取り組みである29）。
さまざまな社会現象・社会活動の分析や理解に役立つとともに、起こり得るさまざまな可能性を事前に知
ることで、適切な対策立案・社会制度設計や、多数のステークホルダー間の調整に活用できる。公共交通
サービス、感染症対策、都市・地域設計、防災・減災、電力・金融・物流市場設計など、さまざまな分
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野への適用が進んでいる。
注目される最近の適用事例として、オンデマンド交通サービスSAVS（Smart Access Vehicle System）

とCOVID-19感染シミュレーションを挙げる。 SAVSでは、刻々と変化する車両と人・物の移動状況にお
いて、全ての空間移動と希望時間を同時に満たす車両の走行ルートを瞬時に計算する。タクシー運転手の
収入の平等性を考慮した配車によって、パフォーマンスをあまり落とさずに収入格差を改善し得ることも、
シミュレーションから分かった。また、COVID-19感染シミュレーションは、内閣官房のプロジェクト

「COVID-19 AI・シミュレーションプロジェクト」30で実行されている。感染症流行を記述する数理モデル
としてSIRモデル31などが知られているが、感染は社会に一様に広がるわけではなく、地域や集団の特性・
行動パターンなどさまざまな要因によって、感染の広がり方が不均一になる。エージェントシミュレーショ
ンでは、そのようなさまざまな要因を取り込んだり、経済活動への影響や医療リソース問題などを考慮した
りといった、より現実の現象に近い分析・予測が可能になる。

❹マルチモーダル対話システム
マルチモーダル対話システムでは、テキストに加えて、声の様子（韻律情報など）、見えている画像・映

像情報、筋電・触覚・生理指標などのセンサー情報などが用いられる。研究課題は、（a）入力に関する
状況認識と、（b）出力に関する表出に分けられ、さらに（a）は、（a-1）対話相手をマルチモーダルで観
測して対話する場合と、（a-2）対話相手と自分が同じ対象を観測しながら対話する場合に分けられる。
（a-1）では、対話相手の表情・声色や話すタイミングなどから、感情、態度、リーダーシップ、エンゲー

ジメント（参加度）などを推定して、対話の仕方に反映する。カウンセリング対話や面接の練習などの応用
が開発されている（例えばUniversity of Southern CaliforniaのSimSensei31））。
（a-2）は、応用シーンとして、ショッピング時に商品画像を見ながらの対話、メタバース内での対話、サー

ビスロボットへの指示、自動運転車への指示などが考えられている。ここでは、対話文中の指示語に対す
る画像・映像との照応解析や状況認識が必要になる。この照応解析や状況認識は、画像より映像の方が難
しく、屋内の限定空間よりも屋外のオープン空間の方が格段に難しい。

（b）では、特に対話相手となるロボットや仮想エージェントの表情のコントロールが重要である。ムーン
ショット目標1の「アバター共生社会」プロジェクトの中で、エージェントの表出を含むアバターコミュニケー
ション研究が進められている。

❺HAI設計論
HAI研究の主要な目標の一つは、人間とインタラクションするエージェントの設計論である。 HAIは比

較的新しい研究分野であり、この設計論が確立されたとはまだ言えないが、エージェント自身の外観や機能、
エージェントと人間の間でやり取りされる情報、エージェントと人間の関係などの観点から、設計において
考慮すべき事項や指針が徐々に見いだされつつある15）, 16）, 17）, 32）。そのいくつかを以下に示す。
a. エージェントのデザイン：外見の選択（人型・動物型など、人型の場合も性別・性格など、実写風・

アニメ風などのどれを用いるか、親しみやすさと知性の印象が重要）、表出される情報の表現の選択（自
然言語による発話、非言語な表情、ジェスチャーなどのどれを用いるか、タスクの種類や環境にも依存）、
機能レベル（学習機能やユーザーの状態・意図の理解機能など）を適切に選択する必要がある。

30 プロジェクトによるシミュレーション結果や研究成果はhttps://www.covid19-ai.jp/ja-jp/ で公開されている（accessed 
2023-02-01）。

31 人口集団を感染のステージにより、感受性保持者（Susceptible）、感染者（Infected）、隔離者・回復者（Removed/ 
Recovered）という3種類に分け、感染に係る状態の時間的な変化をボトムアップにモデル化したもので、それら3種類の頭
文字を取って「SIRモデル」と呼ばれている30）。
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b. 擬人化と適応ギャップ：擬人化エージェントはユーザーがその機能や能力を推測しやすい反面、ユー
ザーが期待した機能・能力と実際との間に生じるギャップがリスクとなる。

c. メディアの等式（Media Equation）：メディアの世界と現実を無意識のうちに同一視してしまうという
人間の心理が、エージェントに対しても起こり得る。

d. ナッジ（Nudge）とブースト（Boost）：行動経済学で提唱された概念で、ナッジはそっと行動を促す
というもので32、ブーストはよく考えるように促すというものである。エージェントが人間に寄り添いなが
ら、人間の意思決定・行動変容を支援しつつも、最終的には人間自身が判断してほしいという立場だが、
悪用されるリスクもあり、倫理面の配慮や適正な選択構造の設計が求められる。

e.  意図スタンス：哲学者Daniel Dennettは、人間が対象の振る舞いを理解し予測する際に、物理スタン
ス（物理現象として振る舞いを理解）、設計スタンス（設計仕様から振る舞いを理解）、意図スタンス（振
る舞いの目的・意図から理解）という三つの心的姿勢を使い分けるとしている。 HAIは上記a～dのよ
うな点をコントロールしながら、意図スタンスにも踏み込んだ設計を行う。

［注目すべき国内外のプロジェクト］
❶セキュリティーゲームの社会適用

Milind Tambeらのチーム（Teamcore）33は、マルチエージェント技術・ゲーム理論に基づく「AI for 
social good」のための研究開発に取り組んでいる。特に有名なのは、セキュリティーゲームとしての定式
化に基づくロサンゼルス空港の警備計画アプリケーションARMORの成功である。セキュリティーゲームは、
テロリストなどの攻撃者から空港などの重要施設を守るために、適切な警備員配置を決定する警備計画問
題である1）, 6）, 7）, 8）, 33）。警備側・攻撃側ともに人員リソースは有限であり、かつ、互いに相手の動きを読
み合い、最も効果的な人員配置を行おうとする。これはゲーム理論におけるシュタッケルベルグ

（Stackelberg）ゲームとして定式化でき、均衡を計算することで、効果的な警備員配置の計画が可能にな
るというものである。この研究成果をきっかけとして、セキュリティーゲームはマルチエージェントシステム
研究におけるホットトピックとなり、理論展開と具体的応用が広く発展した。

Teamcoreでは、上述のような治安問題の他にも、次のような問題に取り組んでいる。公衆衛生問題で
は、HIVリスク行動削減、結核予防、母子保健などに対して、ソーシャルワーカーや公衆衛生のリソース
に限りがある条件下で、社会的ネットワークの効果を最大化する取り組みが進められている。保全問題で
は、絶滅の危機にひんした野生動物を保護するためのレンジャー配置計画をセキュリティーゲーム（グリー
ンセキュリティーゲーム）として扱うシステムPAWS（Protection Assistant for Wildlife Security）が
開発され、世界100カ所以上の国立公園で使われている。他にも、サイバーセキュリティー、森林保護、
ウイルスに対する薬設計、ソフトウェアコードテスト、交通システムなどへの適用も考えられている。このよ
うなさまざまな社会的課題に対して実用的な成果を展開していることは注目される。

❷ChatGPT
2022年11月末にOpenAIからChatGPTがWeb公開された。 OpenAIが2020年6月に発表した大規

模言語モデル34（基盤モデル）GPT-3の改良版であるGPT-3.5に、人間のフィードバックを用いた強化学習
RLHF（Reinforcement Learning from Human Feedback）を加え（InstructGPT）、対話システム

32 ナッジのもともとの意味は「ひじで人を軽く突く」というものである。そこから、人々の行動を強制的に変えるのではなく、少し
の刺激を与えることで自発的に望ましい行動を選択するように促すことを指すために使われるようになった。

33 以前は南カリフォルニア大学情報科学研究所（USC/ISI：University of Southern California/Information Sciences 
Institute) 、現在はハーバード大学に属している。

34 その詳しい動向については「2.1.2 言語・知識系のAI技術」の［新展開・技術トピックス］❶を参照。
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としてファインチューニングされたものだということである。入力された質問に対して、まるで人間が書いた
かのような自然な文章で、詳しくもっともらしい説明を返してくれて、用途に応じたテキスト（論文・電子メー
ル・プログラムコードなど）の作成にも活用できる。GPT-3もユーザーからの例示をもとに（Few-Shot学
習/In-Context学習）、同じような内容を返すことができたが、ChatGPTはそれらがチャットという分かり
やすいインターフェースで統一されている。また、差別的発言・性的発言・暴力的発言などの不適切な発
言を避けるための仕組みも組み込まれている35。公開後の反響が大きく、2カ月でアクティブユーザー数が1
億人を記録したということである（1億人に到達するのにFacebookは4年半、TikTokは9カ月かかった）。
ただし、その性能に驚く一方、誤った内容をもっともらしく回答するケースも見られ（特に計算や演繹推論
で間違うケースが見られる）、誤って信じてしまうリスクやそれが悪用されるリスクが懸念される。

（5）科学技術的課題
❶マルチエージェントシステムおよびシミュレーションの技術課題

近年、マルチエージェントシステムによるモデル化やそれを用いたシミュレーションは社会活動・現象へ
の適用が進み、前述のようなさまざまな社会的問題解決に効果を示しつつあるが、その一方、いくつかの
技術的な課題が残されている。まず、シミュレーションに用いるエージェントのモデルの限界である。社会
活動・現象に人間の行動が含まれる場合、その個々の人間の判断・行動を完全にモデル化することは難しい。
そのため、現状における一つの方向性として、将来予測の精度よりも、むしろ、さまざまな条件でシミュレー
ションを繰り返すことで、どんな条件・要因で何が起こり得るのかを知る「What-If分析」の手法を技術
的に確立し、発生し得る問題を予見して事前に対策を打てることの意義を重視する研究開発の方向が重要
である。

エージェントのモデル設計（意思決定規範の設計）の難しさに対しては、深層強化学習や逆強化学習が
注目されている。その発展方向として、前述したエージェント単体からマルチエージェント（N体系）への
適用拡大に加えて、複数の競合する目的を持つ多目的最適化問題へ適用を拡大する多目的強化学習・多目
的逆強化学習が研究されている。また、エージェントが物理世界で動作する場合（ロボットや自動運転車
など）、物理的な制約やノイズを考慮したモデル設計が必要になる。このような取り組みによって、より多
様で複雑な現実世界の問題を扱うための枠組みへの発展が期待される。

また、マルチエージェントシステムの枠組みを用いて、どのような社会課題解決や新たな価値創造に取り
組むか、ということも重要な点である。人々の集合知を高める「ハイパーデモクラシー」34）が提案されてい
るほか、地球環境問題なども視野に入れた取り組みも期待される。

❷対話エージェントの技術課題
タスク指向型対話・非タスク指向型対話ともに深層学習の適用が進み、対話における話題の広がりや対

話の自然さが改善されてきた。しかし、タスク指向型対話では、まだ特定の話題で話すということしかでき
ておらず、多様な話題や不定形タスクに対応できるような発展が求められる。非タスク指向型対話では、一
問一答から話題の共有というレベルへ発展してきたが、さらに情報の共有、そして価値観の共有への発展
が求められる10）, 35）。窓口対応のようなうまく情報状態が定義できないようなタスクや、エピソードなどを
共有するといったタスクはまだできていない。そのためには、互いの理解を積み重ねていくための共通基盤

（コモングラウンド36））の研究が重要になる。

35 2016年にMicrosoftのチャットボットTayが、悪意のあるユーザーとの対話によって不適切に訓練されて、問題発言を連発す
るようになってしまい、一日で公開停止となった。このような問題を回避するため、差別的・性的・暴力的などの要素を検出・
フィルタリングする仕組み（Content Moderation API）が用意された。
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マルチモーダル対話の研究では、音声・テキスト対話に比べて、対話研究用データセットの構築・公開
が進んでいないことが課題である。シングルモーダルよりもコストがかかり、話者のプライバシーへの配慮
も必要である。先駆的な取り組みとして、2020年に、（a-1）対話相手をマルチモーダルで観測して対話す
る場合については、大阪大学産業科学研究所が構築したデータセットHazumiが公開された。（a-2）対
話相手と自分が同じ対象を観測しながら対話する場合については、ショッピングタスクのデータセット
SIMMC（Situated and Interactive Multimodal Conversations）がFacebook Research（現Meta 
Research）から公開された。今後さらに対話研究用データセットの拡充が求められるとともに、どのよう
な評価尺度を用いるべきかについての研究も重要である。

また、前述したように日本発の世界的にも新しい取り組みとして、マルチモーダル対話システムのライブ
コンペティションや対話ロボットコンペティションが行われている。2022年はどちらも大規模言語モデルを
ベースとしたシステム（LINE社が開発）が優勝したが、このような対話システムにおいて大規模言語モデ
ルをどのように使っていくかは大きな課題である。

❸HAIの技術課題
HAIはユーザーの心理・認知特性と関わりが深く、受け止め方の個人差が大きいことが、設計論の確立

という面では難しさがあると考えられる。この課題に対して、従来のHCI（Human-Computer 
Interaction）の方法論への批判的観点から、多くのHAI研究では大規模な参加者実験による一般性の評
価を行うことで対応している。一方、HAIの重要課題として、基礎的な観点から、ケーススタディー研究が
多く、統一的な設計論が確立されていないこと、工学的な観点からは、インパクトのあるキラーアプリケー
ションが見えていないことなどが挙げられる。 AI技術がさまざまなアプリケーション・サービスで幅広く利
用されていくことを考えると、インターフェースエージェントの設計におけるHAIの側面は今後ますます重
要なものになっていく。［新展開・技術トピックス］❺で述べたような設計上の留意点や指針に関する基礎
的な知見を、今後も積み上げていくことが必要である。併せて、心理学・哲学的な面からの理論構築も含
めて、人間とエージェントの間の信頼関係確立のための設計技法も重要になるであろう。

また、HAIの考え方が効果的に働く応用分野として、医療、介護、福祉、教育、ビデオゲームなどが考
えられる15）。このような応用を通して、設計論や要素技術を検証していくとともに、新たな技術課題や知
見が生まれてくるものと思われる。さらに、既に実用化が進んでいるマルチエージェントシミュレーションや
対話エージェントに対して、HAI研究から得られた知見を加えることで、新たな価値を生み出すという方向
の展開が期待できる。

（6）その他の課題
❶大規模コンピューティング基盤・データ基盤の整備・強化
［注目すべき国内外のプロジェクト］❷に記載したように、最先端の対話エージェントの言語モデルは、

膨大な量のテキストデータから学習したものである。この規模の学習処理を実行できるのは、OpenAI、
Meta、Googleのような極めて大規模な計算資源を保有する組織だからこそである。また、マルチエージェ
ント社会シミュレーションも、今後、エージェント数やシミュレーション条件のバリエーションが増えると、
計算量が組み合わせ的に増大する。このようにエージェント研究には大規模なコンピューティング基盤や
データ基盤が必要になっており、これはもはや大学の一研究室で確保できる規模のものではなくなってきて
いる。産業技術総合研究所のABCIや理化学研究所の富岳のように、国内の研究機関が共同利用できる大
規模コンピューティング基盤・データ基盤の継続的な整備・強化が必要である。

❷産学連携および分野横断の研究開発推進
マルチエージェント社会シミュレーションや対話エージェントの研究開発では、実社会・実用現場での
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データ獲得や検証が不可欠であり、産学連携はそのための手段として、今後もいっそう推進されるであろう。
また、HAIや対話に関する研究は、AI、ヒューマンインターフェース、ロボティクス、認知科学、心理学、
哲学など、さまざまな分野の学際的な研究分野であり、分野横断の研究コミュニティーとして発展してきて
いる。さらに、現状では、マルチエージェントシステム/シミュレーションと対話エージェントとHAIとの間
の連携はまだあまり強くないが、今後、これらの間の知見共有・技術統合のための連携も有効なはずである。
ここで述べた種類の分野横断の研究開発の推進体制の重要性が高まっていくと考える。

（7）国際比較

国・地域 フェーズ 現状 トレンド 各国の状況、評価の際に参考にした根拠など

日本

基礎研究 〇 →

HAIは日本発の研究分野である。自動交渉エージェントに関するANAC
でも日本の貢献が見られる。対話分野の国際会議では一定数の論文が採
択されているが、エージェント基礎研究全般として研究者層や国際学会で
の存在感はまだ弱い。

応用研究・開発 〇 ↗

オンデマンド交通・避難計画などの交通・人流シミュレーションでの実用
化が見られる。エージェント研究者も関わっている人狼ゲームやロボカッ
プ、対話ロボットやマルチモーダル対話システムなどのコンペティションも
日本が先導している。

米国

基礎研究 ◎ → 他のAI分野と同様に研究者層が厚く、エージェント分野のAAMAS や対
話分野のSIGDIALやICMIの採択論文数も圧倒的1位である。

応用研究・開発 ◎ →
セキュリティーゲームでの実用化をはじめ、エージェント技術の先端的な
応用が進んでいる。大規模学習による対話エージェントでは圧倒的優位性
を示しており、Meta、Amazon、Microsoftなどからの論文発表も多い。

欧州
基礎研究 ◎ →

米国に次いで研究者層が厚い。特に英国の存在感がある（AAMASの採
択論文数では米国に次いで英国が2位をキープしている）。欧州はマルチ
モーダル対話も比較的強い。

応用研究・開発 〇 → DeepMindがマルチエージェントシステムのトップカンファレンスで発表し
ているほかは、企業から目立った研究成果の発表は見られない。

中国

基礎研究 〇 ↗ AAMASの採択論文数は徐々に増加している。自然言語処理・対話関連
はACL・EMNLPで米国と並んで2強。

応用研究・開発 〇 ↗

AI分野全体では米中2強の状況であるが、対話分野（タスク指向・非タ
スク指向）で企業（Tencent、Alibabaなど）の取り組み・発表が活発
であることを除いて、エージェント分野全般での中国の存在感はまだそれ
ほどではない。しかし、中国のAI応用は急速に拡大しており、エージェン
ト応用研究面も伸びつつある。

韓国
基礎研究 △ → AAMASの採択件数もごくわずかである。SIGDIAL・ICMIでも目立った

活動は見られない。

応用研究・開発 △ → 目立った活動は見られない。

イスラエル
基礎研究 ◎ → バルイラン大学などはメカニズムデザインやゲーム理論などの基礎研究で

トップレベルである。

応用研究・開発 △ → 企業から目立った研究成果の発表は見られない。

（註1）フェーズ
 基礎研究：大学 ・ 国研などでの基礎研究の範囲
 応用研究 ・ 開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲

（註2）現状　※日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価
 ◎：特に顕著な活動 ・ 成果が見えている 〇：顕著な活動 ・ 成果が見えている
 △：顕著な活動 ・ 成果が見えていない ×：特筆すべき活動 ・ 成果が見えていない

（註3）トレンド　※ここ1～2年の研究開発水準の変化　↗：上昇傾向、→：現状維持、↘：下降傾向
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2.1.4	 AIソフトウェア工学

（1）研究開発領域の定義
AIソフトウェア工学は、AI（Artificial Intelligence：人工知能）応用システムを、その安全性・信頼性

を確保しながら効率よく開発するための新世代のソフトウェア工学を指す1）。
従来型のシステム開発においては、安全性・信頼性を確保し、効率よくシステム開発を行うための技術体

系・方法論がソフトウェア工学の中で整備されてきた。ここでいう従来型とは、プログラム（手続き）を書く
という演繹型のシステム開発方法を意味する。これに対して、AI応用システムの開発では、データを例示する
ことによる、機械学習を用いた帰納型の開発方法が用いられる。 AIソフトウェア工学は、従来の演繹型シス
テム開発のためのソフトウェア工学から、AI応用システム向けの帰納型システム開発にも対応したソフトウェ
ア工学へ拡張した技術体系・方法論である。

なお、AIソフトウェア工学とほぼ等しい用語として、国内では「機械学習工学」2）, 3）, 4）、海外では「Software 
2.0」5）, 6）がよく用いられている。

図2-1-6 　 領域俯瞰：AIソフトウェア工学

（2）キーワード
機械学習工学、Software 2.0、AI応用システム、機械学習応用、AI品質、AI信頼性、AI公平性、説明

可能AI、XAI、ブラックボックス問題、バイアス問題、ソフトウェアテスティング、訓練済みモデル、自動機
械学習、AutoML、MLOps、SOTIF、SaFAD
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（3）研究開発領域の概要
［本領域の意義］

現在のAIブームを牽引しているのは、深層学習（Deep Learning）をはじめとする機械学習技術の進化
である。機械学習技術はさまざまな製品・システムに組み込まれ、実社会での応用・実用化が急速に広がっ
ている。

しかし、機械学習による帰納型のシステム開発方法は、従来の開発スタイルとは大きく異なる。そのため、
従来ソフトウェア工学として構築・整備されてきた技術・方法論（V字モデルなど）は必ずしも適さず、シス
テムの要件定義や動作保証・品質保証にも新しい考え方が必要になる。システム開発のパラダイム転換が起
きているのである1）, 2）, 3）, 4）, 5）, 6）。

このパラダイム転換によって、システム開発に必要な人材スキルや方法論が刷新され、この変化に追従でき
ないと、ソフトウェア産業やシステムインタグレーターは競争力を失いかねない。また、動作保証・品質保証
などの考え方が整備されないまま、機械学習技術を組み込んだシステムが急激に社会に入っていくと、そこで
発生した問題や事故が社会問題化する懸念もある。顕在化してきた問題として次のようなものが指摘されてい
る36。

● ブラックボックス問題 7）, 8）, 9）：判定理由について人間に理解可能な形で説明してくれない。事故発生時
に原因解明や責任判断ができない。AIの解釈性・説明性が求められる。

● バイアス問題 10）, 11）, 12）：訓練データ（学習データ）に偏見が含まれていると、判定結果に偏見が反映さ
れてしまう。訓練データの分布の偏りが差別を生むこともある。AIの公平性が求められる。

● 脆弱性問題 28）, 29）：訓練（学習）範囲外のデータに対して、どう振る舞うかは不明である。敵対的サン
プル（Adversarial Examples）13）と呼ばれる画像認識などの誤認識を誘発する攻撃 37や、悪意を持っ
た追加学習によって、不適切な振る舞いが引き起こされ得る。AIの安全性・頑健性が求められる。

● 品質保証問題：仕様（正動作）が定義されないため、テストの成否が定まらない。精度100%は無理で
間違いは不可避で、動作保証が難しい。AIの信頼性が求められる。

「2.1.1 知覚・運動系のAI技術」「2.1.2 言語・知識系のAI技術」「2.1.3 エージェント技術」で述べてきた
ように、機械学習技術を用いることで、さまざまな応用において人間の判断を上回る精度の分類・予測・異
常検知などが可能になった。これは、人間が形式知化できていないような規則性が機械学習技術によって獲
得可能になり、コンピューターによってシステム化・自動化できる機能が広がってきたということである。 AI
ソフトウェア工学は、このような新たな価値を生み出すAI応用システムについて安全性・信頼性を確保すると
ともに、その効率の良い開発を可能にする。

［研究開発の動向］
❶学術界・産業界の動向

AIソフトウェア工学は、AIと、ソフトウェア工学（Software Engineering）や安全工学（Safety 
Engineering）がクロスする新しい技術領域である。国内では、2015年頃からシステム開発のパラダイム
転換への対応が必要だという問題提起がされ始め、2017年初頭から学会・業界イベント（2017年2月の

36 これはAI応用システムの安全性・信頼性などが本質的に低いということを意味するわけではない。パラダイム転換に対して、シ
ステム開発のための技術体系・方法論がまだ整備されていないためである。 AIソフトウェア工学を確立していくことが、この
ような問題・懸念への対策になる。また、システムの安全性・信頼性の確保に向けては、開発者の視点だけでなく、システム
の利用者や開発依頼者がAI応用システムの安全性・信頼性などに関する考え方や特性を理解し、どのように受け入れていくか、
という側面も考えていく必要がある。

37 コンピューターセキュリティーインシデントに関する情報提供・技術支援を行っているJPCERTコーディネーションセンターから、
脆弱性関連情報としてAdversarial Examplesに対する注意が発信された（2020年3月25日JVNVU#99619336）。通常は
特定製品に関する脆弱性が報告されるのに対して、アルゴリズムそのものに関する注意喚起が行われたのは異例のことである。
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情報処理学会ソフトウェアジャパン2017、同年8月の情報処理学会ソフトウェア工学シンポジウム
SES2017、他多数）で基調講演や企画セッションなどが立て続けに開催され、一気にホットトピック化し
た1）。

さらに2018年4月に、日本ソフトウェア科学会に機械学習工学研究会MLSE（Machine Learning 
Systems Engineering）が発足した4）, 14）。 MLSEは、機械学習応用システムの開発・運用にまつわる生
産性や品質の向上を追求する研究者とエンジニアが、互いの研究やプラクティスを共有し合う場として、研
究発表会、ワークショップ、勉強会など、さまざまな活動を展開しており、この分野における日本の中核的
コミュニティーになっている。機械学習を用いたシステムの要件定義から設計・開発・運用まで、プロセス
管理や開発環境・ツール、テスト・品質保証の手法、プロジェクトマネジメントや組織論も含めて、機械学
習を用いたシステム開発全般について幅広いスコープで活動している4）。

同じ2018年4月には、AIプロダクト品質保証コンソーシアムQA4AI（Consortium of Quality 
Assurance for Artificial-Intelligence-based products and services）も発足した 14）。 AIプロダクト
の品質保証に関する調査・体系化、適用支援・応用、研究開発を推進するとともに、AIプロダクトの品質
に対する適切な理解を啓発する活動を行っている。2019年5月にはQA4AIの「AIプロダクト品質保証ガ
イドライン」（QA4AIガイドライン）15）が公開された。また、2020年6月には産業技術総合研究所から「機
械学習品質マネジメントガイドライン」（AIQMガイドライン）16）が公開された。両ガイドラインとも継続的
にアップデートされている。 QA4AIガイドラインは、品質保証で考慮すべき五つの軸が定義され、それぞ
れに関してチェックリストが示されている。また、生成系システム、Voice User Interface（スマートスピー
カーなど）、産業用プロセス、自動運転、AI-OCR（機械学習を用いた光学文字認識）の5ドメインについて、
個別のガイドラインも例示されている。一方、AIQMガイドラインは、利用時品質、外部品質、内部品質
という三つを関係付けて、その向上のための要件を整理し、開発ライフサイクル全体としての品質管理の考
え方を示している。相互に対応する部分は多く、二つのガイドラインは相補的な関係にある。いずれも産業
界のメンバーを含めて検討・評価を行っており、産業界におけるAI品質管理の実践につながっている。こ
れらのガイドラインは分野共通の基本的な考え方に重点が置かれており、産業界での実運用に際しては、
分野ごとに具体化したガイドラインや事例集を用意するのが有効であり、そのような取り組みも行われてい
る38。また、2022年には、AI品質管理に関わる法規・標準・ガイドラインの抽象的な要求事項を、AI品
質管理の現場に迅速に適用し、AI品質を向上させる手法の開発を目的として、日本品質管理学会に「AI
品質アジャイルガバナンス研究会」が発足した。

一方、海外でも2017年後半から、機械学習を従来型プログラミングに対する新しいパラダイムと捉える
動きが見られた。新しいパラダイムは「Software 2.0」5）とも呼ばれ、国際学会（2018年6月のISCA 
2018、2018年12月のNeurIPS 2018など）で基調講演 6）も行われるようになった。カナダのモントリオー
ル理工科大学にSEMLAイニシアチブ（The Software Engineering for Machine Learning 
Applications initiative）が発足し、2018年6月にキックオフシンポジウムが開催された。2018年9月
にGoogle DeepMindが自社のAI開発ガイドラインを、仕様、頑健性、保証という3面からまとめたこと
を発表したのをはじめ、産業界でも自社のガイドラインを定める動きが国内外で広がっている。2021年7
月にドイツのFraunhofer IAIS（Fraunhofer Institute for Intelligent Analysis and Information 
Systems）が公開したAI Assessment Catalog（Guideline for Designing Trustworthy Artificial 
Intelligence）は、日本のガイドライン（AIQM、QA4AI）と同様に詳細なガイドラインとして注目される。

38 例えば、石油・化学プラント向けガイドライン・事例集が策定されている。  
https://www.meti.go.jp/press/2020/11/20201117001/20201117001.html（accessed 2023-02-01）
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図2-1-7 　 産業分野と品質保証クリティカル性 39

以上に示したような取り組みが活性化してきた背景には、AI・機械学習技術の応用がさまざまな分野に
急速に広がり、品質保証クリティカルな応用分野にも適用されるようになってきたことがある（図2-1-7）。
安全性・信頼性に関する要求レベルは応用ごとに異なる。応用システムが持つ三つの性質「ミスの深刻性」

「AI寄与度」「環境統制困難性」40に着目すると、一般に、ミスの深刻性が高く、AI寄与度が高く、環境統
制困難性の高い応用ほど、品質保証がクリティカルになる1）。機械学習の応用として、商品のレコメンド機
能や、文字認識による郵便物の自動読み取り区分システムなどは2000年以前に実用化されているが、これ
らはミスの深刻性や環境統制困難性が比較的低い応用である。これに対して、昨今注目される自動運転や
医療診断といった応用分野は、ミスの深刻性や環境統制困難性が高い（ミスが人命に関わり、多様な環境
条件で使われる）。そのため、事前（および運用時）の品質保証が極めて重要なものになっている。

産業界の中でも特に問題意識が高く、検討が先行しているのが自動車業界である。自動運転の実現に向
けてAI・機械学習技術の役割が増しており、上でも述べたように品質保証クリティカルな応用分野として具
体的な検討が進められている17）, 35）。国際的には、ISO TC22などで自動運転の安全性規格の策定が進め
られている（詳細は［注目すべき国内外のプロジェクト］❶を参照）。国内でもデンソーが自動運転を含む
AI搭載システムの品質保証のための仕組み作りや技術開発 36）を進めているなど、取り組みが活発化して
いる。

また、産業界では、品質管理・安全性確保という面にとどまらず、機械学習応用システム開発・運用の
プロセス全体にわたって効率化・最適化していくため、新しい考え方・フレームワークが検討されている18）。
従来、開発側（Dev）と運用側（Ops）が協調した取り組み・フレームワークとしてDevOpsがあるが、
これを機械学習（ML）応用システムの開発・運用に発展させたものがMLOpsと呼ばれている。機械学習

39 文献 1）から再掲。図中の金額は2030年のAI適用産業の予想市場規模であり、EY総合研究所のレポート「人工知能が経営に
もたらす創造と破壊」（2015年9月）をもとにした。  
https://kyodonewsprwire.jp/prwfile/release/M103415/201509143541/_prw_OA1fl_O8ov31l1.pdf (accessed 
2023-02-01）

40 「ミスの深刻性」は、AI・機械学習が誤った判定結果を出したときに生じる問題がどれくらい深刻であるかを意味する。人命
に関わるような場合は深刻性が高い。「AI寄与度」は、問題解決のために実行されるアクションの決定にAI・機械学習がどれ
くらい大きく寄与するかを意味する。 AI・機械学習の出力（判定結果）がそのまま反映される場合は寄与度が高く、AI・機械
学習の出力（判定結果）を参考にして人間が最終的に判断する場合は寄与度が低い。「環境統制困難性」は、AI・機械学習を
実行する際の環境条件をコントロールすることの難しさを意味する。環境条件を列挙することが難しく想定外のことがいろいろ
起こり得る場合は困難性が高く、環境条件を統制することが容易であれば困難性が低い。
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型プロジェクトにおける要検討事項を整理した「機械学習プロジェクトキャンパス」41も活用されている。技
術的には、さまざまな機械学習のアルゴリズムやそのパラメーターから、より良いものを選び、機械学習を
用いた分析を自動化する自動機械学習（AutoML）も実用化されている。DataRobotや、NECからはカー
ブアウトしたdotDataをはじめ、Google Cloud AutoML、Microsoft Azure Machine Learning、
H2O Driverless AI他、各社からAutoMLサービスが提供されている。また、設計ノウハウをデザインパ
ターンとしてカタログ化して蓄積・活用する取り組みも進んでいる19）。データに基づいてソフトウェアの生
産性や信頼性の向上を図る実証的ソフトウェア工学のアプローチを、機械学習システムに適用する取り組み

（例えばバグの実態調査・分析など）も行われている。
その一方、AI・機械学習の研究者は、機械学習の精度・性能を高める競争が激しく、総じて開発法自

体への関心は低かったが、この4-5年で社会におけるAIについての議論が活発に行われるようになり、機
械学習の脆弱性問題・バイアス問題・ブラックボックス問題などへの対処を中心に取り組まれるようになっ
た。2014年からFAT/ML（Fairness, Accountability, and Transparency in Machine Learning）ワー
クショップ、2018年からはACM FAT*が開催されているほか、AIの主要国際会議（AAAI・NeurIPSなど）
でも研究発表が増えている。また、2019年12月には、国内の機械学習の研究者コミュニティー（人工知
能学会倫理委員会、日本ソフトウェア科学会機械学習工学研究会、電子情報通信学会情報論的学習理論
と機械学習研究会）が共同で「機械学習と公平性に関する声明」を発表し、翌月それを受けたシンポジウ
ムを開催した。

❷基準策定・標準化の動向
上述のような問題意識の急速な高まりと連動して、AI品質関連の標準化活動や安全基準策定活動が多

数進められている。AIに関する主な標準化委員会としては以下が挙げられる20）。
国際標準化機構ISO（International Organization for Standardization）と国際電気標準会議IEC

（International Electrotechnical Commission）の第1合同技術委員会JTC1において、SC7がソフトウェ
ア工学、SC42が人工知能を扱っており（JTC：Joint Technical Committee、SC：Subcommittee）、
AIの品質や安全性・信頼性に関わる議論が進められている。特に2017年に立ち上がったSC42では、基
盤的規格群に関するWG1、ビッグデータに関するWG2、Trustworthinessに関するWG3、ユースケース
に関するWG4、計算的アプローチと特性に関するWG5、AIのガバナンスに関するSC40との合同WG、
AIベースシステムのテスト法に関するSC7との合同WGが活動している（WG：Working Group）。これ
に対応するための国内のミラー委員会として、情報処理学会技術規格調査会に「SC42専門委員会」が設
置されて活動している。前述のAIQMガイドラインもSC42の活動に反映されている。

また、米国電気電子工学会（IEEE）では、2019年3月に「倫理的に配慮されたデザイン（Ethically 
Aligned Design）」というレポートの第1版（EAD1e）を公表したが（詳細は「2.1.9 社会におけるAI」
を参照）、これと連動する標準化プロジェクトとしてIEEE Standard Association（IEEE-SA）のP7000
～P7014が進められている。 IEEE-SAの提案により、AIシステム開発のための標準規格に関心を持つ機
関に議論や協調の場を与える国際フォーラムOCEANIS（The Open Community for Ethics in 
Autonomous and Intelligent Systems）も設立された。他にもIECで標準管理評議会（SMB）システ
ム評価グループ（SEG）10「Ethics in Autonomous and AI Applications」が、AIアプリケーション
の倫理的側面に関する（IEC委員会に広く適用される）ガイドラインの作成などを目的に設置された。

41 ビジネスモデル構築における要検討事項を整理したものとしてよく知られた「ビジネスモデルキャンバス」を参考にしつつ、機
械学習型プロジェクト向けに12の要検討事項が整理されている。三菱ケミカルホールディングスが自社の経験に基づいて体系
的に整理し、2019年7月に一般に公開した。
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さらに、欧州委員会は2021年4月に「AI規制法案（Proposal for a Regulation of the European 
Parliament and of the Council Laying Down Harmonised Rules on Artificial Intelligence 
(Artificial Intelligence Act) and Amending Certain Union Legislative Acts）」を公表した。この法
案では、AI応用システムをリスクの大きさに着目して四つのレベルに分け、そのレベルに応じて使用禁止や
適合性評価の義務化など、かなり踏み込んだ規制（ハードロー）をかけようとしている。意見公募を経た
修正や生成AIに対する規制の追加が加わり、完全施行は2～3年ほどかかると見られている。 また、米国
では、2023年1月に標準技術研究所（National Institute of Standards and Technology：NIST）か
ら「AIリスク管理フレームワーク（Artificial Intelligence Risk Management Framework：AI 
RMF）」が発表された。AIのリスクに対する考え方（技術属性、社会技術属性、信頼原則に分けて考える
など）やリスクに対処するための実務が示されている。これら欧州AI規制法案と米国NIST AI RMF（「2.1.9 
社会におけるAI」でも記載している）は、国際標準化への影響も見込まれる。

ドイツでは、ドイツ人工知能研究センター（The German Research Center for Arti f icial 
Intelligence：DFKI）とドイツの認証機関TÜV SÜDが共同で、TÜV for Artificial Intelligence策定
の活動を進めている。日本国内では、ソフトウェア品質知識体系SQuBOK（Software Quality Body of 
Knowledge）が、2020年11月にV3に改訂され、新たにAI応用システムの品質に関わる内容が追加さ
れた21）。

なお、特定業界の安全規格の策定は、自動運転分野が特に進んでいるが、その状況については［注目す
べき国内外のプロジェクト］❶に記載する。

❸科学技術政策の動向
AIに関する科学技術政策は、いま各国が国としての戦略を掲げ、重点投資を進めている。その中で、

AI・機械学習技術の性能・精度を高める技術開発競争が強く意識されてきたが、徐々に安全性・信頼性の
面にも目が向けられるようになってきた。

わが国では、総理指示を受けたAI研究の体制として、2016年に「人工知能技術戦略会議」とその下で
の総務省・文部科学省・経済産業省の3省連携による推進体制が構築された。さらに、2018年6月の閣
議決定を受けて「統合イノベーション戦略推進会議」が設置され、2019年3月に「人間中心のAI社会原則」、
2019年6月に「AI戦略2019」が決定された。「人間中心のAI社会原則」では、AIの社会的・倫理的・
法的な課題（Ethical, Legal and Social Issues：ELSI）を含む社会から見たAIへの要請 42として、（1）
人間中心の原則、（2）教育・リテラシーの原則、（3）プライバシー確保の原則、（4）セキュリティー確
保の原則、（5）公正競争確保の原則、（6）公平性、説明責任および透明性の原則、（7）イノベーション
の原則という七つを掲げた。「AI戦略2019」ではAI社会原則を受けて、「Trusted Quality AI」43がAI
研究開発の中核的課題として位置付けられた。 AI原則を満たす「信頼される高品質なAI」を実現するた
めの技術開発、すなわちAIソフトウェア工学の必要性が認識され、国立研究開発法人科学技術振興機構

（JST）や国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の研究開発プログラムが

42 社会から見たAIへの要請については、「人間中心のAI社会原則検討会議」（2018年4月発足）に先立ち、内閣府の「人工知
能と人間社会に関する懇談会」、総務省の「AIネットワーク社会推進会議」、経済産業省の「AI・データ契約ガイドライン検
討会」などで検討されてきており、それらを踏まえて「人間中心のAI社会原則」が検討された。特にAIネットワーク社会推進
会議は、2017年7月に、連携、透明性、制御可能性、安全、セキュリティー、プライバシー、倫理、利用者支援、アカウンタ
ビリティーという九つのAI開発原則を掲げた「国際的な議論のためのAI開発ガイドライン案」を公表し、2019年8月には「AI
利活用ガイドライン」も公表した。

43 「AI戦略2019」に先立ち2019 年2 月に一般社団法人日本経済団体連合会（経団連）から発表された「AI活用戦略」にも
「Trusted Quality AI」のコンセプトが示されている。 AI戦略はその後「AI戦略2021」「AI戦略2022」とアップデートされ
たが、Trusted Quality AIは重要な研究開発課題として位置付けられている。
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推進されている（［注目すべき国内外のプロジェクト］❷を参照）。
AI社会原則・AI倫理指針は、2019年にG20（主要20カ国・地域首脳会議）で取り上げられ、各国か

ら同様のものが次々に発表された。欧州委員会の「信頼できるAIのための倫理指針」（Ethics Guidelines 
for trustworthy AI、2019年4月）、OECD（経済協力開発機構）の「人工知能に関するOECD原則」（OECD 
Principles on Artificial Intelligence、2019年5月、42カ国署名）、ユネスコ（国際連合教育科学文化
機関）の「AI倫理勧告」（first draft of the Recommendation on the Ethics of Artificial 
Intelligence、2021年11月、全193加盟国採択）などが挙げられる（詳細および関連動向は「2.1.9 社
会におけるAI」参照）。関連する具体的な研究開発投資では、米国の国防高等研究計画局（Defense 
Advanced Research Projects Agency：DARPA）が推進するXAI（Explainable AI）プロジェクト（2017
年5月～2021年4月）とAssured Autonomyプロジェクト（2018年5月～2022年4月）がAIの安全性・
信頼性に関するものとして知られている。 XAIプロジェクトでは、人間の意思決定を支援するパートナーと
してのAIを、人間の兵士が理解・信頼し、管理することを目指し、具体的な目標として、マルチメディアデー
タからターゲットを選択する際の理由説明を扱うData Analyticsタスクと、ドローンやロボットなどの自律
システムがどういう状況でどういう理由で次の行動を決定したかを説明するAutonomyタスクが設定された。
Assured Autonomyプロジェクトでは、自動運転車やドローンなどの自律システムの安全性確保が研究さ
れた。

（4）注目動向
［新展開・技術トピックス］
❶機械学習のテストおよびデバッグの技術

機械学習を用いて作られたシステムは、どれだけテストすれば十分なのか、テストの方法や品質指標がま
だ確立されていない。従来型の簡単なテストのイメージは、「ボタンAを押したら光る」「ボタンBを押したら
音が鳴る」というような動作ロジックに沿って、すべてのケースと正しい結果を事前にリストアップすること
ができ、その通りの結果が得られるかを確認すればよいというものである。従来型でも、一定以上の規模
や複雑さを持つシステムになると、すべてのケースはリストアップできず、テストが難しくなるが、機械学習
型の場合は、動作ロジックの記述ではなくデータ例示によって動作を定義するので、そもそもすべてのケー
スをリストアップするための手掛かりがない。例えば、自動運転における環境認識では、「雨や霧のことも
あるかもしれない」「物陰から人が飛び出すかもしれない」など、実世界で車が遭遇し得る環境の可能性を
どう数え上げ、どれだけのケースをテストしておいたら十分安全なシステムだと言えるのか、という問題は
機械学習型においていっそう難しい。

このことから、事前に想定していなかったケースに対するシステムの振る舞いが保証できず、脆弱性が生
じる。この脆弱性を突く攻撃がAdversarial Examples攻撃 13）である。例えば、機械学習を用いた画像
認識システムがそれまで正しく認識できていた画像に対して、人間には気にならない程度の小さな加工（ご
く小さなノイズなど）を加えて、それまでと全く異なる誤認識結果を出させるというものである。道路標識
を対象とした実験で、停止標識を速度制限標識と誤認識させた（停止しなければ事故を招く）と報告され
ている。

機械学習のテスティング技術は、AIソフトウェア工学分野で特に活発に取り組まれている研究テーマの
一つである22）。機械学習は訓練データによってシステムの動作が定まるが、起こり得るすべてのケースを訓
練データやテストデータとして事前にカバーすることはできない。そのような前提のもと、テストデータのカ
バレッジやパターン量を適切かつ効率よく増やすためのさまざまな手法が開発されている4）, 22）, 23）。具体的
には、ニューロンカバレッジ、メタモルフィックテスティング、サーチベースドテスティング、データセット多
様性などのアイデアが知られている。ニューロンカバレッジは、深層学習などニューラルネットワーク系の
機械学習において、ニューラルネットワーク内の活性化範囲を調べ、それを広げるようなテストパターンを
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生成しようという考え方である。メタモルフィックテスティングは、入力を変えると出力はこう変わるはずと
いう関係を検証し、既存テストケースから多数のテストケースを生成する手法である。サーチベースドテス
ティングは、メタヒューリスティックを用いて、欲しいテストケースを表すスコアを最大化するようテストケー
スを生成する手法である。また、適用できるケースはまだ限定的だが、形式検証を深層学習のモデルにも
適用する試みも進みつつあり、そのコンペティション（VNN-COMP）も開催されている。個別失敗ケース
を見つけるのではなく、弱点領域・性能限界を追求するという取り組みもあり、機械学習のテスティング技
術の研究は多様化している。その一方で、開発現場で十分な意義・効果が示されているか、費用対効果が
妥当かなどは、まだ十分に見極められていない。

また、時間の経過とともに、入力されるデータの傾向や形式が変化したり、結果を利用する側の評価基
準が変化したりして、実質的な精度が低下してしまうことがよく起こることから、機械学習システムでは、
導入前の評価・テストだけでなく、運用中の評価・テストも重要である。入力データや出力結果をモニタリ
ング・評価して、その変化が許容できるレベルを超えたら、調整・再学習するような仕掛けも用いられている。

また、問題を見つけるだけでなく原因把握・問題箇所特定・デバッグの手法も検討されるようになっ
た 24）, 25）。成功ケースと失敗ケースの比較からニューラルネットワークの再訓練箇所を決める方法、再訓練
で追加すべきデータを選択する方法、再訓練ではなくパラメーターを直接修正する方法などが提案されてい
る。機械学習システムは、ある問題に対処するために加えた部分的な修正が、そのシステム全体の動作に
影響を与えてしまうというCACE性（Changing anything changes everything）があり、これがデバッ
グを難しいものにしているが、影響を与える範囲を絞りつつ、問題に効果的に対処するような修正を求める
方法も追求されている。

❷機械学習における公平性・解釈性・透明性（FAT/ML）
上記❶で述べたようなさまざまなケースをテストすることに加えて、FATと呼ばれる公平性・解釈性・透

明性を、機械学習の応用システムにおいてどう確保するか、というのも重要課題である。特に解釈性と公平
性に対する技術的対策がホットトピックになっている。透明性に関しては、解釈性・公平性と併せて実装さ
れるが、欧州で2018年5月に施行された一般データ保護規制（General Data Protection Regulation：
GDPR）にAIの透明性を求める条文（GDPR第22条）が盛り込まれたことから、規制順守という面での
対応も求められる。

公平性の確保、すなわちバイアス問題への対策では、公平性配慮データマイニング（Fairness-aware 
Data Mining：FADM）12）あるいは公平性配慮機械学習（Fairness-aware Machine Learning）呼ば
れる研究トピックが立ち上がっている。機械学習におけるバイアス問題は、主に訓練データの分布の偏りや
正解ラベル付けへの偏見混入などによって、人種・性別のようなセンシティブ属性が判定結果に大きく関わ
ることで起きる。例えば、特定人種の誤認識が多いとか、性別によって採用判定が左右されるとかの不公
平な結果が生じる。人種・性別の属性を除外して機械学習にかけたとしても、他の属性に人種・性別と相
関の高いものがあれば、不公平な結果になり得る。 FADMでは、グループ公平性・個人公平性などの公
平性基準を定義し、それを用いて不公平さを検出する手法や、不公平を防止する手法が提案されている。
そのためのツールとして、MicrosoftのFairlearn、IBMのAI Fairness 360、GoogleのFairness 
Indicatorなども提供されている44。ただし、公平性を確保することで通常、精度は低下することや、どの公
平性基準を採用するかによって結果が異なることなどを理解し、応用ごとの要件を明確化して設計すること

44 このようなツールでよく活用されている公平性指標として、グループ公平性に基づくDemographic ParityやEqualized odds
などがある。例えば、Demographic Parityでは「男女で採用率が同じ」、Equalized oddsでは「男女で判断基準が同じ」の
ようなことを意図した指標である。
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が必要である。
解釈性の向上、すなわちブラックボックス問題への対策は、XAI（Explainable AI：説明可能AI）7）, 8）, 9）

と呼ばれ、活発に取り組まれている研究トピックである。研究論文数が急増するとともに、OSS（Open 
Source Software）や商用ソフトウェアとして開発現場での活用も広がっている。 XAI技術を大きく分ける
と、（A）深層学習のように精度が高いが解釈性が低いブラックボックス型の解釈性を高めるアプローチと、

（B）決定木や線形回帰のような解釈性は高くても精度に限界のあったホワイトボックス型の精度を高める
アプローチがある。アプローチ（A）には複数のタイプがあり、その一つは（A-1）大域的な説明と呼ば
れるもので、ブラックボックス型を近似するようなホワイトボックス型モデルを外付けするという方法である。
例えば、深層学習の結果を決定木で近似するような試みがある（Born Again Treesなど）。もう一つは

（A-2）局所的な説明と呼ばれるもので、ブラックボックス型がある判定結果を出したときに、その結果が
出た要因を示すという方法である。 LIME、Influence、Attention Mapなどのツールがよく知られている。
さらに（A-3）人間の知見を埋め込むという方法がある。人間が定めた分類の着眼点が分かっているとき
など、人間の知見をモデルの制約として与えつつ学習させるというものである（例えばAttention Branch 
Network）。一方、アプローチ（B）の例としては、決定木的な場合分けと重回帰分析式を合わせて最適
化する異種混合学習技術（因子化漸近ベイズ推論）が実用化されている。解釈性と精度もトレードオフ関
係にあり、説明の目的も、製品・システムの品質保証、事故・問題発生時の説明責任、開発の効率化（デ
バッグ）、ユーザーから見た安心感・信頼の確保など、さまざまであるから、そこで求められる解釈性の要
件に応じて適切な方法を選択することが必要である。また、解釈・説明は近似的なものになるので、だま
すような説明（Fairness Washing）も作れてしまう可能性がある26）。そういった点も考慮し、XAIの評
価についても検討されている。これに関連して、米国の国立標準技術研究所（National Institute of 
Standards and Technology：NIST）は、2020年8月に「Four Principles of Explainable Artificial 
Intelligence」と題したドラフトレポートを公開した27）。このレポートでは、XAIの4原則として、
Explanation（結果に対するエビデンスや理由を示すべき）、Meaningful（ユーザーに理解可能な説明を
提供すべき）、Explanation Accuracy（説明は結果を出すプロセスを正確に反映すべき）、Knowledge 
Limits（システムは設計された条件下か、結果に十分な確信があるときのみ動作する）を挙げている。

❸機械学習システムセキュリティー
機械学習システムには、それ特有の脅威がある。これを突く攻撃の種類として、以下のようなものがよく

知られている28）, 29）。
まず、誤認識や想定外動作を誘発する攻撃として、回避攻撃（Evasion Attack）やポイズニング攻撃

（Poisoning Attack）などがある。回避攻撃は、機械学習システムへの入力に、悪意のある変更を加える
ことで、システムに誤動作をさせる。入力データに人間には気にならない程度のノイズを加えることで、モ
デルの誤判断を誘発する敵対的サンプル（Adversarial Example）と呼ばれる攻撃がよく知られている。
ポイズニング攻撃は、訓練データやモデルに細工をすることで、システムに誤動作をさせる。データやモデ
ルをある程度汚染して認識性能を低下させる攻撃のほか、特定データをトリガーとして誤動作を引き起こす
ように仕込むバックドア攻撃が知られている。

また、モデルやデータを窃取する攻撃として、モデル抽出攻撃（Model Extraction Attack）、モデルイ
ンバージョン攻撃（Model Inversion Attack）、メンバーシップ推測攻撃（Membership Inference 
Attack）などがある。これらは、対象とする機械学習モデルの入力と出力の関係を手掛かりとして、モデ
ル抽出攻撃は同等の性能を持つモデルを作成し、モデルインバージョン攻撃は訓練データに含まれる情報
を復元し、メンバーシップ推測攻撃はあるデータが訓練データ中に含まれるかを特定するものである。

このような攻撃への対策としては、モデルの頑健性を評価し、訓練方法を改良することや、差分プライバ
シー技術（「2.1.9 社会におけるAI」参照）や暗号化データ処理を用いて、データ内容を読み取り困難に
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することや、攻撃を検知して対策を起動するなどのシステムレベルの防衛などが考えられている。
このような研究に基づき、機械学習システムの開発過程において、上記のような攻撃のリスク分析（影

響分析や脅威分析）とその対策（攻撃の検知と対処）をどのように進めるべきかについて、ガイドラインの
形で体系化が進められている。その代表的なものとして、機械学習工学研究会MLSEの「機械学習システ
ムセキュリティガイドライン」29）や、前述のAIQMガイドラインが挙げられる。

また、内閣府が主導する経済安全保障重要技術育成プログラム（K Program）において、個別研究型
の研究開発構想の一つとして「人工知能（AI）が浸透するデータ駆動型の経済社会に必要なAIセキュリティ
技術の確立」が挙げられており、ここで述べたような研究開発課題への取り組みが強化されつつある。

［注目すべき国内外のプロジェクト］
❶自動運転のAI安全性に関するプロジェクト

自動運転の安全性評価に関わるプロジェクトとして、2016年1月～2019年6月に、ドイツ経済エネルギー
省（Bundesministerium für Wirtschaft und Energie：BMWi）が主導して実施されたペガサスプロジェ
クトがある。しかし、ここで検討されたのは自動運転システム全体としてのシナリオベース検証であり、その
中で使われるAI技術そのものの安全性要件は明に論じられていない。日本においても、戦略的イノベーショ
ン創造プログラム（SIP）で「自動運転」（SIP-adus）が推進されており、同様に自動運転システム全体と
しての安全性確保のための取り組みが進んでいる。

AI技術が取り上げられたものとして、2019年6月にSaFAD（Safety First for Automated Driving）
ホワイトペーパー 30）が公開された。 Aptiv、Audi、Baidu、BMW、Continental、Fiat Chrysler 
Automobiles、Daimler、HERE、Infineon、Intel、Volkswagenの11社によるコンソーシアムが、安
全性を考慮した自動運転システムを開発するための技術や検討事項について指針をまとめたものである。こ
の中では、自動運転における機械学習ベースの画像認識システムを開発するときのプロセス・成果物・技
術課題も取り上げられた。2020年には、SaFADをほぼ踏襲し、今後の自動運転安全性に関するISO標準
化の基礎とする目的でまとめられた技術報告ISO TR 4804：2020が発行され、その後継となる技術標準
ISO TS 5083（自動運転システムの安全）が検討されている。

自動車業界の国際標準はISO TC22（自動車）で作られる。従来適用されているのは、故障時のリスク
を回避・低減する機能安全の規格ISO 26262である。しかし、AI応用では、誤認識や未学習ケースなど、
故障以外の要因でリスクが多々発生する。そこで、2022年6月に、新たにISO 21448：2022（SOTIF）
が発行された。SOTIF（Safety of the Intended Functionality）は、予期しないシナリオが発生したと
きの安全性確保を重視し、懸念されるケース・条件での動作が適切かどうかを一つ一つ検討するアプロー
チをとる。未知のシナリオと危害が及ぶシナリオを特定して検証する作業を反復的に実行し、それを既知か
つ危害のないシナリオに変えていくことで安全性を確保する。さらに、AIの安全性に関する公開仕様書
ISO PAS 8800が2023年10月頃の発行を目指して議論されている。

なお、欧州では、前述の通りAI規制法案が定められつつあるが、厳格な既存規制が存在する応用分野
では、その既存規制にAI要件を追加する形での運用が優先される見込みである。自動車業界については、
車両型式認証がその既存規制に該当し、これにAI要件を加えていくことで、AI規制法案から除外されると
考えられている。また、国連欧州経済委員会（United Nations Economic Commission for Europe）
の自動車基準調和世界フォーラム（WP29）配下の自動運転技術分科会GRVA（Working Group on 
Automated/Autonomous and Connected Vehicles）からAIガイダンス案が発行され、それをたたき
台としてAI用語定義などの議論が行われている。

米国では、第三者認証機関であるUnderwriters Laboratoriesが2020年4月にUL4600を発表した。
これはドライバーが操作しない状態を主とする自動運転レベル4以上を想定して、安全性評価のための原則
とプロセスを示している。特定技術の使用は義務付けておらず、設計プロセスの柔軟性を許容している。ま
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た、安全性に関する合格/不合格といった基準や、実走行試験や倫理的側面の要件も定めておらず、急速
に進歩する技術を過度に制約せずに安全性を確保する柔軟な規格としている。

また、AI安全性に関する研究プロジェクトとしても、自動運転をターゲットあるいは具体的検討事例とし
たものが多く見られる（米国カリフォルニア大学バークレー校のVerifAI、英国ヨーク大学のSafe 
Autonomy、カナダのウォータールー大学のWiSE Drive、日本ではERATO MMSDなど）。自動車業界
と学術界の両面で活発に取り組まれている。

❷JST・NEDOのAI信頼性関連のプロジェクト
国内では［研究開発の動向］で述べたように、国のファンドによるプロジェクトが、JSTやNEDOの研

究開発プログラムとして推進されている。NEDOでは「次世代人工知能・ロボット中核技術開発」プロジェ
クト（2015年度～、プロジェクトマネージャー：渡邊恒文、プロジェクトリーダー：辻井潤一）において、
2019年度に「人工知能の信頼性に関する技術開発事業」が実施され、「説明できるAI」で7件、「AI品質」
で1件が採択された。これを引き継いで「人と共に進化する次世代人工知能に関する技術開発事業」（2020
年度～2024年度）が立ち上がり、2020年度に19件のテーマが採択・実施されているが、そのうち6件が

「説明できるAIの基盤技術開発」、1件が「実世界で信頼できるAI の評価・管理手法の確立」45に関するテー
マである。

JSTでは、「ERATO蓮尾メタ数理システムデザイン（MMSD）プロジェクト」（2016年10月～2025年
3月46、研究総括：蓮尾一郎）が、数理的基盤・形式手法などを活用して、物理情報システムや機械学習シ
ステムのような不確かさを内包する情報システムの安全性を保証する技術開発にチャレンジしている。自動
運転システムの安全性保障が具体的ターゲットに設定されており、国際規格化（IEEE P2846）が議論さ
れている責任感知型安全論（Responsibility-Sensitive Safety：RSS）を拡張することで、現実の複雑
な運転シナリオに対しても、数学的な裏付けを持って、目標達成と安全性の両方を満たす枠組みGA-RSS

（Goal-Aware RSS）31）の開発などが進められている。
また、JST未来社会創造事業「超スマート社会の実現」領域で「機械学習を用いたシステムの高品質化・

実用化を加速する“Engineerable AI”技術の開発」（2020年4月～、研究開発代表者：石川冬樹、略称：
eAIプロジェクト）47が本格研究として採択され推進されている。医療や自動運転など安全性・信頼性が重
要となる応用分野を重点ターゲットとし、細やかなニーズに応えるAIシステムのためのeAI技術を研究開
発している。特に、データが少ない状況でも安全性などの観点で重要なケースに対応したり、前述した
CACE性の問題に対して修正の影響範囲を少なく抑えたりする技術開発を進めている。

さらに、文部科学省の2020年度戦略目標の一つとして「信頼されるAI」が定められ、それを受けた
JST CREST「信頼されるAIシステムを支える基盤技術」（研究総括：相澤彰子）、JSTさきがけ「信頼され
るAIの基盤技術」（研究総括：有村博紀）も実施されている。

（5）科学技術的課題
❶AIの品質や安全性・信頼性を支える技術開発

AI・機械学習の品質や応用システムの安全性・信頼性を確保するための技術開発は、いっそうの強化が

45 産業技術総合研究所の機械学習品質マネジメントガイドラインや機械学習品質管理テストベッドの研究開発は、NEDO の人工
知能の信頼性に関する技術開発事業、人と共に進化する次世代人工知能に関する技術開発事業からファンドを受けている。

46 当初は2022年3月までのプロジェクトだったが、追加支援期間（機関継承型）の枠組みにより期間が3年間延長された。

47 2020年4月～12月の探索研究期間を経て、2021年1月より本格研究に移行した。また、このプロジェクトの前身として、探
索研究「高信頼な機械学習応用システムによる価値創造」（2018年11月～2020年3月、研究開発代表者：吉岡信和）が行
われた。
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望まれる。二つの品質管理ガイドライン（QA4AIとAIQM）がまとめられ、年々拡充されているが、実際
に開発の現場での活用に十分か、あるいは、AI品質に関する第三者認証機関のような形で運用するのに十
分か、AI品質に関しての社会受容を得るのに十分かなど、実践しながらさらに内容が整備・拡充されてい
くことが期待される。

また、機械学習型コンポーネントは100%保証ができないものであることや、ブラックボックス型機械学
習モデルの解釈性・説明性はあくまで近似的なものであることを踏まえると、機械学習型コンポーネント単
体での保証は限界がある。従来型と機械学習型の混在システム全体としての安全性評価法やリカバリー処
理設計法が必要である。例えばSafe LearningやSafety Envelope32）のような従来型（演繹型）で安全
性を確保した範囲内で機械学習（帰納型）を使う設計法や、機械学習型コンポーネントの入力・出力をモ
ニタリングして例外処理・リカバリー処理を起動するシステム構成法が検討されている。AIの基本アーキテ
クチャー自体が、機械学習のような帰納型だけでなく、知識・記号推論のような演繹型と融合させた次世
代AIアーキテクチャー 33）へと発展しつつあるので、そのような面からも帰納型・演繹型の最適な統合形態
とその安全性・信頼性確保を考えていくべきであろう。

さらに、今後のAIシステムの発展を考えるならば、オンライン学習によって動的にモデルが変化するシス
テムの品質保証も大きな課題となる。機械学習は、訓練データを与えてモデルを生成する訓練フェーズ（学
習フェーズとも呼ばれる）と、その訓練済みモデルを用いて、新たに入力されたデータを判定する判定フェー
ズ（推論フェーズや予測フェーズとも呼ばれる）を持つ。これまで検討されてきた品質保証法は基本的に、
訓練フェーズのバッチ的実行を想定している。すなわち、初期の訓練であれ、追加の訓練であれ、訓練
フェーズを実行したら、判定フェーズに入る前に、必ず訓練済みモデルを評価・テストがされなければなら
ない。しかし、機械学習の使い方として、オンライン学習によって、モデルを随時更新しながら、判定にも
使っていく形があり得る。このような形の場合、システムの品質保証ははるかに難しく、新たな技術チャレ
ンジが必要である。

❷体系的な方法論の確立と総合的な技術整備
システムの安全性・信頼性の確保や新たなパラダイムでの開発効率化は、一つの技術で解決・達成でき

るものではなく、体系的な方法論の確立とそこで必要になる技術のバランスの良い整備を進めていく必要が
ある。その際、開発・運用プロセスの全体像を押さえつつ、必要な技術群を多面的・総合的に整備してい
くべきであろう1）。 SQuBOKやSWEBOKのようなソフトウェア工学の知識体系は参考になるであろうし、
前述したように、デザインパターンの蓄積・活用や自動機械学習（AutoML）の活用による開発効率化、
機械学習プロジェクトキャンパスやMLOpsの実践も進められている。また、機械学習ベースの帰納的開発
では、従来の演繹型開発のような動作仕様が定められないことや、性能保証ができないことなど、要求分
析時の不確実性が大きい4）。そのため、開発にかかる工数・費用の見積もりが難しく、開発完了に関わる
出荷判定や検収条件でも問題が生じやすい。要求工学、契約ガイドライン48、保険などの面からも検討・整
備が必要になっている。

また、従来のソフトウェア工学との対比で語られることが多いが、AI・機械学習の応用システム開発は、
ソフトウェアだけに閉じず、ハードウェアやデータ管理も含めたシステムとして考える必要がある。狭い意味
でのソフトウェア工学に限らず、安全工学やシステム工学も検討範囲に含まれる。例えば、エッジケースに
着目したSOTIF・SaFADや、機能間の関係性を踏まえて制御系が環境と相互作用することで起き得る事
故モデルを使った安全性分析・ハザード解析手法として知られるSTAMP/STPA34）（System Theoretic 

48 経済産業省による「AI・データの利用に関する契約ガイドライン」、日本ディープラーニング協会による「契約締結におけるAI
品質ハンドブック」が策定され公開されている。
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Accident Model and Processes / System Theoretic Process. Analysis）やFRAM（Functional 
Resonance Analysis Method）などのAI・機械学習の応用システムへの拡張適用 14）なども検討されて
いる。このような多面的な取り組みを進めつつ、それらを体系的な方法論、総合的な技術群として整備して
いくことが望まれる。

さらに、AIシステムの安全性・信頼性などの品質マネジメントを含みつつ、より広くAIのELSIについて、
原則レベルから実践フェーズへの移行が進み、AIガバナンスとしての取り組みも重要視されるようになって
きた。AIガバナンスの考え方やフレームワークについては「2.1.9 社会におけるAI」で取り上げる。

❸擬人化インターフェース設計に関する方法論・技術
ここまで、AI応用システム開発における問題を、機械学習に起因するものにフォーカスして論じたが、機

械学習以外にも問題になり得る要因が考えられる。その一つは擬人化インターフェースである。2次元（画
面表示）にせよ3次元（ロボット形状）にせよ、人間の形状・表情・対話を模したインターフェース（擬
人化インターフェース）を持つAI応用システムが提供されつつある。擬人化インターフェースの利点は、そ
のシステムと相対する利用者にとって、システムがどのような応答をするかのモデルを仮定しやすいことであ
る。しかし、それは逆に、利用者が思い込みをしやすい面があり、利用者が仮定したモデルと、実際のシ
ステムの応答モデルとの間のギャップが、想定外の状況を生む可能性を持つ。これはヒューマンエージェン
トインタラクション（HAI）の研究において「適応ギャップ」と呼ばれる問題である（「2.1.4 エージェント
技術」を参照）。この適応ギャップを最小化するような設計手法が求められる。

❹生成AIを用いた開発手法や生成AIの安全性確保手法
「2.1.2 言語・知識系のAI技術」で述べたように、生成AI技術をソフトウェア開発に活用することが行

われつつある。 ChatGPTやText-to-Imageなどのテキスト・対話からの生成系AIをコード生成に応用で
きるほか、DeepMindのAlphaCodeやOpenAI Codexなどプログラムコード生成向けに事前学習したツー
ルも提供されている。このような技術を使って開発効率を高める方法論や品質確保手法も今後の研究開発
課題である。

また、生成AIへの入力できるプロンプトを操作することで、開発者が想定していなかった動作を生成AI
に行わせるというプロンプトインジェクション（Prompt Injection）攻撃が可能であるとの指摘もあり、
生成AI特有の脆弱性に対処し、その安全性を確保することも、重要な研究開発課題である。

（6）その他の課題
❶国として戦略的取り組みを推進する体制・仕組み作り
［研究開発の動向］❸や［注目すべき国内外のプロジェクト］❷で述べたように、国のAI戦略の中でも

言及され、NEDOやJSTのプログラムが実施されている。産業界で活用できるガイドライン（QA4AIと
AIQM）も公開された。 MLSEやQA4AIでは実践的な知識やノウハウの共有も進みつつある。しかし、
AIの品質や安全性・信頼性を確保し、Trusted Quality AIを日本の強みとして確立し、国際競争力を高
めていくためには、国として戦略的取り組みを推進する体制・仕組みをいっそう強化していくことが必要と
考える。 AIソフトウェア工学の研究開発は、（1）学術研究と人材育成、（2）実応用での技術実証、（3）
基準策定・標準化、という三つの活動を密連携させて推進することが不可欠であり、そのための司令塔の
役割を持つ部門が重要になってくる。社会で受容される適切な品質基準・安全性基準を国として策定し、
その認証を行う機関を設立・運用（評価のための適切なデータセットの構築・管理も含む）し、標準化活
動とも連動させていくことが望まれる。

また、産業界を中心に問題意識が高まり、MLSEを中心に研究コミュニティーも活性化してきたが、そ
の一方で、学術界での取り組みは、まだ一部の研究機関に偏っているように思える。実践に基づく産業界
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での取り組みと並行して、パラダイム転換に対する原理・理論の基礎的な研究も強化が望まれる。

❷機械学習活用に関わる知的財産権の整備
機械学習に用いるデータや解析結果に関わる知的財産権に加えて、機械学習固有の問題として訓練（学

習）済みモデルの知的財産権の問題がある。訓練済みモデルの再利用のパターンは、（1) Copy：そのま
ま複製して使う、（2) Fine Tuning：ある訓練済みモデルにさらにデータを与えて追加訓練したものを行う、

（3) Ensemble：複数の訓練済みモデルの出力を束ねて（平均・多数決など）使う、（4) Distillation：
ある訓練済みモデルの振る舞い（どんな入力を与えたときにどんな出力が得られるか）を訓練データとして
作ったモデルを使う、という4通りがある3）。このようなパターンを含めて、訓練済みモデルの知的財産権
をどのように保護すべきか、法整備が必要である。

（7）国際比較

国・地域 フェーズ 現状 トレンド 各国の状況、評価の際に参考にした根拠など

日本

基礎研究 ○ ↗

国の「AI戦略2019」や経団連の「AI活用戦略」にTrusted Quality AI
が掲げられ、高品質で信頼されるAIを日本の強みとして打ち出そうとする方
針が示された。文科省の2020年度戦略目標として「信頼されるAI」が設定
され、JSTプログラム（ERATO、MIRAI、CREST、さきがけなど）でAI
信頼性に関する研究課題が推進されている。ただし、基礎研究は少数の中核
研究者によって牽引されているのが現状で、研究者層がまだ薄い。

応用研究・開発 ○ ↗

2018年に機械学習工学研究会MLSEとQA4AIコンソーシアムが発足し、
産業界からの多数の参画もあり、活発に活動が進められている。 QA4AI・
AIQM品質管理のガイドラインが公開された。NEDOプログラムとしてAI信
頼性・説明可能AIなどの研究開発が推進されている。

米国

基礎研究 ○ ↗
DARPAが2017年からXAIプロジェクト、2018年からAssuredAutonomy
プロジェクトをスタートさせており、基礎研究への比較的大型の政府投資が
なされている。

応用研究・開発 ○ ↗
Big Tech 企業はAI応用システム開発に関する実践的な手法や知見を保有し
ている。米国の第三者認証機関Underwriters Laboratoriesから2020年
に自動運転の安全規格UL4600が発表された。

欧州

基礎研究 ○ ↗ 自動運転分野の安全性評価の基準や評価手法の開発のため、ドイツの産官
学連携によるペガサスプロジェクトが2016年～2019年に実施された。

応用研究・開発 ○ ↗ 英国のDeepMindが自社のAI開発ガイドラインをまとめ、公開している。ド
イツではDFKIとTÜV SÜDが共同でAIに関する第三者認証の検討を始めた。

中国

基礎研究 ○ ↗ データ品質やアノテーションに関する品質特性や評価プロセスなど、現実の
AIモデルに即した観点からの検討も進められている。

応用研究・開発 ○ ↗ 多数の中国主要IT企業が参加して、中国のAI国内標準が作られているとと
もに、国際標準化にも力を入れている。

韓国
基礎研究 × → 現状、特段の活動が見られない。

応用研究・開発 × → 現状、特段の活動が見られない。

（註1）フェーズ
 基礎研究：大学・国研などでの基礎研究の範囲
 応用研究・開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲

（註2）現状　※日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価
 ◎：特に顕著な活動・成果が見えている 〇：顕著な活動・成果が見えている
 △：顕著な活動・成果が見えていない  ×：特筆すべき活動・成果が見えていない

（註3）トレンド　※ここ1～2年の研究開発水準の変化
 ↗：上昇傾向、→：現状維持、↘：下降傾向
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10.1007/s10994-020-05872-w
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2.1.5	 人・AI協働と意思決定支援

（1）研究開発領域の定義
「人・AI協働」は、何らかの目的達成に向けて、人とAIが協力して取り組むことを指す。国際規格である

ISO/IEC 22989：2022「Artificial intelligence concepts and terminology」において、Human-
Machine Teaming（HMT）という概念が「Integration of human interaction with machine 
intelligence capabilities」と定義されており、これが「人・AI協働」とほぼ同義である。 Human-in-
the-Loopと呼ばれる概念もHMTに含まれる。 HMTは、人（Human）とAI（Machine）の上下関係に
応じて五つのパターンに整理される1）。人が上位となるタイプからAIが上位となるタイプの順に、Human 
Supervisor/User、Human Mentor、Peer、Machine Mentor、Machine Supervisorと呼ばれる（図
2-1-8左）。
「意思決定」は、個人や集団がある目標を達成するために、考えられる複数の選択肢の中から一つを選択

する行為である。その選択では個人の価値観がよりどころとなるが、集団の意思決定では、必ずしも関係者
（メンバーやステークホルダー）全員の価値観が一致するとは限らない。関係者内で選択肢に関する意見が分
かれたとき、その一致を図るためには「合意形成」も必要になる。近年、情報氾濫による可能性の見落とし
やフェイク生成などを用いた情報操作といった問題が顕在化し、意思決定ミスを起こすリスクが高まっている。
このような問題・リスクを軽減するため、AI技術を活用した「意思決定支援」が期待されている2）, 3）。これ
はHMTの五つパターンのうち、主にHuman Supervisor/UserやHuman Mentorに該当する（Human
が意思決定者）。

本領域は、「人・AI協働」のための、より良い枠組みと、そこで必要とされる技術を開発する研究開発領
域である。その中でも特に「意思決定支援」のためのAI技術活用を重点的に取り上げる。

図2-1-8 　 領域俯瞰：人•AI協働と意思決定支援
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（2）キーワード
Human-Machine Teaming、Human-in-the-Loop、意思決定、合意形成、意見集約、フェイクニュー

ス、フェイク動画、デジタルゲリマンダー、インフォデミック、議論マイニング、マルチエージェント、自動交渉、
計算社会科学、行動経済学、処方的分析

（3）研究開発領域の概要
［本領域の意義］

われわれは日々さまざまな場面で意思決定を行っている。クリティカルな場面での意思決定ミスは個人や集
団の状況を悪化させ、その存続・生存さえも危うくする。例えば、企業の経営における意思決定ミスは、企
業の業績悪化・競争力低下を招き、国の政策決定・制度設計における意思決定ミスは、国の経済停滞や国
民の生活悪化にもつながる。また、個人の意思決定における判断スキル・熟慮の不足は、その個人の生活に
おけるさまざまなリスクを誘発するだけでなく、世論形成・投票などにおける集団浅慮という形で、社会の方
向性さえも左右する。

情報技術が発展し、社会に浸透した今日、情報の拡散スピードが速く、膨大な情報があふれ、影響を及ぼ
し合う範囲が思わぬところまで広がっている。そのような意思決定の行為自体の難しさが増していることに加
えて、意思決定の際のよりどころとなる価値観の多様化 4）によって、合意形成の難しさも増している。さらには、
価値観の対立から悪意・扇動意図を持った情報操作（フェイクニュース、フェイク動画など）まで行われると
いう問題も顕在化し5）, 6）, 7）, 61）、社会問題化している。さらに、それが国家の意思決定を誤らせたり、人々を
混乱・対立させたりといった目的に使われるケースも起きており、新種のサイバー攻撃ともみなされる。さら
に2020年に世界を一変させたCOVID-19パンデミックでは、インフォデミック49による社会混乱も発生した。

このような意思決定の困難化（意思決定ミスを起こすリスクの増大）という状況に対して、AI技術を活用
することで、意思決定におけるさまざまな選択肢の探索や吟味を行いやすくしたり、悪意・扇動意図を持った
情報操作に惑わされにくくしたりといった対策が考えられている。これによって、問題のすべてを解決できるわ
けではなくとも、リスクを軽減し、状況を改善する手段になり得る。新種のサイバー攻撃やインフォデミック
による社会混乱への対策としての意義も高まりつつある。

以上では、特に人が主体となったAI技術活用による意思決定支援という面について述べたが、HMTのバ
リエーションとして、逆にAIによってフルに自動化されたプロセスに対して、人が参加すること（Human-in-
the-Loop）の意義・効果についても述べる。 AIが十分学習できていないケースや苦手なケースについて、
人が参画することで、システムの安全性が確保されたり、人（特に専門家）からのフィードバックを通してAI
の精度が向上したりといった効果が期待されている。また、AIによるフル自動化では結果の説明や制御が難
しいという問題が指摘されているが、人が参画することで、説明性や制御性も改善され得る。

［研究開発の動向］
❶意思決定問題への取り組み

個人・集団の意思決定問題は古くから検討されてきた問題である。意思決定に関する先駆的な研究とし
ては、1978年にノーベル経済学賞を受賞したHerbert A. Simonの取り組み8）がよく知られている。
Simonは意思決定プロセスを、（1）情報（Intelligence）活動、（2）設計（Design）活動、（3）選択

（Choice）活動というステップで構成されるとした。（1）で意思決定に必要な情報を収集し、（2）で考え

49 インフォデミック（Infodemic）は「情報の急速な伝染（Information Epidemic）」を短縮した造語で、正しい情報と不確
かな情報が混じり合い、人々の不安や恐怖をあおる形で増幅・拡散され、信頼すべき情報が見つけにくくなるある種の混乱状
態を意味する。
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られる選択肢を挙げ、（3）で選択肢を評価し、どれを選択するか決定する。これらのステップにおいて、
必要な情報をすべて集めることができ、可能性のあるすべての選択肢を挙げることができ、各選択肢を選ん
だときに起こり得るすべての可能性を列挙して評価することができるならば、合理的に最良の選択が可能に
なる。しかし、現実にはそのようなすべての可能性を考えて意思決定することはできず、人が合理的な意思
決定をしようとしても限界がある。このSimonが導入した「限定合理性」（Bounded Rationality）と言
う概念は、意思決定に関する研究発展の基礎となった。 Simonは、経営の本質は意思決定だと考え、限
定合理性を克服するための組織論も展開した。

そのように人の判断・行動が必ずしも合理的になり得ず、心理・感情にも左右されるものであることを踏
まえて、行動経済学が発展し、その中では意思決定に関わる興味深い知見が示されている。特に有名なの
は、Simonの後、行動経済学の分野でノーベル経済学賞を受賞した2人、Daniel Kahneman（2002年
受賞）とRichard H. Thaler（2017年受賞）の研究である。 Kahnemanは、直観的な「速い思考」の
システム1と論理的な「遅い思考」のシステム2から成るという二重過程モデル9）や、人は利得面よりも損
失面を過大に受け止めがちだといったプロスペクト理論 10）を提唱し、Thalerは、軽く押してやることで行
動を促す「ナッジ」（Nudge）という考え方 11）を提唱した。

また、脳科学分野における脳の意思決定メカニズムの研究も進んでいる（詳細は「2.1.7 計算脳科学」
を参照）。ドーパミン神経細胞の報酬予測誤差仮説などが見いだされ、モデルフリーシステムによる潜在的
な意思決定と、モデルベースシステムによる顕在的な意思決定が協調および競合しつつ、人の意思決定が
動作していることが分かってきた12）。モデルフリーシステムは、事象と報酬との関係を直接経験に基づき確
率的に結び付ける。モデルベースシステムは、事象と報酬との関係を内部モデルとして構築し、直接経験し
ていないケースについても予測を可能にする。このような2通りのシステムは二重過程モデルとも整合して
おり、意思決定が合理性だけによるものではないことの裏付けにもなる。

このような人文・社会科学分野や脳科学分野における意思決定に関する研究が、主に人の側から掘り下
げられてきた一方で、近年の情報技術の発展、Webやソーシャルメディアの普及は、意思決定を行う人の
環境を大きく変化させた。その結果、意思決定問題は新たな様相を呈するようになり、以前とは異なる困
難さが生じている。今日、意思決定問題は情報技術との関わりが大きなものになっている。

❷意思決定問題の新たな様相・困難さ
新たに生じている困難さを示す事象（問題）として顕著なものを四つ挙げる。
一つ目は、クリティカルな要因・影響の見落としの問題である。例えば、グローバル化したビジネス競

争環境において、世界のあらゆる地域、思ってもいなかった業種から新たな競合が生まれ、想定していな
かった法規制やソーシャルメディアで思わぬ切り口からの炎上も起こり得る。膨大な情報があふれ、社会が
ボーダーレス化した今日、意思決定に関連しそうな要因や意思決定結果の影響に膨大な可能性が生じ、人
の頭でそのあらゆる可能性をあらかじめ考えるのは極めて難しい。 Simonのいう限定合理性が極度に進み、
問題として深刻化している状況である。

二つ目は、ソーシャルメディアによる思考誘導の問題である。Webやソーシャルメディアを用いた情報発信・
交流が広がり、それが人々の意思決定や世論形成に与える影響は無視できないものになっている13）, 14）。
2016年の米国大統領選挙はその顕著な事例であり5）, 6）、SNS（Social Networking Service）などのソー
シャルメディアを用いた政治操作は「デジタルゲリマンダー」と呼ばれ15）、フェイクニュースが社会問題化
した。 SNSでは、価値観が自分に近い相手としかつながらず、自分の価値観に沿った情報しか見ない、い
わゆる「フィルターバブル」状態 16）に陥りやすいことも、SNSが思考誘導の道具になりやすい原因になっ
ている。

三つ目は、価値観の対立激化、社会の分極化の問題である。集団の合意形成に難航し、対立が激化す
る傾向が強まっている。価値観の対立は古くから起こってきた事象だが、社会のボーダーレス化に伴う関係
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者範囲の広がりや、SNSでの同調圧力やエコーチェンバー現象による意見同質集団の形成強化が、対立を
強め、社会の分極化（Polarization）や政治的分断と言われる事態も引き起こされている17）, 18）。

四つ目は、まるで本物のようなフェイク動画・画像の流通の問題である61）。前述のフェイクニュースは言
葉（SNSテキストなど）で伝達されるものが主であったが、深層生成モデル（詳細は「2.1.1 知覚・運動
系のAI技術」参照）によって、まるで本物のように見えるフェイク動画やフェイク画像が簡単に作れてしま
うようになった（Deepfakesなど）19）。特にフェイク動画は本物だと信じ込まれやすく、政治家や有名人の
架空の発言・行為などを作るためにこれが悪用され、社会に流通すると、何が真実で何かフェイクか、真
偽判断を見誤るリスクが増大し、さまざまな混乱が生まれると危惧される17）, 20）。さらに2020年には、ま
るで人が書いたかのような自然なフェイク文章を生成することができるGPT-321）というシステムも登場した。
さらに2022年11月にはGPT-3.5をベースとして対話にチューニングされたChatGPTが一般に公開された。
ChatGPTは、自然言語対話という分かりやすいインターフェースで、さまざまなタスクにまるで人間の専門
家のような自然かつ詳細な応答をするので、大きな話題になっているが、もっともらしい応答に虚偽が含ま
れることが多々あることから、人々に虚偽を教えたり、悪用されたりすることが、強く懸念されている。

以上の問題に見られるように、（1）意思決定に関わる要因や意思決定結果の影響に、膨大な可能性が
生じるようになってしまったこと、（2）悪意・扇動意図を持った、他者の意思決定に作用する情報操作が
容易になってしまったことが、意思決定の困難化の原因として顕著である。

❸意思決定支援のための技術群
図2-1-8の右上部に、個人・集団の意思決定プロセス（合意形成を含む）に対応させて、関連する技

術群を示した。Simonの3ステップに相当する（B）各個人における意思決定ステップを中心に、（A）意
思決定のメタ機能と（C）意思決定に関する基礎科学を上下に配置した3層構造で技術群を整理した2）, 3）。
以下、これらを六つの技術群に分けて、取り組みの現状と今後の方向性について述べる20）, 22）。

a.膨大な可能性の探索・評価
上記❷に示した原因への対策としてまず求められるのは、意思決定に関わる要因や意思決定結果の影響

における膨大な可能性を探索し、それらの組み合わせの中から目的に合うものを評価して絞り込む技術であ
る。マルチエージェントシミュレーションによるWhat-If分析（「2.1.3 エージェント技術」参照）、統計的
因果推論による選択肢評価・反事実的予測（「2.2.1 因果推論」参照）、自然言語処理による因果関係探
索 23）などの研究開発が進められている。自然言語処理による因果関係探索を用いたシステムの例としては、
情報通信研究機構（National Institute of Information and Communications Technology：NICT）
で開発された、「なぜ？」「どうなる？」などの因果関係に関する質問応答を扱うことができるWISDOMX24）

が挙げられる。しかし、さまざまな分野・文脈で推論が行えるようにするには、常識を含め推論に必要な
知識の獲得や、推論が成立する前提条件の精緻化など、取り組まなくてはならない技術課題がまだ多く残
されている。

b.自動意思決定・自動交渉
米国Gartner社は、データ分析の発展を記述的分析（Descriptive：何が起きたか）、診断的分析

（Diagnostic：なぜそれが起きたか）、予測的分析（Predictive：これから何が起きるか）、処方的分析
（Prescriptive：何をすべきか）という4段階で自動化が進むとし、4段階目の処方的分析は「意思決定支援」
と「自動意思決定」という2通りがあるとしている25）。この段階が進むほど、データ分析の顧客価値が高く、
ビジネス上の競争も処方的分析へと進みつつある。「自動意思決定」はデータ分析の結果に基づき、何を
すべきかというアクションまで自動決定するものであり、「意思決定支援」はアクションの候補を人に提示し、
どんなアクションを実行するかは最終的に人が決定するものである。一見すると、意思決定支援よりも自動
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意思決定の方が、より発展したものであるかのように思えるが、現状、意思決定問題の性質が異なると考
えるのが適切である。すなわち、コスト、精度、速度、売り上げなどのような明確な指標（いわば価値観
に相当）が定められ、それを評価関数・効用関数として合理的に解が一つ定められる意思決定問題は、機
械学習・最適化などのAI技術を用いて「自動意思決定」が可能になる。それに対して、さまざまな価値観
が混在している状況下、あるいは、価値観が不確かな状況下での意思決定問題は、最終決定に人が関わる

「意思決定支援」の形が基本になる。これに関しては、人参加型（Human-in-the-Loop）のAI・機械
学習が考えられている26）。

自動意思決定には、強化学習や予測型意思決定最適化など、機械学習・最適化技術をベースとした方式
が開発・適用されている。強化学習（Reinforcement Learning）27）は、学習主体が、ある状態で、ある
行動を実行すると、ある報酬が得られるタイプの問題を扱う機械学習アルゴリズムである。将来的により多
くの報酬が得られるように行動を選択する意思決定方策を、行動選択と報酬の受け取りを重ねながら学習し
ていく。囲碁で世界トッププロに勝利したGoogle DeepMindのAlphaGo28）で使われたことがよく知られ
ている。強化学習が適するのは、大量に試行錯誤することが可能な類いの意思決定問題である。一方、古
典的なオペレーションズリサーチ（Operations Research：OR）で扱われているような類いの意思決定問
題（例えば大規模システムの運用計画や小売業の商品価格設定戦略など）は、意思決定で失敗したときの
ダメージが大きく、大量の試行錯誤は難しい。このような類いの問題を、機械学習からの大量の予測出力

（予測が当たるかは確率的）に基づくOR問題とみなした新しいアプローチが予測型意思決定最適化 29）で
ある。

さらに、集団の意思決定を、異なる価値観（効用関数）を持ったエージェント間の交渉として定式化し
た自動交渉技術の研究も注目される。自動交渉は、それぞれの効用関数（いわばそれぞれの価値観）を持っ
た複数の知的エージェント（AIシステム）が相対する状況において、一定の交渉プロトコルに従ってうまく
合意案を見つける技術である。ある問題について、複数のステークホルダーの間で対立したり、協調しよう
としたりするとき、交渉プロトコルや効用関数を定めてエージェントに代行させて自動交渉を行うならば、
人同士が交渉するよりも、その条件で考えられる最適な合意点に高速に到達できると期待される。2010年
からは毎 年、 国 際自動 交 渉エージェント競 技 会A N AC（Au t o m a t e d Ne go t i a t i n g Age n t s 
Competition）が開催されており30）、これを共通の場として技術発展が進んできた。マルチエージェント
システムの考え方がベースにあり、応用事例を含めて「2.1.3 エージェント技術」で取り上げている。

c.大規模意見集約・合意形成
上述の自動交渉は異なる価値観を持つ者の間の勝負という面があり、集団の意見集約・合意形成を目的

とするならば、建設的な議論の進め方や相手への共感による価値観の変化といった面、および、そこでの
ファシリテーターの役割 31）が重要なものになる。

集団の意見集約・合意形成のために情報技術を活用するシステムは、古くはグループウェアやCSCW
（Computer Supported Cooperative Work）の研究分野での取り組みが見られる。例えば、Issue（課題、
論点）をベースに木構造の表現でまとめるファシリテーション技法であるIBIS（Issue Based 
Information Systems）法をグラフィカルに実現したgIBISという意思決定支援ツール 32）がよく知られて
いる。一方、政治学の分野では、あるテーマについて回答を得る前に回答者にグループ討論をしてもらう討
論型世論調査（Deliberative Poll）33）が、熟議に基づく民主主義の方法論として有効だと認識されるよう
になった。

近年は集合知の収集・活用の学際的研究が進んでおり、米国マサチューセッツ工科大学（MIT）に
2006年に設立されたMIT Center for Collective Intelligence（集合知研究センター：CCI）が注目さ
れる。インターネットを使った大規模な議論を、その論理構造の可視化によって支援するシステム
D e l i b e ra t o r i u m34） や、 地 球 温 暖 化 問 題を取り上げて、 解 決プランを協 議するシステムT h e 
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ClimateCoLabなどのプロジェクトを進めている。さらに、CCIのトップであるThomas W. Maloneは、
2018年の著書 35）で、人の集合知にAIとの協働を含めたSupermindsの方向性を示した。

そのような方向に沿って伊藤孝行研究室 50では、議論構造の可視化に加えて、エージェント技術による
ファシリテーター機能を導入した大規模合意形成支援システムD-Agree36）を開発し、大学発ベンチャー
AgreeBit社も起業している。 D-Agreeは、国内で名古屋市のタウンミーティングなどで社会実験適用の実
績があるが（D-Agreeの前身Collagree37）もその実績あり）、さらに海外（アフガニスタンのカブール市
など）にも展開されている。

d.多様な価値観の把握・可視化
多様な価値観が混在する状況下での意思決定・合意形成に向けては、その状況や価値観の違いを可視

化する技術が有効である。賛成・反対の各立場から意見と根拠を対比する言論マップ生成 38）、主張・事
実などへの言明とその間の関係（根拠・支持、反論・批判など）を推定する議論マイニング（Argumentation 
Mining）39）、議題に対して賛成・反対の立場でディベートを展開するシステム（IBMの「Project 
Debater」、日立の「ディベートAI」40）など）が研究開発されている。より応用をフォーカスし、論理構築・
推論を深める研究として法学AI41）もある。これらは自然言語処理技術を用いた手法だが、集団の相互理
解促進のためにはVR（Virtual Reality）技術やゲーミング手法を用いて相手の立場を追体験させるアプ
ローチも効果がある。

Project Debaterは、2018年6月に米国サンフランシスコで開催されたイベントWatson Westにて、イ
スラエルの2016年度ディベートチャンピオンとライブ対戦51し、「政府支援の宇宙探査を実施すべきか否か」
という議題で勝利して話題となった。ニュース記事や学術論文を3億件収集・構造化して用いており、
2011年に米国のクイズ番組Jeopardy!で人のチャンピオンに勝利したIBM Watson42）の自然言語処理に
加えて、ナレッジグラフや議論マイニングなどの技術が組み合わせて実現されたものと考えられる。

e.フェイク対策
ソーシャルメディア上での情報伝播の傾向や、そこで起きている炎上、フェイクニュース、エコーチェン

バー、二極化などの現象を把握・分析すること5）, 7）, 14）, 18）, 43）, 44）は、フェイク対策のための基礎的研究と
なる。フェイクニュースへの対抗としては、発信された情報が客観的事実に基づくものなのかを調査し、その
情報の正確さを評価・公表するファクトチェックという取り組みが立ち上がっている5）, 45）。ファクトチェック
を行う団体として比較的早期に立ち上がった米国のSnopes（1994年～）やPolitiFact（2007年～）が
よく知られている。この動きは世界的に広がっており、日本では2017年にFactCheck Initiative Japan

（FIJ）、2022年にJapan Fact-check Center（JFC）が発足した。2015年には国際的に認証されたファ
クトチェック団体から成るInternational Fact-Checking Network（IFCN）が発足したが、日本は対応
が遅れており、2022年の時点ではIFCNに加盟できた日本の団体がない。

ただし、大量に発信される情報を迅速にチェックするには人手では限界がある。そこで、コンピューター
処理によってフェイクニュースの検出を効率化する試みが進められている（FIJでの取り組み46）や2016年
から始まった競技会Fake News Challengeなど）。また、フェイク動画・フェイク画像・フェイク音声など
の判定については、オリジナルの動画・画像・音声から改ざんされていないか、当事者が実際に発話や行
動をしていない虚偽の動画・画像・音声ではないか、といったことを動画・画像・音声の特徴分析によっ

50 2020年9月まで名古屋工業大学、10月から京都大学。

51 ライブ対戦の進行は、対戦する両者が議題の肯定派と否定派に分かれ、まず4分間ずつ主張を述べ、次に4分間ずつ相手の主
張に対する反論を述べ、最後に2分間ずつまとめを述べるという形で行われ、その勝敗は聴衆の支持数で決まる。ディベートの
議題は直前に与えられ、その場で相手の主張も踏まえつつ、自分の主張を組み立てることになる。
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て判定することも行われている。フェイク検出技術の詳細は、［新展開・技術トピックス］で述べる。ただし、
フェイクの検出技術とフェイクの作成法は往々にしていたちごっこになるため、技術開発だけでなく、メディ
アリテラシーの教育・訓練や、表現・言論の自由を損なわないように配慮しつつ法律・ルールの整備によ
る対策も進めることが必要である5）, 14）, 47）。

f.意思決定に関する基礎科学
情報技術によって人の意思決定を支援するにあたって、そもそも人の意思決定とはどういうものか、どう

あるべきかを理解しておくことは重要である。既に言及した通り、行動経済学や脳科学の分野（「2.1.7 計
算脳科学」を参照）で意思決定プロセスのモデルやメカニズムが研究されてきた。また、社会心理学・認
知科学などの分野で研究されている確証バイアスを含む認知バイアス48）も意思決定に大きく関わる。加え
て、人の意思決定・合意形成を支援する機能がELSI（Ethical, Legal and Social Issues：倫理的・法的・
社会的課題）の視点から適切であるかについても常に考えておかねばならない。

❹人とAIの協働
人がある目的を達成するために、一部のタスクをコンピューターで実行するというのは、コンピューター

が発明された頃から行われていたことだが、それはコンピューターでできることがごく限られた処理だけだっ
たため、それ以外は人が対応するしかなかったということである。しかし、AIに代表されるように、今日コ
ンピューターでできることは飛躍的に拡大し、人が行うよりも高速・高精度にさまざまなタスクを実行でき
るようになった。そこで、目的に応じて、人とAIシステム（あるいはAI技術が組み込まれたロボット）と
でどのような役割分担を行うのが最適であるか、人とAI（Artificial Intell igence、Machine 
Intelligence）の最適協働の在り方としてHMT（Human-Machine Teaming）が考えられるようになっ
た。本節の冒頭でHMTには五つのパターンがあることを示したが、［新展開・技術トピックス］❷では、
それらの各パターンの内容や状況について述べる。

（4）注目動向
［新展開・技術トピックス］
❶フェイク検出技術

フェイクニュース検出は次の四つの面から試みられている44）。一つ目は知識ベース検出方式で、従来の
人手によるファクトチェックを強化するように、クラウドソーシング的な仕組みを使って専門家集団に検証し
てもらったり、あらかじめ蓄積された知識ベースと自動照合したりする取り組みがある。二つ目はスタイル
ベース検出方式で、誤解を生みやすい見出し表現や欺くことを意図したような言葉使いなどに着目する。三
つ目は伝播ベース検出方式で、情報拡散のパターン（情報伝播のグラフ構造やスピードなど）に着目する。
例えば、フェイクニュースは通常ニュースよりも速く遠くまで伝わる傾向があることが知られている。四つ目
は情報源ベース検出方式で、ニュースの出典・情報源の信頼性やその拡散者の関係などから判断する。社
会環境・文脈などによって真偽の捉え方が変わるし、科学的発見によって真理の理解が変わることもあり、
真偽が定められない言説も多いため、最終的には人による判断が不可欠だが、上に示したような技術は怪
しいニュース・情報を迅速に絞り込むのに有効である。また、1件のニュース単独で真偽判定するよりも、
複数の情報の間の関係比較や整合性判断、および、複数の視点からの複合的なチェックを行う方がより確
かな判断が可能になる49）。

また、動画・画像・音声などがオリジナルから改ざんされていないか、当事者が実際に発話や行動をし
ていない虚偽の動画・画像・音声ではないか、といったことを動画・画像・音声の特徴分析、ニューラルネッ
トワーク・機械学習を用いて判定したり、改ざんの箇所や方法を特定したりといった技術が開発されて
いる 20）, 50）, 51）, 61）。例えば、不自然なまばたきの仕方、不自然な頭部の動きや目の色、映像から読み取れ
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る人の脈拍数、映像のピクセル強度のわずかな変化、照明や影などの物理的特性の不自然さ、日付・時刻・
場所と天気の整合などが手掛かりになる。フェイクの検出技術とフェイクの作成法はいたちごっこだとも言
えるが、人の目・耳では見分けがつかないレベルのフェイク動画・画像・音声が作れてしまう事態において、
コンピューターによる分析は不可欠である。さらに、動画・画像・音声の内容解析とは別に、ブロックチェー
ンを使って履歴を管理することで、改ざんが入り込むことを防ぐという方法もある。

フェイクは新種のサイバー攻撃として用いられ、社会混乱も引き起こすことから、安全保障上も対策が求
められる。これに対して、米国は早い時期から研究投資を行っており、特に米国国防高等研究計画局

（DARPA）は、画像・動画の改ざん検知を行うMedia Forensics（MediFor）プロジェクトや、その後
継で、画像・動画の意味的不整合やフェイクの検知を行うSemantic Forensics（SemaFor）プロジェク
トを推進している52。日本では、2020年度にJST CREST「信頼されるAIシステム」に採択された「インフォ
デミックを克服するソーシャル情報基盤技術」（CREST FakeMedia、研究代表者：越前功）が、フェイク
問題に本格的に取り組むプロジェクトとして注目される61）。この活動を推進する拠点として、国立情報学
研究所にシンセティックメディア国際研究センター（SynMedia Center、センター長：越前功）が設立さ
れた。

❷HMT（Human-Machine	Teaming）の五つのパターン
本節の冒頭で述べたHMTの五つのパターンの概要・状況を簡単に述べる1）。なお、Human（人）、

Machine（AI）ともに単独のケースも複数のケースも考えられ、また、実際の問題では、複数のパターン
が組み合わせられることもある。各パターンにおいて、人とAIが協働する中で、人・AIそれぞれの能力が
高まって、関係性・パターンが変化していくこともある。

Human Supervisor/Userは、人がAIの上位に位置するパターンで、人が上司となるケース（Human 
Supervisor）と人が単なるユーザーのケース（Human User）がある。実際のタスクはAIによって実行
される。医療画像診断などがHuman Supervisorのケースであり、人が責任を持って監督・介入する
Human Oversightが重要な課題である。その前提としてAIの透明性・説明性・制御性などが求められる。
Human Userのケースでは、人がそこまで深く関与せず、一般にHuman Machine Interfaceが重要で
ある。

Human Mentorは、人がAIのやや上位に位置するパターンで、AIが実際のタスクを主に実行し、人は
そのタスクを実行しようと思えば実行できるものの、主としてMentorとして機械を指導する。問い合わせ
や検査などについて、AIで可能な範囲は自動処理して、難しいケースのみ人に対応させるというのが、そ
の一例である。AIへの権限移譲や人へのエスカレーションの仕方が重要課題である。そのために、人・AI
双方が相手のモデルを持つこと（Mutual Model）が必要だと言われる。

Peerは、人とAIが同格で、どちらもタスクを実行する能力を有している。ただし、条件によってどちら
のパフォーマンスが優れているかが変わってくるため、状況に応じてどちらがタスクを実行するかを決める
必要がある。人とAIがタスクを分担して並列に実行することもあり得る。自動運転のレベル3はPeerに該
当する。権限移譲の管理やMutual Modelが重要である。特に、人がAIの能力を適切に把握しているこ
とが望ましく、過信や不信を避けるように信頼較正 52）という手法が考えられている。

52 米国DARPAでは、悪意を持ったオンラインやオフラインでの誘導・干渉によって人々の思考や行動に影響を与える問題に対
処するための取り組みをCognitive Securityと総称し、MediFor、SemaFor以外にも、個人情報・プライバシーが目的外に
使われないように管理するBrandies、状況を理解し、アクションするため、さまざまな情報源の間の矛盾・整合を踏まえなが
ら仮説を生成するAIDA（Active Interpretation of Disparate Alternatives）、人の心理的な隙や行動のミスにつけ込んで
個人が持つ秘密情報を入手する攻撃（ソーシャルエンジニアリング）を検知・防御するASED（Active Social Engineering 
Defense）、悪意のあるボットネットワークや大規模マルウェアに対抗する自律ソフトウェアエージェントHACCS（Harnessing 
Autonomy for Counering Cyberadversary Systems）などのプロジェクトを実施している。
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Machine Mentorは、人が主としてタスクを実行するものの、一部のタスクに関してはAIが実行する。
自動運転のレベル1や2はこれに該当する。 AIが人の作業・行動をモニタリングしていて、危ない状況や
不適切な状況が検知されたら、注意や助言を行うケースもこのパターンの一例である。人のモチベーション
への配慮が求められる。

Machine Supervisorは、人が専ら実際のタスクを実行し、上司の立場にあるAIはタスクの実行には携
わらない。ライドシェアサービスUberが代表例である。また、クラウドソーシング 26）をAIで最適管理す
るようなケースも該当する。人のモチベーションを考慮したタスクアサインやフィードバックが課題として挙
げられる。

❸AI技術を用いた創作
深層生成モデルの発展によって、芸術作品（絵画・音楽など）や文学作品（小説・俳句など）の創作へ

のAI技術の活用が広がった53）, 54）, 55）, 56）。
まず絵画作品の生成では、2015年に、深層ニューラルネットワーク構造中の情報を操作することで、通

常の画像を夢に出てくるような神秘的な画像に変換するDeepDreamが開発された。ゴッホやレンブラント
らの絵画作品から画風を学習し、入力画像をそのような画風に変換するシステムなども開発され、深層生
成モデルを学習したり、その内部情報を操作したりすることで、絵画的表現を生成したり変換したりする手
法やツールが種々開発されるようになった。さらに、2021年に発表されたDALL-Eでは、簡単な文からそ
れを表現した画像が生成されるText-to-Imageが実現された。これに続いて、DALL-E2、Imagen、
Perti、Museなど、より高品質な画像を生成できる技術が開発されるとともに、MidjourneyやStable 
Diffusionなど、文を入力するだけで簡単に使えて、まるでプロが書いたようなテイストの画像が生成でき
るシステムが、インターネット上で使える形で公開され、Text-to-Imageは2022年に大きな話題になった

（深層生成モデルと画像生成AIの技術面については「2.1.1 知覚・運動系のAI技術」に記載している）。
音楽作品の生成（作曲）は、メロディー、リズム、コード進行などに関する音楽理論の蓄積があり、音

楽理論・ルールをベースとした生成手法が古くから取り組まれていたことから、絵画作品の生成とは異なる
発展を示している。深層学習を用いてバッハ風やビートルズ風といった新曲を作る取り組み、歌詞を入力と
して音楽理論やルールに基づいて曲を付ける取り組み、既存曲を入力として遺伝的アルゴリズム（Genetic 
Algorithm：GA）などの進化計算によって新たな曲を作る取り組みなど、さまざまなアプローチがなされ
ている57）。また、深層学習でもGANだけでなく、時系列データを扱いやすいLSTM（Long Short-Term 
Memory）ネットワークもよく用いられている。さらに最新の話題として、Text-to-Imageの技術を用いた
音楽生成システムRiffusionが2022年12月に公開された。このシステムでは、Stable Diffusionに音楽
のスペクトラム画像を追加学習させることで、テキストからスペクトラム画像を生成し、それを音楽として再
生する。

文学作品の生成では、2012年にスタートした「きまぐれ人工知能プロジェクト：作家ですのよ」がよく
知られている53）。星新一のショートショート小説作品をコンピューターで解析して生成した作品を星新一
賞に応募する試みを行っている。ここでは、登場人物の設定や話の筋、文章の部品に相当するものは人間
が用意しておき、それらを用いた文章生成という部分にAI技術を適用したというものである。さらに現在大
きな話題になっているのが、前述のChatGPTである。簡単な例示や指示を与えて文章を生成することがで
きる。人間が書いたような自然な文章だと言われており、文学的な文章の生成事例も報告されている（技
術的面については「2.1.2 言語・知識系のAI技術」に記載している）。

人間の持つ創作欲求（美意識や自己表現など）そのものをAIが持つことは当分難しいとしても、表現の
種や見本となるものがあるときに、そのスタイルをまねたり、新たな連想を生み出したりといったことにAI
技術が活用できるようになってきた。実際、絵画・音楽の領域では、AI技術を用いて人間の創作活動を支
援・活性化するさまざまなソフトウェアツール（ラフスケッチの写実画への変換、着色、作曲、画風・曲調
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の変換、前衛的・不気味な絵の生成など）が実用化されている。
「AI美空ひばり」「AI手塚治虫」といったプロジェクト58）も、そのようなツールを活用したものだが、AI

技術を用いて故人の名を冠した新作を創作するという行為、あるいは、AI技術を用いて故人を仮想的によ
みがえらせるというコンセプトに対して、倫理的な視点や社会受容といった面から議論が起きた。両プロ
ジェクトとも、故人の遺族の了承・意向を踏まえつつ取り組まれたものだが、ELSI面からは引き続き議論
を深めていくことが必要である。

また、画像生成や文章生成の技術が高品質化し、プロ並みのものが簡単に生成できるようになったため、
人間による創作物かAIで自動生成したものかの区別が難しくなってきた。そのため、創作物の権利や偽作
に関する問題や、プロのアーティストからの反発なども生じつつある。

［注目すべき国内外のプロジェクト］
❶NEDOプロジェクト「人と共に進化する人工知能に関する技術開発事業」

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）のもとで実施されている5年間の
プロジェクトである（実施期間：2020年度～2024年度、プロジェクトリーダー：辻井潤一）。人と共に
進化するAIシステムの基盤技術開発、実世界で信頼できるAIの評価・管理手法の確立、容易に構築・導
入できるAI技術の開発という三つの研究開発項目のもと、16の研究テーマが推進されている。

❷ソニーのGT	Sophy（Gran	Turismo	Sophy）
GT Sophyは、PlayStationのドライビングシミュレーター「グランツーリスモSPORT」において、世

界最高峰のプレーヤーをしのぐドライビングスキルを学習したAIエージェントである59）。深層強化学習に
よって訓練された自動意思決定AIだが、実在のレーシングカーやコースの見た目だけではなく、車体の重
量バランスや剛性、空気抵抗やタイヤの摩擦などの物理現象に至るまで、現実のレーシング環境が限りなく
リアルに再現された仮想環境で学習や自動制御が行われる。さらに、高速走行中の相手やコースのダイナ
ミックな変化に応じたリアルタイム制御、スリップストリームやクロスラインからのオーバーテイクのような
高度なレーシングスキル、レーシングエチケットなども獲得している。2022年2月10日発行のNature誌
の表紙を飾った。

（5）科学技術的課題
❶意思決定支援AIの技術課題
［研究開発の動向］❸に挙げた、膨大な可能性の探索・評価（マルチエージェントシミュレーション、統

計的因果推論など）、自動意思決定・自動交渉（強化学習、最適化など）、大規模意見集約・合意形成、
多様な価値観の把握・可視化（言論マップ生成、議論マイニングなど）、フェイク対策、意思決定に関する
基礎科学（意思決定プロセスのモデル、ELSIなど）のそれぞれは、さらなる研究開発が必要である。

それらの技術を用いての意思決定を支援する機能の提供形態としては、人（個人や集団）に寄り添うAI
エージェントという形や、意見集約・合意形成のためのプラットフォームという形が考えられる。AIエージェ
ントのデザインでは、HAI（Human-Agent Interaction、詳細は「2.1.3 エージェント技術」を参照）
の設計方法論や、人とAIエージェントの間のトラスト形成（「2.4.7 社会におけるトラスト」を参照）とい
う観点も踏まえる必要がある。また、意見集約・合意形成のためのプラットフォームでは、その健全性・公
平性を確保するため、フェイク対策の取り込み、一次情報や意見根拠の追跡・確認、声の大きい意見だけ
でない意見集約の公平性確保なども課題となる。

❷HMTの技術課題
［新展開・技術トピックス］❷では、HMTの五つのパターンを示し、そのような人・AI協働の形に応じて、
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AIの透明性・説明性・制御性などの確保や、人からAIへの権限移譲の管理、AIに対する信頼形成、人
のモチベーションへの配慮などに課題があることを述べた。また、各パターンでの協働を通して、人やAI
それぞれの能力が高まり、関係性・パターンが変化する可能性があることにも触れた。どのような問題に対
して、どの協働パターンが適していて、協働することでどれほど全体パフォーマンスが高まるか、あるいは、
人・AIそれぞれの能力がどう高まり得るか、といった分析や方法論も今後さらに探究されていくものと期待
される。

関連して、上記の意思決定支援AIでは、それに人が依存しすぎると、人の判断能力自体が低下するとい
う懸念がある。 HMTでも同様の懸念は生じ得る。意思決定支援AIやHMTにおいて、人にとって負荷が
減って楽になることと、人の能力が高まることの両面からどのようなバランスが望ましいかを考えていくこと
も必要であろう。

（6）その他の課題
❶ELSIおよび社会受容性に配慮した研究開発

意思決定支援AIは、倫理的・法的・社会的な視点（ELSI面）から適切であるかを常に考えておかねば
ならない。例えば、人の支援機能を意図したものが、思考誘導や検閲（表現・言論の自由の制限）と受け
止められてしまう可能性もある。逆に、フェイク問題のようなケースに対しては法的規制をかけてしまえば
よいのではないかという意見を聞くことがあるが、絶対的な真偽が定まらない言説は非常に多く、法的規
制が強く働くと表現・言論の自由が制限されるリスクが高まることに注意を要する20）。この点を踏まえて、
法的規制の検討は、極めて慎重に行う必要がある。その一方、人のメディアリテラシーを高める教育が重
要である。

HMTはより広い人・AI協働の概念であり、同様に配慮が必要であろう。このような面に対して、利用
者から見た透明性を確保し、社会受容性に配慮した技術開発が求められる。そのためには、実社会の具体
的な問題に適用して社会からのフィードバックを受けるプロセスを、短いサイクルで回しながら判断・改良
していくのがよいと考える。

❷分野横断の研究開発体制・推進施策
本研究開発領域は、AI技術などの情報技術だけでなく、計算社会科学、脳科学、認知科学、心理学、

経済学、政治学、社会学、法学、倫理学などが重なる学際的な領域であり、分野横断の研究開発体制・
推進施策が必要である。そのためには、初期段階から分野横断で研究者を共通の問題意識・ビジョンのも
とに束ねる研究開発マネジメントが望ましい。現状、本研究開発領域の個々の技術課題・要素技術に関わ
る研究者は多いものの、研究者それぞれの取り組みは全体の問題意識に対してまだ断片的なものにとどまっ
ている感が強く、分野横断の連携・統合による骨太化が求められる。その際、情報技術側で扱いやすい形
の問題にしてしまうとか、人文・社会科学側から結果に対して駄目出しするとかではなく、具体的な問題に
対する定式化において双方がコミットすべきである。実社会への適用において発生するさまざまな制約事項
を、アルゴリズム・原理のレベルで扱うのか、運用上の制約（法規制など）の形で扱うのかによって、技
術的なアプローチは変わってくる。

❸国・社会のフェイク問題と対策に対する意識向上
米国が国家安全保障の観点から重要な研究開発領域と位置付けて投資しているのに対して、日本ではそ

の意識がまだ弱い。日本は米国の事例ほど、フェイク問題や社会分断が深刻化していないため、国・社会
の危機感が薄いように思われるが、民主主義を揺るがし得る、社会の方向性を左右し得る、国・組織・個
人に対する新しいサイバー攻撃になり得る、といった国・社会にとっての大きなリスクが生じることに備えて
おくべきである。フェイク問題への対策、フェイクによる攻撃への防御技術を育てておくことや、人々のメ
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ディアリテラシーを高めるための教育や啓発施策などを進めることを通して、健全な社会的意思決定・集合
知を育てる意識・環境が、安全で信頼できる社会を発展させていくために極めて重要である。

（7）国際比較

国・地域 フェーズ 現状 トレンド 各国の状況、評価の際に参考にした根拠など

日本

基礎研究 ○ ↗

マルチエージェントシステムの分野で、オークション・マッチングの理論研究
やインセンティブメカニズムの研究が多い。 HMTについては、SIP「ビッグ
データ・AIを活用したサイバー空間基盤技術」で関連基礎研究を推進してお
り、日本発のHAI（Human-Agent Interaction）も強みとなる。

応用研究・開発 ○ ↗ 大規模合意形成支援システムなどで先端的な取り組みや、AI間の交渉・協
調・連携に関するCOCNの取り組みが進展している。

米国

基礎研究 ◎ ↗

MIT CCIのDel iberator iumやThe Cl imateCoLab、Stanford 
Universityの討論型世論調査をはじめ、学際的な基礎研究が根付いている。
AI・マルチエージェントシステムの分野で、メカニズムデザイン、オークショ
ン・マッチングの理論研究が広く行われている。 HMTの基礎研究も実績が
ある35),60）。

応用研究・開発 ◎ ↗
上記基礎研究がそのまま応用研究やベンチャーによる産業化につながる傾向
が強い。国および企業によるAI分野への大型投資が行われている

（Metaの自動交渉エージェントなど）。

欧州

基礎研究 ◎ ↗
Imperial College London、Oxford University、Delft University of 
Technologyなど、自動交渉の基礎研究が強く、論理的なアプローチによる
自動交渉の研究も行われている。

応用研究・開発 ◎ ↗
市民からの意見集約や合意形成のためのシステム・応用に盛んに取り組まれ
ている。自動交渉の応用ソフトウェア（電力売買など）への取り組みも見ら
れる。

中国
基礎研究 ◎ ↗ Hong Kong Baptist Universityのメカニズムデザインや自動交渉の基礎理

論研究をはじめ、取り組みが活発になってきている。

応用研究・開発 △ → 顕著な活動は見当たらない。

韓国
基礎研究 △ → 顕著な活動は見当たらない。

応用研究・開発 △ → 顕著な活動は見当たらない。

（註1）フェーズ
 基礎研究：大学・国研などでの基礎研究の範囲
 応用研究 ・ 開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲

（註2）現状　※日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価
 ◎：特に顕著な活動・成果が見えている 〇：顕著な活動・成果が見えている
 △：顕著な活動・成果が見えていない ×：特筆すべき活動・成果が見えていない

（註3）トレンド　※ここ1～2年の研究開発水準の変化
 ↗：上昇傾向、→：現状維持、↘：下降傾向
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2.1.6	 AI・データ駆動型問題解決

（1）研究開発領域の定義
人工知能（Artificial Intelligence：AI）・ビッグデータ解析が可能にする大規模複雑タスクの自動実行

や膨大な選択肢の網羅的検証などによる、問題解決手段の質的変化、産業構造・社会システム・科学研究な
どの変革を生み出す研究開発領域である。本節では、「AI駆動」「データ駆動」を冠して呼ばれることが多い、
さまざまな問題解決に共通的な考え方やフレームワーク・基盤技術を中心に俯瞰し、個別的・具体的なアプ
リケーションは最近の注目トピックのみ取り上げる。

図2-1-9 　 領域俯瞰：AI•データ駆動型問題解決

（2）キーワード
ビッグデータ、Cyber Physical Systems（CPS）、IoT（Internet of Things）、データサイエンス、オー

プンデータ、データ連携基盤、データ駆動、AI駆動、デジタルトランスフォーメーション（DX）、計測、ゲー
ムAI、AI・シミュレーション融合、AI駆動型科学

（3）研究開発領域の概要
［本領域の意義］

ビッグデータ（Big Data）1）, 2）は、元来は膨大な量のデータそのものを指す言葉だが、その収集・蓄積・
解析技術は、大規模性だけでなくヘテロ性・不確実性・時系列性・リアルタイム性などにも対応できる技術
として発展している。また、センサー、IoT（Internet of Things）デバイスの高度化と普及によって、さま
ざまな場面で実世界ビッグデータが得られるようになり、その収集・解析技術は、実世界で起きる現象・活
動の状況を精緻かつリアルタイムに把握・予測するための技術としても期待されている。今日、さまざまな社
会課題が人間の手に負えないほどに大規模複雑化しており、実世界ビッグデータの収集・解析による状況の
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把握・予測は、そのような課題の解決に共通的に貢献し得る有効な手段になる。ここにさらにAI技術が加わ
り、AI技術とビッグデータ（データそのもの、および、処理技術）が深く関係し合いながら発展している。
すなわち、ビッグデータが集められることでAI技術（特に機械学習技術）は高度化し、精度を高め、そのAI
技術を用いて実世界のビッグデータを解析することで、実世界の現象・活動のより深く正確な状況把握・予
測が可能になってきた。

具体的なアプリケーションは、当初、Googleなどのサーチエンジンにおける検索連動型広告や、Amazon
などのショップサイトにおける商品レコメンデーションのように、インターネット上のサービスに集まるビッグ
データを売上向上に活用するものが中心であった。しかし、現在は、実世界から集まるビッグデータを活用し
た社会課題解決へと広がってきており1）, 2）、その社会的価値はますます高まっている。例えば、電力・エネル
ギーの需要を予測して最適に制御したり、実店舗のさまざまな商品の品ぞろえや仕入れを最適化したり、防
犯のため不審な人や振る舞いを検知・通知したり、病気の疑いや機器の異常を早期に検知したりといった実
世界のアプリケーションが広がっている。

わが国がビジョンとして掲げる「Society 5.0」は、内閣府によると、「サイバー空間とフィジカル空間（現
実）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会

（Society）」であり、サイバー空間とフィジカル空間の高度な融合は「フィジカル（現実）空間からセンサー
とIoTを通じてあらゆる情報が集積（ビッグデータ）、人工知能（AI）がビッグデータを解析し、高付加価
値を現実空間にフィードバック」によって実現するとされている。これにより、交通、医療・介護、ものづくり、
農業、食品、防災、エネルギーなど、さまざまな分野で新たな価値創出が目指されている。昨今、産業界を
中心にデジタルトランスフォーメーション（DX）の推進が叫ばれているが、Society 5.0と方向性を同じくす
る動きであり、産業構造、社会システム、科学研究などに変革をもたらす。そして、これらをドライブするのが、
本節で述べるAI・ビッグデータを活用した「AI駆動型」「データ駆動型」と呼ばれるアプローチである。

［研究開発の動向］
AI・データ駆動型の問題解決の基本的な枠組みを踏まえて、その研究開発の動向を、❶問題解決パイプラ

インの技術発展、❷サイバーフィジカルシステムの技術発展、❸データ基盤の技術発展、❹計測の高次化と
いう4面から述べる。次に、このような発展が生み出す問題解決手段の質的変化が、産業構造の変革、社会
システムの変革、科学研究の変革をもたらす可能性とその状況について述べる。

❶問題解決パイプラインの技術発展
AI・データ駆動型問題解決の基本的な処理の流れは、（1）データ収集・蓄積ステップ、（2）データ分

析ステップ、（3）アクション実行ステップ、という順に進む。ここでは、これを「問題解決パイプライン」
と呼ぶことにする。（2）のデータ分析ステップは、さらに、データ分析の深さによって段階がある。米国
の調査・アドバイサリー企業であるGartnerは、データ分析の段階を、（2-1）記述的分析（Descriptive：
何が起きたか）、（2-2）診断的分析（Diagnostic：なぜそれが起きたか）、（2-3）予測的分析（Predictive：
これから何が起きるか）、（2-4）処方的分析（Prescriptive：何をすべきか）という4段階としている3）。（2-4）
によってアクションが計画され、（3）のアクション実行が可能になる。

問題解決パイプラインで、（1）→（2-1）→（2-2）→（2-3）→（2-4）→（3）とステップを深め
るほど、問題の解決に近づき、社会価値・ビジネス価値が高くなる。つまり、例えば（1）（2-1）しか自動
化されなければ、（2-2）以降は人間が行うことになるが、（1）から（3）まで一気通貫で自動化されれば、
人間は実行状況をモニタリングしていればよいことになる。電力マネジメントの例で具体的に説明するなら
ば、前者のケースは、電力消費状況の計測・可視化までが自動化され、その状況に基づいて人間が今後の
必要量を判断し、アクションを考えることになる。後者のケースは、電力消費状況を自動計測し、今後の
必要量を自動予測し、最適な状況になるように自動制御も行われる（人間はその様子を見ていればよい）。
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このような（1）から（3）まで一気通貫での自動化を可能にする方向で、技術開発が進められている。
そのために使われる具体的な技術としては「2.1.1 知覚・運動系のAI技術」に記載されている機械学習・
パターン認識・運動生成などの技術が挙げられる。

❷サイバーフィジカルシステムの技術発展
前述したように、問題解決パイプラインは、当初、インターネット上のサービスに集まるデータを収集・

解析し、そのサービスを改良・強化するために使われた。つまり、サイバー空間に閉じたパイプラインであっ
た。しかし、現在は実世界（フィジカル空間）からデータを収集し、その解析結果に基づいて、実世界の
システムにフィードバックをかけるような応用へも広がっている。つまり、サイバーフィジカルシステム

（Cyber Physical Systems：CPS）としての問題解決パイプラインへと拡張されている。
この拡張は、問題解決パイプラインにおける、（1）データ収集・蓄積ステップと（3）アクション実行ス

テップが、サイバー空間から実世界に広がったということである。そのために、センサーやアクチュエーター
を含むさまざまなIoTデバイス、あるいは、ロボットが（1）や（3）に導入されるようになった。軽量化、
省エネ化、高感度化、高解像度化、スマート化などの技術改良が進められている。

❸データ基盤の技術発展
上記❶❷のような問題解決パイプラインを支える技術として、データ基盤の研究開発も進められている。

ここでいうデータ基盤は、a.データ処理基盤技術、b.データ保護技術、c.オープンデータ技術を含む。

a.データ処理基盤技術：
大規模なデータを高速に処理するための技術群である。ますます大規模化するデータを、より高速に処

理するという要求が高まり、分散並列処理技術、圧縮データ処理技術、ストリームデータ処理技術などが
発展している。その具体的な技術内容は「2.2.3 AIを支えるコンピューティングアーキテクチャー」に記載
した。

b.データ保護技術：
分析対象となるデータの保護のための技術群である。暗号化などのセキュリティー技術に加えて、分析

対象データが個人属性や行動履歴のようなパーソナルデータである場合に、そのプライバシーを保護するた
めの技術、さらには、データの分析と保護を両立させるプライバシー保護データマイニング技術が開発され
ている。匿名化、差分プライバシー、秘匿計算などの技術がある。それらの詳細は「2.1.9 社会における
AI」に記載した。

c.オープンデータ（Open	Data）：
最小限の制約のみで誰でも自由に利用、加工、再配布ができるデータのことである。さまざまな問題解

決にデータ利用が促進され、また、他のデータと組み合わせた新しい価値創出・サービス創出が活性化さ
れる。そのために、共通的なデータ形式や付加的な情報（メタデータなど）の記述形式などがデザインさ
れている。特に、セマンティックWeb分野で開発・標準化された技術を用いたリンクトオープンデータ

（Linked Open Data：LOD）4）がよく知られている。さらに、分野・組織をまたいだデータの連携を容易
にするため、共通語彙の設定も含むデータ連携基盤の構築が推進されている。米国では2005年にNIEM

（N a t i o n a l I n f o r m a t i o n E x c h a n g e M o d e l）、 欧 州では2011年 にS E M I C（S e m a n t i c 
Interoperability Community）がデータ連携標準の取り組みとして始まった。わが国でも「未来投資戦
略2018」で描くデータ駆動型社会の共通インフラとしてデータ連携基盤の構築が掲げられ、共通語彙基盤

（Infrastructure for Multilayer Interoperability：IMI）が構築された5）。 IMI、NIEM、SEMICの間
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の国際的な相互運用性も検討されている。

❹計測の高次化
計測は「科学の母」（Mother of Science）と言われ、さまざまな科学研究を支えている。また、現在の

状況を計測（センシング）することは問題解決（ソリューション）の出発点であり、計測技術はさまざまな
ソリューションビジネスを左右する。今日、❶で述べた問題解決パイプラインに沿って、計測は「狭義の計
測」から「広義の計測」へと概念を広げ、これがさまざまな研究やビジネスに波及している。
「狭義の計測」は物理量計測である。従来の計測機器は、温度・重量などの物理量を直接計測して出力

するものであった。しかし、いまでは、計測機器（あるいは計測システム）の中で、物理量データの統計
処理・データ分析処理などの情報処理（AI・ビッグデータ技術の適用を含む）まで行い、その結果を計
測結果として出力するものが増えている。そのような情報処理を加えることで、a.物理量計測の高性能化、
b.意味的計測、c.自律的計測が可能になってきた。ここで、意味的計測と自律的計測が「広義の計測」に
相当する。以下、これらa・b・cについて簡単に説明する（詳細は調査報告書 6）にまとめた）。

a. 物理量計測の高性能化は、従来と同様に物理量を計測結果として出力するが、情報処理を加えること
で、精度や効率を高めるものである。例えば、カメラ画像の超解像（画像処理によって解像度を高め
る）などがある。

b. 意味的計測は、計測結果として得られた物理量データを分析することで、その計測結果に意味を与える
（上位概念に変換する）ものである。位置の計測データ（座標）の住所・ランドマークへの変換や、
指紋認証・顔認証などのバイオメトリクス認証機器・システムがその一例である。

c. 自律的計測は、物理量データの分析結果に基づいて、次のアクションの決定・実行まで行うものである。
例えば、現在の計測結果に基づいて、次に何を計測するかを決定するような、ロボットやドローンを
ベースとした自律的な計測システムがこれに該当する。

図2-1-10 　 計測の高次化と問題解決パイプラインとの対応

また、上記a・b・cは、物理量計測を出発点とした計測の高次化であるが、物理量計測だけでなく、人々
がSNS（Social Networking Service）やCGM（Consumer Generated Media）で発信する情報も
集めて、人々の行動や社会現象を把握しようというアプローチ（「社会計測」とも呼ばれる）も生まれている。
さらに、「広義の計測」や「社会計測」で得られた人間や社会に関するビッグデータを分析して、人間の行
動や社会の現象を定量的に理解しようとする計算社会科学も、近年、取り組みが活発になっている。この
ような計測の高次化と合わせて、その自動化によって、規模の大きな現象・活動のリアルタイムな計測とい
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う方向への発展も進んでいる。

❺問題解決手段の質的変化
❶❷❸❹で述べたようなAI・データ駆動型問題解決の枠組みの発展によって、大規模複雑タスクの自動

実行や膨大な選択肢の網羅的検証などが可能になり、問題解決手段の質的変化が起き、産業構造の変革、
社会システムの変革、科学研究の変革にもつながる。

AI・データ駆動型問題解決の枠組みは、既に多くの業種・分野に広がっており、さまざまな種類、多数
の事例が生まれている7）。それらの事例では、従来人手で行っていた作業を自動化することで効率化が進
んだり、自動化に加えて、膨大なデータを精緻に観察・分析することによる精度向上によって適用場面（ビ
ジネス機会）が拡大したりと、効率化・機会拡大の効果がまずは見られる。しかし、それにとどまらず、産
業構造・社会システムなどの転換を引き起こすような質的変化も起こる。効率化（コスト削減など）と機会
拡大（売上拡大など）は従来の土俵の上での競争だが、この質的変化は土俵を変える（ゲームチェンジが
起きる）。このゲームチェンジに備えるための打ち手、さらには、ゲームチェンジを主導するための打ち手が、
技術開発と制度整備の両面から求められる。以下、a.産業構造の変革、b.社会システムの変革、c.科学研
究の変革という三つの面で、質的変化の可能性に着目する。

a.産業構造の変革
産業構造の変革については、人工知能技術戦略会議が2017年3月に公開した「産業化ロードマップ」

が参考になる。このロードマップは、主要分野として、生産性分野、健康・医療・介護分野、空間の移動
分野という3分野を取り上げ、各分野でのAI利活用の進展を三つのフェーズで捉えている。フェーズ1では、
各領域においてデータ駆動型のAI利活用が進み、フェーズ2では、個別の領域の枠を越えてAI・データ
の一般利用が進み、フェーズ3では、各領域が複合的につながり合ってエコシステムが構築されるとしている。
フェーズ1・2はおおむね効率化と機会拡大に相当し、フェーズ3はゲームチェンジが起こり得る質的変化
の段階に相当する。AI技術（特に機械学習技術）によって各業界の専門的業務が自動化され得る。これは
その業界にとって業務効率化だが、業界外から見れば参入障壁の低下になるため、業界構造が変わり、ゲー
ムチェンジが起こり得る。例えば、動画の効果的な加工はかつて専門業者に依頼するしかなかったが、い
までは個人がスマートフォンで簡単に加工操作でき（その裏ではAI的な技術が使われている）、それを用い
た新たなサービスも生まれている。また、UberやLyftに代表されるような自家用車によるオンデマンドの
ライドシェアも、従来の業界構造を変えた事例だが、このゲームチェンジを可能にしたのは、一般ドライバー

（自家用車の所有者）と車で移動したい一般ユーザー（乗客）とを、リアルタイムに把握して最適マッチン
グする仕組みが、AI・ビッグデータ活用によって実現されたからである。

なお、さまざまな産業分野の変革に影響を与えるようなAI技術については、新エネルギー・産業技術総
合開発機構（NEDO）が2022年2月に発表した「人工知能（AI）技術分野における大局的なアクション
プラン」が参考になる。

b.社会システムの変革
AI・ビッグデータの活用によって、社会システムの部分最適から全体最適への移行が考えられる。 IoT

技術の進化と普及によって、社会のさまざまな事象がビッグデータとして精緻かつリアルタイムに観測でき
るようになる。その一方で、さまざまな社会システムが相互に接続し合ったり、影響を与え合ったりするよ
うになり、大規模で複雑な系をAI技術で全体最適化する方向が考えられる。大規模複雑なシステムを個別
で精緻な観測に基づきながら全体最適化を行うことは、人間には困難であり、質的変化が生まれると考え
られる。何を最適と考えるかという価値観は国・地域・文化や個人個人によって異なるため、電力・水道・
交通などのライフライン系は共通的な方針のもとでの全体最適な供給制御が考えられるが、より個人の生
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活スタイルに関わる部分は各自の価値観に任せるべきものとなる。

c.科学研究の変革
科学には四つのパラダイムがあると言われる8）。第1のパラダイムは実験科学（あるいは経験科学）、第

2のパラダイムは理論科学、第3のパラダイムは計算科学（あるいはシミュレーション科学）、第4のパラダ
イムはデータ駆動型科学（あるいはEサイエンス）と呼ばれる。データ駆動型科学は、データに基づいて
科学的な知見や社会的に有益な知見を導き出そうとするアプローチを取る。これはAI・データ駆動型問題
解決の発展によって生まれた新しい科学のパラダイムだと言える。以下、データ駆動型科学によってもたら
され得る科学の質的変化として考えられる点を挙げる。

第1点として、さまざまな現象・事象についてビッグデータが取得できると、従来は人間の主観や限られ
た観察に強く依存していたタイプの学問や施策設計が、データに基づく客観性の高い分析・検証を行える
ようになる。計算社会科学のような研究分野が立ち上がっているのがその一例である。

第2点として、AI技術とロボット・IoT機器などを活用した高度な自動化によって、人間には不可能なス
ケールとスループット、すなわち組み合わせ的に膨大な数の条件・ケースに対して高速な実験・仮説検証
の繰り返しが可能になる。例えば、マテリアルズインフォマティクス9）や計測インフォマティクス6）, 10）と呼
ばれる取り組みでは、このような面が生かされている。

第3点として、人間の認知限界・認知バイアスを超えた科学的発見がもたらされる可能性がある。科学
研究においても、自分の研究に関連したすべての論文を読むことは不可能であり、自分の仮説に合うデータ
のみに着目したり、想定に合わなかったケースのみ厳しくチェックしたりといった認知限界や認知バイアス
があり、それが科学的発見の可能性を狭めているという指摘がたびたびなされている11）, 12）, 14）。AI技術を
活用すれば、このような限界・バイアスを超えた仮説探索・検証が可能になり、これまでと質的に異なる
科学的発見が生まれるかもしれない。

この第3点（および第2点を含めることもある）を強調して「AI駆動型科学」15）や「高次元科学」14）と
いう呼び方がされることもある。また、計算科学（シミュレーション科学）にAI技術を組み合わせた「AI・
シミュレーション融合」も活発な取り組みと発展が見られる。これらについては［新展開・技術トピックス］
❷で、最近の注目トピックを紹介する。

（4）注目動向
［新展開・技術トピックス］
❶ゲームAIの進化

チェス、将棋、囲碁のようなゲームは、問題を定式化しやすいことから、AI研究の対象として早い時期
から取り上げられてきた。最近ではより複雑な問題設定も扱えるようになり、さまざまな現実の問題解決に
つながりつつある。

ゲームAI分野では、モンテカルロ木探索による膨大な先読みに機械学習が組み合わせることが行われ、
チェスは1997年に、将棋は2015年に、人間のレベルを上回ったとみなされた後、囲碁はさらに10年か
かると言われていたところ、Google DeepMindのAlphaGoは2016年～2017年に世界トップランクプ
ロに圧勝した。 AlphaGoは、モンテカルロ木探索に組み合わせて、膨大なプロの棋譜を訓練データとした
教師あり学習と、膨大な回数の自己対戦による深層強化学習を用いて訓練された16）。その後、AlphaGo
はAlphaGo Zero17）、AlphaZero18）、MuZero19）へと進化した。 AlphaZeroは、訓練データを必要と
せず、自己対戦だけで成長することができ、囲碁だけでなく、チェスや将棋でも世界チャンピオンプログラ
ムに勝利した。さらにMuZeroは、ゲームのルールすら与えられていない状態から学習し、AlphaZeroに
匹敵する強さに至った。
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以上は完全情報ゲーム53として定式化されるタイプの問題を扱ったものだったが、現在では不完全情報
ゲームも扱われている。 DeepMindはリアルタイムストラテジーと呼ばれるジャンルのゲームStarcraft II
でも、マルチエージェント強化学習などを用いたAlphaStar20）というソフトウェアを開発し、2019年にプ
ロのゲーマーに勝利した。また、ポーカーにおいて、米国カーネギーメロン大学のLibratus21）というソフ
トウェアが2017年に2人制ゲームで人間に勝利し、さらに、それを発展させたPluribus22）というソフトウェ
アが2019年に6人制ゲームでもプロに圧勝した（「2.1.3 エージェント技術」で関連技術を紹介している）。
MetaとDeepMindは2022年にそれぞれ、Diplomacyという交渉ゲーム（複数プレーヤー間で外交交渉
をしながら領土拡大を目指すゲーム）で人間並みのプレーをするAIを発表した23）, 24）。

このような技術は、ゲームにおいて効果を示した後、科学研究における探索問題、ビジネスや軍事など
の戦略立案、マーケットなどにおける交渉問題などの実問題への展開が進んでいる。

タンパク質構造予測問題では、DeepMindのAlphaFold2が驚異的なスコアを出した（これについては
［注目すべき国内外のプロジェクト］❶で取り上げる）。 DeepMindからは他にも、行列の積を計算するア
ルゴリズムという数学の問題について、従来知られていたものよりも高速なアルゴリズムを発見した
AlphaTensor25）が発表された。このAlphaTensorは、深層強化学習を用いた前述のAlphaZeroをベー
スとして「行列の積を計算する最適な方法を求める」というゲームを実行させたものである。同様に
AlphaZeroをベースとしたAlphaDevは、ソートアルゴリズムを高速化する方法を発見した43）。また、現
状は数学定数に関する連分数式の形に限定されるが、膨大な組み合わせの探索によって、インドの天才的
な数学者Srinivasa Ramanujanのように公式の候補を生成するRamanujan Machine26）が、イスラエ
ル工科大学の研究チームによって開発された。より幅広く、異なる数学的対象の間に潜むパターンや関係
性を見つけて、人間の直感を導くことで、結び目理論における新たな定理発見につなげたという成果 54）が
DeepMindから発表された。

なお、「2.1.1 知覚・運動系のAI技術」や「2.1.2 言語・知識系のAI技術」において、大規模学習によ
る基盤モデル（Foundation Model）がさまざまなタスクに対応できるようになったことを述べたが、数学・
物理学で扱うような定量的推論が苦手だと言われる。Googleの基盤モデル（大規模言語モデル）PaLMで、
米国の高校レベルの数学問題を集めたMATH Datasetを解くと正答率は8.8%にとどまる。これに対して、
PaLMに科学論文や数式が含まれる文書を大量に学習させたMinerva27）では、正答率が50.3%まで向上
したということである。しかし、数学問題の意味を理解して定量的推論をしたわけではなく、確率的な出力
の当たる率が高まっただけである。

❷AI駆動型科学
上記❶で述べたとおり、囲碁の世界において、AI技術を用いたAlphaGoが世界トップクラスの棋士に

圧勝した。その際、AlphaGoが行っていた膨大な可能性の探索から導出された打ち手は、人間の棋士に
は思いもよらなかった手を含んでいたが、それはその後、新手として人間の棋士も取り入れるようになった。
同様のことは、今後、科学的発見においても起こり得る。

このような科学的発見の可能性の拡大にむけてキーとなる技術チャレンジは、a.人間の認知能力を超え
た仮説生成・探索のための技術開発と、b.仮説評価・検証のハイスループット化と考えられる30）。 aに関
しては、超多次元の現象（非常に多くのパラメーターで記述される現象）から規則性を見いだすことは人
間には困難だが、深層学習を用いれば 14）、それが可能になりつつある。また、複数の異なる専門分野の
知識をつなぎ合わせた推論による仮説の生成・探索は人間には困難だが、論理推論の枠組み28）を分野横

53 完全情報ゲームとは、すべての意思決定ポイントにおいて、これまでの行動や状態に関する情報がすべて得られるタイプの展開
型ゲーム（ゲーム木の形式で表現できるタイプのゲーム）である。
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断で実行すれば、それが可能になるかもしれない。 bに関しては、ロボットなどによる物理的な実験の自動化
技術 29）も含め、科学的発見プロセスを構成するさまざまな技術を一つのプラットフォーム上に統合 12）, 15）

するとともに、計算量や物理的操作を抑える効率の良い処理フローや絞り込みアルゴリズムが必要になる。
このような方向のグランドチャレンジとして、「2050年までに生理学・医学分野でノーベル賞級の科学的

発見をできるAIシステムを作る」ことを目標に掲げた Nobel Turing Challenge が 2016 年に提唱さ
れた 12）, 13）。このAIを活用した科学的発見のためのエンジンを作るというグランドチャレンジは国際的な目
標になりつつあり、英国のアラン・チューリング研究所（The Alan Turing Institute）では、The 
Turing AI Scientist Grand Challengeプロジェクトを2021年1月にスタートさせた（グランドチャレン
ジ提唱者の北野もメンバーとして招聘されている）。日本国内でも、科学技術振興機構（JST）の未来社会
創造事業で本格研究フェーズに移行した「ロボティックバイオロジーによる生命科学の加速」（研究開発代
表者：高橋恒一）、ムーンショット型研究開発事業のムーンショット目標3に採択された「人とAIロボット
の創造的共進化によるサイエンス開拓」（プロジェクトマネージャー：原田香奈子）などが推進されている。

材料科学（マテリアルズインフォマティクス）や生命科学・創薬の分野では、膨大な可能性から探索・
絞り込みをするためにAIを活用して、科学的発見を実現することが試みられている。具体的には、計算コ
ストが高いシミュレーションを機械学習で高速化し、目的とする新化合物を探索・絞り込みするバーチャル
スクリーニングの取り組みが活発である。一方、物理学分野では、深層学習モデル、ニューラルネットワー
クを物理現象の理解のために用いるという取り組みが活発化し31）, 32）, 33）、物性物理学や重力理論などの分
野で成功事例が報告されている。国内では、学術変革領域研究（A）に「学習物理学の創成」（領域代表：
橋本幸士、研究期間：2022年6月～2027年3月）が採択された。ここでは、機械学習と物理学を融合し
て基礎物理学を変革し、新法則の発見や新物質の開拓につなげることを目指している。また、ボルツマンマ
シンや拡散モデルなど、物理学のモデルが深層学習の発展につながる流れも見られる。

一方で、人間の認知能力を超えた超多次元の規則性の発見は、もし人間に理解できないとしたら、それ
を科学として許容してよいのかという議論も起きている54。科学とは何かという基本的な問題や、科学コミュ
ニティーや社会による受容の問題も併せて考えていくことが必要である。

また、AI駆動型科学とシミュレーション科学が重なるAI・シミュレーション融合の開発・応用も取り組
みが進んでいる。科学分野では、物理シミュレーションの結果を学習データに用いることで、従来の数値シ
ミュレーションを機械学習で置き換え、処理の高速化・時間短縮や、調整の容易化が行われている。［注目
すべき国内外のプロジェクト］❷に取り上げるMatlantisはその顕著な事例であるとともに、材料科学の進
展に大きく寄与し得る取り組みである。また、複雑系や社会科学系では、ミクロ・マクロループへの対応、
個人データ利用回避（プライバシー保護）、希少事例対応（データ合成）など、機械学習で生じる課題に
対してシミュレーションを組み合わせることで対処するアプローチが有効である（「2.1.3 エージェント技術」
に関連動向を記載）。

❸タンパク質言語モデル
深層学習による生物配列の解析技術の中でもタンパク質言語モデル（Protein Language Models）が

急速に発達・普及している。言語モデルは、自然言語の文章を構成する各単語の特徴表現と文の生成確率
関数を学習する統計モデルであるが、タンパク質言語モデルは各アミノ酸を「単語」とするタンパク質の一
次配列という「文章」の特徴表現と文章の生成確率関数を学習する深層学習モデルである。これまでタン

54 超多次元の現象に規則性を見いだすことは人間に困難であっても、発見されてしまえば、その規則性を人間は理解し得るのか
もしれないという見方や、直感的理解が困難でも、その規則性に反するものが見つからなければ受容し得るのかもしれないとい
う見方もある。いずれにせよ、研究コミュニティーや社会による受容という面から継続的に考えていく必要がある。また、この
受容性を高めるための補助的な枠組み（モデルの解釈性、数学的な枠組み、能動的検証の仕組みなど）も研究課題になり得る。
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パク質言語モデルはword2vecや畳み込みニューラルネットワーク（CNN）などに基づくアーキテクチャー
の提案がなされてきたが、近年のタンパク質言語モデルはTransformerベースが中心である。

タンパク質の表現学習はこれまでアミノ酸配列の構造を反映したベクトル（記述子）や多重配列アライン
メント（Multiple Sequence Alignment: MSA）などが用いられてきたが、タンパク質言語モデルではそ
の特徴表現をデータから獲得する。約2400万配列からなるタンパク質配列データベースUniRefから学習
したタンパク質言語モデルUniRepは、その埋め込みベクトルにアミノ酸の物理化学的性質が反映され、分
類や変異導入効果の予測などの下流タスクに利用可能なことが示されている42）。この表現学習は、アミノ
酸配列のマスクされた部分を周辺のアミノ酸残基の情報（自然言語における「文脈」に相当）から推測さ
せるタスクによる自己教師あり学習として行われ、アミノ酸配列中の残基の出現パターンの学習といえる。
大規模なTransformerベースのタンパク質言語モデルとしてはESM（Evolutionary Scale Modeling）43）、
ProtTrans44）、ProtT545）などさまざまなものが提案され、獲得された特徴表現は種の分類や変異導入効
果の予測などの下流タスクに応用可能である。

近年ではタンパク質言語モデルがMSAに似た情報を獲得していることを利用し、タンパク質の立体構造
予測の高速化を狙う研究が盛んである。タンパク質立体構造予測ではAlphaFold246）やRoseTTAFold47）

など深層ニューラルネットを用いた高性能の予測モデルが既に標準的ツールとして利用されているが、いず
れも入力としてMSAが必要であり、そこが処理時間上のボトルネックになっている。そこでMSAをタンパ
ク質言語モデル（が保持するMSAに類する情報）で代替するという研究が生まれた。

タンパク質言語モデルを利用したタンパク質立体構造予測モデルの代表的な事例としてRGN2（言語モ
デルはAmino BERT）48）、Hel ixFold（DeBERTa）49）、ESMFold（ESM2）50）、EMBER3D

（ProtT5）51）が挙げられる。いずれのモデルもタンパク質言語モデルに基づく表現学習モジュールと構造予
測モジュールに分かれた構造をもち、タンパク質言語モデルから特徴ベクトルとアテンションマップが構造
計算モジュールに受け渡される構成である。構造予測モジュールは多くの場合AlphaFold2で用いられた
EvoformerというTransformerベースの深層学習モデルが元になっている。平均的な性能は単一入力配列

（MSAを使わない）の場合のAlphaFold2と同程度～高精度、実行速度では数桁高速になると報告されて
いる51）。大規模タンパク質言語モデルESM2ではモデルサイズが15Bを超えると急激にPerplexityが改
善し、言語モデルにとっての下流タスクである立体構造予測の精度も改善するなど基盤モデルの創発性と同
様に、タンパク質言語モデルの大規模化にはメリットがあると示唆されている50）。

［注目すべき国内外のプロジェクト］
❶AlphaFold

AlphaFold は、Google DeepMind が開発したタンパク質の立体構造予測を行うソフトウェアであ
る 34）, 35）。タンパク質構造予測の国際コンペティションCASP（Critical Assessment of protein 
Structure Prediction）に参加し、2018年のCASP13で最初のバージョンAlphaFold1で1位を獲得し、
2020年のCASP14では改良されたAlphaFold2でさらに飛躍的なスコア向上を達成した。タンパク質構
造予測は、タンパク質についてアミノ酸の配列が分かったとき、その立体構造を高精度に予測するという問
題である。既に発見されたタンパク質は2億種類以上あるが、その働きを理解して、病気に対処したり新薬
を開発したりするためには構造を知ることが重要である。 X線結晶構造解析、低温電子顕微鏡、核磁気共
鳴などの実験的手法では膨大な時間とコストがかかる。 AlphaFoldが参加する前のCASP12では構造予
測スコアが40程度であったが、CASP14ではスコアが90前後まで向上した。AlphaFold2は、アテンショ
ン機構を持つトランスフォーマー型の深層学習（「2.1.2 言語・知識系のAI技術」を参照）を用い、既に
明らかになっていた約17万種類のタンパク質の構造データを学習した。

その後、2021年7月にはソースコードが公開され、2022年7月には既知のタンパク質の配列約2億種
類に対する構造予測が行われたことがDeepMindから発表された。 AlphaFoldによる構造予測の限界と
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して、変異や他タンパク質との相互作用による形状変化には対応していないことなどが指摘されてはいるが、
構造予測問題にほぼ目処が付いたことによって、この分野の研究の進め方に大きな変革がもたらされた。

❷Matlantis
Matlantisは、株式会社Preferred Networks（PFN）とENEOS株式会社（ENEOS）が共同開発した、

新物質開発・材料探索を高速化する汎用原子レベルシミュレーターである。両社の共同出資によって2021
年6月に設立された新会社Preferred Computational Chemistry（PFCC）からクラウドサービスとして
契約ユーザー向けに提供されている。Matlantisでは、第一原理計算に基づく物理シミュレーションのため
に必要な密度汎関数理論（Density Functional Theory：DFT）計算に、従来は数時間から数週間を要
していたのを秒・分レベルで実行できるまで高速化した36）。物理シミュレーションと深層学習を統合してお
り、従来はデータセットが特定の原子構造・現象に絞って用意されていたが、より幅広く多様な元素・構
造 55を集めたデータセットを用意して汎用性を確保している。リチウムイオン電池のリチウム拡散、金属有
機構造体の分子吸着挙動、金-銅合金の相転移現象などへの適用が紹介されている。秒・分レベルの高速
化が実現されたことで、条件や観点を変えながらインタラクティブなシミュレーションが可能になり、研究
開発の加速につながると期待される。

❸ロボティックバイオロジー
生命科学分野では、ロボットによる実験の自動化とAIによる条件探索や最適化を組み合わせた「ロボ

ティックバイオロジー」の取り組みで、科学の自動化に向けた要素技術の開発が進められている。2022年
6月には理化学研究所を中心とする研究チームが、汎用ヒト型ロボットLabDroid「まほろ」と新開発の最
適化アルゴリズムを組み合わせた自動実験システムを構築し、iPS細胞（人工多能性幹細胞）から網膜色
素上皮細胞（RPE細胞）への分化誘導効率を高める培養条件を、人間の介在なしに発見できることを実
証した。この系にとどまらず、さまざまな生命科学実験において、これまで人間が試行錯誤をする必要の
あった工程が、AIとロボットの導入により自律的に遂行可能になると期待される。

（5）科学技術的課題
❶データ駆動型社会システムのための開発方法論と社会データ基盤の確立

AI・データ駆動型問題解決は、データ駆動型の社会システムの開発方法論でもある。社会システム科学
として広く捉えられるほか、サイバーフィジカルシステムの開発方法論としてのReality 2.037）や、AI応用
システムの開発方法論としてのAIソフトウェア工学 38）も関わりが深い。

また、国連で採択されたSDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）に掲げら
れているさまざまな社会課題に対しても、AI・データ駆動型問題解決は共通的に貢献する手段となる。た
だし、貢献できる程度は社会課題の種類によって異なる。その差が生まれる要因として大きいのは、その
社会課題の状況に関わる実世界ビッグデータを取得できるかという点と、状況把握・分析の結果を実世界
へフィードバックして状況改善に結び付ける制御手段が整っているかという点だと考える。そのため、その
ような仕組みを強化した社会データ基盤の整備も重要課題である。

❷AI・データ駆動型科学の方法論・技術群の研究開発
本節に示したようなデータ駆動型やAI駆動型と呼ばれる問題解決の方法論・技術群をいっそう強化して

55 Matlantisは、2023年2月時点で72の元素をサポートしている。また、従来は既知の安定した原子構造データが主だったが、
不安定な構造も含め、多様なパターンを集めている。

146 CRDS-FY2023-RR-02CRDS 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター

人工知能研究の新潮流2 ～基盤モデル・生成AIのインパクト～

注
目
研
究
開
発
領
域
の

俯
瞰
詳
細

2



いくことが求められる。［研究開発の動向］❹で科学研究の変革について、科学の四つのパラダイムを取り
上げた。実験科学・理論科学・計算科学がなくなることはないが、データ・AI駆動科学が、科学研究・
技術開発の国際競争力を左右するものになりつつある。そして、産業構造の変革や社会システムの変革に
もそれが及ぶ。米国エネルギー省（Department of Energy：DOE）は2020年2月に「AI for 
Science」と題したレポート39）を公開し、AI技術がさまざまな科学分野に波及し、その戦略的強化の必
要性を示した。日本国内でも2020年4月に科学技術振興機構研究開発戦略センターから「デジタルトラン
スフォーメーションに伴う科学技術・イノベーションの変容」と題する同様のレポート40）を公開している。
第6期科学技術・イノベーション基本計画においても、データ駆動型研究の推進が掲げられている。マテリ
アル 9）、バイオ41）、物理学 31）などの科学分野を中心に、AI・機械学習技術の科学研究への活用が進んで
いるが、［新展開・技術トピックス］❷で述べたように、人間の認知能力を超えた仮説生成・探索のための
技術開発と、仮説評価・検証のハイスループット化をいっそう進めていくことが必要である。

❸人材の再教育システムに関する研究開発
社会や産業の質的変化が起こってくる中で、「なくなる職業・仕事」に関する報告書 42）が話題になった。

なくなる職業・仕事の一方で、新たな生まれる職業・仕事があることも指摘される。しかし、なくなる職業・
仕事から新たな生まれる職業・仕事へ、必ずしも同じ人間が移行できるわけではない。社会や産業の質的
変化に伴い、そこで働く人々に求められる能力・スキルも変化する。しかも、その変化が速いため、人間
の能力・スキル獲得のスピードが追いつかないことが問題になる。社会制度（ベーシックインカムなど）や
人材の再教育機会の整備を検討していく必要があるが、人材の再教育に関して、制度面の施策だけでなく、
情報技術を活用した、より的確で効率のよい再教育システムの研究開発も必要と考えられる。

（6）その他の課題
❶分野横断的な研究開発推進と人材育成・拠点構築

さまざまな技術分野・産業分野において、AI・データ駆動型問題解決のアプローチは必須のものだと言
える。国の政策としても、「AI戦略2019」において、「数理・データサイエンス・AI」の基礎は、デジタ
ル社会の「読み・書き・そろばん」と位置付けられ、AI人材の育成、教育改革の推進が打ち出され、小
中高・大学での教育、社会人リカレント教育などで取り組みが強化されている。文部科学省による大学変
革の2023年度施策として、数理・データサイエンス・AI教育を全国レベルで推進するために、（1）学部
再編などによる特定成長分野（デジタル・グリーンなど）への転換等支援、（2）高度情報専門人材の確
保に向けた機能強化支援、が掲げられた。一方、大学においても、情報学部・データサイエンス学部を設
置するところが急増している。

各分野でAI・データ駆動型アプローチを実践する上では、各分野のもともとの知識・技術と、AI・ビッ
グデータ技術の両方が分かる人材・組織の育成が重要である。AI・データ駆動型問題解決において、デー
タ分析やAI・ビッグデータ技術は手段であり、問題解決・価値創造の側からの発想が重要である。分野横
断的な技術者・研究者と、価値創造を牽引するリーダー人材と両面から人材育成を進めていくことが求め
られる。前者については、研究分野の異なる学会間の交流 32）, 33）が盛んになりつつあり、同様の動きの広
がりが期待される。

また、さまざまな技術を統合し、科学的発見のプロセスや問題解決のプロセスの全体を一気通貫で動か
すために拠点を構築することも有効と思われる。これは人材育成面にも寄与する。

❷制度設計・規制緩和
社会・産業などの質的変化に向けて、制度設計・規制緩和は必要になる。その際に、社会受容性に配

慮した導入設計が重要になる。また、日本の社会適性という面だけでなく、グローバルな調和と競争環境
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も意識した設計が求められる。

（7）国際比較

国・地域 フェーズ 現状 トレンド 各国の状況、評価の際に参考にした根拠など

日本

基礎研究 〇 ↗

ノーベルチューリングチャレンジを提唱する中核的人材の存在や、AI戦略
2019、第6期科学技術・イノベーション基本計画などで、AI人材育成やデー
タ駆動型研究推進が掲げられ、取り組みが強化されている。しかし、現時点
では、人材育成やデジタル化の遅れが見られ、底上げが必要である。

応用研究・開発 ○ ↗ 実世界ビッグデータへの取り組みは強化されてきているが、社会・産業の変
革に対する社会受容・制度設計などには課題がある。

米国

基礎研究 ◎ ↗ 適切なグランドチャレンジの設定など、長期視点での変革につながる基礎研
究への投資が国によって行われている（DARPA・DOEによる推進など）。

応用研究・開発 ◎ ↗ Big Tech企業を中心とした産業界がAI・ビッグデータ技術の開発と社会・
産業などの変革を牽引している。

欧州
基礎研究 ○ ↗ 英国のアラン・チューリング研究所でThe Turing AI Scientist Grand 

Challengeプロジェクトがスタートした。

応用研究・開発 〇 → インダストリー4.0など、ドイツでの取り組みが注目される。

中国

基礎研究 ○ →
国がAI・ビッグデータ研究開発に大型投資を行い、強力に推進している。深
層学習を中心としたAI研究は米中2 強となっており、中国の基礎研究は強
化されている。

応用研究・開発 ◎ ↗ 国がAI・ビッグデータ技術を活用した監視・管理社会の構築を推進している。
日本・欧米とは異なる文化・価値観だが、独自の社会変革を推進している。

韓国
基礎研究 △ → 特筆すべき点はない。

応用研究・開発 〇 → 特筆すべき点はないが、デジタル化は推進されている。

（註1）フェーズ
 基礎研究：大学・国研などでの基礎研究の範囲
 応用研究・開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲

（註2）現状　※日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価
 ◎：特に顕著な活動・成果が見えている 〇：顕著な活動・成果が見えている
 △：顕著な活動・成果が見えていない ×：特筆すべき活動・成果が見えていない

（註3）トレンド　※ここ1～2年の研究開発水準の変化
 ↗：上昇傾向、→：現状維持、↘：下降傾向
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2.1.7	 計算脳科学

（1）研究開発領域の定義
脳 を 情 報 処 理システムとして捉 えて、 脳 の 機 能 を 調 べる研 究 分 野 である。 計 算 論 的 神 経 科 学

（Computational Neuroscience）とも称される。視覚の計算理論などで知られるDavid Marrは、情報処
理システムを理解するにあたって、（A）計算理論、（B）表現とアルゴリズム、（C）ハードウェアという三つ
の水準を併存させた理解が重要であると述べているが 1）、脳という情報処理システムについて、（A）の明確
化を行うことで、（A）（B）（C）の三つのレベルの理解を相互に深め、脳の情報処理の機能を理解しようとす
るのが計算脳科学の一つの側面である。また、脳計測技術の発展によって、脳に関するさまざまな計測デー
タが大量に取得できるようになってきた。そこで、大量の計測データに基づいて脳の情報処理を理解しようと
いう、データ駆動科学として取り組まれているというのが、計算脳科学のもう一つの側面である。

図2-1-11 　 領域俯瞰：計算脳科学

（2）キーワード
計算脳科学、計算論的神経科学、脳情報処理、脳活動計測、ブレインデコーディング、ニューロフィードバッ

ク、深層学習、社会脳科学、計算精神医学、全脳シミュレーション、ニューロテック、ブレインテック、脳神
経倫理学

（3）研究開発領域の概要
［本領域の意義］
第一に、人間の知能とはどのようなものかを解明するために、脳を情報処理システムとして理解しようとい

うことが、計算脳科学の純粋に科学的なモチベーションとしてある。
第二に、人間の知能について情報処理システムとしての理解が進むことで、脳疾患・精神疾患の解明や治

療につながるという医学的な貢献が期待できる。
第三に、人間の知能の理解が人工知能（AI）の研究発展にさまざまな形で貢献し得る。例えば、AIを創
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るために、人間の脳で行われている情報処理のメカニズムを知ることは、より高度な機能や高い処理性能を
実現する方式のヒントになる。また別な面では、AI（あるいはその要素技術を組み込んだシステム）と人間
がインタラクションをする際に、人間（特にその脳）の応答パターンを知ることは、より良いインタラクション
を設計・評価することにつながる。

現在のAIブームを牽引している深層学習（Deep Learning）は、脳を構成するニューロン（Neuron：
神経細胞）の結合を模した計算モデルをベースとしている。深層学習は、計算脳科学の成果に基づき、画像
認識・音声認識などのパターン認識の機能において、さまざまな条件下で、既に人間を上回る認識精度を達
成するようになった（詳細は「2.1.1 知覚・運動系のAI技術」）。さらに、強化学習（Reinforcement 
Learning）との組み合わせによって、行動決定・運動制御でも著しい性能改善を示した。これらの成果は素
晴らしいものであるが、同時にこれは脳の知覚・運動系機能の部分的実現に相当するにすぎない。脳は、知
覚・運動・認知・言語・感情・意識などのさまざまな優れた情報処理機能を実現しており、AI研究が脳研
究から得られることはまだまだ多い。例えば、深層学習は大量の学習データを必要とするのに対して、人間は
比較的少量のデータからでも学習できている。また、深層学習は大きな計算パワー（消費エネルギー）を必
要とするのに対して、人間の脳の消費電力は約20ワット（薄暗い電球程度）である。これらは、計算脳科学
がAIの研究発展に大きく貢献してきたこと、および、これからもさらに貢献し得ることを示す一例である。

［研究開発の動向］
❶脳情報処理の計測・理解技術の発展

過去10～20年の間に、脳の機能・活動を知るための計測・理解技術は大きく発展した。
その一つは、活動しているニューロンを観測できるカルシウムイメージング 2）である。カルシウムイオン

はさまざまな細胞活動に関与しており、その動き・変化を観測することで、細胞活動の詳細を知ることがで
きる。カルシウムイメージングでは、カルシウムイオンと結合すると蛍光強度が変化するようなタンパク質や
カルシウム蛍光指示薬を細胞内に導入し、蛍光顕微鏡などを用いて、その蛍光強度の変化をもとにカルシ
ウムイオンの濃度変化を検出する。蛍光が微弱である一方、強いレーザー光を当てると細胞が死んでしまう
という問題への対処や2光子顕微鏡などの計測機器の技術発展が進み、従来の電極を使った方式に比べて
桁違いの数のニューロンを、その種類を特定して計測可能になった。

また、光によって活性化されるタンパク分子を遺伝学的手法で特定の細胞に発現させ、その機能を光で
操作するオプトジェネティクス（Optogenetics：光遺伝学）3）という技術がある。従来の電気刺激を用い
る手法や薬理学的手法では難しかったレベルの高い選択性を持ち、ミリ秒オーダーのタイムスケールで特定
の神経活動のみを制御できるようになった。例えば、マウスを使った実験結果によると、記憶をスイッチし
たり4）、誤りの記憶を形成したり5）といった操作が行える。このような操作とその結果の観察から、ニュー
ロンの機能に関する理解につながる。なお、Nature Method誌が科学全分野の中から選ぶ「Method of 
the Year 2010」に選定されたことが、この技術が画期的であったことを示している。

これらの技術は動物に適用されるものだが、人間を対象に非侵襲で脳の活動を調べることができる計測
法として、fMRI（Functional Magnetic Resonance Imaging：機能的磁気共鳴画像法）6）が発展して
いる。fMRIは、神経活動に伴う血管中の血液の流れ（血流量）や酸素代謝の変化を、磁気共鳴画像装置

（MRI装置）を用いて計測・可視化する技術である。人間の脳の活動を頭皮の外から測定する方法として、
従来は脳波測定法や陽電子を用いるPET（Positron Emission Tomography：ポジトロン断層映像法）
があったが、これらに比べてfMRIは空間分解能が高く、PETの課題である被爆の心配もない。大きな病
院に普及している臨床用の通常のMRI装置を活用できるという経済性もあり、fMRIは1990年代初頭に考
案された後、急速に普及し、人間の高次の脳機能を調べるために活用されるようになった。

fMRIによって、人間の行動（心の状態を含む）と脳の活動の同時計測が可能になり、どのような行動
や心の状態のときに、脳のどの部分が深く関わっているのか（脳機能マッピング）が調べられるようになった。
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さらに、マッピングだけでなく、脳の情報処理のモデル化や詳細な比較分析・関係分析などを可能にする
手法の発展によって、脳の情報処理についての理解が進展した。以下、その主な手法を簡単に紹介する。

● モデルベース解析（Model-based Analysis）7）：脳の情報処理モデルを行動と脳の活動の両面から検
証するアプローチである。まず複数考えられる仮説について、それぞれの処理モデルがどれだけ行動デー
タを説明できるかを調べる。次に、この行動データへのフィッティングを通してモデルの自由パラメー
ターを推定する。その結果から脳のどの部分での活動かを導出し、脳の活動データと照らし合わせて検
証する。

● ブレインデコーディング（Brain Decoding）：fMRIなどによって計測された人間の脳の活動データを、
機械学習の手法を用いて解析することで、人間の心の状態を解読しようとする技術である。当初2005年
頃は、fMRIの計測データのパターンと、少数のカテゴリーとの間の対応関係を学習するものであった8）。
その後、深層学習や分散表現（Word2Vec）などの機械学習の新たな手法も取り込み、脳に想起され
たものを、1,000を超える数のカテゴリーと対応付ける一般物体デコーディング 9）や、対象物（名詞）
やその動作（動詞）だけでなく、それらの印象（形容詞）のデコード10）にも迫りつつある。

● Voxel Based Morphometry（VBM）11）：MRI構造画像を用いた脳体積解析法である。脳全体を細か
なボクセル単位（1～8mm3 程度）で統計解析するので、全脳を客観的に捉えやすい。脳構造の個人差
を踏まえた、さまざまな精神疾患との関係、男女差、タクシー運転手経験や朝食スタイルとの関係など
の分析・理解が進展している。

● 拡散テンソル画像（Diffusion Tensor Image：DTI）12）：水分子が神経線維の方向に沿って速く動くが、
それと垂直な方向には動きにくいという拡散異方性を利用して、脳の神経線維の走行状態を可視化する
技術である。臨床適用可能なシステム化が進み、人間の脳活動部位間の機能的な結合の解明や精神疾
患の定量評価に使われるようになってきた。

● 安静時fMRI（resting-state functional MRI：rsfMRI）13）：何らかのタスクを遂行しているときよりも
安静時の方が、脳内の神経活動が上昇する領域があることが発見された。 rsfMRIでは、神経活動に伴
う血流の変化を反映した信号を測定し、脳領域間の機能結合や脳全体のネットワーク関係性を評価する
ことができる。これは精神疾患の診断にも有用なことが分かってきた。
さらに、特定の脳領域の活動をモニタリングして被験者にフィードバックし、被験者自身による脳活動の

操作を促すことによって、その領域に対応した認知機能の増進や補綴を誘導するニューロフィードバック技
術 が 開 発された。 国 際 電 気 通 信 基 礎 技 術 研 究 所（AT R）で 開 発されたD e c Ne f（D e c o d e d 
Neurofeedback）法 14）は、ブレインデコーディング結果を被験者にリアルタイムにフィードバックするこ
とで、従来に比べて細かい脳領域の操作を可能にした。つらい記憶を思い出すことなく消すことの可能な、
心的外傷後ストレス障害（Post Traumatic Stress Disorder：PTSD）の新しい治療法につながる可能性
も見いだされた15）。個人の記憶ごとに必要だった事前訓練をなくすために、他者の脳活動から推測するハ
イパーアライメント法 16）も組み合わせられるようになった17）。さらに、脳の特定領域同士のつながり方を
被験者にリアルタイムにフィードバックすることを繰り返すことで、特定の領域同士のつながり方を増加さ
せたり減少させたりできる、機能的結合ニューロフィードバック法（Functional Connectivity 
Neurofeedback）18）, 19）が開発された。これは、精神疾患の治療や加齢による認知機能の低下回復などに
役立つ可能性が期待されている。 DecNef法、rsfMRI、機能的結合ニューロフィードバック法をはじめ、
計算脳科学と精神医学を融合した計算精神医学 20）, 21）は重要性・期待が高まっている。

❷脳情報処理と機械学習
機械学習を中心とするAI技術の発展は、上記❶の発展を通して明らかになってきた脳情報処理の（A）

計算理論や（B）表現とアルゴリズムと、結び付きが強いものになっている。前述した通り、深層学習は脳
を構成するニューロンの結合を模した計算モデルをベースとしている。さらに、強化学習、アテンション、
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エピソード記憶、作業記憶、継続学習、世界モデルと脳内シミュレーション、メタ学習などについても、脳
情報処理の知見・発見との結び付きが強いことが知られている22）, 23）, 24）。

脳情報処理への関心が触媒となっている機械学習の手法は大変多い。深層学習はもとより、その源流で
あるニューラルネットワーク、誤差逆伝搬法、自己組織化マップ、表現学習、独立成分解析、強化学習、
情報幾何などがある。これらの研究の発展において、脳科学と機械学習の両方で、日本の研究は大いに貢
献してきている。

例えば、強化学習（Reinforcement Learning）は、ドーパミン神経細胞の報酬予測誤差仮説によって、
AI研究における強化学習と脳の強化学習とが強く結び付いている25）, 26）。 AI研究における強化学習は、学
習主体が、ある状態で、ある行動をしたとき、その結果に応じた報酬が得られるタイプの問題を扱い、より
多くの報酬が得られるように行動を決定する意思決定方策を、行動と報酬の受け取りを重ねながら学習し
ていく機械学習アルゴリズムである。一方、中脳にあるドーパミン神経細胞は、報酬予測誤差（実際に得
た報酬量と予測された報酬量との誤差）に基づいてドーパミンを放出し、これが大脳基底核に運ばれるこ
とで、脳における強化学習の学習信号として働くということが分かってきた。また、脳における学習・意思
決定のプロセスにはモデルフリー型とモデルベース型があり、モデルフリー型では、刺激と反応の関係性を
報酬の程度・確率に直結した形で学習し、モデルベース型では、刺激や反応の間の関係性を状態遷移など
の内部モデルとして学習する。モデルフリー型は上述の大脳基底核、モデルベース型は大脳新皮質、特に
前頭前野が重要な役割を果たしていると見られている。

このように、脳情報処理における科学的発見がAI的手法の理論的な裏付けになるとともに、脳情報処理
の知見を取り込むことがAI技術の発展につながり得るという事例が、機械学習を中心に積み上げられつつ
ある。DeepMind社は、AlphaGo、AlphaFoldをはじめ、革新的な機械学習技術を組み込んだソフトウェ
アを次々に開発して注目されているが、「知能の解明」を企業ビジョンとして掲げており、創業者Demis 
Hassabis自身は脳科学研究での高い実績も有する56。 Neuron誌に発表した論文「Neuroscience-
Inspired Artificial Intelligence」22）では、脳科学を重視したAIへの取り組み姿勢とその可能性を示した。
海馬やメタ学習に関する新しいモデルなども提案しており、AI応用だけでなく計算脳科学の基礎的研究に
も注力している。

2023年初旬の大規模言語モデルなどの生成AIの発展を受け、世界的に著名なAI研究者と神経科学者
のグループが、次世代のAI研究の方向性として「NeuroAI」を示した論文を発行した。「NeuroAI」とは

「神経科学とAIの交点に位置する新興分野」であるとし、昨今のAIはチューリングテストをパスしかけて
いる（つまり人間と見まがう対話が可能になりつつある）ものの、ロボティクスにおける感覚運動能力は単
純な動物にも劣ることを指摘し、動物のように実世界で振る舞えることを試す「Embodied Turing Test（身
体化されたチューリングテスト）」をNeuroAIのグランドチャレンジとして提唱している59）。

❸社会脳科学
人間は社会の中で他者との関わりを持ちながら考え、行動している。このような社会行動の根幹には、

人々が互いの心や振る舞いを推断するときに働かせる社会知性（Socio-intelligence）がある。この他者
の行動を予測し、その予測を踏まえた意思決定をする脳機能は、しばしば「心の理論」（Theory of 
Mind）と呼ばれる。そこには、他者の気持ち・感情を感じ取る能力である「共感」（Empathy）や、自
分の利益のみにとらわれず他者の利益を図るように行動する性向である「利他性」（Altruism）も関わる。
この社会知性の脳科学（社会脳科学）がこの15年ほどで著しい発展を見せている。

この計算理論は、❷で触れた脳の強化学習の計算理論をベースに発展させたものが考えられており、❶

56 海馬とエピソード記憶に関する研究成果でScience誌による2007年10大ブレイクスルーの一つに選ばれた。
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で述べたfMRIによる計測とモデルベース解析の手法を用いて、脳計算モデルの検証が行われている7）, 25）。
この脳計算モデルでは、自己の行動選択を報酬予測誤差信号に基づいて学習することに加えて、同様のプ
ロセスが他者の心の中でも行われているというシミュレーションを自己の心の中で行って学習する。この他
者の心のシミュレーション学習は、シミュレーションにおける他者報酬予測誤差信号だけでなく、他者の観
察から得られる他者の行動予測と実際の行動との差を示す他者行動予測誤差信号も用いたハイブリッドな
構成で行われていることが明らかになってきた。

この社会脳科学の研究は「2.1.5 人・AI協働と意思決定支援」との関わりが深い。複数の人間の間あ
るいは人間とAIエージェントの間で、相互理解・共感・説得などを生みつつ意思決定・合意形成が行わ
れるように支援する上で、社会脳科学の研究成果・知見を取り入れていくことが重要になっていく。

❹国内外の政策・プロジェクト動向
2013年 ～2014年に、 米 国ではT h e B ra i n Re s e a rc h t h ro u g h Ad va n c i n g I n n ova t i ve 

Neurotechnologies（BRAIN）Initiative、欧州ではHuman Brain Project （HBP）、日本では「革新
的技術による脳機能ネットワークの全容解明プロジェクト」（Brain Mapping by Integrated 
Neurotechnologies for Disease Studies：Brain/MINDS、革新脳）という脳科学研究の大型プロジェ
クトが相次いで立ち上がった。 BRAIN Initiativeはアポロ計画やヒトゲノム計画に匹敵する巨大科学プロ
ジェクトとして構想されたといわれるが、いずれも脳機能の全容解明に向けて、国主導のトップダウン型で、
国際連携にも重点を置いたプロジェクト推進が必要という共通的な認識がある。一方、米国のBRAIN 
Initiativeは技術開発、欧州のHBPは計算論に基づいた脳のモデル化、日本のBrain /MINDSは霊長類
モデルを活用したマップ作成など、各国の取り組みの特色も出されている。前述のように、fMRIなどの革
新的な計測技術や、ビッグデータ解析・機械学習技術の進化が、脳機能の可視化の可能性を飛躍的に高
めたことが、脳機能の全容解明を目指す方向性につながっており、これらのプロジェクトの中でも、脳情報
処理の理論やデータ解析といった計算脳科学の側面は重きが置かれている。さらに2017年12月に日本・
米国・欧州を含む9地域が参加して、International Brain Initiative（IBI）57が立ち上がった27）。脳科
学に関する国際連携のため、データや技術の交流をどう図るかが検討されている。国内では、国際連携と
ヒト脳研究を強化するため、2018年6月に革新脳と姉妹プロジェクトとなる「戦略的国際脳科学研究推進
プログラム」（Brain/MINDS Beyond、国際脳）も開始された。米国のBRAIN InitiativeはBRAIN 2.0
として、欧州のHBPはEBRAINSを受け皿として継続される見込みである。中国は少し遅れてChina 
Brain Project（CBP）を2016年から2030年までの15年計画で実施するという計画であったが、資金
配分の調整で議論になった結果、2021年12月に最初の5年間で50億元（1100億円）を投資すると発
表した。これは米国Brainや欧州HBPと並ぶ規模になる。欧米ほど動物愛護の圧力がないことから、サル
などの霊長類を用いた研究が見込まれている。

米国・欧州・日本・中国以外に、カナダ・韓国・イスラエル・オーストラリアなどでも国際的な脳科学
プロジェクトが推進されているが、計算脳科学の面で特に注目されるのはカナダである。カナダには深層学
習の研究でチューリング賞を受賞したGeoffrey HintonとYoshua BengioもいてAI研究のレベルも高く、
Canadian Brain Research StrategyのもとThe Canadian Open Neuroscience Platform（CONP）
によって、データ基盤の構築や研究コミュニティーでの共有も強化されている。

国内においては、革新脳・国際脳に加えて脳科学研究戦略推進プログラム（脳プロ）も推進され、脳科

57 類似した名称でInternational Brain Laboratory（IBL）という別組織がある。 IBLはWellcome TrustとSimons 
Foundationが主スポンサーとなって2017年9月に英国で発足した。マウスの意思決定モデルの共同研究を中心に、オープン
ソースデータアーキテクチャの開発などが進められている。
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学研究の強化が図られている。特に計算脳科学にフォーカスした新学術領域研究として、まず「人工知能
と脳科学の対照と融合」（領域代表：銅谷賢治、研究期間：2016年6月30日～2021年3月31日）が実
施されたのに続き、「記憶・情動における多領野間脳情報動態の光学的計測と制御」（領域代表：尾藤晴彦、
研究期間：2017年6月30日～2022年3月31日）、「マルチスケール精神病態の構成的理解」（領域代表：
林朗子、研究期間：2018年6月30日～2023年3月31日）も立ち上がり、計算脳科学の基礎的研究に
厚みが出てきている。新学術領域を衣替えした学術変革領域研究でも、「大規模計測・シミュレーションに
よる脳の全体性の理解」（領域代表：平理一郎、研究期間：2021年8月～2024年3月）、「行動変容を創
発する脳ダイナミクスの解読と操作が拓く多元生物学」（領域代表：松崎政紀、研究期間：2022年6月～
2027年3月）が実施されている。さらに、2020年度にスタートした内閣府のムーンショット型研究開発制
度でも、計算脳科学との関わりが深いプロジェクトが推進されている58。

（4）注目動向
［新展開・技術トピックス］
❶脳情報処理モデルの仮説とAI
［研究開発の動向］❷で述べたように、脳情報処理に関する知見・発見はAIの基本的なアルゴリズムや

処理モデルに大きく関わってきた。「2.1.1 知覚・運動系のAI技術」や「2.1.2 言語・知識系のAI技術」
で述べたように、この数年で深層学習モデルを大規模化するアプローチ（大規模言語モデル、基盤モデル）
が大きな成果を挙げているが、それは人間が一生かかっても行えないような大量データの学習を必要とする。
一方、人間はそれほど大量の教師データを必要とせずに発達・成長するし、学習したことを組み合わせて
別な場面や状況にも応用できるし、脳のエネルギー消費もわずかである（20ワット程度）。そこで、脳情
報処理のいくつかの側面をモデル化した仮説が、新しいAIの処理モデルやアルゴリズムにつながるものとし
て注目されている。例えば以下のようなものが挙げられる。

まず、人間の思考は、直感的・無意識的・非言語的・習慣的な「速い思考」のシステム1と、論理的・
系列的・意識的・言語的・推論計画的な「遅い思考」のシステム2とで構成されるという「二重過程理論」

（Dual Process Theory）がある。社会心理学・認知心理学などの心理学分野で提案されていたが、ノー
ベル経済学賞を受賞したDaniel Kahnemanの著書「Thinking, Fast and Slow」28）でよく知られるよう
になった。脳・神経科学の面からも論じられている29）。従来の深層学習はシステム1に相当するものであり、
システム2の実現・統合が課題と考えられる30）。深層学習研究でACMチューリング賞を受賞したYoshua 
BemgioはNeurIPS 2019で「From System 1 Deep Learning to System 2 Deep Learning」と題し
た招待講演 31）を行い、松尾豊は「知能の2階建てアーキテクチャ」32）を提案しており、AI研究において「二
重過程理論」の実装が活発に論じられるようになった（「2.1.2 言語・知識系のAI技術」を参照）。

また、認知発達・推論機構として注目されているのが、Karl J. Fristonの提唱する「自由エネルギー原理」
（Free-Energy Principle）33）, 34）, 35）, 36）である。これは「生物は感覚入力の予測しにくさを最小化するよ
うに内部モデルおよび行動を最適化し続けている」という仮説である。ここでいう「予測のしにくさ」は、
内部モデルに基づく知覚の予測と実際の知覚の間の予測誤差を意味し、変分自由エネルギーと呼ばれるコ
スト関数で表現される。さまざまな推論・学習、行動生成、認知発達過程を統一的に説明できる原理とし
て注目されており、実験データによる計算原理の検証を可能にする理論も示されている57）。「2.1.8 認知発
達ロボティクス」の分野では、この原理に基づくロボット実装 37）や発達障害支援への応用 38）も進んでいる。

58 目標1「2050年までに、人が身体、脳、空間、時間の制約から解放された社会を実現」に「身体的能力と知覚能力の拡張に
よる身体の制約からの解放」（プロジェクトマネージャー：金井良太）、目標2「2050年までに、超早期に疾患の予測・予防を
することができる社会を実現」に「複雑臓器制御系の数理的包括理解と超早期精密医療への挑戦」（プロジェクトマネージャー：
合原一幸）が採択された。
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意識 39）に関する計算論的なモデル化も検討されている。「意識する」という状態は主観的なもので、科
学的に扱いにくいものだったが、Giulio Tononiの提唱する「統合情報理論」（Integrated Information 
Theory：IIT）40）では、情報の多様性と統合という観点から統合情報量を定義し、脳内ネットワーク構造
において多様な情報が統合されている状態に意識が生じるとしている。また、Stanislas Dehaeneの提唱
する「グローバルニューロナルワークスペース理論」（Global Neuronal Workspace Theory：GNW）41）

では、無意識に処理される情報はワークスペースにとどまるが、注意が向けられるとグローバルワークス
ペースに入り、意識に上がってくるとされる。このような意識に関する理論をベースに、AI研究分野におい
ても、人工意識（Artificial Consciousness、Machine Consciousness）に関する検討が行われている。
また、教師なし機械翻訳などの観点からグローバルワークスペース理論の検討も行われている58）。

❷ニューロテック（ブレインテック）の応用展開とELSI42）

脳から情報を読み出したり、脳に介入したりする技術は、近年「ニューロテック」や「ブレインテック」
と呼ばれ、神経・精神疾患の診断・評価補助や治療・介入などの医療応用から、ヘルスケア、教育、エン
ターテインメント、マーケティング、軍事まで、さまざまな応用が広がりつつある。2010年代頃から米国
を中心に有力なスタートアップが増加し、ニューロテック企業への投資額は過去8年間で7倍に増加し、
2021年に71億ドルに上った43）。多数の電極の高精度な埋め込みをロボット技術で可能にしたイーロン・
マスクのNeuralink社をはじめ、血管からの電極挿入でBMIの治験を始めたSynchron社、非侵襲BMI
デバイスを展開するKernel社など、業界を牽引するプレーヤーが複数登場している。

その一方で、さまざまな倫理的・法的・社会的課題（ELSI）が顕在化している。例えば、以下のよう
な事象が現実に起こっている。

● 学校で脳波計を導入し、生徒の集中度を測る実験 44）（2019年、中国）
● 工場で作業員に脳信号を読み取るヘルメットを装着させ生産性に影響する感情変化を検出するプロジェ

クト45）（2018年、中国）
● 埋め込み型の脳刺激デバイスによるうつ病治療 46）（2021年、米国）
● 集中力向上などをうたうコンシューマー向け脳電流刺激デバイスの市販
● 兵士の戦闘力増強や、兵器のBMIによるコントロールなどの研究推進（米国）

このような状況から、ニューロテックのELSIとして、以下のような観点が指摘されており、国際的なルー
ル形成へ向けた議論が進行している。これらは必ずしも計算脳科学に直接起因する問題ではないが、広く
脳科学に関わるELSIに配慮していくべきであろう。

● 脳情報とプライバシー：センシティブであり得る脳情報データの扱い
● エンハンスメント：人間の機能増強の是非を巡る問題
● 操作可能性と自律性：人々の監視や経済・政治的操作の道具に使われる可能性
● 消費者向け製品の効果：消費者向けに宣伝される製品の効果の有無
● デュアルユース：医療・消費者向け・軍事利用にまたがる技術
● D・IYニューロテック：自作のニューロテックが規制をすり抜ける可能性
● 新たな格差：医療への不平等なアクセス、国家間の規制の差などによる新たな格差が生まれる可能性

2000年代に脳神経倫理学（Neuroethics）が立ち上がり、Global Neuroethics Summit 2017で優
先検討事項 47）が議論されたのをはじめ、OECD（経済協力開発会議）、欧州評議会、IEEE（米国電気電
子学会）などの国際機関・学会でも議論されている。さらに、米国のBrainMindは、第一線の脳研究者、
起業家、ベンチャーキャピタル、慈善家、アカデミック機関、脳神経倫理学者などが参加したコンソーシア
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ムで、2023年にアシロマ会議 59の開催を予定している。

［注目すべき国内外のプロジェクト］
❶JST	ERATO池谷脳AI融合プロジェクト

このプロジェクト（研究期間：2018年10月～2024年3月、研究総括：池谷裕二）は、AIを用いて脳
の新たな能力を開拓し、脳の潜在能力はいったいどれほどなのかを見極めることを大きな目標に掲げ、以
下の四つの研究課題に取り組んでいる48）。

● 脳チップ移植：脳にコンピューターチップを移植することで、地磁気や血圧の変化といった本来人間が
感知できない環境や身体の情報を脳にインプットする。それらの新たな知覚のインプットにより、脳の機
能がどのように変化するかを調べていく。

● 脳AI融合：脳内に存在する情報をAIで分析して脳にフィードバックすることで、脳の機能を拡張する。
例えば、わずかな音の高低やメロディーの違いなど、 本人が意識的には区別できない情報をAIが解読し
て脳にフィードバックすることで、これらの違いを知覚できるようになるかを調べる。

● インターネット脳：脳をインターネットや電子機器と連携させることで脳活動をもとにWeb検索や家電操
作を行うというアプローチにより、脳と環境とをシームレスに接続することを目指す。

● 脳脳融合：複数の脳の情報をAI技術で連結し、個体間で情報を共有する。これにより、言葉やしぐさな
どの古典的な手段を超えた未来のコミュニケーションの形を模索する。
脳AI融合の一例として、ネズミに英語とスペイン語を聞き分けさせる実験が行われた。ネズミは生来的

に英語とスペイン語を聞き分けることはできないが、ネズミの耳の鼓膜には2言語で異なる振動が伝わって
いる。そこに機械学習を介在させた電気信号をネズミの脳にフィードバックして学習させた結果、そのネズ
ミは英語とスペイン語を判別できるようになり、その効果は機械学習の介在を外しても継続した。これは脳
機能が拡張され得ることを示している。

また、JST ERATO「池谷脳AI融合プロジェクト」（BRAIN-AI Hybrid）とJST RISTEX「人と情報の
エコシステム」研究開発領域（HITE）が連携した「BRAIN-AI×HITE」も進められている。これは、脳
とAIが融合する未来を科学と人文知から考察する越境型の連携活動であり、ELSI面の検討にも取り組ん
でいる。

❷富岳全脳シミュレーションプロジェクト
脳情報処理についての理解の深まりとともに、スーパーコンピューターを用いた全脳シミュレーションへ

の取り組みが進んでいる。ニューロンやシナプス結合などで構成される全脳の情報処理モデルをスーパーコ
ンピューター上に配置し、その振る舞いのシミュレーションを行い、その実行結果と、実際に全脳の活動
を計測した結果とを比較することで、脳のより深く正確な理解が可能になる。さらに、パーキンソン病、て
んかん、うつ病を含む多くの脳疾患は、複数の脳領域が直接的・間接的に影響し合っているといわれており、
そのような脳疾患の解明には、全脳シミュレーションのアプローチが有効と考えられている。

2013年に日本とドイツの共同研究チーム（理化学研究所、ユーリッヒ研究所、沖縄科学技術大学院大学）
によって、「京」コンピューターとNESTシミュレーターを用いた大脳皮質神経回路シミュレーション49）で、
17.3億個のニューロンと10.4兆個のシナプスのシミュレーション実行が確認された。2018年には電気通
信大学のプロジェクトにおいて、JAMSTECの暁光システムを用い、80億の神経細胞からなる小脳モデル
のリアルタイムシミュレーション50）が実現された。これらのニューロン規模は小型のサル程度（マーモセッ
ト：約6億個、ヨザル：約14億個、マカクザル：約63億個）に相当する。

59 米国アシロマは、1975年に遺伝子工学の倫理原則、2017年にAI倫理原則が議論された会議の開催地である。
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さらに、人間は約860億個の規模といわれており、「京」の100倍の性能を持つ次世代機「富岳」で人
間の全脳シミュレーションを目指し、「ポスト京」萌芽的課題4「思考を実現する神経回路機構の解明と人
工知能への応用」（2016年8月～2020年3月、研究代表：銅谷賢治）、「富岳」成果創出加速プログラム「脳
結合データ解析と機能構造推定に基づくヒトスケール全脳シミュレーション」（2020年4月～、研究代表：
山﨑匡）が実施されている。「富岳」の性能を引き出すシミュレーターMONETが開発され51）, 52）、950
億個のニューロンと57兆個のシナプスという世界で初めてヒト規模のシミュレーションを達成した。大規模
データの取得を自動化し、そこからシミュレーションやモデルのキャリブレーション・検証までのワークフ
ローをどう作るかが重要になってきている。

（5）科学技術的課題
❶脳情報処理の計測・理解技術のさらなる革新と脳の多階層な構造・機能の解明

前述のように、オプトジェネティクス、カルシウムイメージング、脳波測定法、PET、fMRIなど、脳の
活動を計測する技術が発展し、低侵襲・非侵襲化、分解能向上が図られてきた。これにビッグデータ解析・
機械学習技術を組み合わせて、ブレインデコーディング、モデルベース解析、ニューロフィードバックなど、
脳情報処理をより深く理解する手段も生み出されてきた。ニューロテック（ブレインテック）の応用も広が
りつつあることから、計測技術の簡便化や機械学習統合による高次解釈、計測だけでなく介入技術の高精
度化や安全化といったニーズも高まり、計測・介入技術の多様化が進むと思われる。脳の活動に関するさ
まざまな計測データが大量に得られるようになってきたことから、機械学習技術を用いたボトムアップな解
析によって脳情報処理をモデル化しようというアプローチが活発になっている。

脳の構造・機能の解明は、個々のニューロンや脳内各部の神経回路といったミクロなレベルから、脳全
体の活動を捉えるマクロなレベルまで、さまざまな階層で進められてきた。それら多階層の成果を統合し、
脳情報処理を総合的に解明していく取り組みが今後いっそう重要になっていく。そのために、多階層でビッ
グデータを蓄積していくことや、前述した全脳シミュレーションのためのコンピューティング基盤の研究開
発も重要である。

❷計算脳科学とAI研究の共進化
［研究開発の動向］❷、［新展開・技術トピックス］❶で述べたように、計算脳科学（および認知発達ロ

ボティクス）とAI研究の間の距離は急速に近づきつつある。大規模言語モデルや基盤モデルと呼ばれる最
新の深層学習モデルは、急速にその機能・性能と汎用性を高めつつあり、人間の能力を超えた点や人間に
至らぬ点など、人間との差異が強く意識されるようになってきた。その一方、計算脳科学についても、計測
技術の進化や機械学習の活用による脳情報処理の理解が進展し、さまざまな新しい知見が得られるように
なってきた。その結果、計算脳科学とAI研究の間のシナジーが高まり、共進化的な発展が進みつつある。
新学術領域研究「人工知能と脳科学の対照と融合」から生まれた国際シンポジウムAIBS（International 
Symposium on Artificial Intelligence and Brain Science）などが、その一例であろう。

前述の二重過程モデルや自由エネルギー原理などに基づくAIモデルと、大規模言語モデル・基盤モデル
との関係がどのような方向に発展し、AIの汎用性・自律性・社会性が高まり、エネルギー効率・データ効
率の問題が改善されるか、さらなる発展が期待される。また、人工意識や脳AI融合のような新たな可能性
の開拓も期待される。

❸ELSIと一体で進めるニューロテック応用開発
［新展開・技術トピックス］❷で述べたように、脳の計測や脳への介入を伴うニューロテック（ブレインテッ

ク）のさまざまな応用が広がりつつある。しかし、その研究開発や産業化では、倫理的・法的・社会的課
題（ELSI）を常に考える必要がある。技術開発の後付けでELSIを考えるのではなく、ELSIと技術開発

160 CRDS-FY2023-RR-02CRDS 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター

人工知能研究の新潮流2 ～基盤モデル・生成AIのインパクト～

注
目
研
究
開
発
領
域
の

俯
瞰
詳
細

2



は一体的に取り組むべきである。
国内でも、脳関連プロジェクトの中でELSI面の検討は行われてきたが、海外での取り組みに比べると小

規模にとどまっていた。しかし、応用脳科学コンソーシアムCAN（2010年発足、2020年に一般社団法人
化） やブレインテック・コンソーシアムBTC（2021年発足）など、産業化を目指す企業や研究者から成るネッ
トワークが形成されてきたことに加えて、ムーンショット目標1の金井プロジェクト中に法学者中心に立ち上
がった「“Internet of Brains”-Society」や、エビデンス整備・構築を行う「Trusted BMIの社会基盤
整備」事業など、研究開発とELSI検討を並走させる実践が進みつつある。このような取り組みを強化・拡
大し、社会的にも国際的にも受容されるニューロテックの応用開発が望まれる。

（6）その他の課題
❶大規模データ管理基盤の整備

脳活動の計測技術の進化や、脳科学研究の大型プロジェクトの実施を背景として、脳活動に関わる大規
模データが取得・蓄積されるようになってきた。データ解析が研究発展への貢献も高まってきており、大規
模データの保管・共有・効率的解析のための基盤整備が、今後の研究加速のために求められる。これに関
連する活動として、International Brain Initiative（IBI）は、IBI Data Standards and Sharing 
Working Groupを立ち上げ 60、国際協力のもとでのデータガバナンスの強化を図っている53）。国内では、
国際電気通信基礎技術研究所（ATR）と東京大学が中心となり、多施設多疾患MRIデータベースを公開
した54）。また、実験データを集約するだけでなく、データからモデルの構築・検証・統合まで行って共有
するData-to-Modelフレームワークも開発されている55）。このような取り組みをいっそう強化・拡大して
いくことが求められる。

❷分野間連携とバランスのよいファンディング
脳の情報処理メカニズムは未知の部分が多く、その解明には長期的な基礎研究の継続が不可欠である。

その一方で、コンピューターに実装され、さまざまな応用・ビジネスへと展開が進んでいる深層学習・強
化学習技術は、脳の情報処理メカニズムとの関係が深い。また、脳の機能や情報処理メカニズムの理解に
は、認知科学・心理学なども関係が深く、ELSI（Ethical, Legal and Social Issues：倫理的・法的・社
会的課題）の面も考慮する必要がある。このような幅広い視点からの議論や分野間連携を促進するような
研究プロジェクト体制も効果的である。長期的な基礎研究への継続投資を進めつつ、このような分野間連
携の活動へもバランスよく研究投資していくことが重要である。

❸人材育成
上記❷で述べたように、計算脳科学の研究には、複数分野横断の幅広い視野・知見を持った人材が必

要であるが、現状はそのような人材が非常に少ない。研究プロジェクトにおいて、複数分野の研究者を一
つの拠点で共同・交流させるような体制を作ることが望ましい。さらに、AIや計算機科学そして計算脳科
学と脳科学を同時に学べるような56）、新たな大学院研究科・学部創設も検討すべきである。また、医学系
の学生はもともと数学の素養が高いので、プログラミングや統計・数理・データ解析など、コンピューター
科学を学び、活用する機会を継続的に設けることは有効と考えられる。

60 初顔合わせのラウンドテーブルは2020 年1 月に日本主催で東京にて実施された。
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（7）国際比較

国・地域 フェーズ 現状 トレンド 各国の状況、評価の際に参考にした根拠など

日本
基礎研究 ◎ →

fMRI法、DecNef法、京による全脳シミュレーションなど、脳情報処理を
計測・理解するための基本的手法の創出を主導してきた。国として脳科学の
基礎研究プロジェクトを多階層で推進し、革新脳・国際脳プロジェクトなど、
国際的にも認知されている。

応用研究・開発 〇 → 米国と比べると、民間財団・ベンチャー企業での取り組みが相対的に弱い。

米国

基礎研究 ◎ → BRAIN Initiativeをはじめ大型研究投資がなされており、分子細胞レベルか
らシステムレベルまで脳科学に関する層の厚い研究開発が進められている。

応用研究・開発 ◎ →
民間財団・ベンチャー企業での取り組みが活発で、基礎研究から応用への展
開が円滑に進められる。大規模なデータベースやツール類の整備が進んでい
る。

欧州

基礎研究 ◎ → Human Brain Project（HBP）で欧州連携の大型投資が進められている。
英国DeepMindが、脳科学に基づく先進的AI技術開発に取り組んでいる。

応用研究・開発 ◎ → HBPでは脳科学と情報科学の融合分野を強化しており、計算脳科学のコン
ピューティング基盤の整備も進んでいる。

中国

基礎研究 ◎ ↗

第13次5カ年計画（2016年～2020年）で特に成長が見込まれる5分野の
一つとして脳科学が挙げられ、15年計画（2016年～2030年）のChina 
Brain Project（Brain Science and Brain- inspired Intelligence）が立
ち上げられた。上海の復旦大学が十数校および中国科学院（CAS）と脳科
学共同イノベーションセンターを設立した。

応用研究・開発 〇 ↗ 中国はAI分野の研究開発・ビジネスで米国と2強になりつつあり、脳科学を
AIと連携させて強化する方針が打ち出されている。

韓国
基礎研究 〇 →

韓国科学技術研究院（KIST）に機能的コネクトミクスセンターが設立された。
さらに、Korean Brain Initiativeが10年計画（2018～2027年）でスター
ト、さまざまな階層での脳マップの作製やAI関連研究などを推進している。

応用研究・開発 〇 →

（註1）フェーズ
 基礎研究：大学・国研などでの基礎研究の範囲
 応用研究・開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲

（註2）現状　※日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価
 ◎：特に顕著な活動・成果が見えている 〇：顕著な活動・成果が見えている
 △：顕著な活動・成果が見えていない ×：特筆すべき活動・成果が見えていない

（註3）トレンド　※ここ1～2年の研究開発水準の変化
 ↗：上昇傾向、→：現状維持、↘：下降傾向
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2.1.8	 認知発達ロボティクス

（1）研究開発領域の定義
認知発達ロボティクスは、ロボットや計算モデルによるシミュレーションを駆使して、人間の認知発達過程

の構成論的な理解と、その理解に基づく人間と共生するロボットの設計論の確立を目指した研究領域である。
発達心理学や神経科学などの経験主義的な学問分野と、人工知能（AI）やロボティクスなどの構成論的な
学問分野が融合した学際的な研究領域として取り組まれている。なお、本研究領域の名称として、認知発達
ロボティクス（Cognitive Developmental Robotics）のほか、認知ロボティクス（Cognitive Robotics）、
発達ロボティクス（Developmental Robotics）、エピジェネティックロボティクス（Epigenetic Robotics）
が用いられることもある。

図2-1-12 　 領域俯瞰：認知発達ロボティクス

（2）キーワード
認知発達、身体性、社会的相互作用、知覚・運動能力獲得、言語獲得、記号創発、予測符号化、予測誤

差最小化原理、自由エネルギー原理、ミラーニューロンシステム、共感、意識、発達障害、構成論的手法、
ロボット設計論

（3）研究開発領域の概要
［本領域の意義］

現在実用化されているAI・ロボティクスの応用システムと人間の知能を比べると「発達」という面に大きな
ギャップがある。例えば、現在多くのAI応用システムで用いられているのは教師あり学習技術であるし、現
在の産業用ロボットの動作はプログラムで明示的に規定されたことを繰り返しているにすぎない。それに対し
て人間は、生まれてから幼児期に、明示的な刺激と認識結果の対応関係としての教師データを与えられずとも、
外界のものを認識して行動する能力や、言語を話し理解する能力を獲得していく。そのような人間の知能の発
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達という面が、現在のAI・ロボティクスの技術ではまだほとんど実現できていない。そして、この発達に大き
く関わるのが身体性や身体的・社会的相互作用だと考えられている。

認知発達ロボティクスは、この点に着目し、身体性や身体的・社会的相互作用を持つ人間の知能の発達メ
カニズムの解明と実装を目指している。この取り組みによって上述のギャップが縮められれば、自律的にさま
ざまな認知能力を発達させることができ、人間との親和性・共生能力の高いAI応用システムやロボットが実
現可能になる。例えば、家庭・工場などの各環境において、個別に事前設定・事前学習をせずとも、人間と
の対話を含む日々のマルチモーダルなインタラクションを通して、扱える語彙や認識できる対象を増やし、よ
り適切な応答・行動ができるように発達するロボットやAI応用システムが実現可能になるであろう。

また、人間の知能の発達メカニズムの理解が進むことで、人間に関わるさまざまな学問の発展にもつながる。
特に、発達障害、精神・神経疾患の解明や治療・予防への貢献が期待される。他にも、言語学・心理学な
どとの関わりも深く、また、育児・保育・教育などへの示唆も得られるかもしれない。

脳科学が発展し、脳の状態に関するさまざまなデータ取得と分析、および、それに基づく脳機能の詳細把
握が進みつつあるが、人間の知能という複雑なシステムを分析的アプローチだけで捉えるのには限界がある。
そこで、対象を観測・分析して記述する分析的アプローチだけでなく、対象を模したシステムを作って動かし
てみることで理解する構成論的アプローチとして、認知発達ロボティクスの役割は重要である。

［研究開発の動向］
❶研究コミュニティーの形成

認知発達ロボティクスは、上で述べた「発達」の重要性認識に基づいて2000年頃に提唱され、AI・ロ
ボティクスと発達心理学・神経科学などの学際的研究領域として発展してきた1）, 2）, 3）。この提唱・立ち上
げの段階から、浅田稔、石黒浩、國吉康夫、谷淳をはじめとする日本の研究者が大きな役割を果たしてきた。

研究コミュニティーの立ち上がりと言える最初のイベントは、2000年4月に開催されたWorkshop on 
Development and Learning（WDL）である。AI・ロボティクス側から発達に興味を持つ研究者と、人
間の側の発達心理学に取り組む研究者が会する機会となった。このWDLをきっかけとして、国際会議
International Conference on Developmental Robotics（ICDL）が設立された。「発達ロボティクス

（Developmental Robotics）」という言葉が公式の場で初めて使われたのがこのときだと言われている。
続いて、2001年9月に第1回のInternational Workshop on Epigenetic Robotics（EpiRob）が開

催され、ICDLとEpiRobが認知発達ロボティクスの二大国際学術イベントとなった。その後、2011年に
この二つは統合され、International Conference on Developmental and Learning and on 
Epigenetic Robotics（IEEE ICDL-EpiRob）が組織され、この研究領域の中心的な研究コミュニティー
となっている。

認知発達ロボティクスの日本国内における研究発展を牽引したのが、JST ERATO浅田共創知能システム
プロジェクト（研究総括：浅田稔、研究期間：2005年9月～2011年3月）である4）。身体的共創知能、
対人的共創知能、社会的共創知能、共創知能機構という四つのグループで取り組まれ、いくつかの認知発
達過程のモデル化と関与する脳内基盤の対応付けが行われ、また、2歳児までの運動発達プロセスの機能
が実装され、ロボット研究者のみでなく幅広い分野の研究者が使用可能な各種ロボットプラットフォームが
開発された。

❷研究領域の広がり
このような取り組みの中で、人間の知能の発達のさまざまな側面が研究対象として扱われてきている。ま

ず個体単体での認知発達という側面と、個体間の相互作用を通した認知発達という側面がある。前者につ
いては、例えば、はいはい、寝返り、つかまり立ち、2足歩行、走行、ジャンプなどの身体の運動能力の
発達を、身体の特性・制約や外界との力学的な相互作用との関わりから捉えたり、胎児や新生児の発達過
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程をシミュレーションによって検証したりといったことが取り組まれている。後者については、個体間の相
互作用を通した認知発達の段階として、生態的自己、対人的自己、社会的自己という3段階があると考え
られている。生態的自己は身体と環境の同調を通した自己の萌芽、対人的自己は養育者からの同調を通し
た自他の同一視、社会的自己は複数者との同調・脱同調を通した自他分離という段階である。このような
自他認知の発達においては、ミラーニューロン5）と呼ばれる脳内の要素 61が重要な役割を果たしていると
考えられ、これを鍵としたメカニズムの理解が進んでいる。

また、他者との相互作用においては、コミュニケーションの発達が重要な側面になる。養育者の働きか
けによるコミュニケーション発達では、音声模倣、共同注意、共感発達、応答的視線などが着目されている。
さらに、人間の社会的コミュニケーションにおいて特に重要なのは言語獲得である。言語は、他者とのコ
ミュニケーションに用いられるだけでなく、推論や想像といった高次の思考に用いられるという点でも、人
間の認知発達において重要な役割を持っている。認知発達に対する構成論的アプローチにおいて、特に言
語獲得や社会における言語形成にフォーカスした取り組みは、記号創発ロボティクス（Symbol 
Emergence in Robotics）6）, 7）と呼ばれる。記号創発とは、環境や他者との相互作用を通して、記号系を
ボトムアップに組織化していくプロセスのことであり62、身体性に基づく言語獲得プロセスということもできる。
この記号創発のプロセスを機械学習のモデルを用いて表現し、ロボットに実装して構成論的に理解しようと
いう取り組みが進められている。

以上のような認知発達の原理・理論の検討と並行して、研究開発を推進するための共通基盤として、ロ
ボットプラットフォームやシミュレーターの整備も進められてきた。特に認知発達ロボティクスの研究では、
子供サイズのヒューマノイド型のロボットプラットフォームが開発されている2）。イタリア技術研究所（IIT）
を中心とした欧州の共同研究によって開発されたiCubは、オープンソースプラットフォームとして世界30
以上の機関で利用されている。フランスのAldebaran Robotics社（現在はSoftBank Robotics 
Europe）によって開発・市販されたNAOは、2008年からRoboCup（ロボットによるサッカー競技会）
の標準プラットフォームにも採用され、最も広く普及しているロボットプラットフォームとなっている。国内
では、JST ERATO浅田共創知能システムプロジェクトで開発されたCB2 があり、認知発達ロボティクス研
究用途に特化され、柔らかいシリコン皮膚を持つことが特徴で、胎児・新生児シミュレーターも開発されて
いる。また、トヨタ自動車（株）の生活支援ロボットHSR（Human Support Robot）が、研究機関（HSR
開発コミュニティー）向けに貸与されており、ヒューマノイド型ではないが、認知発達ロボティクス研究に
も活用されている。ロボットシミュレーターとしては、国立情報学研究所（NII）の稲邑研究グループで開
発されたSIGVerseが広く活用されており、RoboCup@HomeやWorld Robot Summitなど、研究発展
に大きく寄与してきたコンペティションイベントでも使われている。

❸海外動向
認知発達ロボティクスは日本発の研究領域であり、国際的な研究コミュニティーの中核となっている研究

者が多く、研究領域を先導する取り組みがなされている（具体的な取り組み事例は［新展開・技術トピッ
クス］の項を参照）。

海外では、イタリア、英国、ドイツ、フランスなど、欧州で取り組みが進められている。イタリアには、上

61 ミラーニューロン（Mirror Neuron）は、他者がとった行動を見ても、自分が同じ行動をしても、同じように反応する神経細
胞である。詳細は［新展開・技術トピックス］❷で説明する。

62 AIの基本問題として記号接地問題（Symbol Grounding Problem）が知られているが、この場合、記号系が先にありきで、
それを現実世界に関係付ける問題と捉えているようなところがある。それに対して記号創発は、記号系ありきではなく、現実世
界のものにどうラベル（記号）を与えるかは環境依存で創発的だと考える。実際に地域・環境によって違いが生じる言語の多
様性にも馴染む認知発達視点の考え方である。谷口忠大はこれを記号創発問題 8）として再定義している。
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で述べたようにiCubの中核研究機関となっているIITがある。英国は、EU FP7プログラムの中でITALK
プロジェクト（Integration and Transfer of Action and Language Knowledge in Robots、2008年
3月～2012年2月）を実施し、特に言語発達の側面に重きを置いて取り組んでいる。ドイツでは、ビーレフェ
ルト大学が2007年に認知インタラクション技術分野で国の研究拠点CITEC（Cluster of Excellence 
Cognitive Interaction Technology、日本のCOEプログラムに相当）に選ばれ、CSRAプロジェクト（The 
Cognitive Service Robotics Apartment as Ambient Host、2013年10月～2018年12月）が実施さ
れた。フランスには、上で述べたNAOの開発元であるAldebaran Robotics社（現在はSoftBank 
Robotics Europe）があることに加えて、国立情報学自動制御研究所（INRIA）で内発的動機付けを含
む基礎研究に取り組まれている。

米国・中国は、認知発達ロボティクス分野で目立った取り組みが見られない。深層学習を中心とする現
在のAI技術開発では米中2強といわれるほど、研究投資額・国際学会採択件数などで米中が圧倒的な状
況にあるが、逆にその競争が非常に激化していることが、当分野への関心が薄い要因になっているのかもし
れない。ただし、深層学習研究の発展として、言語獲得・記号推論まで統合的に扱えるような枠組みへの
拡張が検討され始めており9）、認知発達的な面への取り組みと見ることができる（米国・カナダなど）。また、
AI関連のトップランク国際会議の一つであるICLR（International Conference on Learning 
Representations）で、言語学習や内部表現の学習、発達的な機械学習に関する研究成果が発表される
ようになってきていることも、同様の動きを表している。

（4）注目動向
［新展開・技術トピックス］

ニューラルネットワークがAIの基本的なモデルとなり、「知覚・運動系のAI技術」（2.1.1節）、「言語・知
識系のAI技術」（2.1.2節）、「計算脳科学」（2.1.7節）と、本節で扱う「認知発達ロボティクス」の間で共通
する話題が増えている。それを踏まえて、ここでは認知発達ロボティクスらしい身体性に基づく話題として、
予測符号化と自由エネルギー原理、自他認知と共感・意識、他者や環境とのインタラクションによる記号創
発・言語獲得に注目する。

❶予測符号化と自由エネルギー原理
乳幼児は生後数年の間に、自己の認知や物体操作、他者とのコミュニケーションなど、さまざまな認知

機能を獲得する。これらの認知発達には一見別々のメカニズムが働いているように思われるが、実は感覚・
運動情報の予測符号化という共通メカニズムによって理解できそうだということが分かってきた10）。予測符
号化（Predictive Coding）11）とは、現時刻・空間の信号から、将来や未知空間の信号を予測できるように、
その対応関係（内部モデル）を学習することである。そこでは予測誤差最小化原理が働き、身体や環境か
らの感覚信号と、脳が内部モデルをもとにトップダウンに予測する感覚信号との誤差を最小化するように、
内部モデルを更新したり、環境に働きかけるような運動を実行したりする。

このような考え方は、自由エネルギー原理（Free-Energy Principle）12）, 13）, 14）, 15）としてより一般化さ
れている。これは「生物は感覚入力の予測しにくさを最小化するように内部モデルおよび行動を最適化し続
けている」という仮説であり、ここでいう「予測のしにくさ」は、内部モデルに基づく知覚の予測と実際の
知覚の間の予測誤差を意味し、変分自由エネルギーと呼ばれるコスト関数で表現されるというものである。
さまざまな推論・学習、行動生成、認知発達過程を統一的に説明する原理になり得ると注目されている。

予測符号化の具体的な応用として、ロボットの動作制御 16）, 17）や発達障害の理解と支援 10）への取り組
みが知られている。前者については「2.1.1 知覚・運動系のAI技術」で取り上げているので参照いただき
たい。後者については、自閉スペクトラム症（ASD）を予測誤差に対する感度の面からモデル化し、非
ASD者がASD者の視覚を模擬体験できるASDシミュレーターが開発された。これにより、ASD者は予測
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誤差に対する感度が過小もしくは過大であることが、環境変化に対する過敏さや鈍感さを生み、社会的コ
ミュニケーション・対人関係に支障を生んでいるという理解が促された。

❷自他認知と共感・意識
予測符号化が認知発達をもたらすに際しては、ミラーニューロンシステムの働きが関わっていると考えら

れる。ミラーニューロン5）は、他者が取った行動を見ても、自分が同じ行動をしても、同じように反応する
ニューロン（神経細胞）であり、サルや人間で発見されている。生後間もない乳幼児は感覚・運動能力が
未熟なため、ミラーニューロンの反応で自己と他者が未分化な状態にあるが、感覚・運動情報の予測符号
化を通して、自己と他者を予測誤差の大きさに基づいて識別するようになる。さらに、自己を認知できるよ
うになると、身体を意図的に動かすことを学び、物体操作の能力を獲得する。この際にも予測誤差最小化
原理に基づいて、目的指向動作を学習する。続いて、自己の運動経験に基づいて内部モデルが形成され、
それを用いた他者の運動の予測が可能になっていく。そして、他者運動の予測と、他者起因の予測誤差を
引き金とした運動の生成が、利他的行動にもつながると考えられるようになった。他者起因の予測誤差の
最小化のための自己運動として、他者の模倣や援助行動が生まれるというものである。

さらに、自他認知の発達と並行して起こる共感の発達のモデル化が試みられ、人工共感の設計が論じら
れている18）。まず物理的身体性に基づく他者運動の「ものまね」から自動的・無意識的な情動伝染が引き
起こされる。情動伝染からさらに自身への気付きに基づき、他者の情動状態とは必ずしも一致するとは限ら
ない情動的共感や認知的共感が生まれる。情動的共感は、身体化シミュレーションを通じて生まれ、認知
的共感は、他者視点獲得や他者の心の理解に基づいて生まれる。

また、「意識」に関する計算論的モデルとして「統合情報理論」19）や「グローバルニューロナルワークスペー
ス」20）などが提案されていることを「2.1.7 計算脳科学」の中で述べた。これに対して、認知発達ロボティク
スにおいては、身体性を踏まえた他者の痛覚への共感という面から「意識」を捉えようとする試みがある21）。

このように、身体性に基づく他者との関係の中で、共感や意識など情動・主観面に対して構成論的にア
プローチする試みは、認知発達ロボティクスらしい取り組みとして注目される。

❸記号創発・言語獲得
［研究開発の動向］❷の中で言及した通り、身体性に基づき、実世界における環境や他者やとのマルチモー

ダルな相互作用から言語獲得する過程のモデル化が、記号創発ロボティクスの研究 6）, 7）として取り組まれ
ている。ここでは、恣意性を基本的性質として持つ記号（言語を含む）の体系が、環境や他者との相互作
用としてのマルチモーダル情報から、ボトムアップなクラスタリングによって創発的に形成される過程が、深
層確率的生成モデルを用いたモデル化するアプローチなどが採られている。例えば、ロボットなどで自己位
置推定とその置かれた環境の地図構築を同時に行う技術SLAM（Simultaneous Localization and 
Mapping）を拡張して、ボトムアップに場所概念・語彙を獲得するSpCoSLAM（Online Spatial 
Concept and Lexical Acquisition with SLAM）が開発された。「2.1.1 知覚・運動系のAI技術」では、
環境との相互作用として得られる限られた感覚・運動情報をもとに、主観的な世界のモデル化・表現学習
を行う「世界モデル」（World Models）の研究 22）, 23）, 24）が活発化していることを述べたが、これと重な
る取り組みと考えられる。ただし、記号創発・言語獲得においては、記号体系・語彙セットが他者 63と共
有されることが本質的に重要である。この点に関して、集団による表現学習（その試みとしてメトロポリス
ヘイスティング名付けゲーム）や集合的予測符号化という捉え方が示されており25）、注目される。

63 同質な集団ではなくヘテロ性を持つ集団の中の他者。
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［注目すべき国内外のプロジェクト］
❶国内における認知発達ロボティクス関連プロジェクト

国内では、［研究開発の動向］❶で述べたように、JST ERATO浅田共創知能システムプロジェクト（2005
年9月～2011年3月）が認知発達ロボティクス研究の立ち上げを牽引したのに続いて、近年は同じ科学技
術振興機構（JST）の戦略的創造研究推進事業CRESTの中で、以下のプロジェクトが推進されてきた。
「記号創発ロボティクスによる人間機械コラボレーション基盤創成」（研究代表者：長井隆行、2015年度

～2020年度）：記号創発ロボティクスのアプローチに基づき、人間とロボットの調和的協働による日常的
タスク実行。

●「認知ミラーリング：認知過程の自己理解と社会的共有による発達障害者支援」（研究代表者：長井志江、
2016年度～2021年度）：予測符号化に基づき発達障害を理解、ASDシミュレーターを開発。

●「脳領域/個体/集団間のインタラクション創発原理の解明と適用」（研究代表者：津田一郎、2017年度
～2022年度）：認知発達ロボティクスにおける重要な概念である機能分化の創発原理を探究。

●「知覚と感情を媒介する認知フィーリングの原理解明」（研究代表者：長井志江、2021年度～2026年度）：
マルチモーダルな知覚と情動的感覚の動作原理を予測情報処理理論に基づいて統一的に解明。
上記2件目の研究が4件目へつながったほか、1件目の研究は、新エネルギー・産業技術総合開発機構

（NEDO）の「人と共に進化する次世代人工知能に関する技術開発事業」（PL：辻井潤一、2020年度～
2024年度）に採択された「説明できる自律化インタラクションAIの研究開発と育児・発達支援への応用」
や、ムーンショット目標1のプロジェクト「誰もが自在に活躍できるアバター共生社会の実現」（PM：石黒浩、
2021年度～）における課題4「CA協調連携の研究開発」につながっている。

❷INRIAのFlowersプロジェクト
フランスの国立情報学自動制御研究所（INRIA）のPierre-Yves OudeyerをヘッドとするFlowersプ

ロジェクトでは、発達のメカニズムに関する基礎的な理解を深めるため、発達心理学や神経科学との強い
連携のもと、内発的動機付けによる深層強化学習などの高度な機械学習技術を活用した計算モデルの開発
を進めている。特に、好奇心駆動型学習と呼ばれる内発的動機付けによる学習・探索のモデルに着目し、
エージェントが自らの目標を表現・生成したり、限られた時間・エネルギー・計算機リソースの中で世界モ
デルを学習したり言語能力などを獲得したりするメカニズムを研究している。

置かれた環境の中でロボットやエージェントがなぜ学習するのか、という根源的な問いは認知発達におい
て重要である。特に、外部からの報酬を獲得する動機付けだけでなく、自身で内部から報酬を生成するメ
カニズムとなる内発的動機付け（Intrinsic Motivation）は、近年注目される研究課題である26）, 27）。

（5）科学技術的課題
❶認知発達のさまざまな側面の原理探究

本研究開発領域は、基礎的な研究として、感覚・運動・社会性・言語・推論・共感・意識などの認知
発達のさまざまな側面について、その原理を探究する取り組みが進められているが、まだ分かってきたこと
は部分的である。ここまで動向・トピックとして挙げたような研究開発をいっそう発展させる中で、発達の
さまざまな側面をより広く正確にカバーする原理を考え、それを検証する基礎的な実験・試作に引き続き
取り組んでいくことが必要である。

2020年前後から深層学習モデルの超大規模化とそれによる汎用性の向上が著しい。これは「基盤モデル」
（Foundation Model）28）と呼ばれている（詳細は「2.1.2 言語・知識系のAI技術」を参照）。基盤モデ
ルは大量の学習データの統計に基づくものであり、言語の意味も理解していないといわれる。また、認知
発達ロボティクスは、身体性に基づく環境との相互作用や認知発達という「子供の学習過程のモデル」に
重点を置いているのに対して、基盤モデルは、大量データによる一括学習が完了した状態の「大人の学習
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結果のモデル」である。しかし、基盤モデルでは、超大規模学習による抽象化や推論的な面が、それまで
の深層学習モデルよりも格段に高まっているようにも見える。基盤モデルの性質を認知発達・記号創発の
観点から分析してみること29）も有用であろう。

また、［新展開・技術トピックス］の冒頭で述べたように、機械学習や計算脳科学との重なりが大きくなっ
てきている中で、認知発達ロボティクスは身体性や環境との相互作用を扱っている点が大きな特徴であり、
この点からのさらなる発展が期待される。

❷総合的な認知発達モデルの構築と自律・発達するロボットの設計論の開発
認知発達のさまざまな側面に関してこれまでに得られている原理・理論はまだ部分的・断片的なもので

ある。つまり、発達過程の時系列の一断面を扱って、その時刻における発達課題を取り上げてきたものの、
時系列を通した本来の意味での発達そのものは、まだ本格的に扱えていない。上記❶を探究しつつ、それ
らを組み上げることで、総合的な認知発達モデルを構築することは、今後の大きな課題である。そして、そ
の総合的な認知発達モデルに基づき、自律・発達するロボットの設計論を作り上げていくことが、認知発
達ロボティクスの中長期的な大目標である。

また、［注目すべき国内外のプロジェクト］❶に示したように、現在、認知発達ロボティクス関連で取り
組まれている国内プロジェクトは、認知発達ロボティクス研究のある側面を取り出したもので、上に書いた
ような総合的なモデル・設計論を牽引するものではないよう思える。上記❶に書いたような基盤モデルのよ
うな方向性との対比や、後述する社会的な視点を考えていくべきフェーズであることを考えると、認知発達
ロボティクスの立ち上げフェーズをJST ERATO浅田共創知能システムプロジェクトが牽引したように、新
たなフラグシッププロジェクトが望まれる段階なのかもしれない。

❸認知発達ロボティクスの応用開発
認知発達ロボティクスの原理を用いることで、個別に事前設定・事前学習をせずとも、置かれた環境の

中でのインタラクションを通して自律的に能力を発達させることができ、人間との親和性・共生能力の高い
AI応用システムやロボットが実現可能になると期待される。最終的に総合的な認知発達モデルやロボット
設計論ができるのを待たずとも、発達のある側面を捉えた部分的な原理であっても、産業の現場や家庭で
の応用場面を限定すれば、適用できるシーンがあるかもしれない。さらには、前述した発達障害（ASD）
の支援のような形で役に立つシーンも広がり得る。このような応用・活用の可能性を見いだし、そのための
システムを開発し、効果を検証していく取り組みも重要である。

また、ロボティクス分野で注目されているソフトロボティクスとの関りも深い。従来の硬いロボットの制御
では、絶対座標系を想定したトップダウンな制御則をベースにしているが、ソフトロボティクスをその枠組
みで扱うのは難しい。しかし、実はこの難しさを生み出しているダイナミズムや多様性が、インタラクション
を豊かなものにし、認知発達を可能にしているのである。環境とのインタラクションからボトムアップに創
発・学習する認知発達ロボティクスの枠組みが、ソフトロボティクスの発展にも大きく寄与するはずである。

（6）その他の課題
❶学際的な研究推進・人材育成

認知発達ロボティクスは、発達心理学や神経科学などの経験主義的な学問分野と、AI・ロボティクスな
どの構成論的な学問分野が融合した学際的な研究領域である。また、実際にシステムを開発して動かす上
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では、ソフトウェアからハードウェアやデバイスまでのシステム的な垂直統合も必要になる64。従来と異なる
タイプのシステムができることから、人間・社会的側面からの検討も求められる。このようなさまざまな技
術・知識が必要になることから、分野横断・学際的な研究の推進やそのための人材育成が重要になる。

❷倫理的・法的・社会的課題（ELSI）
認知発達ロボティクスの研究に関わるELSI面の課題も考えていく必要がある65。「2.1.9 社会における

AI」で述べるように、AI技術全般に関して、説明性・公平性・透明性・安全性・信頼性などの社会から
の要請（AI社会原則・AI倫理指針といった形で文章化されるようになった）を充足することが求められて
いるが、認知発達ロボティクスに関して特に検討が必要になると思われる点を以下に挙げる。また、このよ
うな議論の基礎として、人間やロボットの自律性そのものに関する考察 31）, 32）や人間・社会とロボットの間
のトラスト構築 33）も重要である。

第1点は、自律的発達に関わる安全性・制御可能性の懸念である。 AIシステムやロボットが自律的に発
達できるようになったとき、その発達が人間や社会にとって好ましくない方向に進んでしまう可能性はない
のか、その方向を人間が制御することは可能かという問題への対処を考えていく必要がある。

第2点は、人間の認知発達過程の理解が進んだとき、その活用に関する倫理的な配慮が必要になること
である。既に取り組まれている発達障害（ASD）に対する支援は社会的に意義のある活用先だが、それと
は異なる活用の仕方として、例えば、乳幼児の発達過程に対して何らかの操作を行おうとしたら、倫理的
に許容されるレベルについて議論になるかもしれない。

第3点は、人間に特徴的な言語獲得を含む自律的な認知発達を伴うロボットやAIシステムが実現された
ときに、人間はそれをどう受け止めるかという心理的な問題である。人間と類似することで、人間が共感や
親しみやすさを感じる可能性がある反面、「不気味の谷」といわれるギャップも感じ得る。また、発達によっ
てその振る舞いが決まっていくということは、人間にとってブラックボックスで理解できない不安な相手とな
るかもしれない。何か問題が発生したときに、その責任を、人間は自律性を持ったロボット側（ひいては
開発者側）に負わせようとする心理が働くといった懸念もあり32）、第1点と合わせて法的な面にも関わり
が生じる。

❸長期的基礎研究投資のマネジメント
（5）科学技術的課題の項でも述べたように、認知発達過程の全般の解明・理解や自律的に発達するロボッ

トの設計論の構築は、長期的な取り組みを必要とする基礎研究テーマである。その一方で、AI・ロボティ
クスは産業応用も含めて技術開発競争が激化しており、認知発達ロボティクスの研究成果や知見の取り込
みに期待を寄せるが、短期的な成果の刈り取りを求めがちである。また、基礎的な実験を行いながら認知
発達の原理を探究する基礎科学的な側面と、ロボットの上に実装して動かすことで新たな知見を得たり、
現システムの課題を解決したり、応用の可能性を見いだしたりといった工学的な側面がある。このような異
なる性格・側面を有する研究領域に対して、どのようなバランスで研究投資を行い、マネジメントしていく
のが適切かについても考えていく必要がある。

64 このような面に取り組んだプロジェクトとして、新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の「高効率・高速処理を可
能とするAIチップ・次世代コンピューティングの技術開発」事業のファンドによる「未来共生社会にむけたニューロモルフィッ
クダイナミクスのポテンシャルの解明」（研究代表者： 浅田稔、研究期間：2018年10月～2023年3月）がある。

65 このような面に取り組んだプロジェクトとして、JST RISTEX「人と情報のエコシステム」事業のファンドによる「自律性の検討
に基づくなじみ社会における人工知能の法的電子人格」（研究代表者： 浅田稔、研究期間：2017年10月～2021年3月）があ
る30）。
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（7）国際比較

国・地域 フェーズ 現状 トレンド 各国の状況、評価の際に参考にした根拠など

日本

基礎研究 〇 ↗

認知発達ロボティクスの提唱国であり、研究コミュニティーを主導する中核
研究者が複数いて、重要な研究成果も出されている。認知発達過程の解明
に向けては、現状まだ部分的な成果にとどまっているが、JST CRESTなどを
活用した複数のプロジェクトが推進されている。

応用研究・開発 〇 ↗
日本に限らず自律的に発達するロボットの実現にはまだ遠い状況だが、予測
誤差最小化原理に基づく発達障害（ASD）の支援のような応用事例は注目
される。

米国
基礎研究 △ →

深層学習を中心とする現在のAI技術開発でリードしており、AI基礎研究へ
の大型投資（DARPAのAI Nextなど）も行われているが、認知発達過程を
探究しようというプロジェクトはほとんど見当たらない。ただし、深層学習研
究の発展として、言語獲得・記号推論まで統合的に扱えるような枠組みへの
拡張が検討され始めており、認知発達的な面への取り組みと見ることができ
る。また、脳科学の知見をAIに生かそうとする取り組みは見られる。

応用研究・開発 △ ↘ 上記の傾向から、認知発達的な視点からの応用研究はまだ見られない。

欧州

基礎研究 〇 →

イタリア技術研究所（IIT）、フランスでFlowersプロジェクトを進めている
国立情報学自動制御研究所（INRIA）、英国でTHRIVE++プロジェクトを
進めているマンチェスター大学、ドイツのビーレフェルト大学 CITECなどで
認知発達の基礎研究が取り組まれている。

応用研究・開発 〇 →

フランスのAldebaran Robotics 社（現在はSoftBank Robotics Europe）
のNAOは、認知発達ロボティクスの実装プラットフォームとして、世界で最
も広く活用されている。イタリアのIITが中心となって開発してしたiCubもロ
ボットプラットフォームとしてよく知られている。 NAOがRoboCupに使われ
ているように、ロボットプラットフォームを保有していることは、応用開発・
展開において優位なポジションと言える。

中国

基礎研究 △ ↘

AI分野の国際学会での論文採択数は米中2強となっており、深層学習を中心
とした現在のAI技術開発には大規模な研究投資が行われている。しかし、
米国と同様に、認知発達過程を探求しようという取り組みはほとんど見られ
ない。

応用研究・開発 △ ↘
基礎研究の項と同様である。ただし、中国は応用開発のスピードが極めて速
く、認知発達の応用が開けてくると、急参入の可能性がある。

韓国
基礎研究 △ ↘ 特筆すべき取り組みは見られない。

応用研究・開発 △ ↘ 特筆すべき取り組みは見られない。

（註1）フェーズ
 基礎研究：大学・国研などでの基礎研究の範囲
 応用研究・開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲

（註2）現状 ※日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価
 ◎：特に顕著な活動・成果が見えている 〇：顕著な活動・成果が見えている
 △：顕著な活動・成果が見えていない ×：特筆すべき活動・成果が見えていない

（註3）トレンド ※ここ1～2年の研究開発水準の変化
 ↗：上昇傾向、→：現状維持、↘：下降傾向
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2.1.9	 社会におけるAI

（1）研究開発領域の定義
人工知能（AI）技術が社会に実装されていったときに起こり得る、社会・人間への影響や倫理的・法的・

社会的課題（Ethical, Legal and Social Issues：ELSI）を見通し、あるべき姿や解決策の要件・目標を検
討し、それを実現する制度設計および技術開発を行うための研究開発領域である。

図2-1-13 　 領域俯瞰：社会におけるAI

（2）キーワード
ELSI、RRI、FAT、AI倫理、AI社会原則、公平性、アカウンタビリティー、透明性、トラスト、ガバナンス、

法制度、プライバシー、知的財産権、AIエージェント、AIアライメント

（3）研究開発領域の概要
［本領域の意義］

AI技術は、人間の知的作業をコンピューターで代行する可能性を広げることで、社会における人間の役割
を変え、人間の働き方やモチベーションにも影響を及ぼし、社会の仕組み・在り方も変貌させる可能性を持っ
ている。これによって、便利で効率的な社会を築くことができ、人間は快適な生活を過ごせると期待される一
方で、AIが職業を奪うとか、プロファイリング（個人の性格・特徴を分析する技術）によってプライバシーを
侵害されるとか、負の側面に対するさまざまな不安・懸念が指摘されている。2022年からの生成AIの普及
はさらに多くの論点を噴出させた。本研究領域の取り組みは、それら起こり得る影響・課題を事前に把握し、
その対策を制度と技術の両面から実現することによって、負の側面をできる限り抑え込み、より良い社会を実
現するために貢献する。
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［研究開発の動向］
本領域の取り組みを、❶「社会におけるAI」の課題抽出・目標設定、❷「社会におけるAI」のための制

度設計、❸「社会におけるAI」のための技術開発、❹AIと社会との相互作用、という四つに分け、その概
要と動向を述べる。

❶	「社会におけるAI」の課題抽出・目標設定
❶はAI技術が社会に実装されていったときに起こり得る、社会・人間への影響や倫理的・法的・社会

的課題（ELSI）を抽出し、あるべき姿や解決策の要件・目標を定める活動である。
人間が行っていた知的判断のタスクがAIによって代替・自動化され、人間を上回る精度・規模・速度で

処理されるようになってきた。これによって、さまざまなシーンで効率化・最適化、人間の負荷軽減がなさ
れることは大きなベネフィットであるが、反面、AIによるタスク代替は人間の役割や心理に急激な変化をも
たらすことでネガティブインパクトも生む。これがAIのELSIとして論じられている1）, 2）, 3）, 4）。その代表的
なものとして、以下のような問題が挙げられる。

● 安全性・信頼性の懸念：機械学習は原理的に動作保証や精度保証が難しいこと（品質保証問題）、結果
についての理由説明がされないこと（ブラックボックス問題）、偏見・差別を含んだ学習をしてしまうこと

（バイアス問題）、Adversarial ExamplesのようなAI特有の脆弱性が存在すること（脆弱性問題）など、
システムの安全性・信頼性に対する懸念が指摘されている5）。

● 人間の置き換え：従来は人間が行っていたタスクがAIによって自動化されることで人間の失業が増える
という懸念、大量に生まれ得るAIによる生成物に関わる著作権の問題、AIによって故人（のある一面）
を複製する行為の倫理問題、擬人化されたAIエージェントに心理的に依存するケースなどの懸念が指摘
されている。

● プライバシーの懸念：さまざまな行動履歴データを解析することで、個人行動が追跡されやすい状況で
あることや、映像解析やバイオメトリクス解析によって個人の感情・心理状態などが読み取れるようにな
りつつあることなど、AI技術の発展に伴うプライバシー侵害の懸念が高まっている。

● 新たな犯罪や悪用：AI技術を用いることで、本物と区別困難なフェイク画像・音声・映像が簡単に生成
できるようになり、まるで人間が書いたかのような自然な文章生成や対話応答が可能になったことで、な
りすましや偽装への悪用や、詐欺のような犯罪行為の巧妙化を招いている。

● 思考誘導：AIによるリコメンデーションへの依存が高まると意思決定の主体性が低下していく懸念、情
報のパーソナライズやソーシャルネットワークにおけるフィルターバブルやエコーチェンバー現象、フェイ
クニュースを用いた政治操作・プロパガンダなど、人々の思考が誘導されやすいというリスクが高まって
いる6）, 7）。
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次に、このような問題を議論し、あるべき姿や解決策の要件・目標を定めようとする取り組みが国内外
で推進されている1）, 8）, 9）, 10）, 11）, 12）, 13）。以下にその代表的なものを挙げる。また、これらで重視されてい
る論点を表2-1-3に挙げた66。

表2-1-3 　 AI	ELSIの主要な論点 11）

論点 説明

AI制御 AIは人間によって制御可能でなくてはならない

人権 AIは人権を尊重するように設計されるべき

公平性・非差別 AIの処理結果によって、人々が不当に差別されないように配慮すべき（主にAIが用いるデータ
やアルゴリズムにバイアスが含まれることに起因する）

透明性 AIの動作の仕組みは開示されるべき、AIの動作の仕組みや処理結果は人々が理解できるレベル
で説明可能であるべき

アカウンタビリティー 67 AIが事故などを引き起こした際に、その原因や責任の所在を明らかにできるべき

トラスト AIは人々が信頼できるものであるべき（AIの動作を予想できるとか、処理結果を受容できると
かいったことを含む）

悪用・誤用 AIの悪用・誤用を防ぐような対策を考えるべき

プライバシー AIの開発時・利用時に人々のプライバシーを侵害してはいけない（開発時の学習データの個人
属性や、利用時の内面や機微な情報に立ち入る分析など）

AIエージェント AIエージェントは、そのユーザーの個人データの管理代行をするが、ユーザーの意思に沿った
処理（プライバシー保護も含む）を行わねばならない

安全性 AIはそのユーザーおよび他の人々の生命・身体・財産などに危害を及ぼさないように設計され
るべき

SDGs SDGsで掲げられているような環境・社会などの課題にAIによる貢献を目指す

教育 AIについての理解や倫理・リテラシーを含む分野横断・学際的教育が求められる

独占禁止・協調・政策 特定の企業や国によるAI技術やデータ資源の独占は望ましくない、人材・研究の多様化・国際
化や産学連携、国際協調・開発組織間協調が望まれる

軍事利用 自律型致死兵器システム（LAWS）に代表されるAIの軍事利用を制限すべき

法律的位置付け AIを法律的にどのように位置付けるべきか（例えばAIに人格権などを与えるか）

幸福（Well-being） AIは人々の幸福のために用いる

欧州では、比較的早い時期から、特に英国の大学・研究機関を中心に取り組まれてきた。まず、2005
年にオックスフォード大学の哲学科の下部組織としてFuture of Humanity Institute （FHI）が設立された。
FHIは、技術変化によってもたらされる倫理的ジレンマやリスクに対して、長期的にどう選択・対処してい
くべきか、学際的な研究を進めている。また、ケンブリッジ大学では、2012年に人文・社会科学部局の下

66 表2-1-3の論点項目は、主要なAI倫理指針を参照して文献 11）で整理されたものである。同文献では、主要なAI倫理指針の
それぞれでどの項目が重視されているかについても比較表にまとめている。

67 Accountability（アカウンタビリティー）の和訳として「説明責任」が用いられることが多い。「説明責任」という言葉から、
説明すればよいと解釈されやすいが、Accountabilityには本来、説明に加えて、法的あるいは経済的な責任を取ることも含ま
れているということを踏まえておくべきである4）。
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部組織としてCambridge Center for Existential Risk（CSER）が設立された。CSERでは、AI、バイオ、
ナノなどの先端技術のリスクに対する哲学的・倫理的な研究が行われており、産官学ワークショップなどを
実施している。最近の重要な動きとして、2019年4月に欧州委員会のAI HLEG（High-Level Expert 
Group on Artificial Intelligence）が「信頼できるAIのための倫理指針（Ethics Guidelines for 
Trustworthy AI）」を公表した。さらに、欧州委員会は2020年2月に「AI白書」（White Paper on 
Artificial Intelligence - A European approach to excellence and trust）を発表して、市民の価値観
と権利を尊重した安全なAI開発の「信頼性」と「優越性」を実現するための政策オプションを示し、
2021年4月に「AI規制法案（Proposal for a Regulation of the European Parliament and of the 
Council Laying Down Harmonised Rules on Artificial Intelligence (Artificial Intelligence Act) 
and Amending Certain Union Legislative Acts）」を公表するに至る。これは❷「社会におけるAI」
のための制度設計の段階に入るものであり、その内容は❷にて後述する。

米国では、産業界や非営利組織が主導する形で取り組みが始まり、それを追うように学術界での取り組
みや国の政策が立ち上がった。2014年3月設立のThe Future of Life Institute（FLI）、2015年12月
設立のOpenAI68、2016年9月設立のPartnership on AIなどの非営利組織がよく知られている。特に
FLIは、2017年1月に5日間にわたるアシロマ69での会議の結果として、AIの研究課題、倫理と価値観、
長期的な課題を含む23項目のガイドライン「アシロマAI原則」（Asilomar AI Principles）を公表し、多
くの署名賛同を得ている70。2018年10月には、電子プライバシー情報センター（Electronic Privacy 
Information Center：EPIC）によって設立された団体であるPublic Voiceが「AIユニバーサルガイドラ
イン（Universal Guideline for Artificial Intelligence）」を公表し、AIの設計や利活用の改善を目的
として12の原則を提案した。 AIシステムに関わる主な責任は、同システムに資金を供給し、開発し、展開
する機関にあるべきと言及している。

一方、米国の学術界での取り組みとしては、スタンフォード大学のOne Hundred Year Study on 
Artificial Intelligence（AI 100）、IEEE（The Institute of Electrical and Electronics Engineers：
米国電気電子学会）の自律インテリジェントシステムの倫理に関するIEEEグローバルイニシアチブ（The 
IEEE Global Initiative on Ethics of Autonomous and Intelligent Systems）がよく知られている。
特に注目されるのはIEEEグローバルイニシアチブでグローバルイニシアチブを開始し、「倫理的に配慮され
たデザイン（Ethically Aligned Design）：自律インテリジェントシステムで人間の福祉を優先するための
ビジョン」と題されたレポートを作成し、2016年12月にVer.1（EADv1）、2017年12月にVer.2（EADv2）
を経て、2019年3月に1st Edition（EAD1e）をリリースした。 EADはデザインという言葉を使っている
通り、倫理そのものではなく、設計論・設計思想、それをどのように技術に落とし込めるかといった論点が
整理されていることが特徴である14）。 EADv2では自律型兵器システムのような問題にも踏み込んで論点を
広げたが、最終的なEAD1eでは八つの原則に絞り込んだ。さらに、これらの原則を実践に結び付けるため、
IEEE-SA（Standard Association：標準規格）のP7000シリーズとして標準化活動が進められている。
米国政府からは2022年10月に「AI権利章典のための青写真（Blueprint for an AI Bill of Rights）」

68 OpenAI Inc. は、AIの発展がもたらす可能性とリスクを考えて、人類全体の利益に貢献するようにAIを発展させるための研究
開発を行う非営利団体として、2015年12月にSamuel AltmanやElon Muskらによって設立された（Elon Muskは2018
年2月に辞任）。その後、2019年3月に、利益に上限を設けた営利企業としてOpenAI LPが設立された。基盤モデルの大規
模化とその安全性確保のための研究開発と人材確保のために資金が必要なわけだが、OpenAI LPの親会社としてOpenAI 
Inc.があり、営利活動部門を持ちながらも、OpenAIが掲げている基本理念は維持されているものと思われる。

69 米国カリフォルニア州のアシロマは、遺伝子組み換えに関するガイドラインが議論されたアシロマ会議が、1975年に開催され
た場所である。このアシロマ会議は、科学者自らが研究の自由を束縛してまで自らの社会的責任を表明したもので、科学史に
残る象徴的な場所で再びAIに関して同様の議論がなされた。

70 2023年2月2日時点の公開情報として、AI・ロボット工学研究者1797名、その他3923名がこの原則に署名したとのことである。
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が公開された。
日本では、学会・政府主導のガイドライン策定が推進されている。学会では2014年に人工知能学会が

倫理委員会を立ち上げ、同委員会での議論や公開討論を経て、2017年2月に「人工知能学会 倫理指針」
を公開した。9項目から成り、主に研究者倫理に焦点が置かれているが、第9条「人工知能への倫理遵守
の要請」はAI自体が倫理的であるべきということを掲げたのが特徴である。また、政府主導の活動としては、
内閣府の「人工知能と人間社会に関する懇談会」、総務省の「AIネットワーク社会推進会議」71、経済産業
省の「AI・データ契約ガイドライン検討会」などが進められてきたが、それらを踏まえた活動として、内閣
府の「人間中心のAI社会原則検討会議」が2018年5月に始まり、2019年3月に「人間中心のAI社会
原則」が決定・公表された。人間中心のAI社会原則は、人間の尊厳が尊重される社会（Dignity）、多
様な背景を持つ人々が多様な幸せを追求できる社会（Diversity & Inclusion）、持続性ある社会

（Sustainability）という三つの価値を基本理念とし、「AI-Readyな社会」をビジョンに掲げ、人間中心
の原則、教育・リテラシーの原則、プライバシー確保の原則、セキュリティー確保の原則、公正競争確保
の原則、公平性・説明責任・透明性の原則、イノベーションの原則という七つをAI社会原則として挙げて
いる。

AI原則に関して、2019年は国際的な協調が議論された年でもあり、経済協力開発機構（Organisation 
for Economic Co-operation and Development：OECD）は5月に「人工知能に関するOECD原則

（OECD Principles on Artificial Intelligence）」をまとめ、42カ国 72が署名した。6月に日本で開催さ
れたG20貿易・デジタル経済大臣会合では、「人間中心」の考えを踏まえたAI原則「G20 AI原則」に合
意がなされた。さらに、ユネスコ（国際連合教育科学文化機関、United Nations Educational, 
Scientific and Cultural Organization：UNESCO）での検討も2019年から始まり、2021年11月に「AI
倫理勧告（first draft of the Recommendation on the Ethics of Artificial Intelligence）」が全193
加盟国によって採択された73。この勧告では、AIを開発・利用する際に尊重すべき価値として「人権」「環境
保全」「多様性」「平和や公正さ」を掲げ、プライバシー保護や透明性確保など守るべき10の原則を規定して
いる。このような国際的な動き15）と連動するように、上に述べた以外にも各国からAI原則が発表された。
中国では、2019年5月に北京智源人工智能研究院（Beijing Academy of Artificial Intelligence：
BAAI）が「北京AI原則（Beijing AI Principles）」を公表、6月には中国国家次世代AIガバナンス専
門委員会が「次世代AIガバナンス原則―責任あるAIの発展」を公表、さらに中国AI産業発展連盟が「AI
業界自律公約」を定めた74。また、企業や企業グループが自社の取り組みとしてAI原則・AI倫理指針を掲
げるという動きも国内外で広がった。

71 「人間中心のAI社会原則」に先立ち、2017年7月に「国際的な議論のためのAI開発ガイドライン案」、2018年8月に「AI利
活用原則案」を公開している。後者はさらに「人間中心のAI社会原則」の発表後、2019年8月には「AI利活用ガイドライン」
としてリリースされた。

72 OECD加盟36カ国に、アルゼンチン、ブラジル、コロンビア、コスタリカ、ペルー、ルーマニアを加えた42カ国。

73 米国は含まれていない。中国は含まれている。

74  「次世代AIガバナンス原則」が国家戦略「次世代AI発展計画」を受けたもの、「北京AI原則」は北京の研究機関が中心となっ
て発信したもの、「AI業界自律公約」は産業界の順守を期待するものとなっている。
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図2-1-14 　 AI	ELSI関連ガイドラインを中心とした主要な取り組み12）［図1-1-11の再掲］

以上に挙げたように、さまざまな国・組織からAI原則・AI倫理指針が出されたが、OECDやG20のよ
うな国際的な場での議論も行われており、それらで取り上げられている事項には共通点が多く見られる。現
在は、このような理念・原則レベルの議論から実践のフェーズへと移行している。実践フェーズの取り組み
内容は、この後で❷❸紹介する。原則から実践へという全体の流れを、AI ELSI関連ガイドラインに関する
取り組みを中心に図2-1-14に示した。

2022年末から2023年初旬にかけては、とりわけOpenAIのChatGPTの一般利用が広まったことで、
従来のELSI論点に加えた生成AIならではの懸念や、より深刻化しかねない懸念についての議論が活発化
している。生成モデルの構築（訓練）時に生じ得る問題、利用時に生じ得る問題、利用しない人も含む社
会全般に与え得る影響、さらに今後の技術発展次第で生じるかもしれない問題など、論点は多岐にわたる

（表2-1-5）。
2023年に入ると、OpenAIのChatGPTの衝撃に端を発し、生成AI（基盤モデル）規制を巡る議論が

沸騰した。既存の枠組みとの継続性を意識しながらも、新しい検討体制の構築が相次いだ（表2-1-6）。
生成AIにも対応したハードロー（AI規制法）制定に突き進むEU、有力企業を巻き込んで実効性のある

規制を模索する米国、イノベーション推進（Pro-innovation）を強調する英国などトーンの違いは見られ
るものの、1週間単位で新しい動きがあり、今後のルール形成の動きは予断を許さない。 
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表2-1-5 　 生成AIの登場で新たに登場、もしくは深刻化するものとして取り上げられているELSI論点 75

種類 論点 説明

モデル構築
（訓練）時の
懸念

著作権問題 AI生成物が訓練データに含まれる著作物と類似している場合、著作権侵害が
生じる可能性がある。

プライバシー侵害
訓練データにプライバシーに関わる情報が含まれる可能性。イタリア政府は
2023年4月、G DP R（ 一 般デ ータ保 護 規 則 ） 違 反の疑いなどを理 由に
ChatGPT使用を一時禁止にした。

自然環境へのインパクト 訓練時に大量の電力や水を消費することによる環境影響。

モデル利用
時の懸念①：
悪用

モデル構築時の労働問題 モデル訓練時に有害データの除去などに危険かつ集約的な労働が関わっている
可能性が指摘された。

危険物・兵器の拡散 薬物や兵器の製造を容易にする危険性。

サイバーセキュリティー サイバー攻撃のためのコード生成が容易かつ巧妙になる可能性。

偽情報・プロパガンダ生成 フェイクニュースの生成やなりすましでの利用。

有害コンテンツ生成 性的コンテンツ、ヘイトスピーチの生成など。

モデル利用
時の懸念②：
誤用

ハルシネーション（幻覚）
無意味または誤った内容が真実であるかのように生成される。例：2023年4
月には、ChatGPTが存在しない記事を引用して法学部教授をハラスメント加害
者として名指したというインシデントが報じられた76。

情動的介入・過度な擬人化 意識や人格を持っているかのような錯覚をユーザーに与えることがもたらす問
題。Chatbotに促された自殺の可能性に関する報道も複数出ている。

情報漏洩 生成AIへの入力（プロンプト）に含まれる機密情報の流出の懸念。

社会への広
範な影響

データ汚染 ネット上にAI生成物があふれることによる、言論空間の混乱など。

社会的バイアス 学習データに含まれるバイアスが強化される懸念。例：「CEO」などの特定の
社会的立場に紐付けて生成される画像のジェンダー・人種バイアス。

教育への影響 教育方法に効果に悪影響をもたらしたり、教育現場に混乱をもたらしたりする
懸念。

創作文化への影響 クリエーター市場への影響、著作者性の見直しも含む広範な影響。

民主主義への影響 偽情報やAIによるノイズ的情報が、選挙などにおける民意形成に及ぼす影響。

労働経済への影響 労働者の置き換えなど。

まだ見ぬAI
に関する懸
念

未来のAIがもたらすリスク
自律性を高めた今後のAIが、予期せぬ挙動をもたらす懸念。 AGI（Artificial 
General Intelligence）、超知能（Superintelligence）の問題として議論さ
れてきた。

75 論点洗い出しにおいては、OpenAIの「GPT-4 Technical Report」41）、阪大ELSI NOTE No.2642）、スタンフォード大学の「AI 
Index 2023」43）などを参照した。

76 https://www.washingtonpost.com/technology/2023/04/05/chatgpt-lies/
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表2-1-6 　 2023年初旬の生成AI（基盤モデル）規制を巡る動向

国際連携	

● 4月30日　G7群馬高崎デジタル・技術大臣会合にて、「責任あるAIとAIガバナンスの推進」を盛り込
んだ宣言を採択。 

● 5月20日　G7広島首脳声明にて生成AIについてOECD/GPAIとの協力のもと議論する「広島AIプロ
セス」年内創設が記載。 

日本	
● 3月30日　自民党「AI の進化と実装に関するプロジェクトチーム」、「AI ホワイトペーパー（案）」公開。 
● 4月24日　省庁横断の「生成AI」戦略チーム初会合。 
● 5月11日　内閣府、第1回AI戦略会議開催。2023年のAI戦略に向けて議論開始。 

米国	

● 5月4日　バイデン政権、責任あるAIイノベーションに関する計画を発表。 
● 過去1年に政権が出してきた「AI権利章典の青写真」「AI Risk Management Framework」「National 

AI Research Resourceに向けたロードマップ」を土台に、（1）NSFが1.4億ドルを投じ、七つの新た
なAI研究所を設立、（2）生成系AIのパブリックアセスメント実施、（3）米行政管理予算局（OMB）
による政府によるAI利用のガイダンス案を作成。同日に、Google、Microsoft、OpenAI、Anthropic
のCEOをホワイトハウスに招き副大統領と会談。

● 5月13日　大統領科学技術諮問会議（PCAST）、「生成系AIに関するワーキンググループ」を設立。
座長はTerence TaoとLaura Green。生成系AIに関するパブリックコメント募集。 

● 5月16日　米国議会上院公聴会でSam Altman（OpenAI CEO）ら証言。 AltmanはAI開発のライ
センスの発行と取り消しの権限を持つ連邦政府機関の設立を提唱。

英国	
● 3月29日　英国DSIT（科学・イノベーション・技術省）、「プロイノベーションのAI規制」に向けたポ

リシーペーパー発行。
● 技術ではなく使用の規制を強調。規制当局とは別にモニタリングやアセスメントの新機構設立を提案。

EU	
● 4月　イタリアのデータ保護当局GPDP、ChatGPTの利用を一時禁止したのち解除。
● ～5月　欧州議会にてAI規制法案の具体化。従来の「ハイリスク」の分類されるAIに加え、基盤モデル
（foundation model）のプロパイダへのEUデータベースへの登録を含む義務を盛り込むなど。

中国	 ● 4月11日　中国インターネット情報弁公室（CAC）「生成的人工知能サービスの管理のための措置」発表。

❷	「社会におけるAI」のための制度設計
❶で導出した要件・目標の実現に向けて、制度設計面の取り組みが進められている。主な取り組みとして、

a. AI原則・AI倫理指針の実践のための国際的活動、b. AIガバナンスのフレームワーク、c. プライバシー・
個人情報保護などのデータ保護に関する法改正、d. AIに対応した知的財産戦略、が挙げられる。以下で
はa～dそれぞれの動向について述べる。なお、ここでは取り上げないが、他に自動運転・自律飛行や医
療AIといった個々のAI応用ごとの制度整備なども進められている16）。

a	AI原則・AI倫理指針の実践のための国際的活動
❶に示したようなAI原則・AI倫理指針は国や組織でさまざまな形で実践に結び付ける取り組みが進みつ

つあるが、特に国際的な活動としてGPAI（Global Partnership on AI）が挙げられる。これは、前述の「人
工知能に関するOECD原則」を実践段階に進めるための国際的な組織である。その詳細は［国内外の注
目プロジェクト］❶で述べる。

また、欧州では前述の通り、欧州委員会が2019年4月に公表した「信頼できるAIのための倫理指針」
から、2020年2月の「AI白書」を経て、2021年4月には「AI規制法案（AI Act）」を公表した。この
法案では、AI応用システムをリスクの大きさに着目して四つのレベルに分け、そのレベルに応じて使用禁止
や適合性評価の義務化など、かなり踏み込んだ規制をかけようとしている。さらに欧州では、人権・民主
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主義・法の支配を掲げる欧州評議会（Council of Europe：CoE）77のCAI（Committee on Artificial 
Intelligence）において、欧州主要国（独仏をはじめとするEU加盟27か国、欧州委員会、英国、スイス
など）に加え、日本、米国、カナダ、イスラエルなどが交渉に参加し、 AI条約の起草が進められている。リ
スクベースの考え方に基づく枠組み条約を方針とし、2024年中の採択を目指している。

一方、米国では、「2020年国家AIイニシアチブ法（National Artificial Intelligence Initiative Act 
of 2020）」を受けて、前述の「AI権利章典のための青写真」（2022年10月公開）に続き、「AIリスク管
理フレームワーク（Artificial Intelligence Risk Management Framework：AI RMF）」が2023年1
月に発表された。標準技術研究所（National Institute of Standards and Technology：NIST）から
発表されたもので、AIのリスクに対する考え方やリスクに対処するための実務が示されている。

欧州のAI規制法案と米国のAI RMFについては、［新展開・技術トピックス］❶でもう少し詳しい内容
を記載するが、これらは国家レベルの政策として、原則から実践へトップダウンに落とし込む流れである。
それに対して日本では、産業界や研究開発の現場主体のボトムアップな取り組みによって、AIシステムの安
全性・信頼性の確保のための方法論が検討され、具体的応用を踏まえた開発者目線の実践的なAI品質管
理ガイドラインが作られている。 AIプロダクト品質保証（QA4AI）コンソーシアムによる「AIプロダクト
品質保証ガイドライン」や、産業技術総合研究所による「機械学習品質マネジメントガイドライン」がその
代表例である。これらについては「2.1.4 AIソフトウェア工学」の中で取り組みを紹介している。

上記のような欧州・米国の政策は、その国・地域内にとどまらず国際的に大きな影響力を持つ。ただし、
これと並行して、AI倫理・AIガバナンスを含むAIに関する国際標準化活動が進められており、その中では、
欧州・米国だけでなく、中国・日本を含む各国の考え方を交えて活発な議論が行われている。標準化活動
では、抽象的な理念だけでなく、システム開発に直結する面も大きいため、日本で検討してきた実践的なガ
イドラインも重要な貢献を示している。なお、標準化活動は開発方法論との関係が深いので「2.1.4 AIソ
フトウェア工学」に記載した。

b.	AIガバナンスのフレームワーク
原則から実践へという動きは、国・国際レベルに限らず、個々の企業・組織の現場での実践が重要になる。

これに関して、AIガバナンスという言葉がよく使われ、その実践のためのフレームワークやガイドラインの
整備が求められている。

国内では、経済産業省から「我が国のAIガバナンスの在り方」（Ver. 1.1、2021年7月）、「AI原則実
践のためのガバナンス・ガイドライン」（Ver. 1.1、2022年1月）、「AI・データの利用に関する契約ガイド
ライン」（Ver. 1.1、2019年12月）が公開されている。「我が国のAIガバナンスの在り方」では、AIガバ
ナンスとは「AIの利活用によって生じるリスクをステークホルダーにとって受容可能な水準で管理しつつ、
そこからもたらされる正のインパクトを最大化することを目的とする、ステークホルダーによる技術的、組
織的、及び社会的システムの設計及び運用」と定義している。「AI原則実践のためのガバナンス・ガイドラ
イン」は、企業ガバナンスとの親和性に配慮し、アジャイルガバナンスの考え方をベースとしていることや、
法的拘束力のないガイドラインとしていることが特徴である17）。アジャイルガバナンスは、政府、企業、個
人・コミュニティーといったさまざまなステークホルダーが、自らの置かれた社会的状況を継続的に分析し、
目指すゴールを設定した上で、それを実現するためのシステムや法規制、市場、インフラといったさまざま
なガバナンスシステムをデザインし、その結果を対話に基づき継続的に評価し改善していくアプローチであ
る。その運用から受ける評価を速やかに反映するだけでなく、より大きな外部状況変化に対する環境・リス

77 欧州連合（EU）とは別の機構である。現在、46カ国が加盟しており（欧州で未加盟なのはベルラーシと2022年3月に除名
されたロシアの2カ国のみ）、日本・米国など5カ国がオブザーバー国となっている。
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ク分析によるゴール自体の見直しも行う。
また、日本ディープラーニング協会に「AIガバナンスとその評価」研究会が発足し、そこでの検討に基

づき、2021年7月に報告書「AIガバナンス・エコシステム―産業構造を考慮に入れたAIの信頼性確保に
向けて―」が公開された。従来はAIガバナンスが1組織・1企業における内部ガバナンスの在り方という
限定的な意味で用いられがちであったが、日本におけるAIサービスは、開発者、サービス提供者や運用者、
利活用者などにわたるサプライチェーンが非常に長い構造を持つことから、組織を超えたガバナンスの仕組
みを考えていくべきということが提言されている。日本ディープラーニング協会は2023年5月に、各組織が
生成AIの利用を進めるためのガイドラインのひな型として「生成AIの利用ガイドライン」を作成して公表
した78。

c.	データ保護に関する法改正 18）, 19）

日本におけるデータ保護の法制度としては、まず2003年に公布、2005年に施行された、個人情報保護
法を含む個人情報保護関連5法がある。その後、改正が議論され、改正個人情報保護法が2015年に公布
され、2017年5月に施行された。この改正では、事業者間での輾転流通が認められる匿名加工情報の新設、
要配慮個人情報の導入、高い独立性を持つ個人情報保護委員会の設立など、データを取得した個人の同
意なしでデータを流通・利用活するための新しい枠組みが創設された。3年ごとの見直し規定も定められ、
2020年に公布、2022年4月から施行でさらに改正が加えられた。この改正には、第三者への提供禁止請
求・提供記録開示請求など本人の権利保護の強化、データの利活用の促進のため制約を緩和した仮名加
工情報 79の新設、その一方で法令違反に対する罰則を強化などが盛り込まれている。

欧州（EU）では、1995年に制定されたデータ保護指令（Data Protection Directive： 95/46/EC）
が存在したが、2012年からインターネット、デジタル化といった技術進化やグローバル環境変化を踏まえ
た全面的な見直しが進められた結果、パーソナルデータの取り扱い（Processing）と移転（Transfer）
に関わる規則（Regulation）を定めた一般データ保護規則（General Data Protection Regulation：
GDPR）が2016年4月に成立し、2018年5月から適用が開始された80。先のデータ保護指令は、各国に
一定の法律の制定を義務付けているが、指令（Directive）が各国に直接適用されるわけではない。それ
に対してGDPRは、各国に直接適用されるため、運用面での位置付けが大きく異なる。規則の内容の面で
は、特にAIとの関係が深いものとして、プロファイリングに基づく自動意思決定に対する説明責任・透明
性を要求していること（GDPR第22条）が挙げられる。その他にも「削除権」（「忘れられる権利」、同第
17条）、「開示請求権」（同第15条）、「データポータビリティー権」（同第20条）、罰則の強化などにも特徴
がある。

米国では、公的部門については1974年のプライバシー法が存在するものの、民間部門については包括
法がなく、自主規制を基本としている。すなわち、企業が自ら公表しているプライバシーポリシーに違反し
た場合、公正取引委員会（Federal Trade Commission：FTC）がFTC法第5条「不公正または欺瞞的
行為の禁止」に照らして取り締まる。規制対象を限定して個別領域ごとに個別法が制定されるセクトラル方
式がとられている。ただし、Google、Meta、Amazon、AppleなどのBig Tech企業に膨大な利用者デー

78 https://www.jdla.org/news/20230501001/ （accessed 2023-05-26）

79 仮名加工情報とは、他の情報と照合しない限り、特定の個人を識別できないように個人情報を加工したものである。加工によっ
て一定の安全性を確保しつつ、匿名加工情報よりもデータの有用性を保ち、詳細な分析が可能になった。仮名加工情報を、他
の情報と照合して、特定の個人を識別することは禁止される。

80 GDPRでは、EU域内の個人に関するデータをEU域外へ移転することを原則として認めていないが、十分なデータ保護政策が
とられている国であれば、十分性認定を受けることで、移転が認められる。日本は十分性認定を受けている。米国は認められ
ていない。
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タが集まる状況に際して、2012年に「ネットワーク化された世界における消費者データプライバシー」とい
う政策大綱が公表され、その中で、事業者によるインターネット上の追尾・追跡（トラッキング）を消費者
が拒否（オプトアウト）できる「Do Not Track（DNT）」という概念を明確化して基本方針とした「消費
者プライバシー権利章典」が提案された。また、「急変する時代の消費者プライバシー保護」レポートで、
Privacy by Design、単純化した消費者の選択、透明性という3条件が枠組みとして勧告された。2015年
には権利章典をもとにした「消費者プライバシー権利章典法案」が公開された。また、州法レベルでのさ
まざまなプライバシー保護法が制定されているが、特にカリフォルニア州は先進的な法律を制定してきた。
例えば、2002年に同州が最初に制定したセキュリティー侵害通知法（California Security Breach 
Notification Act：情報漏洩が発生した場合に事後的な通知・報告を義務付け）は、その後、ほぼ全州
が同様の法律を制定した。さらに、カリフォルニア州は2018年6月に新たに消費者プライバシー法

（California Consumer Privacy Act：CCPA）を制定した（2020年1月施行）。 CCPAはGDPRと同様
にパーソナルデータの保護を強く打ち出しているが、GDPRと比べて、対象となる企業や個人の範囲は狭い
ものの、個人に付与される権利はより幅広い。

また、GDPRのようなデータ保護を強化する施策だけでなく、保護しつつもデータ利活用を進めやすくす
るような施策も考えられつつある。その一例として、2022年5月に公表された欧州ヘルスデータスペース
規則案（European Health Data Space：EHDS）が挙げられる。現状は国ごとに取り扱いルールが異なっ
ているヘルスデータについて、国内や国を超えて自分のヘルスデータの管理を可能にし、安全性を保ちつつ
研究・イノベーション・公衆衛生・政策立案などへの活用を可能にすることが目指されている。これに対し
て、日本では、個人情報管理規定が政府・自治体・民間事業者ごとにバラバラで、活用が阻害されている
という「2000個問題」や、医療分野の研究開発に資するための匿名加工医療情報に関する法律「次世代
医療基盤法」の見直し81など、課題が積み残されている。

d.	AIに対応した知的財産戦略
国内では、内閣の知的財産戦略本部での議論の中で、AIに対応した知的財産戦略・法改正などが議論

されている。2017年3月に関連する報告書 20）が公表された。
まず、機械学習の訓練（学習）データに関わる著作権法が改正され、機械学習のために、よりデータを

利活用しやすくなった。もともと日本の著作権法は、コンピューターによる情報解析を目的とした複製など
を許容する権利制限規定を有しており（旧47条の7）、営利目的であっても、第三者の著作物が含まれて
いても、一定限度で著作権者の許諾なく著作物を利用することが可能とされている。さらに、2019年1月
1日施行の改正著作権法では、旧法では制限がかかっていたと解釈されるいくつかのケースに関して制限が
緩和された（新30条の4第2号）。すなわち、旧法では訓練データを作成する主体と機械学習を実行する
主体が同一であることを前提としていたのに対して、新法ではその前提が排除された。すなわち、作成した
訓練データセットを他者に提供することも許容され、その利活用がいっそう促進される。

次に、訓練（学習）済みモデルの権利保護の課題について述べる。訓練済みモデルの再利用の仕方は、
単純にモデルをそのままコピーして使うケース（複製）だけでなく、追加学習して使うケース（派生）、複
数個の訓練済みモデルを組み合わせて使うケース（アンサンブル：Ensemble）、訓練済みモデルの振る舞
い（どんな入力に対してどんな出力を出すか）の観測データを別のニューラルネットワークに学習させて新
たなモデルを作るケース（蒸留：Distillation）が知られている21）。このうちアンサンブルで使うモデルは

81 2022年12月27日に開催された次世代医療基盤法検討ワーキンググループ第7回（内閣府健康・医療戦略推進事務局）では、
医療情報の研究ニーズ、社会的便益の観点から、新たに「仮名加工医療情報」の作成・提供を可能とし、その際、個人情報
の保護の観点から、仮名加工医療情報の提供は国が認定した利活用者に限定するという提案がなされている。
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複数個だが、一つ一つは複製モデルに相当するので、権利保護を考えるべきモデルの種類は複製モデル・
派生モデル・蒸留モデルの3種類である。このうち、派生モデルと蒸留モデルは、もとの訓練済みモデルと
の関係性の立証が難しいことが権利保護上の課題である。契約・特許権・著作権などでどこまで保護でき
るか、新しい権利による保護が必要か、営業秘密として不正競争防止法で保護できるケースはどのような
ケースか、といった検討がなされている20）。

また、AI生成物の著作権については、次のような解釈がされる10）。人間がAI技術を道具として利用し
た創作物は、その人間に創作意図と創作的寄与があれば、その創作物は著作物であると認められる。一方、
人間に創作的寄与が認められないケースは、AI創作物とされ、現行の著作権法では著作物と認められない。
AIはパラメーターを少しずつ変えながら休むことなく膨大なバリエーションの生成物を出力することが可能
なので、それらに著作権を与えたら、大きな弊害を生む。ただし、ここでいう創作的寄与というのがどの程
度のものならば該当するのかは、今後の課題として残っている。加えて、AI創作物を人間による創作物だ
と偽られる懸念や、機械学習を用いた場合に生成物が訓練データと類似してしまう問題なども課題である。
知的財産として新たな保護を与えるかは、そのメリットとデメリット、それが市場に与える影響などのバラン
スも考えておく必要がある82。2022年には、一見するとプロが描いたようなテイストの画像が簡単な説明文
から生成できる画像生成AI（Text-to-Image）が、一般にも利用可能な形で提供され、大きな話題になっ
た（「2.1.1 知覚・運動系のAI技術」参照）。この技術を用いた作品がアートコンテストで1位になったこ
となどもあり、アーティストやクリエーターからの反発も生じており、上述の課題が急速に顕在化している。
同様に文章生成AI（ChatGPTなど）を用いて、文学作品や論文・レポートを作ることも行われ始めている。
ChatGPTは米国のMBA、法律、医療の試験に合格できるレベルにあるという報告もあり、論文や試験レ
ポートへの使用を禁じる動きが出てきている（「2.1.2 言語・知識系のAI技術」参照）。

❸	「社会におけるAI」のための技術開発
❶で導出した要件・目標の中には、その実現のために新たな技術開発が必要なものが含まれている。特

に活発に取り組まれている技術課題として、機械学習における公平性や解釈性を確保するための技術開発
や、プライバシー保護のための技術開発が挙げられる。公平性・解釈性に関する代表的な技術としては、
公平性配慮データマイニング技術（Fairness-Aware Data Mining：FADM）や説明可能AI技術

（Explainable AI：XAI）などの開発が進められている。 FADMでは、グループ公平性・個人公平性など
の公平性基準を定義し、それを用いて不公平さを検出する手法や、不公平を防止する手法が開発されてお
り、XAIでは、深層学習のように精度が高いが解釈性が低いブラックボックス型モデルに近似的な説明を
外付けする方式や、決定木や線形回帰のような解釈性は高くても精度に限界のあったホワイトボックス型モ
デルを場合分けなどによって精度を高める方式が開発されている（詳細は「2.1.4 AIソフトウェア工学」を
参照）。

プライバシーを保護しながらデータ分析を可能にする技術は、プライバシー保護データマイニング技術
（Privacy-preserved Data Mining：PPDM）と呼ばれる。これを支える代表的な技術としては、a.解析
対象データにおけるプライバシー保護のためのデータ匿名化技術、b.データベース問い合わせにおけるプラ
イバシー保護のための差分プライバシー技術、c.計算過程におけるデータ内容の漏洩防止のための秘匿計算

（秘密計算と呼ばれることもある）技術、d.拠点に分散する学習データのプライバシー保護のための連合学

82 文献6）の11章「ロボット・AIと知的財産権」（福井健策）に詳しい。また、その中ではロボット・AIによるコンテンツ生成に伴っ
て考えられるメリットとして、（1）大量化・低コスト化による知の豊富化、（2）テーラーメイドでの個別ニーズの汲み取り、（3）
侵害発見・権利執行の容易化によるフリーライドの抑制、（4）新たな体験・発見・感動、その一方でリスク要因として、（1）
価格破壊による創造サイクルの混乱、（2）知のセグメント化の進行・集合体験の欠落、（3）フリーライドの多発・プロセス複
雑化による権利関係の混乱、（4）コピーの連鎖による知の縮小再生産、が挙げられている。
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習などがある36）, 37）, 38）, 47）。

a.	匿名化技術
匿名化（Anonymization）は、データとデータ主体（あるいは所有者）との間の相関を取り除く技術

である。パーソナルデータの収集において、姓名などの識別子を削除しただけでは、上記の相関は完全に
は取り除けず、他の属性情報・履歴情報を束ねて見ることで個人が特定され得るリスクがある。このような
リスクを定式化し、低減するための考え方としてk-匿名性がよく知られている。具体的には、表形式データ
について、パーソナルデータの属性値の組み合わせが同じであるデータが、パーソナルデータ集合中にk個
以上存在している状態が、k-匿名性が成立した状態である。データの正確性は犠牲になるが、パーソナル
データを改変することで、k-匿名性を成立させ、個人特定を困難にする。その後、k-匿名性を基礎概念と
して、匿名化対象を表形式データからグラフや時系列データに拡張する研究や、k-匿名性モデルにおいて
十分にプライバシーを保護できない状況下におけるより強力な匿名性定義の研究などが進められてきた（l-
多様性、t-近似性など）。改正個人情報保護法で新設された匿名加工情報の実装において実務上重要な技
術であるが、事前の想定に基づいて設計され、プライバシー侵害のあらゆるケースに有効というわけではな
い。

b.	差分プライバシー技術
差分プライバシー（Differential Privacy）は、データセットについて開示された統計情報（クエリーに

対する応答値など）からパーソナルデータが推測されるリスクの大きさを、理論的に定義した指標である。
このリスクを低減するために、統計情報をノイズによって摂動させて開示する攪乱的手法などの対策技術も
併せて開発されている。例えば、あるパーソナルデータ1 件を含むか含まないかだけが異なる二つのデータ
セットの間で、攪乱結果の統計情報がほとんど区別できなければリスクは小さい。差分プライバシーは攻撃
者の背景知識によらない指標であるため、k- 匿名性よりも高い一般性を持ってリスクを評価できる。

また、もともとはデータ収集者が対策を行うことが想定されていたが、データ収集者（例えばGoogle、
AmazonなどのBig Tech）も完全に信頼できるとは限らないと考え、個人がデータを提供する際に対策を
行い、その個人に関する情報が推測されることを防ぐ局所差分プライバシー（Local Differential 
Privacy：LDP）が提案された。データセット全体で見ると、差分プライバシーよりも多くのノイズが加え
られるため、実用性が低下しやすいが、仕組みの単純さとプライバシー保証の強力さに利点があり、
GoogleやAppleなどがデータ収集にLDPを取り入れ始めている。

c.	秘匿計算技術
秘匿計算（Secure Computing：秘密計算とも呼ばれる）は、データを秘匿したまま処理できる技術で

ある。 Multi-Party Computation（MPC）の枠組みが用いられ、複数の参加者（Party）が、各参加
者が持つ秘密情報を他の参加者に開示することなく、それらの秘密情報に対するあらかじめ決められた処
理を行い、その処理結果だけを出力することができる。主な実現方式として、秘匿回路を用いた方式、準
同型暗号を用いた方式、秘密分散を用いた方式が知られている。

秘匿回路方式は、1982年に秘匿計算の概念が提案されたときに示されたアイデアで、二者間で一方が
暗号化された秘匿回路（Garbled Circuit）を構築し、両者がおのおののデータを暗号化した上で回路に
入力すると、回路による演算処理の結果が他方に渡されるというものである。論理回路で記述可能な任意
の関数を秘匿計算として実装することが可能で汎用性が高いが、計算時間・通信量が大きい（通信回数は
少なくできる）。

準同型暗号とは、暗号化したまま復号することなく（秘密鍵の知識なしに）、加法・乗法などの演算が可
能な暗号系である。加法または乗法のいずれかに対応した準同型性暗号系は以前から知られていたが、
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2009年に加法と乗法の両方で同時に準同型性を満たす暗号「完全準同型暗号」が発表されたのがブレー
クスルーとなり、研究が進展した。秘匿回路評価と比較すると、算術演算をベースとしているため、数値
データ解析や行列演算をベースとするアルゴリズムに適している（これに対して秘匿回路方式は文字列操作
などの離散的な処理の方が向く）。

これらに対して、秘密分散は暗号系を用いない秘匿計算手法である。秘密情報を複数の情報の断片（シェ
アと呼ぶ）に分散させる。単独のシェアからは秘密情報を復元することはできないが、複数のシェアを集め
ることで秘密情報を復元することができる。秘密情報を複数の者にランダムシェアとして分散させ、ランダ
ムシェア同士の演算によって秘匿計算を実現する。実現可能な関数の種類は限定されるが、暗号処理を含
まないので一般に計算効率がよい。

いずれの方式も当初は膨大な計算時間を要したが、近年、高速化改良が進み、実用性が高まっている。
秘匿計算ライブラリーが公開されるようになり、また、秘密分散方式を中心に秘匿計算を用いたサービス
が企業から提供され始めている（エストニアのCyberneticaによるSharemind、デンマークのPartisia、
イスラエルのUnboundなど）。

d.	連合学習（Federated	Learning）
連合学習は、各拠点に分散している学習データを一カ所に集約することなく学習を行う方法である。従

来、AIの学習は、拠点に分散している学習データを一カ所に集約して行っていた。一方で、学習データを
一カ所に集約するためには大量の学習データの送信や保存が必要となるとともに、パーソナルデータを扱う
場合にはプライバシー保護が必要となる。連合学習では、各拠点は拠点の持つ学習データで学習を行い、
学習データそのものではなく学習モデルの変更点だけを集約拠点に送る。集約拠点は各拠点からの学習モ
デルの変更点を使ってモデルを更新し、更新したモデルを各拠点に配布する。連合学習は、AIを使ったパー
ソナルデータの活用とプライバシー保護を両立する点でも注目されている。

❹AIと社会との相互作用
AI技術は社会を変え、変わった社会がさらに発展あるいは安定化するために、また新たなAI技術を要

求する、というような連鎖（AI技術→社会変化→AI技術→社会変化→…）が起こってくる。そのような社
会変化やAI技術の発展から、人間の在り方や思考の仕方も影響を受ける。連鎖のスピードや方向に、必
ずしも全ての人々が追従できるわけではない。連鎖がどのような方向へ進むかを迅速に予測・把握し、連
鎖の進行をうまくコントロールするための対策を的確に講じていくことが望ましい。

社会への影響に関する話題の一例として、英国オックスフォード大学から2013年に発行された「雇用の
未来（The Future of Employment）」と題する論文 22）が挙げられる。「今後10～20年程度で、米国
の総雇用者の約47%の仕事が自動化されるリスクが高い」という予想を示したことから、AI技術による職
業や雇用機会の変化が盛んに論じられるようになった。さまざまなタスクで、特化型AIが人間を上回る精
度・性能を示していることに加えて、大規模言語モデル・基盤モデルによって、人間によるものか判別困難
な品質で多数のタスクに対応できるという汎用性の向上も示され（「2.1.2 言語・知識系のAI技術」参照）、
AIの社会に与える影響が急激に拡大しつつある。このような状況から、「2.1.5 人・AI協働と意思決定支援」
で述べるような、人・AI協働の在り方や、人の意思決定への影響を考えていくことや、「2.1.6 AI・データ
駆動型問題解決」で述べるような、AI技術による社会・産業・科学の変革をより良い方向に進めていくこ
とが重要になる。

また、人々がアクセスできる空間の広がりとして、メタバースや宇宙が注目されている。このような新た
な活動空間において、自律性の高いAIや人間の能力を拡張するようなAIへのニーズは高く、AIの技術発
展と社会の発展・拡大の相互作用を適切にコントロールしていくことは、ますます重要な課題になっていく。
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（4）注目動向
［新展開・技術トピックス］
❶欧州AI規制法案と米国AIリスク管理フレームワーク
［研究開発の動向］❷aで述べたように、欧州と米国では、原則から実践へのトップダウン政策として、

欧州AI規制法案（AI Act）と米国AIリスク管理フレームワーク（AI RMF）が発表された。ここでは、
これら二つの内容を簡単に紹介する。

欧州AI規制法案では、AIをリスクの大きさによって、（a）容認できないリスク、（b）ハイリスク、（c）
限定的なリスク、（d）最小限のリスク/リスクなし、という4段階に分類し、（a）に該当するAIは使用禁
止とされ、（b）は事前に適合性評価、（c）は透明性の確保が必要とされる。違反すると、巨額の制裁金
や欧州でのビジネスに制約がかかる可能性がある。

具体的にどのような応用例が該当するかというと、（a）には、潜在意識への操作、子供や精神障害者を
相手とする搾取行為、社会的スコアの一般的な利用、公的空間での法執行目的の遠隔生体認証が挙げられ
ている。（b）には、規制対象製品の安全要素（産業機械・医療機器など、法によって第三者認証の対象
となるもの）や、特定分野のAIシステム（自然人の生体認証と分類、重要インフラの管理と運用、教育と
職業訓練、雇用・労働者管理・自営業の機会、必須の民間サービスや公共サービス・利益へのアクセスや
享受、法のエンフォースメント、移住・亡命および国境管理、司法運営と民主的プロセス）で人の安全や
権利に影響を及ぼすリスクが高いものが対象となる。（c）には、自然人と相互作用するシステム（例えば
チャットボット）、感情推定や生体情報に基づくカテゴリー形成を行うシステム、ディープフェイクなどが例
として挙げられ、そのような仕掛けを使っていることを人に通知する透明性義務が課される。

同法案が2021年6月に発表された後、8月まで意見公募があり83、それを踏まえた修正が検討された。
さらに、新たな論点として浮上した生成AIに対する規制も盛り込むことが、2023年6月に欧州議会で可決
された。基盤モデルのプロバイダーに、違法コンテンツの生成の防止、著作権法で保護されたコンテンツを
学習した際の公表、リスク評価の実施などを求める内容になった。 この後、欧州委員会、EU閣僚理事会、
欧州議会による調整（トリローグ）を経て最終合意され、完全施行までには2～3年ほどかかると見られて
いる。 なお、この法案には域外適用条項があり、日本企業がEU域内で商品やサービスを提供する場合に
も適用される。

一方、米国AI RMFは、2部構成になっており、第1部でAIに関わるリスクの考え方と信頼できるAIシ
ステムの特徴を概説し、第2部でAIシステムのリスクに対処するための実務を説明している。この第2部で
は、具体的な対処の仕方を、マップ（リスクの特定）、測定（リスクの分析・評価など）、管理（リスクの
優先順位付けやリスクへの対応）と、それらの統治（組織におけるリスク管理文化の醸成など）という四つ
の機能に分けて解説している。2022年3月に初期ドラフト、8月に第2ドラフトが公開され、2回の意見公
募を経て、2023年1月に第1版（AI RMF 1.0）として発表された。

AI RMFは、欧州AI規制法案のような強い規制をかけるものではなく、AIシステムを設計・開発・導入・
使用する者が自主的に参照できるものとされているが、米国NISTから発表され、業界への影響力が大きい
ため、今後、AI標準化の有力なベースとなっていくものと考えられている。

❷パーソナルAIエージェント/サイバネティックアバターとELSI
各個人に関わるデータ（パーソナルデータ）は、サービス運営企業のところに、利用者データとして集め

られ管理される形態が大半であった。しかし、パーソナルデータの漏洩事故や利用者の意図せぬ利用など

83 規制対象となるリスクの高いAIについての定義の明確化や、責任範囲の明確化を求める意見など、304件の意見書が寄せられ
たとのことである。日本からも経団連などから意見書が出された。
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の懸念も生じ、パーソナルデータの管理を個人主導の形態へ移行させようという動きが進みつつある18）。
自分のパーソナルデータがどこまでどの企業に開示されているのかを、自分自身で把握し、コントロールし
たい（すべき）という考えである。そのために法律面では、欧州のGDPRのように、自己情報コントロール
権（開示請求権、削除権・訂正権、データポータビリティー権などが含まれる）の確保が考えられている。
一方、技術・システム面では、自分の管理下にパーソナルデータを集約・管理するPDS（Personal Data 
Store）や、その管理を委託する情報銀行（情報信託銀行の略称）などの仕組みが考えられている。

しかし、このような個人主導のパーソナルデータ管理では、各個人の管理能力・情報リテラシーが低い
とかえってリスクが高まる恐れがあることに加えて、管理すべき相手・情報量の増大や条件・関係の複雑化
によって、人間には管理しきれないという状況も予想される。これに対して、前述のIEEE EAD1eでは、
各個人とサービス運営企業（事業者）との間に入り、個人の代理として、事業者の提示するパーソナルデー
タの利用方法とサービスが各個人の決めた条件に合致するかどうかを判断し、事業者にパーソナルデータ
を渡してその事業者からサービスを受けるかどうかを決定する「パーソナルAIエージェント」（PAI Agent）
の概念が導入された。

また、ムーンショット目標1において、身代わりとしてのロボットや3D映像などを示すアバターに加えて、
人の身体的能力、認知能力および知覚能力を拡張するICT技術やロボット技術を含めた概念が「サイバネ
ティックアバター」（Cybernetic Avatar：CA）と称されている。CA（具体的にはOriHimeのようなアバター
ロボット）を使うことで、身障者が遠隔で職業に従事するといった社会的な取り組みも行われている。 CA
とそれを使う人間の関係は、1対1とは限らず、一人の人間が複数のCAを使うパターンもあれば、複数の
人間で一つのCAを共同で操作するパターンもある。必ずしもCAの一挙一動を人間がコントロールするわ
けではなく、CAの振る舞いはある程度の自律化・自動化がなされたものになっていく。その意味で、PAI 
AgentとCAの役割はかなり近いものになる。

これらPAI AgentやCAと人間の関係は、これまでの社会にはなかった新しい様相をもたらし、ELSIの
観点からさまざまな課題が生じるため、検討が進められている11）, 23）, 24）, 25）, 26）。例えば、PAI Agentや
CAがそれを使う人間の意図通りに振る舞わないかもしれない。それで事故や問題が起きたときの責任の所
在はどこにあるのか。CAを操る人間をじかに確認することができない状態で、CAに相対する人間はCAを
どうすればトラストできるのか。人間、CA、PAI Agentの間でなりすましやのっとりが起きていないことは
どうすれば確認できるのか。一人で同時に複数のCAを使ったり、一つのCAを複数人で共同操作したりす
るとき、人間の心的面にどのような影響が生じるのか。さまざまな面から分析や実験を進めていくことが望
まれる。

また、個人のライフサイクルとPAI Agentが代理を果たすべき期間に関わる問題も考えておく必要がある。
個人のパーソナルデータが発生し、それが存続する期間に対して、その個人が自分自身でそのデータを管
理できる期間は限定される。胎児・幼児期にはパーソナルデータを自分で管理できないことはもちろん、身
体的な死を迎える以前に認知症などによって自分では管理できなくなる可能性がある。さらに死後もパーソ
ナルデータ管理（特に故人がSNS上に発信していた情報やデジタル的に管理していた情報、いわばデジタ
ル遺産管理）の問題は残る。このような期間のパーソナルデータ管理について、PAI Agentに代理を委ね
ることが考えられるが、技術的な実現方法の問題だけでなく、法的な位置付け、プライバシーの扱い、代
理の権限移譲の方法なども重要な課題であり、併せて検討されている23）, 24）, 26）。

❸AIアライメント
近年、とりわけ生成AIのELSIへの技術的対応における中核的な概念に「AIアライメント」がある。 AI

アライメントは、人間・社会の価値観にAIを整合（Align）させることを意味する。早くから一部の研究
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者が議論してきた84が、2020年の書籍「The Alignment Problem」39）などによって認知が広がった。 
AIアライメントの必要性は、将来AIが自律性を高め、いわゆる汎用人工知能（Artificial General 

Intelligence： AGI）となったり、人間を超えた「超知能（Superintelligence）」となったりしたときに
人間を脅かす存在になるのではないかという問題意識から生じている。そこでは人間が必ずしも言語化でき
るとは限らない価値観をAIが理解して行動する価値整合（Value Alignment）が必要であり、この問題
を早くから提唱してきたStuart Russelは、その手法の一つとして逆強化学習（Inverse Reinforcement 
Learning）を提示した40）。 一方で、昨今は、より直近のAIシステムがもたらす問題への対応もAIアライ
ンメントの問題として論じられる85。OpenAIは、人間によるフィードバックのみならずAI自体を使ったアラ
イメント研究を行っていくと表明しており、実際GPT-4の公開にあたってはRed Teamingと呼ばれる各種
専門家によるシステム挙動の検証など、アライメントのための種々の手段を講じている41）, 46）。

また近年、Anthropic（2021年創業、米国）やConjecture（2022年創業、英国）など、AIアライ
メント（およびそれを含むAI Safety）の研究開発を事業の主軸に掲げる有力なスタートアップも登場して
いる。2023年1月にConjectureと日本のアラヤ社はAIアライメントの国際ワークショップJapan AI 
Alignment Conference 2023を開催した86。

［注目すべき国内外のプロジェクト］
❶GPAI（Global	Partnership	on	AI）

前述の通り2019年5月に「人工知能に関するOECD原則」が出されたが、これを実践フェーズに移す
ために、2020年6月にGPAIが発足した。 GPAIは、人間中心の考え方に立ち、「人工知能に関する
OECD原則」に基づき「責任あるAI」の開発・利用を、プロジェクトベースの取り組みで推進するために
設立された、政府・国際機関・産業界・有識者などマルチステークホルダーによる国際連携イニシアチブ
である。2023年1月時点で、28カ国とEUが参加している。2022年11月に第3回年次総会が東京で開
催され、同月より1年間、日本が議長国を務める。現在、「責任あるAI」「データガバナンス」「仕事の未来」「イ
ノベーションと商業化」という四つのテーマについてワーキンググループが設置されており、専門家による
議論が行われている。日本からはこれら全ワーキンググループに専門家が参加している。2023年5月のG7
首脳声明では、G7が作業部会を設けて推進する「広島AIプロセス」がGPAIと連携していくことが明記さ
れた。

❷中国のAIによる社会監視システム
中国では、従来の「金盾」（Great Firewall）システムに加えて、「天網」（Sky Net）システムと「社会

信用システム」の構築を進めており、政府による社会や国民の監視・管理が、AI技術を用いて強化されて
いる。「金盾」はインターネット通信の検閲システムであり、Web検索エンジンの検索語、電子メールやイ
ンスタントメッセンジャーの通信内容、WebサイトやSNS（Social Networking Service）のコンテンツ
などに対して検閲・遮断が行われる。2003年頃から稼働し、その後も段階的に強化されている。「天網」
は監視カメラネットワークで、2012年に北京市に本格的に導入され、2015年には中国内の都市エリアが
100%カバーされた。2019年には監視カメラ27億台の規模になっている。顔認証技術が組み込まれており、
人混みの中から指名手配犯を見つけ、逮捕できたという実績も上げている。深圳圳市では、交差点に設置さ
れた監視カメラから信号無視などの違反者を見つけ、警告する試みも実施された。

84 例えばEliezer Yudkowsky44）など。

85 例えばScott Aaronson45）など。

86 https://jac2023.ai/　（accessed 2023-05-26）
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さらに中国政府は「社会信用システム」の構築計画（2014年～2020年）を発表した。所得・社会的
ステータスなどの政府が保有するデータに加えて、インターネットや現実社会での行動履歴も含めて評価し、
各国民の社会信用スコアを計算するという計画である。しかし、実際には、政府によるものではなく、民間
の電子マネー運営企業・電子決済運営企業において、利用者のプロファイルや行動履歴から独自に信用ス
コアを算出し、そのスコアに応じて利用者に優遇や制限を与える（公共交通機関の割引・制限、病院診察
やビザ取得手続きでの優遇など）ことが行われている。特にAlibaba（阿里巴巴）が展開する信用スコア「芝
麻信用」は中国内で利用者が5億人を超えるという電子決済サービスAlipayと連動しており、大きな存在
感を示している。

このようなさまざまな行動の監視や信用スコアに基づく賞罰によって、品行方正に振る舞う人々が増え、
犯罪・違反の抑制や迅速な逮捕にもつながるという効果が得られているという。中国の「金盾」「天網」「社
会信用システム」そのものは、表現の自由やプライバシーを重んじる欧米・日本には適合しないシステムで
あるが、AIが組み込まれた社会の一形態として非常に興味深い。なお、中国も参加しているユネスコの第
41回総会で2021年11月に満場一致で採択された「AI倫理勧告」では、人権を守り、社会監視や社会
的格付けのためにAIを使用すべきでないとしており、中国はここに挙げた社会監視システムを今後どうして
いくのか注目される。

（5）科学技術的課題
❶	「社会におけるAI」の課題抽出・目標設定に関わる研究開発課題

AI社会原則・AI倫理指針がさまざまな国・機関から出され、国際的な議論もなされたことから、高い
抽象度で記述される原則のレベルにおいては、世界共通の意識が持たれつつある。しかし、より具体化さ
れた場面、細則においては、国・地域固有の文化や社会の価値観には違いが表れる。その一例を示したの
が、米国マサチューセッツ工科大学（MIT）メディアラボのモラルマシン実験である。これは自動運転車
版のトロッコ問題（倫理的ジレンマ）に関する思考実験で、自動運転車にブレーキ故障などが生じ、事故
で犠牲者が出ることが避けられない状況を示し、その中で一部の人だけ免れるとしたとき誰が優先されるべ
きかを、さまざまな人々に問い、233の国・地域、230万人からのべ4000万件の回答を得た。2018年
10月に発表された分析結果 27）によると、例えば、個人主義的な文化を持つ地域では、より多くの人数を
救うことが優先される傾向や、一人当たりのGDPが低く、法の規律も低い地域では、法順守違反に寛容だ
という傾向や、経済格差の大きい地域では、社会的な地位の高さが優先される傾向などが見られ、地域の
文化的背景との相関、各地域の特徴、地域間の類似性などが示された。

ここで示されたような倫理観の多様性に対して、倫理ルール作りをどのように進めていくべきか、あるい
は、ある倫理観に従って作られた製品・サービスの地域ごとの受容性をどう考えていくかなど、より検討を
深めていくことが望まれる。そのためには、技術者・利用者・政策関係者・企業経営者など、さまざまな
立場の視点を盛り込み、具体的な問いを立てて論じていくことが有効と思われる1）。デザイン、アートの分
野で注目されているスペキュラティヴ・デザイン（問いを立てるデザイン）28）, 29）の取り組み・考え方も参
考になる。また、AIの軍事利用問題もAI倫理に関わる重要課題であるが 4）、前述のAI社会原則・AI倫
理指針において、EADv2以外では踏み込んだ記載は見られない。自国第一主義が台頭してきている世界
情勢の中で、重要だが取り組み方の難しい問題である。軍事利用の観点で一番の懸念と思われるのは、人
間の関与なしに自律的に攻撃目標を設定することができ、致死性を有する自律型致死兵器システム（Lethal 
Autonomous Weapons Systems：LAWS）である。これについては、特定通常兵器使用禁止制限条約

（CCW）の枠組みに基づき、CCW締結国の中で2014年から会合が持たれ、2019年11月には11項目か
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ら成る「LAWSに関する指針」が示された87。引き続き、LAWSの定義（特徴）、人間の関与の在り方、国
際人道法との関係、既存の兵器との関係など、規制の在り方が主要論点とされており、規制に対する推進
派・穏健派・反対派に各国の立場が分かれている。ロシアによるウクライナ侵攻をはじめ国際的対立が先
鋭化する状況において、ますます重要でありながら、合意の難しい問題になりつつある。

また、2023年に入ると生成AIのルール作りを巡り、各国・各セクターの主体がさまざまなワークショッ
プやパブリックコメントを実施している。

❷	「社会におけるAI」のための制度設計に関わる研究開発課題
研究開発の動向や注目動向のパートで取り上げたように、一部は日本としての戦略・制度改革方針に沿っ

て手が打たれつつあるが、制度設計が追い付いていない課題も多く残され、新たな課題も生まれており、
引き続き検討・施策推進が求められる。特にAIにはブラックボックス性があるため、予見可能性に基づく
過失責任主義（ハザードベース規制）に馴染みにくい。そこで、厳格責任を含むリスクベース規制の考え
方を取り入れることや、大きな罰則・制裁を加えるより操作や原因究明への協力を促進する訴追延期合意
制度（Deferred Prosecution Agreements：DPA）の適用などが考えられている。

また、AIエージェントとサイバネティックアバターとロボットの間の境界は薄れつつあり、制度設計では
それらを合わせて検討していく必要があろう10）, 30）。

国の制度設計においては、他国の動きもウォッチし、国際的な方向性との整合性・連動性も考慮してい
くことも必要である。欧州は各個人の権利を重視し、法制度でAIをコントロールしようとする傾向が見ら
れる。米国はAI技術がもたらすベネフィットとリスクのバランスを法制度で調整しようとしている88。中国は

［注目すべき国内外のプロジェクト］❷に示したように、AI技術と法制度を用いて、国による監視・管理を
強めている。

このような中、欧州がGDPRやAI規制法案などハードローに踏み込んで、国際的ルールメイキングを先
導している。日本は国際的ルールメイキングに関わる人材が限定的であることが大きな課題であり、また、
人権や正義に根差した理念重視の議論を行う欧州に対して、日本は社会的価値観の曖昧さや議論を避けが
ちな国民性から受け身の対応になりがちである。そのような状況の中でもGPAIやISO/IEC JTC 1/SC 42
国際標準化活動などでは健闘していると言える。そこでも見られるが、理念から論ずるよりも、むしろ、具
体的なケースから実践的なルール作りやトラスト形成を積み上げるというのが日本らしいアプローチかもし
れない。生成AIのガバナンスが世界的アジェンダとなった2023年、日本はG7の議長国を務めていること
も一つの好機とすべきだろう。

❸	「社会におけるAI」のための技術開発に関わる研究開発課題
既に技術開発が推進されているプライバシー保護技術や機械学習の公平性・解釈性を確保する技術に関

しては、［研究開発の動向］❸のほか、「2.1.4 AIソフトウェア工学」の節でも、今後の研究開発の方向性
や課題を述べている。システム開発の観点では、従来のITリスクだけでなくAI ELSI面も含んだ、より複
雑なAIリスクを考えていくべきということが指摘されている31）。

また、❷と❸の両方に関わる課題、すなわち、制度設計と技術開発の両面から取り組む必要がある課題
として、社会的なトラスト形成32）, 33）が挙げられる。AIのブラックボックス問題に対して、説明可能AI（XAI）

87 外務省「自律型致死兵器システム（LAWS）について」（2020年11月4日）   
https://www.mofa.go.jp/mofaj/dns/ca/page24_001191.html (accessed 2023-02-01）

88 米国ホワイトハウスによるAIガイドライン「Guidance for Regulation of Artificial Intelligence Applications」
（Memorandum for the Heads of Executive Departments and Agencies）では、重要な価値・権利を保護することが
大切だとしつつも、過度の規制によってイノベーションの促進が阻害されることは避けるという考えが示されている。
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の技術開発は重要であるが、説明は近似なので、そこから外れる現象はどうしても残る（公平性を偽装す
るFairwashing34）も可能だと指摘されている）。高度化するフェイク生成を見破るために技術的なアプロー
チは不可欠であるが、全てを見破ることができるわけではない。技術開発だけでは限界があり、技術開発
による対策と制度設計の適切な組み合わせによるトラスト形成が重要になる。断片的な情報だけから判断
したり、ある一面だけを見て信じ込んだりすることはとても危うく、多面的・複合的な検証・保証で支えて
いくことが必要になる。また、ある程度の時間をかけて事例・実績が蓄積されたり、万が一のケースが保
険などで補償されたりといったことを通してトラストが形成され、社会に受容されていくという側面もある。
その具体的な取り組みや動向については「2.2.4 社会におけるトラスト」に記載しているので参照いただき
たい。生成AIのアライメントに関する研究開発も今後重要である。

❹AIと社会との相互作用に関わる研究開発課題
AI技術発展と社会変化のスパイラルを見据え、そのようなスパイラルを組み入れた社会システムの発展

プロセスのモデル化や社会システム設計の方法論の研究開発にも取り組んでいく必要がある。その中で、
上記の❶「社会におけるAI」の課題抽出・目標設定、❷「社会におけるAI」のための制度設計、❸「社
会におけるAI」のための技術開発を有機的に連携させていくことが重要である。また、職業の変化や人材
育成・教育への取り組みも、その中で描いていくことが必要である。

（6）その他の課題
❶RRIの推進と支援体制
「社会におけるAI」への取り組みではRRI（Responsible Research and Innovation：責任ある研究・

イノベーション）の考え方が不可欠である。RRIとは、新しい技術の創出・展開を進めるにあたって、生み
出される成果が倫理的・法的・社会的に受容可能で、社会的価値・持続可能性などの面でも好ましいもの
であることを担保しながら取り組むことである。 RRIは2000年代前半から欧米で議論されており、欧州の
Horizon 2020においても政策的課題として重視されている。 RRIを成り立たせる要件として、予見的であ
ること（Anticipatory）、応答的であること（Responsive）、熟議的であること（Deliberative）、自己
反省的であること（Reflective）が挙げられている14）, 35）。

ELSIやRRIに関する研究者の取り組みを強化するためには、個々の研究者に自覚を持たせるための継続
的な教育・啓発とともに、事前検証と事後対応の両面で相談機会を促進し、ELSI問題を適切に解決する
ための仕組み作りも重要である。つまり、ELSIガイドラインなどを設定して研究者本人に任せるというだけ
でなく、知的財産センターが研究者の知的財産の創造・保護・活用を多面的に支援・促進するのと同じよ
うな、組織的な支援体制作りが求められる。

なお、戦略的な科学技術ガバナンスのためのELSI/RRIについての報告書 48）も公開しているので、参照
いただきたい。

❷多様な視点・考え方の取り込みと具体化に基づく議論
AI・ロボティクスに関わる情報科学・工学分野の研究者・技術者だけでなく、倫理学者、哲学者、法学

者、憲法学者、社会学者、政治学者、経済学者などの人文社会科学の研究者も検討に参画し、また、研
究者・技術者だけでなく、利用者、政策関係者、企業経営者など、さまざまなステークホルダーの視点も
取り込んで議論・検討を進めていくことが望ましい。その際、さまざまな人々の間で、高い抽象度の総論で
意見の一致を見るというレベルにとどまらず、具体化された問題・シーンに踏み込んで議論を深めることが、
実施における具体的な問題が何か、施策として何が足りないかなどを見極めるために効果的である。深い
議論につながるような問いを立てることや特区制度の活用なども今後重要になってくると思われる。

CRDS 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 197CRDS-FY2023-RR-02

人工知能研究の新潮流2 ～基盤モデル・生成AIのインパクト～　

注
目
研
究
開
発
領
域
の

俯
瞰
詳
細

2



（7）国際比較
❶「社会におけるAI」の課題抽出・目標設定、❷「社会におけるAI」のための制度設計、❸「社会にお

けるAI」のための技術開発、❹AIと社会との相互作用という四つの活動のうち、❶❷を基礎研究、❸❹を
応用研究・開発として扱い、下表にまとめる。

国・地域 フェーズ 現状 トレンド 各国の状況、評価の際に参考にした根拠など

日本

基礎研究 ◎ →

人工知能学会、内閣府、総務省、経済産業省などによる学会・政府主導の
ガイドライン策定が推進されてきた。内閣府「人間中心のAI社会原則」を
発信し、G20などでの国際的議論に反映させた。データ保護では、事業者
間での輾転流通が認められる匿名加工情報の新設などを盛り込んだ改正個
人情報保護法を施行（その後、仮名加工情報も導入）。

応用研究・開発 〇 ↗ プライバシー保護技術やPDS・情報銀行への取り組みに加えて、パーソナル
AIエージェントの検討なども進められている。

米国

基礎研究 ◎ →

産業界主導で取り組み（FLI、Open AI、Partnership on AIなど）が始ま
り、それを追うように学術界での取り組み（AI 100、IEEE EADなど）が立
ち上がった。 EADはIEEE標準化を並行して進めており、NIST AI RMFを
含め、国際的な影響力が大きい。

応用研究・開発 ◎ →
プライバシー保護技術に関わる理論的アイデア、機械学習の解釈性に関する
XAI研究など、米国の大学・企業の研究者から提案され、実装への取り組
みも活発で、研究者層も厚い。

欧州

基礎研究 ◎ →

オックスフォード大学のFHI、ケンブリッジ大学のCSERなど、英国の大学・
研 究 機 関を中心に、比 較 的 早い時 期から取り組まれており、Et h i c s 
Guidelines for TrustworthyからさらにAI規制法案などのハードロー化を
推進。データ保護では、AI処理の説明責任・透明性の要求や忘れられる権
利などを盛り込んだ一般データ保護規則GDPRを施行。

応用研究・開発 ◎ → プライバシー保護の基礎研究や自動運転の制度設計への取り組みで実績があ
る。

中国

基礎研究 △ →
個人情報保護も含む中国インターネット安全法（中華人民共和国網絡安全法）
の制定、次世代AIガバナンス原則などの公表が行われたものの、その実践
面においては顕著な進展は見られない。

応用研究・開発 △ ↗
倫理・プライバシー保護面の取り組みは弱いが、AI 技術開発とその社会実
装への取り組みは急成長している。中国独自のAI 監視・管理社会のための
技術開発・システム化も注目される。

韓国
基礎研究 △ → ロボットと人間との関係について定めたロボット倫理憲章の草案が2007年

に産業資源部によって発表された。

応用研究・開発 △ → 特に目立った活動は見られない。

（註1）フェーズ
 基礎研究：大学・国研などでの基礎研究の範囲
 応用研究・開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲

（註2）現状　※日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価
 ◎：特に顕著な活動・成果が見えている 〇：顕著な活動・成果が見えている
 △：顕著な活動・成果が見えていない ×：特筆すべき活動・成果が見えていない

（註3）トレンド　※ここ1～2年の研究開発水準の変化
 ↗：上昇傾向、→：現状維持、↘：下降傾向

参考文献
 1） 江間有沙,『AI社会の歩き方：人工知能とどう付き合うか』（化学同人, 2019年）.
 2） Mark Coeckelbergh, AI Ethics  (The MIT Press, 2020). （邦訳：直江清隆訳, 『AIの倫理学』, 丸

198 CRDS-FY2023-RR-02CRDS 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター

人工知能研究の新潮流2 ～基盤モデル・生成AIのインパクト～

注
目
研
究
開
発
領
域
の

俯
瞰
詳
細

2



善出版, 2020年）
 3） 保科学世・鈴木博和,『責任あるAI：「AI倫理」戦略ハンドブック』（東洋経済新報社, 2021年）.
 4） 中川裕志,『裏側から視るAI：脅威・歴史・倫理』（近代科学社, 2019年）.
 5） 科学技術振興機構 研究開発戦略センター,「戦略プロポーザル：AI応用システムの安全性・信頼性を

確保する新世代ソフトウェア工学の確立」, CRDS-FY2018-SP-03（2018年12月）.
 6） Shoshana Zuboff, The Age of Surveillance Capitalism： The Fight for a Human Future at 

the New Frontier of Power (PublicAffairs, 2019).　（邦訳：野中香方子訳,『監視資本主義： 人
類の未来を賭けた闘い』, 東洋経済新報社, 2021年）

 7） 科学技術振興機構 研究開発戦略センター,「戦略プロポーザル：複雑社会における意思決定・合意形
成を支える情報科学技術」, CRDS-FY2017-SP-03（2018年12月）.

 8） 松尾豊・他,「人工知能と倫理」,『人工知能』（人工知能学会誌）31巻5号（2016年9月）, pp. 
635-641.

 9） 江間有沙,「「人工知能と未来」プロジェクトから見る現在の課題」,『人工知能学会第29回全国大会』
2I5-OS-17b-1（2015年）. DOI： 10.11517/pjsai.JSAI2015.0_2I5OS17b1

10） 弥永真生・宍戸常寿（編）,『ロボット・AIと法』（有斐閣, 2018年）.
11） 中川裕志,「AI倫理指針の動向とパーソナルAIエージェント」,『情報通信政策研究』（総務省学術雑誌）

3巻2号（2020年）, pp. I-1-23. DOI： 10.24798/jicp.3.2_1
12） 福島俊一,「AI品質保証にかかわる国内外の取り組み動向」,『情報処理』（情報処理学会誌）63巻

11号（2022年11月）, pp. e1-e6.
13） 中川裕志,「デジタル社会におけるAIガバナンス―倫理と法制度―」,『情報処理』（情報処理学会誌）

62巻6号（2021年6月）, pp. e34-e39.
14） 江間有沙,「倫理的に調和した場の設計：責任ある研究・イノベーション実践例として」,『人工知能』（人

工知能学会誌）32巻5号（2017年9月）, pp. 694-700.
15） デロイトトーマツコンサルティング合同会社,「AIのガバナンスに関する動向調査 最終報告書（公開

版）」, 令和元年度内外一体の経済成長戦略構築にかかる国際経済調査事業（2020年）.
16） 情報処理推進機構AI白書編集委員会（編）,「制度改革（国内）」,『AI白書2022』（KADOKAWA,2022

年）, pp. 368-396（4.3節）.
17） 橘均憲,「「人間のためのAI（human-centric AI）」を実現する社会実装の道筋 ～AI 社会原則と

AIガバナンス・ガイドライン～」,『情報処理』（情報処理学会誌）63巻9号（2022年9月）, pp. e1-
e7.

18） 中川裕志・他,「特集：パーソナルデータの利活用における技術および各国法制度の動向」,『情報処理』
（情報処理学会誌）55巻12号（2014年11月）, pp. 1333-1380.

19） 総務省,『情報通信白書（令和4年版）』（2022年）.
20） 知的財産戦略本部 検証・評価・企画委員会 新たな情報財検討委員会,「新たな情報財検討委員会報

告書 －データ・人工知能（AI）の利活用促進による産業競争力強化の基盤となる知財システムの構
築に向けて－」（2017年3月）.

21） 丸山宏・城戸隆,「機械学習工学へのいざない」,『人工知能』（人工知能学会誌）33巻2号（2018
年3月）, pp. 124-131.

22） Carl Benedikt Frey and Michael A. Osborne, “The Future of Employment: How Susceptible 
are Jobs to Computerisation?”, (September 17, 2013).  
https://www.oxfordmartin.ox.ac.uk/downloads/academic/The_Future_of_Employment.
pdf (accessed 2023-02-01） 

23） 加藤綾子・中川裕志,「パーソナルAIエージェントの社会制度的位置づけ」,『電子化知的財産・社

CRDS 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 199CRDS-FY2023-RR-02

人工知能研究の新潮流2 ～基盤モデル・生成AIのインパクト～　

注
目
研
究
開
発
領
域
の

俯
瞰
詳
細

2



会基盤（EIP）研究報告』2020-EIP-90（25） （2020年11月18日）.
24） 中川裕志,「ディジタル遺産のパーソナルAIエージェントへの委任」,『電子化知的財産・社会基盤（EIP）

研究報告』2020-EIP-90（26） （2020年11月18日）.
25） 中川裕志,「AIエージェント、サイバネティック・アバター、自然人の間のトラスト」,『情報通信政策

研究』（総務省学術雑誌）6巻1号（2020年）, pp. IA-45-60. DOI： 10.24798/jicp.6.1_45
26） Hiroshi Nakagawa and Akiko Orita, “Using deceased people’s personal data”, AI & Society  

(2022). DOI： 10.1007/s00146-022-01549-1
27） Edmond Awad, et al., “The Moral Machine experiment”, Nature  Vol. 563 (2018), pp. 59-64. 

DOI： 10.1038/s41586-018-0637-6
28） Anthony Dunne and Fiona Raby, Speculative Everything： Design, Fiction, and Social 

Dreaming  (The MIT Press, 2013).　（邦訳：久保田晃弘・千葉敏生訳,『スペキュラティヴ・デザ
イン：問題解決から、問題提起へ。―未来を思索するためにデザインができること』, ビー・エヌ・エ
ヌ新社, 2015年）

29） 長谷川愛,『20XX年の革命家になるには─スペキュラティヴ・デザインの授業』（ビー・エヌ・エヌ新社, 
2020年）.

30） Ugo Pagallo, The Laws of Robots: Crimes, Contracts, and Torts  (Springer, 2013). （邦訳：新
保史生・松尾剛行・工藤郁子・赤坂亮太訳,『ロボット法』, 勁草書房, 2018年）

31） 中島震,『AIリスク・マネジメント：信頼できる機械学習ソフトウェアへの工学的方法論』（丸善出版, 
2022年）.

32） 科学技術振興機構 研究開発戦略センター,「戦略プロポーザル：デジタル社会における新たなトラスト
形成」, CRDS-FY2022-SP-03（2022年9月）.

33） 科学技術振興機構 研究開発戦略センター,「俯瞰セミナー＆ワークショップ報告書：トラスト研究の潮
流 ～人文・社会科学から人工知能、医療まで～」, CRDS-FY2021-WR-05（2022年2月）.

34） Ulrich Aivodji, et al., “Fairwashing： the risk of rationalization”, Proceedings of the 36th 
International Conference on Machine Learning  (ICML 2019; June 9-15, 2019), PMLR 97： 
pp. 161-170.

35） 平川秀幸,「責任ある研究・イノベーションの考え方と国内外の動向」, 文部科学省 安全・安心科学
技術及び社会連携委員会（第7回）資料4-3（2015年4月14日）. 

36） 小澤誠一（編）,「特集：プライバシー保護データマイニング」,『システム/制御/情報』（システム制御
情報学会誌）63 巻2 号（2019 年2月）, pp. 43-84.

37） 袖美樹子（編）,「小特集：差分プライバシ」,『情報処理』（情報処理学会誌）61 巻6 号（2020 年6月）,pp. 
584-606.

38） 竹之内隆夫・高橋克巳・菊池浩明（編）,「特集：安全なデータ活用を実現する秘密計算技術」,『 情
報処理』（情報処理学会誌）59巻10号（2018年10月）, pp. 872-915.

39） Brian Christian, The Alignment Problem： Machine Learning and Human Values  (Atlantic 
Books, 2020). （未邦訳）

40） Stuart Russel, Human Compatible： Artificial Intelligence and the Problem of Control  
(Viking, 2019) .（邦訳：松井信彦訳『AI新生』みすず書房、2021年）

41） OpenAI, “GPT-4 Technical Report”, arXiv： 2303.08774 (2023).
42） カテライ アメリア・他, 「生成AI（Generative AI）の倫理的・法的・社会的課題（ELSI）論点の

概観：2023年3月版」, 阪大ELSI NOTE No.26 (2023). DOI： 10.18910/90926
43） Stanford Institute for Human-Centered Artificial Intelligence, “Artificial Intelligence Index 

Report 2023”, Stanford University (2023). https://aiindex.stanford.edu/report/

200 CRDS-FY2023-RR-02CRDS 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター

人工知能研究の新潮流2 ～基盤モデル・生成AIのインパクト～

注
目
研
究
開
発
領
域
の

俯
瞰
詳
細

2



44） Eliezer Yudkowsky, "AI Alignment: Why It’s Hard, and Where to Start" (December 28, 
2016）  
https://intelligence.org/2016/12/28/ai-alignment-why-its-hard-and-where-to-start/ 
(accessed 2023-05-26） 

45） Scott Aaronson, “Reform AI Alignment” (November 22, 2022).   
https://scottaaronson.blog/?p=6821 (accessed 2023-05-26） 

46） OpenAI, ”Our approach to alignment research” (August 24, 2022).   
https://openai.com/blog/our-approach-to-alignment-research (accessed 2023-05-26）

47） Jakub Konečný, et al., “Federated Learning： Strategies for Improving Communication 
Efficiency”, arXiv：1610.05492 (2016).

48） 科学技術振興機構 研究開発戦略センター,「科学技術・イノベーションの土壌づくりとしてのELSI/
RRI：戦略的な科学技術ガバナンスの実現に向けて」, CRDS-FY2023-SP-01（2023年5月）.

CRDS 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 201CRDS-FY2023-RR-02

人工知能研究の新潮流2 ～基盤モデル・生成AIのインパクト～　

注
目
研
究
開
発
領
域
の

俯
瞰
詳
細

2



2.2	関連の深い研究開発領域

本節は2.1節と同様に【資料24】からの転載である。【資料24】の人工知能・ビッグデータ区分以外で、2.1
節の内容と関連が深い研究開発領域をピックアップして転載した。「2.1.1 因果推論」と「2.2.2 意思決定と
最適化の数理」は数理科学区分から、「2.2.4 社会におけるトラスト」はセキュリティー・トラスト区分からピッ
クアップした研究開発領域である。「2.2.3 AIを支えるコンピューティングアーキテクチャー」は、コンピュー
ティングアーキテクチャー区分の記載の中からAIと関係が深いと思われるパートを切り出して再編集して掲載
した。
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2.2.1	 因果推論

（1）研究開発領域の定義
因果推論とは、物事や事象が起こる因果を調べるための数学的・統計学的方法論である。さらに、問題と

する課題に対して、数理科学的に述べられた因果関係の推定・理解により課題解決を目指して意思決定を支
援する手法を提示するための研究領域である。数学的方法論としては、a) 因果性に関するさまざまな概念を
記述するための数理的枠組みづくり、b) その枠組みにおいて定式化された因果的特性がどのような仮定の下
でデータから推定可能か、c) 推定可能であるなら、どうすれば精度よく推定できるか、そして、d）仮定の
妥当性をどう検討するか等に関する研究開発が含まれる。さらに、それらの方法論により領域知識とデータを
組み合わせて因果関係等を調べることにより、科学や社会（経済、金融、保険など）における課題解決のた
めの意思決定支援を行うことが含まれる。

（2）キーワード
統計学、機械学習、人工知能、確率解析、グラフ理論、反事実モデル、潜在反応モデル、構造的因果モ

デル、介入効果、反実仮想、交絡、無作為化（RCT）、標本選択バイアス、因果的機械学習、計量経済、
金融工学、保険数理

（3）研究開発領域の概要
［本領域の意義］

因果関係（原因と結果の関係）の解明は科学の主目的の一つである。注意すべきは因果関係を知ることは
相関関係を見ることとは異なる点である。さらに、それら因果関係に基づいて介入の効果等を評価することは、
社会における課題解決のための意思決定に必要であることが多い。そのため、データから因果関係を推測す
るための数学的方法論を研究開発し体系化し、実際の問題解決のために効果的に用いることが、学術的にも
社会的にも求められている。例えば、経済学や金融もしくは保険分野では、政策、社会制度、経営方針の変
更等が何にどのような変化をもたらすかを数理の観点から予測することは、十分な情報に基づいた意思決定
を行う上で必要不可欠である1）。実際ノーベル経済学賞の対象となるほど因果推論手法は経済学において根
付いている。また、保険分野でも因果推論や機械学習などデータサイエンスと切り離すことができない。金融
分野においては例えば時系列データ分析を用いて市場変動やデフォルト率変動などの要因を探ることは重要
視されている。さらに、医学分野での病気・疾病と原因を探る営みはまさに因果効果を探ることにほかならな
いが、ここに言う因果推論はこうした分野での期待や需要も大きい。

一方、深層学習を含む機械学習が成熟したことにより、それに関する理論研究だけでなく、科学や工学の
さまざまな分野において機械学習を課題解決に利用する研究が盛んに行われている。そこで研究開発された
技術の実用化は、Webサービスを展開する企業や新薬や新材料探索を効率化したい企業を含め多くの企業
や大学・研究機関で進んでいる。そして、文部科学省が大学レベルで「数理・データサイエンス・AI教育プ
ログラム認定制度」をスタートさせるなど、機械学習は全国的な教育カリキュラムにも取り入れられ始めている。

全国的な教育に組み込まれるほど機械学習はなくてはならない手法となってきたが、それに伴い、現在の
機械学習が「できること」と「できないこと」の区別も多くの人に認識されるようになった。また、機械学習
技術がコモディティ化したことにより、自社サービスに独自性を出したい企業等が、機械学習が「できないこ
と」を実現する他の技術に興味を示している。従来の機械学習ができないことの代表例が、因果関係を推測
することである。そのための方法論が、統計的因果推論である。

そのような背景があり、現在は、因果推論ブームにあると言われ、関連の書籍やセミナーが国内外で多数
出版および開催されている。それに伴い、実際の適用事例も、従来の医学や経済学、金融等だけなく、Web
サービス関連、マーケティング、政治学、政策科学、化学、材料科学、気候学、農学、製造業など多様な領
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域で数多く見られる。

● 歴史的な流れ
Jerzy Neyman (1923）2）により、無作為化実験の文脈で潜在反応という因果関係を定式化するためのア

イデアが提案された。また、Ronald Fisher (1925）3）は無作為化実験の重要性を広めることに貢献した。
Donald B. Rubinは、潜在反応のアイデアを無作為化実験以外も含めて、潜在反応モデルとして一般化した4）。
Rosenbaum and Rubin (1983）5）により提案された傾向スコアは、複数の交絡要因を一つの変数にまとめ
ることで、要因の組み合わせによっては条件に該当する対象者が少なくなりすぎる問題等を和らげ、因果分析
の普及に貢献した。さらに、時間的に処置が変化する場合への対処は、James M. RobinがG-推定法を提
案した6）。一方、Judea Pearlは、Sewall Wrightが提案したパス解析 7）をもとに計量心理学で発展した構
造方程式モデリングや数学分野のグラフ理論を結び付け、仮定を視覚的に表現する因果グラフを特徴とする
構造的因果モデルを提案した8）。そして、交絡要因を選択する際のよりどころとしてdo計算法を考案した8）。
また、Peter Spirtesらにより、因果グラフをデータから推測する因果探索も分野として成立した9）。それらと
並行して、操作変数法 10）や差分の差分法 11）、回帰不連続デザイン12）、標本選択バイアスへの対処法 13）な
どが経済学分野から提案され、潜在反応モデルや構造的因果モデルの枠組みで裏付けされ精緻化された14）, 8）。
歴史については、8）、15）、16）、17）、18）がより詳しい。

［研究開発の動向］
❶数学的方法論に関する動向

● 因果性に関するさまざまな概念を記述するための数理的枠組みづくり
（反事実モデルで因果を定義）

現在の因果推論では、反事実モデルと呼ばれる考え方に基づいて因果を定義する。例えば、「私」が薬
を飲んで病気が治ったことを観測しただけでは、薬が原因で病気が治ったと言うには不十分であり、時間
を巻き戻して「私」がもし薬を飲まなかった場合に病気が治らなかったことを観測すれば、薬が原因で病
気が治ったと考えることができる。この2人の「私」は、同じ「私」のため、薬を飲んだか飲まなかったか
のみが異なるから、病気の経過に違いが出れば、それは唯一の違いである薬を飲んだか飲まなかったかの
せいだと考えるのである。ただし、実際には「私」は一人しかいないため、薬を飲んだ場合と飲まなかっ
た場合の両方について病気が治ったか否かを観測することはできず、必ず一方は観測できない。観測でき
た方を事実、そうでない方を反事実と呼ぶ。それら二つの場合を比較することにより因果を定義するため、
この考え方を反事実モデルと呼ぶ。

この定義から分かるように、個人レベルの因果効果をデータから知ることは原理的に不可能である。そ
のため、集団レベルの因果効果を調べることが基本となる。上述の薬の例であれば、薬を飲んだか否か以
外は、集団としての性質が同じ二つの集団を比較し、病気が治った割合に違いがあるかを調べる。この集
団レベルの因果効果を、端に因果効果あるいは介入効果と呼ぶ。

なお、反事実モデル以外にも、因果を定義する試みとしてグレンジャー因果や移動エントロピー、
Convergent cross mapping19）, 20）等があるが、少なくとも現状では、定義としての採用は推奨されてい
ないと思われる。これらは変数間の統計的関連性に基づいて定義されているが、それら定義を満たす関係
を見つけたとしても、必ずしも因果関係にはないからである。例えば、グレンジャー因果の場合であれば、
分析に含まれていない変数が共通原因（交絡要因）となる場合が考慮されていない8）。ただし、これら方
法を用いた際、結果的に、反事実モデルに基づいて定義される因果関係を推定できる場合はある。

（潜在反応モデル）
反事実モデルと言う考え方を数学的に表現するための代表的なフレームワークに潜在反応モデルがあ
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る 4）, 14）。このフレームワークでは、観測されるかどうかにかかわらず薬を飲んだ場合の「私」と飲まなかっ
た場合の「私」について病気が治るか否かをそれぞれ別々の変数で表し、潜在反応と呼ぶ。個人でなく集
団を対象に薬を飲んだ場合と飲まなかった場合を比較する場合は、個人の添え字を落として病気が治った
かを確率変数として扱う。この記述の仕方を用いて、因果に関する概念や因果に関して調べたいことを表現
する。例えば、介入効果や原因の確率等である。介入効果とは例えば、被検薬と偽薬を服用してもらうこ
とで被検薬がどのくらい効果があるかであり、反事実の確率とは例えば、ワクチンを接種せずに新型コロナ
に感染しなかった人が、もしもワクチンを接種していたとしたら感染したであろうと考えられる確率である。
潜在反応モデルの提案者は統計学者のDonald B. Rubinであり、特に統計学分野で広く研究され、経済
学や医学を始め広く用いられている。

（構造的因果モデル）
もう一つの代表的なフレームワークに、構造的因果モデルがある8）。このフレームワークでは、潜在反応

モデルとは違い、薬を飲んだ場合の「私」と飲まなかった場合の「私」の病気が治ったかを別々の変数で
表すことから始めるのではなく、まずデータの生成過程を構造方程式と呼ばれる数式を用いて表し、変数
に介入することは、その変数の値を生成する構造方程式を変更することであると考える。そして、構造方程
式を用いて潜在反応を求める。例えば、薬を飲ませるという介入を行う場合は、薬を飲んだか否かを表す
変数を生成する方程式を、常に薬を飲むように変更する。その変更した新しいデータ生成過程において病
気が治るかどうかを表す変数の値が、薬を飲むという処置を受けた場合の潜在反応となる。構造的因果モ
デルの提案者は計算機科学者のJudea Pearlであり、特に計算機科学や人工知能の分野で広く研究されて
いる。条件付き独立性とグラフ理論を結び付けるグラフィカルモデルのアイデアや計量心理学で発展した構
造方程式モデリング 21）で蓄積されたアイデア (例えば、仮定を幾何学的に図示すること) も取り込まれて
いる。なお、Peter Spirtesらによって、介入を因果グラフで表現するアイデアも同時期に発表されている9）。
応用面では、歴史的に後発であるため、現状では潜在反応モデルの方が用いられている領域が多いと思わ
れる。しかし、構造的因果モデルには、因果グラフと呼ばれる図示によって、仮定を視覚的に表現できると
いう利点がある。この利点により、分析者が仮定の妥当性を検討したり領域知識を取り込んだりすることが、
潜在反応モデルより容易になる。そのため、両方のフレームワークを適宜使い分ける分析者が増えている。
なお、フレームワークの違いにより、データ分析の結論が異なることはないことが知られている8）。

● 定式化された因果的特性がどのような仮定の下でデータから推定可能か
例えば、興味の対象となる代表的な因果的特性である介入効果をデータから推定するためには、集団と

しての性質が同質の集団をいかに用意するかが鍵となる。無作為化実験では、対象集団を無作為にグルー
プ分けすること（無作為化/ランダム化）により、そのような集団をあらかじめ用意することができる。しか
し、無作為化実験によらずに収集されたデータにより因果推論を行う際には、多くの工夫が必要となる。
典型的な工夫としては、原因候補の変数の値を決定するような変数をすべて列挙し、それら変数に基づい
て対象集団をグループ分けすることにより、同質の集団を用意する。例えば、重症かどうかのみによって薬
を飲んだかどうかを決めているとしよう。重症かどうかによって病気が治るかどうかも変わるだろう。この
場合は、重症度によってグループ分けすることによって、重症度について等質であって薬を飲んだかどうか
のみが異なる集団を用意する。それができないと、病気にかかる割合に違いが出たとしても、薬を飲んだか
どうかで違いが出たのか、重症かどうかで違いが出たのか区別できなくなる。これを交絡の問題と呼び、重
症度のような因果関係を調べたい変数ペアに共通する原因を交絡要因と呼ぶ。交絡の問題を避けるために、
どの変数についてグループ分けすべきかを判断することが、介入効果を推定する上で鍵となる。交絡の問
題以外にも、特定の変数の値に依存して対象者を選んでしまうことにより対象集団には本来存在しない変
数間の関連性が現れてしまうと言う標本選択バイアスの問題がある。
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そのため、どのような条件で介入効果等の因果的特性を偏りなく推定できるかを数学的に明らかにする
ことが、因果推論において最も重要な研究項目の一つとなり、多くの研究が行われている。なお、データ
からそのような推定が可能であることを、識別可能であると言う。この識別性そのものに焦点を当てた研究
が因果推論の大きな特徴である。潜在反応モデルの枠組みでは、強く無視できる割り当て条件がこれに対
応する。また、構造的因果モデルの枠組みでは、Judea Pearlらによる因果グラフに基づくdo計算法がこ
れに対応し、その特殊形であるバックドア基準が特に有名である8）。また、時間的に処置が変化する場合
については、計量生物学者のJames M. RobinのG-推定法等の成果が知られている6）。標本選択バイア
スの問題ヘの対処については、経済学者James Heckmanの成果が知られている13）。

● 推定可能であるなら、どうすれば精度（推定値が真値に近い）よく推定できるか
興味のある因果的特性がデータから推定可能であれば、つまり識別可能であれば、次は、どのように精

度よく推定するかが焦点となる。例えば、グループ分けに用いる変数が多数になると、グループの数が多く
なりすぎて、各グループに該当する対象者の数が少なくなりすぎ、推定が不安定になる恐れがある。多数
の変数を一つの変数にまとめる代表的な方法に傾向スコア5）があり、それを用いたさまざまな提案がある。

● 仮定の妥当性をどう検討するか
推定したい因果的特性が推定可能な条件を満たすかどうかは、分析者が採用した領域知識と設定した仮

定による。そのため、分析者が設定した仮定に対してその妥当性の検討を行う。例えば、交絡の問題への
対処としては、交絡要因のすべてを漏れなく分析に含めることが肝要であるが、漏れてしまう可能性は拭え
ない。その際、漏れてしまったかもしれない未観測の交絡要因によって分析の結論が覆るかどうかについて
が関心事となる。そのため、このような未観測交絡要因による偏りの程度を見積もる感度分析を行う22）。
また、分析者が設定した因果グラフから導かれる変数間の条件付き独立性が実際にデータで現れるかを調
べることで、因果グラフに誤設定があるかを検討できる8）。

❷因果推論による意思決定支援に関する研究動向
因果推論は、疫学や経済学を始め、幅広い領域で課題解決のための意思決定支援に利用されてい

る 1）, 23）, 24）。医学分野等では、治療法の効果の検証等に標準的に用いられている。また、ビジネス分野で
もオンラインで行う無作為化実験 (A/Bテスト）を含め盛んに利用されるようになってきている。例えば近
年では、コロナワクチンの集団予防接種の有効性の評価 25）を始め、Obama元米国大統領がWebサイト
の改善に利用しメール会員登録者を増やすことに役立てたとする事例等も社会の注目を集めた。これらに
関する和文の教科書として、26）、27）、28）等がある。

また、操作変数法や差分の差分法、回帰不連続デザインなど、人為的でなく自然に生じた環境の変化を
利用する自然実験に基づく手法も、潜在反応モデルや構造的因果モデルの枠組みの中で精緻化が進み、適
用例が増加している。例えば、11）では、「最低賃金を上げることは雇用を減らすか？」というリサーチク
エスチョンに答えるために、最低賃金を引き上げた州とそうでない州が存在することを利用している。引き
上げた州がもし引き上げなかった場合の雇用の時間的変化が引き上げなかった州の雇用の時間的変化と同
じという仮定の下、引き上げた州の雇用の変化と引き上げた州がもし引き上げなかった場合の雇用の変化
の比較を行い、因果効果を計算した。12）では、選挙において現職が有利かどうかを調べるために、前回
選挙で当落線上に近かった議員は、現職かどうか以外に差がないと仮定し、当落線上では、現職だった場
合、（そうでない場合より）どのくらい当選しやすくなるかと言う因果効果を計算した。金融分野においては、
例えば29）は、欧州の上場銀行において資産の担保差し入れが銀行の信用リスクを変化させるかを、操
作変数法を用いて調べた。30）は、主要層ストラテジー 31）と呼ばれる方法を用いてデビッドカードを持っ
ていても使用しない人がいることを考慮しつつ、イタリアの家計においてデビットカードの使用が現金需要
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を減少させるかを、傾向スコアを用いて調べた。32）では、Bitcoinなどの暗号通貨に関して差分の差分
法による因果分析が行われている。また､ 33）は、米国の中央銀行の判断と経済の状況との因果関係を
調べるために、政策金利などの政策に関する変数、GDPやダウジョーンズコモディティ指数などを経済状
況に関する変数として用いて因果探索による分析を行った。

定性的な因果関係 (因果グラフ等) が領域知識から既知の場合に、直接観測可能な変数について因果関
係を推論するための方法論は、成熟期を迎えたと言えるだろう。1970年前後から因果推論の発展に貢献
した世代が現役を退き名誉教授等になる時期を迎え、それら因果推論に関する成果がチューリング賞 
(2011）やノーベル経済学賞（2000、2019、2021）の対象にもなった。チューリング賞受賞理由はベ
イジアンネットワーク34）であり、保険数理へ広く応用されている35）。これらノーベル経済学を受賞した開
発経済学や労働経済学における因果推論の手法は、その後も隣接する教育経済学や公共経済学、都市経
済学、さらにはそれ以外の分野へと拡大し、実証研究において何を外生要因とするかを明確に意識するよ
うになった。さらに、アカデミアや産業界、官公庁等を含め広い領域で、因果推論が問題解決のために用
いられている。

（4）注目動向
2010年頃から、ビッグデータやデータサイエンス、AIなどをスローガンに、統計学や機械学習に関する学

術的成果が、科学や社会においてさらに広く使われるようになった。因果推論は、それより前から、医学や
経済学などの分野で利用されていたし、それら領域科学における需要を念頭に置いた方法論に関する研究も
計量生物学、計量経済学、計量心理学、統計学、計算機科学、哲学等の研究者を中心に盛んに行われていた。
ただ、それらスローガンの登場により、因果推論と機械学習の動機や技術の交流や相互乗り入れ、そして適
用される領域の拡大などの変化があったように推測される36）, 37）。

実際まず、i) 機械学習関連の研究者や実務家がアカデミアや産業界で大きく増えたこと、ii) そして機械学
習が社会で広く利用されることにより、伝統的な機械学習の手法では答えられないリサーチクエスチョンが方
法論者以外の科学者や実務家に認知されたこと、また iii) 機械学習の成熟により、同領域に閉じた重要な研
究トピックの減少などを背景にして、多くの機械学習の研究者が因果推論の研究も行うようになったことが挙
げられる。また、因果推論の研究者も機械学習の成果を積極的に取り入れるようになってきている。

産業界では、米国や欧州、中国ではMicrosoftやAmazon、Google、Alibaba、Huawei等の大企業が
因果推論に関するサービスを提供したり、分析パッケージを公開したり、そのために同分野の研究者の採用
を積極的に行い、研究グループを形成し論文発表などにも力を入れたりなどしている。これら人材を継続的に
輩出する因果推論に関する研究拠点が米国や欧州にはそれぞれ複数ある (Carnegie Mellon University、
University of California, Los Angeles、Harvard University、Max-Planck-Institut、ETH Zürichなど）。
中国でも清華大学がDonald B. Rubinを2018年より教授として迎えるなど因果推論に関する人材育成に力
を入れていることが伺える。また、深層学習などの機械学習技術に基づくサービスだけでなく因果推論に基づ
くサービスを売りにする企業も、スタートアップを含め国内外で散見されるようになった。

［新展開・技術トピックス］
❶因果推論のアイデアによる機械学習の改善

深層学習等の機械学習技術に基づくAIが社会実装されるに伴い、その信頼性の確保が重要となっている。
当初は因果推論のアイデアはさほど使われてはいなかったと思われるが、信頼性の中でも公平性や説明性
は因果推論の枠組みで定義され議論されてきた性質であったため、それを利用したAIの公平性や説明性を
評価し向上させるための研究が盛んに行われている36）。

また、機械学習による予測性能は格段に向上したが、大きな課題の一つとして、環境が変化すると予測
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精度が低下する問題があり、共変量シフトや転移学習、ドメイン適応などの名で研究されている38）。環境
が変わっても予測精度を維持させるためには、環境が変わっても不変な特徴を利用する必要がある。その
ような不変な特徴として、定性的な因果関係を利用することが注目を集めている。環境が変わり、因果の
大きさや分布が変わっても、原因と結果の関係は変わらないだろうというアイデアである36）。因果推論の
文脈では、外的妥当性の問題として研究されているが、技術交流が進んでいる39）。

❷機械学習のアイデアによる因果推論の改善
因果推論の理論によって、興味のある因果的特性、例えば、介入効果がデータから推定可能であると分

かった後、それを実際に推定する際に、機械学習の技術を使い推定精度を向上させようという試みがある。
機械学習技術は予測を目的にしているため、何らかの補正をする必要があるが、特に高次元データを扱う
際には有効である可能性がある40）。

また、分析者が設定した仮定、例えば、因果グラフの妥当性を検討する目的で変数間の条件付き独立性
を調べることがある。その際、変数がガウス分布以外に従う場合や非線形の場合を扱う上で、カーネル法
による独立性評価など機械学習の技術が使われている41）。

❸因果推論と機械学習の融合による高次の知能を持つAIの実現へ
深層学習の登場により人間のような知能を持つ自律的なシステムが実現するのではないかという期待が

高まっている。しかし、人間のような知能を持つには、因果の推定（推測）をAIがなせることが必要であ
るとして42）、深層学習を含む機械学習と因果推論の融合を目指す流れがある43）。実際に介入する前に、も
し介入したらどのくらいの効果があるかを予測したり、実際には起きていないことがもし起きたらどうなるかと
いった反実仮想によるシミュレーションを行えたりすることが、従来の機械学習に基づくAIをより高次のレベ
ルへ引き上げるために必要だという考え方である（反実仮想機械学習）。これにより、例えば、環境や状況の
変化に適応し、未知の新しい状況でも適切な予測を行えるAIが実現するのではと期待されている15）。例えば、
動画などから因果関係や変数定義を学習し、それを別のタスクへ活かすこと等が挙げられている（因果表
現学習）37）。反実仮想機械学習や因果表現学習などは総じて因果的機械学習と呼ばれている36）。

仮にそのようなAIが実現し、領域知識やデータを自動的に収集する術が備われば、領域知識とデータに
基づき、因果関係を踏まえた仮説構築や検証をAIが自動的に行うことができるだろう。実現のためにまず
必要なのが、潜在反応モデルや構造的因果モデルなどの因果関係を記述するための数学的フレームワーク
であった。そうしたことから、それらフレームワークの中で、リサーチクエスチョン、仮定、データの三つ
が与えられたときに、リサーチクエスチョンに答えることが可能か、可能なら答えは何かを計算するための
原理や推定アルゴリズムに関する数理科学的研究が盛んに行われてきている。このような自律的なAIシス
テムは、Society 5.0におけるスマートシティー構想やデジタルツイン構想の実現を含め、人間が科学や社
会における問題解決を行う際に大きな助けとなるだろう。

［注目すべき国内外のプロジェクト］
❶因果推論に関する国際学会、国際雑誌、国際会議が設立

● The Society for Causal Inference (SCI) が2021年に設立された（https://sci-info.org）。 設立前
から毎年開催されていたAtlantic Causal Inference Conferenceを母体としている。年1回American 
Causal Inference Conferenceと週1回程度公開でOnline Causal Inference Seminarを開催している。

● 北京国际际数学研究中心 (Beijing International Center for Mathematical Research）の中で、清華
大学と北京大学が主催して、Pacific Causal Inference Conferenceを2020年から国内外の研究者を
年1回開催している。上記のAtlanticと対比させてPacificと銘打っているのだろう。

● 2013年より、Judea Pearl教授をEditorの一人として、因果推論の専門誌 Journal of Causal 
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Inference (De Gruyterより出版）が刊行開始された。
● 2022年より、因果推論専門の国際会議としてConference on Causal Learning and Reasoning 

(CLeaR）が始まり、査読付きプロシーディングスを出版している。

❷因果推論の研究教育拠点形成のための資金助成
米国国立衛生研究所（NIH）のBD2K (Big Data to Knowledge）事業において、ビッグデータから

生物医学に関する知識を得るための因果推論の方法に関する研究教育拠点を形成するために、University 
of PittsburgやCarnegie Mellon Universityを中心にCenter for causal Modeling and discovery of 
Biomedical Knowledge from Big Dataを設置された89。交絡要因を調整することによる介入効果の推定
という伝統的な因果分析以外の方法論の成果も、科学や社会で活用される段階に来たことを印象づけるプ
ロジェクトであった。ただ、深層学習をベースとするような国レベルでの因果推論研究やその社会実装への
投資は、世界的にまだ始まっていないと思われる。

（5）科学技術的課題
因果推論における主なボトルネックは、無作為化実験が実施できないような場合に生じる。したがって、多

くの方法論研究は無作為化実験以外から得られたデータ (観察データ）による因果推論を対象としている。
しかし、分野全体の意識としては、それだけに特化するのでなく、複数の母集団における無作為化実験から
得られたデータとそれ以外の方法により得られたデータを領域知識と組み合わせて、より良い因果分析を実
現しようとする方向に進んでいる44）。

❶枠組みの拡張と仮定の妥当性の検討方法
交絡と標本選択バイアスが因果推論の二大困難である1）, 44）。因果構造を表す因果グラフが非巡回の場

合の理論は大きく発展したが、さらに実際の適用範囲を広げるには、それ以外の場合についても同水準に
まで数学的な理論（例えば、力学系や圏論など）を拡張・精緻化したりする必要があるだろう。例えば、
対象者間に干渉があり得る場合、因果関係に巡回構造が見られる場合、因果関係が異なる複数の集団が
混在する場合、因果関係が時間的に変化する場合、非平衡状態にある場合、変数の定義が事前に明確で
ない場合等があるだろう。

❷自動化による分析者の負担の軽減
因果推論を行うためには、データだけでなく領域知識が必要である。そのため、どのような領域知識に

基づいて分析の仮定を設定するのかを分析者が判断しなければならない。したがって、分析者の負担を軽
減し判断に焦点を合わせやすくすることが、因果推論が必要な場面で多くの人に使われるようになるために
は必要であると思われる。例えば、領域知識を論文データベースから自動抽出したり、人間参加型の因果
分析プロセスを構築したり、因果推論が介入したときの変化の分析であることを踏まえて結果を可視化した
り、因果グラフをデータから推測したりすることが挙げられるだろう。個々の技術は各分野で行われている
が 45）, 46）, 9）, 47）、それを効果的に結び付け、一つの因果分析システムとして、分析者が比較的手軽にアクセ
ス可能な状態にすること肝要であろう。

（6）その他の課題
国内の大学等の機関において、一部の医学研究科所属の生物統計学関係の専攻を除いて、因果推論人材

89 2014年-2019年,5年間12.8M USD. https://app.dimensions.ai/details/grant/grant.3860236
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を継続的に輩出し得る仕組みや環境は十分でないと思われる (例えば、因果推論に関する教員が定常的に在
籍するなど）。

また、政府のAI戦略2019を踏まえて、文部科学省「数理・データサイエンス・AI教育強化拠点コンソー
シアム」がまとめたモデルカリキュラムにおいて、リテラシーレベルでは「相関と因果（相関係数、擬似相関、
交絡）」、応用基礎レベルでは「相関関係と因果関係」がキーワードとして挙げられており、文理を問わず、
全国の大学・高専生が学ぶことが目指されている。リカレント教育やリスキリングのための教育プログラムの
設置や拡充も必要だろう。実務で因果推論を使っているとされる実務家教員も理論的背景については十分な
知識を持っていない場合もある。因果推論の研究者や実務家等の数は、例えば、機械学習分野と比して、世
界的に少ない。大学等において、医学に限らず幅広い適用領域で因果推論を教えることができる教員および
因果推論に関する研究能力を持つ人材の養成が急務である。

因果推論の手法がノーベル経済学賞を受賞したことを背景とし、日本でもEBPM（evidence based 
policy making）に注目が集まるようになったが、科学としての精緻さを増した経済学的な政策分析は、一
方で複雑で分かりにくい分析や解釈の難しい結果が示されるようになり、研究者と政策担当者（あるいは一
般の人々）をつなぐ人材が必要になっている。

（7）国際比較

国・地域 フェーズ 現状 トレンド 各国の状況、評価の際に参考にした根拠など

日本

基礎研究 〇 ↗

大学等では、医学研究科・薬学研究科所属の生物統計学関係の専攻 48）、経
済学研究科の計量経済学関係 49）、統計学や機械学習関係の専攻等にて、因
果推論に関する方法論研究が行われている。また、理化学研究所などの関連
部局でも行われている50）。因果探索分野で因果グラフの識別性に関して嚆矢
となる研究も生まれている44）。近年、機械学習分野でも因果推論に関する研
究が行われるようになった分、研究成果や研究者数は増加しているが、欧米
に比べれば研究者数は非常に少なく、継続的に研究成果を発表し人材を育
成・輩出するためには、層を厚くする必要がある。

応用研究・開発 △ ↗

医学や疫学、経済学等において普及している。また、サイバーエージェン
ト51）やNTTグループ 52）、富士通 53）等の企業でも、因果推論に関する研究
も見られる。NEC54）、ニュートラル 55）、SCREEN56）、ソニー 57）など因果推
論を行うソフトウェアや分析サービスを販売する企業も現れている。

米国

基礎研究 ◎ ↗

潜在反応モデルや構造的因果モデル、因果探索等について嚆矢となる成果を
挙げたHarvard University58）、University of California, Los Angeles、
Carnegie Mellon University59）を中心に、University of Washingtonや
Johns Hopkins University、Columbia University等が研究拠点として機
能しており、 研 究 成 果の発 表 件 数も多く、 研 究 者の層が 厚い。また、
Columbia UniversityやUniversity of Montreal (カナダ）等の深層学習
を含む機械学習研究拠点との連携も進み、その分、研究成果および研究者
数は増えている。
NeuIPS60）、ICML61）、KDD62）、UAI63）など機械学習分野の主要国際会議
で因果推論関係ワークショップやチュートリアルが行われている。

応用研究・開発 〇 ↗

医学や疫学、経済学、政治学においてはよく普及している。生命科学、疫学
や経済学、神経科学等について特に方法論に関する研究拠点との連携もよく
なされている。さらに、Microsoft64）やGoogle65）、IBM66）などの企業にお
いても因果推論の研究チームがあり、分析パッケージを公開したりなどして
いる。
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欧州

基礎研究 ◎ ↗

米国同様、因果推論に関する研究拠点が複数ある。英国のUniversity 
College London67）、ドイツのMax-Planck-Institut68）、スイスのETH 
Zürich69）、フィンランドのUniversity of Helsinki70）、ギリシャの
University of Crete71）、オランダのUniversity of Amsterdam72）等が挙
げられる。米国同様に層は厚く、機械学習研究者との連携もよくなされてい
る。因果推論の方法は主に米国で発展してきていると言えるだろうが、Jerzy 
Neymanが潜在反応モデルを無作為化実験の文脈で初めて提案したことに
加え2）、Ronald Fisherは無作為化が因果推論の強力な道具であることを広
めるなどした3）。

応用研究・開発 〇 ↗

米国同様、生命科学、経済学等、それから気候学 73）について方法論に関す
る研究拠点との連携もよくなされている。 Amazonドイツにおいて、 Max-
Planck-Institutの研究者と連携した因果推論の研究グループ 74）が形成され
ている。また、因果推論を特長としたスタートアップ企業等もギリシャ75）や
英国 76）等で見られる。

中国

基礎研究 △ ↗

北京大学 77）や清華大学 78）、広東工業大学 79）などに拠点が形成されつつある。
深層学習など機械学習研究者との連携もよくなされているが、まだ層が厚い
とは言えないだろう。嚆矢となるような仕事についても目立った活動はまだ
見られない。清華大学がDonald B. Rubin教授を迎えるなど力を入れている
ことは伺える。

応用研究・開発 △ ↗ Alibaba80）やHuawei81）等の企業において、因果推論に関する論文発表が
行われている。

韓国
基礎研究 △ → 目立った活動は見られない。

応用研究・開発 △ → 目立った活動は見られない。

（註1）フェーズ
 基礎研究：大学・国研などでの基礎研究の範囲
 応用研究・開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲

（註2）現状　※日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価
 ◎：特に顕著な活動・成果が見えている 〇：顕著な活動・成果が見えている
 △：顕著な活動・成果が見えていない ×：特筆すべき活動・成果が見えていない

（註3）トレンド　※ここ1～2年の研究開発水準の変化
 ↗：上昇傾向、→：現状維持、↘：下降傾向
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2.2.2	 意思決定と最適化の数理

（1）研究開発領域の定義
人間が合理的な意思決定を行うための数理的手法の開発。標語的には「意思決定のための最適化と予測」

の数理科学である。予測と最適化の基盤・背景となる数理モデル、最適化法、シミュレーション手法、ネッ
トワークモデル、確率モデル、ゲーム理論の一部が含まれる。技術開発の基盤となる理論構築のみならず、
実際の現場における応用も目指す。特に本俯瞰では意思決定のための数理モデリングの基盤となる最適化・
ゲーム理論を中心として俯瞰する。

（2）キーワード
線形計画法、連続最適化、離散最適化、組合せ最適化、グラフ・ネットワーク、ゲーム理論、計算複雑性

理論、半正定値計画法、非線形計画法、機械学習、データ同化

（3）研究開発領域の概要
［本領域の意義］

意思決定の数理が社会に重要性を訴える上で必須のキーワードは「予測と最適化」である。そして、それ
に加えて概念的に重要なのが、それを背後で支える「数理モデル」である。寄与し得る分野としては、地球
温暖化、資源配分、スケジューリング、人員配置、最適輸送、最適設計、マーケティングなどが考えられる。
新型コロナへの対応や、地球温暖化への対応のように、人間行動のような曖昧なものと自然科学上の的確な
記述を目指すモデルをマッチングしていくということも重要な問題意識である。 20世紀はコンピューターの発
達とともに、自然科学や工学において、数理的手法が大きな力を発揮した。21世紀に入り、コンピューター
やインターネットが大きく発展し、ビッグデータを利用できるようになり、複雑な現象や不確実性を含んだ人
間の行動等を扱うための数理科学を深化させ、展開していくことが重要となっている。したがって、それらの
分野でコンピューターとビックデータを用いた数理的手法により「予測と最適化」について人間の要求に耐え
得るものが多く生まれたことが本領域の意義である。予測は「データサイエンス」、最適化はいわば「デザイ
ンサイエンス」であるが、両者の境界は曖昧でありはっきりとしたものではなく、機械学習等の隣接分野とも
強力な連携を図りつつ行われる学際的な研究開発領域である。

歴史的に眺めると、第2次世界大戦後勃興した数理科学の中で、意思決定を念頭に置いた人間行動のモデ
リングに取り組む分野としては、経済学、ゲーム理論、オペレーションズリサーチ（OR）などが挙げられる。
特にオペレーションズリサーチでは、目的を達成する上で最適な戦略や計画を求めるためのさまざまな手法を
研究する。そのために、線形計画法を軸として、連続・離散最適化法や最適化モデル、ネットワークモデル、
ゲーム理論や待ち行列モデル、確率モデルの研究が展開され、さらに、これらの研究と、計算機科学、計算
科学とが密接に関わり合い、分野として発展してきた。

意思決定の数理は、「医薬品の効果の判定」や「道路行政の費用便益分析」等の例に見られるように、社
会や行政の意思決定システムの一部としてそれなりに機能してきた。これらは「制度化された意思決定の数理
科学」ということができる。しかし、インターネット・ビッグデータ・機械学習の興隆に見られる社会の大変
革が進む中で、その一部は既に硬直化して時代にそぐわないものとなりつつあり、抜本的な見直しが必要と
なっている。具体的には「勘と経験と度胸（KKD）」から「数理モデル ＋（KKD）」への変革である。さらに、
社会制度や組織運営の文化との擦り合わせが本研究開発領域の研究成果を社会に還元する上で極めて重要
である。このような問題意識のもと、本俯瞰ではデザインサイエンスの基礎となる最適化・ゲーム理論と関連
する数理モデルを中心として俯瞰する。
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［研究開発の動向］
❶20世紀の展開

数理科学としての最適化・ゲーム理論の始まりの画期的な契機となったのが、1947年にダンツィークに
よって創始された線形計画法である。線形計画問題は、多面体（内部を含む）上で線形関数を最小化もし
くは最大化する問題である。複雑ではないものの、離散的側面と連続的側面を有し、双対性をはじめとす
る豊富な数理的構造を持ち、ゲーム理論や経済学につながる幅広い応用領域があり幅広く使われてきた。
解法は単体法である。単体法は、制約領域の多面体の稜をたどって最適解を求める解法である。1950年
代は線形計画法の確立期であり、連続的・離散的最適化の萌芽期であったと言えよう。その後、1960年
代から70年代にかけて、連続最適化分野では、無制約最適化に対する最急降下法・ニュートン法、準ニュー
トン法、そして制約付き最適化に対する罰金法や乗数法等、非線形最適化の諸手法が、離散的最適化分野
では、ネットワーク最適化問題等の研究が大きく進展した。この進展で重要な役割を果たした道具立ての
一つは双対理論や凸解析であった。

そして、分野として次の大きな転機は1970年後半に計算機科学における計算複雑度の理論の勃興ととも
に訪れた。多くの離散的最適化問題が計算複雑度の観点、とりわけ多項式時間解法が存在するか否か？の
観点から見直され、P対NP問題と関連づけられ、計算機科学と深い関わりを持つようになった。特に、線
形計画問題に対して多項式時間算法が存在するか否かが重要な問題として提起され、これが楕円体法とい
う最初の多項式時間解法（1979年）を経て、内点法という、 分野に大きな影響を及ぼした多項式時間解法

（1984年）の発見と展開へと続いた。
内点法は、多面体の内部で定義された最適解に向かう中心曲線という曲線をたどって最適解に行く解法

である。内点法によって多面体上での凸2次関数最小化問題、凸2次計画問題や半正定値計画問題といっ
た新しい最適化問題が解けるようになり多くの分野で活用された1）, 2）。これらの問題が解けることによって
新しいモデルが提案され実用化された効用は見逃せない。特に半正定値計画問題は、線形計画問題の行
列への拡張としてさまざまな分野でのモデリング手法として威力を発揮している。例えば、0-1整数計画問
題の緩和 3）やシステムと制御理論 4）への応用がある。また、内点法をはじめとする最適化問題には、リー
群の表現論・調和解析の一つの土台ともなっているジョルダン代数による対称錐の理論が大きな役割を果
たしている5）。統計理論における行列変数の特殊関数の研究は、このような表現論や非可換調和解析と共
有する部分が多くあることからも基礎数学と応用数学との交流地点となり、今後の研究人材育成の重要な
位置にもある。

また、連続最適化については、制約条件付き非線形最適化問題を内点法で解くという研究も1990年代
に大きく進展した。後述するように、内点法は日本の貢献が大きい分野として挙げられる。一方、離散的
最適化では、効率的に解くことができるグラフ上の最適化問題の構造を一般化した抽象的概念であるマト
ロイドや劣モジュラ関数の研究や、計算困難な問題に対する精度保証がある近似解を効率的に求めるアル
ゴリズム、あるいは、アルゴリズムの中で乱数を用いることによって解の品質を高めることを目的とする乱
択アルゴリズムの研究が進展した。また、実用上重要である整数計画問題について、多面体的アプローチ
を活用した分岐切除法などが発達し、大規模な巡回セールスマン問題等も厳密に解けるようになった。

❷21世紀の展開
以下では連続最適化と離散最適化の観点から、21世紀に入ってからの最適化技術の開発と数理モデリン

グ手法の発展の研究の歴史と動向を述べる。研究の方向性としては「理論的研究」「ソルバーの開発」「社会
への応用」という三つが大きな柱となる。

まず連続最適化に関しては、内点法によって多面体上で凸2次関数を最小化する凸2次計画問題が実用
化され、その結果として、ポートフォリオ設計の基本モデルである平均分散モデルや機械学習の基本モデル
であるサポートベクターマシン（SVM）が実用化された2）。1980年代後半から1990年代前半にかけて、
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ニューラルネットワークの第1次ブームが起こったが、パラメーター最適化が困難であり、その点を克服す
るために、内点法を用いた凸最適化によるモデリングが検討され、これがサポートベクターマシンの導入に
つながった6）。さらにこれが機械学習における解の疎性の重要性の認識へと深化し、2000年代に入り、解
の疎性を利用して優れた信号復元を行うために線形計画法を用いる圧縮センシングの理論が高次元幾何学
や確率解析等、数理関連分野を巻き込んで大きく進展した7）。

一方、ビッグデータの時代に入り、画像処理等データの大規模化により、行列計算を必要とするニュー
トン法は計算コストが膨大で適用しづらくなり、2000年代の後半より最急降下法が復権した。この文脈で
特によく研究されたのが、Nesterovによる最急降下法の加速法とADMM（交互方向乗数法）である8）。
また、変数の数が膨大で勾配を計算するのが困難であるため、一部の座標のみをランダムに選んで降下方
向を構築する確率的アルゴリズムが開発された。ここに述べたアルゴリズムはおおむね凸関数に対するもの
であり、これらのアルゴリズムの計算複雑度の解析と実用化の研究が2000年代後半から2010年代前半に
かけて進展した8）。機械学習における連続最適化の重要性は、万人の認めるところであるといってよい。ま
た、最適設計やデータ同化などの文脈でも連続最適化が重要な役割を果たしている。これらは2次元や3
次元のメッシュ上の最適化であり、超大規模問題となり、 基本的には最急降下法が用いられる。

離散最適化の研究動向に関して、理論的な研究としては、上でも述べたように効率的に解くことのできる
離散最適化問題の数学的構造の研究や、計算困難な問題に対する近似アルゴリズム・乱択アルゴリズムの
研究が引き続き進められた。加えて以下でも述べるように、機械学習やゲーム理論といった周辺分野との協
働・融合が盛んに行われるようになってきた。

❸日本の貢献
離散最適化におけるマトロイドや劣モジュラ関数の研究に関しては、伝統的に日本において盛んに研究さ

れてきた。日本のお家芸と言っても過言ではなく、日本の研究者の貢献が大きい。例えば1970年代におい
ては、二つのマトロイドの最適な共通独立集合を求めるという離散最適化において最も重要な問題の一つ
に関して、重要な役割を果たしている論文がある9）。また近年も、重み付き線形マトロイドパリティ問題に
対する多項式時間アルゴリズムという、大きな未解決問題を肯定的に解決した成果がある10）。加えて11）、
12）のようなこの分野に関する重要な教科書も出版されている。効率的に解くことのできる離散最適化の
理論的基盤をなす劣モジュラ関数に関する教科書である参考文献 11）の重要性は明らかであり、さらに「離
散凸解析」12）と呼ばれる理論的枠組みは、経済学的な問題との関連も深く離散最適化以外の分野でも注目
されている。

連続最適化の分野では、内点法については、日本の貢献が大きかったと認められる。特に、線形計画問題・
半正定値計画問題・2次錐計画問題に対する内点法については、多くのソフトウェアの実装の基礎となった論
文が日本人によって書かれており、それらは定番として古典的に引用され続けている（例えば13）、14））。
非線形最適化についても同様の貢献がある。また、ソフトウェアとしては、半正定値計画法のためのSDPA
や NTT数理システムのNuorium Optimizerは世界的に知られている15）。しかし、Nuorium 
Optimizerは商用ソフトウェアである。そのため、同等の性能を有する優れたフリーソフトを日本で開発し、
多くの人たちが自由に使うことができるようになれば、それが世界への大きな貢献となる。

ビッグデータの時代にあっては、最適化アルゴリズムを実際に社会で活用するためにはスパコン等、高性
能の計算機を用いた処理は必須である。九州大学マス・フォア・インダストリ研究所や理化学研究所を中
心とするグループは、スパコンによる大規模グラフ解析に関する国際的な性能ランキングである

「Graph500」において、複数回世界第1位を獲得するなど世界的な活躍を見せている（使用したスパコン
は「京」）。
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❹国際研究集会・ソフトウェア等
連続最適化、離散最適化両方を含む最適化コミュニティーにとって一番大きな研究集会は、3年に1度

開催される、International Symposium on Mathematical Programmingである。連続最適化では
SIAM conference on Optimization、International Conference on Continuous Optimizationも
評価が高い。これらのシンポジウムで1名程度は基調講演あるいは準基調講演を日本人が行っている。離
散最適化では、Integer Programming and Combinatorial Optimizationが著名である。また、機械
学習に関する第1級の国際会議である NeurIPS の一部として、毎年Optimization for Machine 
Learningが開催されている。また、2017年にはNeurIPSのサテライト会議として、機械学習における離
散構造に関するワークショップDiscrete Structures in Machine Learningが開催された。また離散最適
化とゲーム理論、特にマッチングの研究に関しては、その基本となるモデルはGaleとShapleyによって提
案され、その後このテーマに関しては経済系の研究者と数学系の研究者の交流が盛んに行われている。マッ
チングの研究における数学・経済学・計算機科学の交流を目的とする国際ワークショップInternational 
Workshop on Matching Under Preferencesが定期的に開催されていることも、その証拠の一つである
と言える。マッチングの研究に関しては、近年現実問題への応用を見据えた複雑な制約を扱うことのできる
理論構築を目指す研究が近年盛んである16）。この分野に関するサーベイ論文16）はその著者の一人が日
本人であり、また、日本の研究者の成果も引用されており、本分野への日本の貢献度は高いと言える。

またソルバーの開発に関しては、例えば整数計画問題に対するソルバーとしては、商用のものとして
Gurobi Optimizer (Gurobi Optimization) やIBM CPLEX Optimizer (IBM) などがある。また日本
にもNTTデータ数理システムのような数理科学とコンピューターサイエンスを軸とするソリューションを提
供する企業もあり、国際的にも通用するレベルのソフトウェアNuorium Optimizerを提供している15）。

ドイツのZuse Institute Berlin (ZIB) は本格的な整数計画法のソルバーの開発を進める一方で、そこ
からILOGやGurobi等で中心となって働いているメンバーを輩出しており、第1級の研究を進めつつ、産
学連携や人材育成を行っている組織として注目される。また日本にも、上述のように、九州大学マス・フォ
ア・インダストリ研究所には「Graph500」で世界第1位を獲得した数理最適化の研究者が在籍しており、
企業との共同研究を通じて、社会における技術の応用を目指している。

❺社会応用
多くの研究者を魅了し論文引用回数を誇る華麗な理論的研究論文を執筆することが重要な学問的成果で

あることは言うまでもないことであるが、その一方で、多くの人たちが解決を必要としている重要な現実問
題に真摯に向き合い、学問的方法論を適用し、泥臭いやり方であってもそれを解決して世の中に貢献するこ
とは、時としてそれ以上に価値のあることと言えよう。

社会応用という観点から分野の状況を眺めると、例えば、離散最適化のモデル・考え方が保育所入所選
考のシステムの開発に応用された事例（プレスリリース17）を参照）、大規模時空間ネットワークを活用して
首都圏の朝のラッシュ時の電車混雑の解析を行い、それが実際に大手私鉄の通勤の混雑を軽減するダイヤ
編成に活用された事例（中央大学）、そして整数計画法を用いて看護師や介護のスケジューリングを行った
事例（成蹊大学・国立情報学研究所）等が、国際的にも十分に通用する優良な活用事例であり、これらの
さらなる展開、あるいは新しい活用例が今後も期待されるところである。

（4）注目動向
［新展開・技術トピックス］

2010年代に入り、連続最適化の分野では、半正定値計画問題のモデリング・数理・アルゴリズム、機械
学習分野での適用を意識した1次法を中心とする超大規模問題の解法、確率的最適化の研究が引き続き続い
ている一方で、多変数多項式の等式/不等式条件下で多変数多項式の目的関数の最適化を行う多項式計画問

220 CRDS-FY2023-RR-02CRDS 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター

人工知能研究の新潮流2 ～基盤モデル・生成AIのインパクト～

注
目
研
究
開
発
領
域
の

俯
瞰
詳
細

2



題、非線形半正定値計画問題といった新しい問題の研究が進められている。計算複雑度を意識した非凸問題
の解析が進められているのが一つの特徴である。

線形計画問題については、強多項式解法が存在するか否かという大きな未解決問題がある。最近、この問
題に対して、連続最適化の立場と離散的最適化の立場を融合するような形で、実代数幾何、トロピカル幾何
や情報幾何を用いた新しい流れの研究が進展しつつあり、注目されるところである。例えば、限量子消去

（Quantifier Elimination）18）とグレプナ基底がベースとなったものがある19）。
離散最適化に関する新展開・技術トピックとしては、まず連続最適化と離散最適化の技術の融合が一つの

注目すべきトピックとして挙げられる。連続最適化と離散最適化は、線形計画法を共通のルーツとして持ち、
互いに密接に関係している。近年は、内点法のような連続最適化手法を用いてネットワーク計画問題等の計
算複雑度を改善する優れたアルゴリズムを構築する方向での研究が盛んに行われている。上述した線形計画
問題の研究の新展開もその流れに位置付けられる。この潮流を反映した凸最適化の教科書も近年出版されて
いる20）。またゲーム理論の均衡の概念と離散アルゴリズムの接近により、不動点定理の計算量理論的研究が
発展していることも注目に値する。純粋数学的な観点から不動点定理やゲームの均衡を眺めると、その存在
性が最も重要なトピックとなる。しかし、アルゴリズムの観点からこれらの概念を眺めると、その存在性のみ
ならず実際に解を「計算」することが重要な問題となる。この不動点定理やゲームの均衡の計算に関する研
究の流れは、Papadimitriouによって1994年に始められたのだが、近年も多くの発展が得られている。

離散最適化の技術面での新展開としては、例えば以下の三つが挙げられる。一つ目は前節でも触れた、重
み付き線形マトロイドパリティ問題に対する多項式時間アルゴリズムである。この結果は計算機科学の第1級
国際会議として知られるAnnual ACM Symposium on the Theory of Computingの2017年最優秀論文
の一つに選ばれている。二つ目はCutting Plane Methodの改良に関する論文である21）。この論文の成果は、
組合せ最適化アルゴリズムのデザインや計算複雑度評価に広く影響を与えた点で重要な論文である。三つ目
は、22）、6）で得られたTSP多面体とマッチング多面体に対する拡張定式化のサイズの下界に関する結果
である。離散最適化問題を解く際に、対応する多面体を考える手法は一般的なものであり、この手法に関す
る重要な限界を示した。

数学の分野において重要な賞の一つであるAbel Prizeが2021年に離散数学と理論計算機科学に対する基
礎的な貢献によりLászló LovászとAvi Wigdersonに与えられたことや、Nevanlinna Prize（現IMU 
Abacus Medal）が2018年にゲーム理論における均衡の計算等への貢献によりConstantinos Daskalakisに
与えられたことは、数学の分野においても離散最適化やアルゴリズムの研究に対する一定の評価があることと示
唆していていると言える。さらに2012年にAlvin E. RothとLloyd S. Shapleyが安定マッチングに対する業績
でNobel Memorial Prize in Economic Sciences（ノーベル経済学賞）を受賞したことは、経済系の研究者
と数学系の研究者の交流が盛んに行われているマッチングの研究の分野において重要な出来事であった。

受賞という点では、Mathematical Optimization Society (MOS) とAmerican Mathematical 
Society (AMS）が共催し、離散数学の分野で優れた論文に贈られる賞である Fulkerson Prizeが、2021
年にグラフの連結度を計算するアルゴリズム23）に関して河原林健一氏に贈られたことは日本の存在感を示し
ている。（過去には2003年に岩田覚氏と藤重悟氏が劣モジュラ関数最小化に関する業績 24）でFulkerson 
Prizeを受賞している。）

［注目すべき国内外のプロジェクト］
❶国内

日本の数理最適化の研究は大学等における理論的研究が中心となっているが、近年、大学と企業の協働
による数理最適化の社会への応用を目指したプロジェクトがいくつかある。例えば以下のものが挙げられる

（終了したものも含む）。
● 富士通ソーシャル数理共同研究部門（九州大学、2014-2017）  
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富士通株式会社、株式会社富士通研究所（当時）、九州大学マス・フォア・インダストリ研究所による、
数理最適化等の数理技術の社会への応用を目指した共同研究部門。

● 数理最適化寄附講座（大阪大学）  
大阪大学大学院情報科学研究科が、株式会社ブレインパッドほかから寄付を受け設立。産学連携と研究
開発を主な活動として、数理最適化技術のビジネス実装への貢献と基盤技術の開発に取り組んでいくこ
とを目的としている。

また、経済学系のプロジェクトではあるが、その中に離散最適化の研究者も参加しているプロジェクトと
して、以下のものが挙げられる。

● 東京マーケットデザインセンター（東京大学）
● 配送計画やスケジューリングといった離散最適化問題は、長年企業等において活用されてきている。特

に以下のような配送計画に関する新しい企業が出てきていることは注目に値する。
● 株式会社オプティマインド

さらに富士通株式会社、日立製作所、NECといった企業でも離散最適化の技術は注目されている。
連続最適化に関しては、東京大学、京都大学等、慶應義塾大学、東京理科大学、統計数理研究所等に

拠点的研究室が存在して、研究成果を発信している。機械学習の関連では、理化学研究所革新知能統合
研究センターに数理最適化研究部門が存在する。民間企業では、NTTデータ数理システムが、国際的に
も通用するレベルでの連続最適化ソフトウェアを開発している。また（株）構造計画研究所はオペレーショ
ンズリサーチや最適化分野に強いシンクタンクである。

❷国外
国外においては、例えば以下のようなマッチングの理論の社会的課題への応用を目指したプロジェクトがあ

る。
● Matching Systems for Refugees (University of Oxford、 UK) 
● European Network for Collaboration on Kidney Exchange Programmes (2016-2020) 

またドイツの Zuse Institute Berlin (ZIB) は、産学連携や人材育成に成果を上げている。米国におい
ては中国のAlibabaによって設立された、基礎科学に関する組織であるDAMO Academyが非常に注目に
値する。例えば、連続最適化の分野において重要な研究者の一人であるWotao YinがDAMOAcademy
のDecision Intelligence LabのDirectorを務めている点も注目に値する。

新型コロナウイルス感染症の流行が始まって以来、リモートによる共同研究・研究交流が国内外問わず、
日常的となった。最適化分野でも2020年4月から2022年4月にかけて、オーストリアUniversity of 
Viennaが幹事となって1週間に1度程度One World Optimization Seminarというセミナーが開催され、
連続最適化を中心に、世界の第一線で活躍する研究者の研究成果が配信された（日本からの講演者は1名）。

（5）科学技術的課題
本研究領域では「モデリング・数理・アルゴリズム」の三分野にまたがるもしくは行き来する形で総合的に

研究を進めていくことが重要である。そのような視点から、いくつかの研究課題を挙げる。
❶モデリングのための統合環境の開発

意思決定と最適化の数理はいわばデザインサイエンスである。デザインサイエンスと対をなすとも言える
データサイエンスの分野においては、R や Python などの、研究者コミュニティーが最新の成果を利用者
に使える形で発表し、利用者はそれを無料で利用できる統計モデル/機械モデル開発プラットフォームが基
本的インフラとしてその発展に重要な役割を果たしている。デザインサイエンスにおいてはいまだに同様の
モデル開発用プラットフォームが存在しているとは言えない。さまざまな要素的な最適化モデルを組み合わ
せて解析したい問題のモデルを作成し、解析を進めるための優れたインターフェースを有するフリーのプ
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ラットフォームを開発していくことが数理科学の成果を社会に還元する上で重要な役割を果たす。

❷線形計画法・凸2次計画問題・半正定値計画問題のアルゴリズム開発、理論的解析、応用と優れたソフ
トウェアの構築
線形計画問題や半正定値計画問題は豊富な数理的構造を持ち、それゆえに、規範的最適化問題として、

多くの現実問題が帰着できるという点で最強の凸最適化問題である。最適化分野のみならず計算数理分野
で国際的に通用するレベルの研究をわが国で行っていくためには、この部分が充実していることが必須であ
る。主双対内点法をはじめとして、研究の蓄積もある。

❸小・中規模の大域的最適化問題の厳密解法の開発
大規模とは言えないまでも、工学やデータサイエンス等に表れる、非常に多くの最適化問題は、数変数

から20変数程度である。これらの問題を自動的に解く技術の研究は興味深い。

❹機械学習やデータサイエンスに表れる超大規模最適化問題のアルゴリズムの開発
この問題の重要性は言うまでもない。現状必ずしもわが国の大きな貢献があるとまでは言えないまでも、

強化していくべき分野であると考えられる。

❺整数計画問題の優れたソフトウェアの開発
特に気軽に安価で使用することのできるソルバーを構築することは企業等での整数計画問題の活用に関

して非常に重要である。実際に問題を解くことはソルバーに任せることができれば、ユーザーは課題の数理
モデル化に集中することができる。

❻	ナーススケジューリングをはじめとする、さまざまなスケジューリングや人員配置のモデルとアルゴリズム
の研究
人口減少と高齢化が進む日本社会においては、より少ない人員で効率的に社会活動を行うことは、重要

な課題である。そこに大きく寄与できるのが、このスケジューリングや人員配置の数理モデルである。数理
モデルに基づいて、手軽に利用できるアプリのような形で、社会のいろいろな場面で起こるスケジューリン
グや人員配置問題を手軽に解決できるようなに対するプラットフォームを実現できれば、社会に対する大き
なインパクトを与え得る。

❼離散最適化の活用を促すための	Python等のライブラリーの開発
機械学習が社会に普及した理由の一つにPythonのライブラリーなどで気軽に使うことができるように

なったことが挙げられる。離散最適化がさらに社会で普及浸透するためには、このようにPythonのライブ
ラリーなどを整備し、取りあえず使ってみようと思える環境を整える必要がある。しかし、現実の課題を離
散最適化として定式化することが職人芸のようなところもあり、同時に数理モデル化に関しても何かしらの
対策をする必要がある。

意思決定の数理は現実を解析してモデルを作成し、最適化する、という点でデータサイエンスとデザインサ
イエンスの両方の視点が必要であり、そのシームレスな結合が鍵となる。その意味では、機械学習やデータサ
イエンスとも柔軟に連携した分野横断的な研究文化の醸成が重要であろう。また、アルゴリズムを実装する部
分を強化する必要がある。
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（6）その他の課題
意思決定と最適化の数理は、それを社会が問題解決に有効な手段であると正しく認識しない限りは、適用

場面は極めて限定されたものとなる。意思決定と最適化の数理が適用される場面は、しばしば、不確実性が
高く、しかも再現実験が不可能であるようなことが多い。そのため、科学的手法の適用と検証の積み重ねに
よって、その有用性を示していくことは困難であり、実際その舞台にすら上がることができていない。それは、
新型コロナウイルス感染症への対応において、意思決定や統計、最適化の数理の出番がほとんどなかったこ
とに象徴的に表れている。意思決定の数理は適用対象が限定されないヨコ型の手法であり、また、複雑な対
象に対するものである点に（ゆえに、その適用には困難さがあることに）、常に留意し、数理系の研究者は、
社会にその意義と有用性を発信していくべきであろう。意思決定の数理に対する社会的合意や制度的基盤に
関して日本は米国と比較して脆弱であり、大いに改善の余地がある。意思決定の数理は人間の行動に関係し
ているだけに、制度との関わりは深い。数理モデルや手法の有効性を社会にどのような形でアピールし、制
度にどのような形で取り入れていくか、といった出口戦略が重要であろう。

今後数理技術を用いた意思決定が社会に受け入れられるためには、技術の有益性の社会への啓蒙に加え、
さらに数理技術を使える・受け入れることができる人材育成が重要である。この点において、大学等の教育
機関が果たす役割は非常に大きいと言える。一番重要なのは、大学における数学を英語と同様に社会人と
なってから必要とされる必須の素養として位置付け「リベラルアートとしての数学・数理」を万人に導入すべく、
大学でのカリキュラムを再編成することであろう。その際には、教えるべき数学は「道具としての数学」ある
いは「世の中の仕組みを記述する言語としての数学」であることを意識することが望ましい。これは、データ
サイエンス時代である現代では必須と言えよう。

より専門的な人材の育成について言えば、九州大学では「九州大学マス・フォア・イノベーション卓越大
学院プログラム」において、「卓越社会人博士課程制度」という制度を実施している。それは修士の学生が修
了後、企業に採用され、同時に社会人として博士後期課程に進学するという制度である。また、「社会の課題
に数理技術を応用することを学ぶ」ということに関しては、九州大学、東京大学等により「Study Group 
Workshop (SGW）」という取り組みが2010年から行われている。この SGW は、産業・自治体・病院など
のさまざまな分野から問題提供者を募り、それぞれが抱える問題で数学を使えば解決に至ると期待できるも
のを、数学の研究者・学生に対して紹介・解説してもらい、おおむね一週間の会期中、協力して解決を目指
すWorkshop である。2022年のSGWは九州大学、東京大学、金沢大学によって組織された。また、東北
大学でも「g-RIPS」という取り組みが実施されている。

線形計画問題は最適化のみならず、計算数理や計算機科学にとって基本的な問題である。主双対内点法を
はじめとして内点法について日本発の業績があり、研究の蓄積もあるため、このような本格的な問題に実力の
ある若い研究者が挑戦できるような環境と文化を国内に用意することは重要である。また離散最適化の理論
に関しては、毎年RIMS共同研究「組合せ最適化セミナー」というセミナーが実施されており、近年、連続
最適化についても同様のセミナーが開始された。このような学生から若手研究者の育成に有益なイベントを実
施することは、今後の人材育成という点では非常に重要であると言える。

最後に、意思決定の数理と数学とのより深い連携、具体的には確率計画問題や半正定値計画問題や多項
式計画法、機械学習における確率的降下法、対称性を有する大規模問題の解法などの解析においては、確率
解析、代数幾何、群論・群の表現論などが本格的に活用され、使われている数学的技法も高度化し、より本
格的な数学との接点が広がりつつある。このような立場から、意思決定の数理や最適化の研究者と数学諸分
野の研究者の協働を実施することは重要なプロジェクトとなり得る。
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（7）国際比較

国・地域 フェーズ 現状 トレンド 各国の状況、評価の際に参考にした根拠など

日本

基礎研究 ◯ ↗

離散最適化に関して、マトロイドや劣モジュラ関数といった分野においては、
伝統的に研究者が比較的多い。また、マッチングの研究に関しても、日本の
研究者が貢献をしている。連続最適化では線形計画法や半正定値計画法等
に対する内点法や数理的解析、アルゴリズムの研究で国際的に通用する成果
を挙げてきている。

応用研究・開発 ○ ↗

離散最適化に関して、理論的な研究が中心ではあるが、近年は大学と企業の
共同による社会への技術の応用の取り組みが見られる。また、企業において
も離散最適化問題への注目が増している。連続最適化は機械学習では必須
の技術であり、データ同化、最適設計等の分野でも特に注目されている。

米国

基礎研究 ◎ ↗ 研究者の層が非常に厚い。また、例えば理論計算機科学と経済学といったよ
うに分野間の交流も盛んである。

応用研究・開発 ◎ ↗ 研究者が起業するなど基礎研究と応用の交流は非常に活発である。 DAMO 
Academyのような組織がある。

欧州

基礎研究 ◎ ↗
離散最適化の基礎理論に関しては、ハンガリーを代表として非常に盛んであ
る。また、離散最適化とゲーム理論の融合に関しては、ドイツや英国を中心
に盛んである。連続最適化も一定の水準を保っている。

応用研究・開発 ◎ ↗
例えば英国等においてマッチングの社会への応用を目指すプロジェクトがあ
る。またドイツのZuse Institute Berlin (ZIB) は、産学連携や人材育成の
面で重要な役割を果たしている。

中国

基礎研究 ◯ ↗

例えば清華大学にInstitute for Interdisciplinary Information Sciences
が作られたように、基礎理論に関する人材育成が盛んである。また、現在は
中国外にあるが、Alibabaによって創設され、中国系研究者を多く擁する
DAMO Academy（所在地：米国カリフォルニアやシアトル等）が今後大き
な影響を与えると予想される。

応用研究・開発 ○ ↗

深圳圳に存在する、香港中文大学深圳圳ビッグデータ研究センターと香港中文大
学-TencentAI・機械学習研究所では、連続最適化と信号処理で著名な研究
者であるZhi-Quan Luo（元University of Minnesota教授）が副所長お
よび所長を務め活発に最適化の応用研究を進めている。

韓国
基礎研究 △ → 最適化に関して、研究者はいるが多いとは言えない。

応用研究・開発 △ → 目立った成果は見られない。

（註1）フェーズ
 基礎研究：大学・国研などでの基礎研究の範囲
 応用研究・開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲

（註2）現状　※日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価
 ◎：特に顕著な活動・成果が見えている 〇：顕著な活動・成果が見えている
 △：顕著な活動・成果が見えていない ×：特筆すべき活動・成果が見えていない

（註3）トレンド　※ここ1～2年の研究開発水準の変化
 ↗：上昇傾向、→：現状維持、↘：下降傾向

参考文献
 1） Yurii Nesterov and Arkadii Nemirovskii, Interior-Point Polynomial Algorithms in Convex 

Programming, Studies in Applied and Numerical Mathematics  (Philadelphia： Society for 
Industrial and Applied Mathematics, 1994)., https://doi.org/10.1137/1.9781611970791.

 2） Stephen Boyd and Lieven Vanderberghe, Convex Optimization (Cambridge： Cambridge 
University Press, 2004)., https://doi.org/10.1017/CBO9780511804441.

 3） László Lovász and Alexander Schrijver, “Cones of Matrices and Set-Functions and 0-1 
Optimization,” SIAM Journal on Optimization  1, no. 2 (1991）： 166-190.,   

CRDS 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 225CRDS-FY2023-RR-02

人工知能研究の新潮流2 ～基盤モデル・生成AIのインパクト～　

注
目
研
究
開
発
領
域
の

俯
瞰
詳
細

2



https://doi.org/10.1137/0801013.
 4） Stephen Boyd, et al., Linear Matrix Inequalities in System and Control Theory , Studies in 

Applied and Numerical Mathematics (Philadelphia： Society for Industrial and Applied 
Mathematics, 1994)., https://doi.org/10.1137/1.9781611970777.

 5） Jacques Faraut and Adam Koranyi, Analysis on Symmetric Cones , Oxford Mathematical 
Monographs (Oxford： Clarendon Press, 1994).

 6） Thomas Rothvoss, “The Matching Polytope has Exponential Extension Complexity,” 
Journal of the ACM  64, no. 6 (2017）： 41., https://doi.org/10.1145/3127497.

 7） Simon Foucart and Holger Rauhut, A Mathematical Introduction to Compressive Sensing , 
Applied and Numerical Harmonic Analysis (New York： Birkhäuser, 2013).,   
https://doi.org/10.1007/978-0-8176-4948-7.

 8） Amir Beck, First Order Methods in Optimization , MOS-SIAM Series on Optimization 
(Philadelphia： Society for Industrial and Applied Mathematics, 2017).,   
https://doi.org/10.1137/1.9781611974997.

 9） Masao Iri and Nobuaki Tomizawa, “An algorithm for finding an optimal “independent 
assignment,”” Journal of the Operations Research Society of Japan  19, no. 1 (1976）： 32-
57., https://doi.org/10.15807/jorsj.19.32.

10） Satoru Iwata and Yusuke Kobayashi, “A Weighted Linear Matroid Parity Algorithm,” SIAM 
Journal on Computing  51, no. 2 (2022）： STOC17-238-STOC17-280.,   
https://doi.org/10.1137/17M1141709.

11） Satoru Fujishige, Submodular Functions and Optimization , 2nd ed., Annals of Discrete 
Mathematics 58 (Elsevier Science, 2005).

12） Kazuo Murota, Discrete Convex Analysis, Discrete Mathematics and Applications  
(Philadelphia： Society for Industrial and Applied Mathematics, 2003).

13） Masakazu Kojima, Shinji Mizuno, and Akiko Yoshise, “A Primal-Dual Interior Point 
Algorithm for Linear Programming,” in Progress in Mathematical Programming： Interior 
Point and Related Methods , ed. Nimrod Megiddo (New York： Springer-Verlag, 1989), 29-
47., https://doi.org/10.1007/978-1-4613-9617-8_2.

14） Kunio Tanabe, “Centered newton method for mathematical programming,” in System 
Modelling and Optimization , eds. Masao Iri and Keiji Yajima, Lecture Notes in Control and 
Information Sciences 113 (Berlin, Heidelberg： Springer, 1988), 197-206.,   
https://doi.org/10.1007/BFb0042787.

15） Bernd Scherer and R. Douglas Martin, Modern Portfolio Optimization with NuOPTTM, 
S-PLUS®, and S+BayesTM  (New York： Springer, 2005).,   
https://doi.org/10.1007/978-0-387-27586-4.

16） Haris Aziz, Péter Biró, and Makoto Yokoo, “Matching Market Design with Constraints,” 
Proceedings of the AAAI Conference on Artificial Intelligence  36, no. 11 (2022）： 12308-
12316., https://doi.org/10.1609/aaai.v36i11.21495.

17） 株式会社富士通研究所, 国立大学法人九州大学, 富士通株式会社「最適な保育所入所選考を実現す
るAIを用いたマッチング技術を開発」,   
https://pr.fujitsu.com/jp/news/2017/08/30.html, （2023年3月8日アクセス）.

18） 穴井宏和, 横山和弘『QEの計算アルゴリズムとその応用：数式処理による最適化』（東京： 東京大学
出版会, 2011).

226 CRDS-FY2023-RR-02CRDS 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター

人工知能研究の新潮流2 ～基盤モデル・生成AIのインパクト～

注
目
研
究
開
発
領
域
の

俯
瞰
詳
細

2



19） 九州大学マス・フォア・インダストリ研究所 若手・学生研究-短期共同研究「限量子消去の効率的な
アルゴリズムの構築と産業課題解決への応用」  
https://joint1.imi.kyushu-u.ac.jp/research_chooses/view/2022a005, （2023年3月8日アクセ
ス）.

20） Nisheeth K. Vishnoi, Algorithms for Convex Optimization  (Cambridge： Cambridge 
University Press, 2021)., https://doi.org/10.1017/9781108699211.

21） Yin Tat Lee, Aaron Sidford, and Sam Chiu-Wai Wong, “A Faster Cutting Plane Method and 
its Implications for Combinatorial and Convex Optimization,” in 2015 IEEE 56th Annual 
Symposium on Foundations of Computer Science (FOCS)  (IEEE, 2015), 1049-1065., 
https://doi.org/10.1109/FOCS.2015.68.

22） Samuel Fiorini, et al., “Exponential Lower Bounds for Polytopes in Combinatorial 
Optimization,” Journal of the ACM  62, no. 2 (2015）： 17.,   
https://doi.org/10.1145/2716307.

23） Ken-ichi Kawarabayashi and Mikkel Thorup, “Deterministic Edge Connectivity in Near-
Linear Time,” Journal of the ACM  66, no. 1 (2018）： 4., https://doi.org/10.1145/3274663.

24） Satoru Iwata, Lisa Fleischer, and Satoru Fujishige, “A combinatorial strongly polynomial 
algorithm for minimizing submodular functions,” Journal of the ACM  48, no. 4 (2001）： 
761-777., https://doi.org/10.1145/502090.502096.

CRDS 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 227CRDS-FY2023-RR-02

人工知能研究の新潮流2 ～基盤モデル・生成AIのインパクト～　

注
目
研
究
開
発
領
域
の

俯
瞰
詳
細

2



2.2.3	 AIを支えるコンピューティングアーキテクチャー

	(1）研究開発領域の定義
これまでコンピューターはムーアの法則に支えられ、着実な性能向上を果たしてきたが、そのムーアの法則

に限界が見えてきた。また、AIにおいては、これまでのアプリケーションに対して、計算対象や求められる機
能・性能あるいは計算精度においてもこれまでとは異なる要求が高まってきた。また、AIの応用においては、
IoT、クラウドコンピューティング、エッジコンピューティングなどへの対応が求められている。ここでは、今
後のAIの発展を支えるための、コンピューターの性能向上、計算負荷に応じた構成、用途に応じた構成、新
しい応用の開拓などの技術課題について技術動向を俯瞰し、今後の展開について検討する。

（2）キーワード
インメモリーコンピューティング、メモリーセントリックコンピューティング、データセントリックコンピュー

ティング、ストキャスティックコンピューティング、ニューロモーフィックコンピューティング、アプロキシメイ
トコンピューティング、リザバーコンピューティング、ドメインスペシフィックアーキテクチャー、リコンフィギュ
ラブルコンピューティング、エッジコンピューティング

（3）研究開発領域の概要
［本領域の意義］

1.5年ごとに集積回路のトランジスタ数が2倍になるというムーアの法則に従って、コンピューターは1970
年代から順調にその性能を向上してきた。しかし、2000年代前半からクロック周波数の伸びが鈍化し、集積
率の向上にも陰りが見られるようになってきた。また、消費電力についても限界に近づき、これまでのような
性能向上が困難になってきた。

一方で、AI、特にニューラルネットワークにおいては、膨大なデータを大規模なネットワークで学習する必
要があり、コンピューターの性能向上への要求はますます高くなっている。2010年までは機械学習で必要と
される計算量は2年で2倍の伸びを示していたが、2010年以降は大規模なニューラルネットワークが導入され、
3.4カ月で2倍の計算量を必要とするようになってきている。

AIの技術発展において、コンピューターアーキテクチャーは非常に重要な役割を果たしている。コンピュー
ターアーキテクチャーは、ハードウェアおよびソフトウェアの設計に関わる要素であり、上述のAIシステムの
性能のみならず、効率性、拡張性に対して大きな影響を与える。

まず性能については先に述べたように、AIタスクは通常、大量のデータを処理する必要があり、コンピュー
ターアーキテクチャーの最適化により、高速なデータ処理や複雑な計算を実行する能力の向上が期待できる。
例えば、AIタスクに特化したハードウェアアクセラレーター（GPUやTPUなど）の導入は、高速な行列演
算や並列処理を可能にし、AIモデルのトレーニングや推論の性能を向上させる。

次に、エネルギー効率の向上が期待できる。 AIシステムは大規模な計算資源を必要とするため、エネル
ギー効率性の向上は非常に重要である。コンピューターアーキテクチャーの設計により、省エネルギーなハー
ドウェアや最適化されたアルゴリズムが実現される。これにより、AIシステムの動作に必要なエネルギー消費
を減らし、クラウド基盤やエッジデバイスなどのリソース使用効率を向上させることができる。

さらに、拡張性と柔軟性への対応が挙げられる。 AIの応用範囲は広がり続けており、新たな要件やデータ
の増加に対応するためには、拡張性と柔軟性が必要である。適切なコンピューターアーキテクチャーによって、
スケーラブルなシステムや並列処理のサポート、モジュール性のあるAIの応用が実現される。これにより、
AIシステムの成長に柔軟に対応できるだけでなく、異なるタスクやデータにも適応できるようになる。
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以上のように、コンピューターアーキテクチャーは、AI技術の進化に不可欠な要素である。従来のフォンノ
イマン型を基本とするコンピューティングだけではなく、本研究開発領域で示す、新たな計算方式やプロセッ
サー、クラウドコンピューティング、エッジコンピューティングなどにおいて、高性能・高効率なAIシステム
が実現され、さまざまな領域でのAIの応用が進むことが期待される。

［研究開発の動向］
これまでフォンノイマン型の汎用コンピューティングが主流であったが、それでも特定の用途に向けてはそ

れぞれに適した処理方式の研究開発が行われてきた。1980年代には通信用の信号処理や画像処理専用のプ
ロセッサーが開発され、特定の市場を形成したこともある。また、グラフィックス処理用のGPUは行列の積
和演算に特化していることから、機械学習にも応用され、現在非常に多く使われるようになっている。 

AIの膨大なデータの学習やIoTエッジデバイスにおける極低電力なデータ処理では、計算（プロセッシング）
よりもデータの記憶・移動に要する時間がボトルネックとなる。特に、SRAM、DRAMのみならず磁気メモリー

（MRAM）、抵抗変化型メモリー（ReRAM）、相変化メモリー（PCRAM）、強誘電体FET（FeFET）といっ
た高速な不揮発性メモリーに情報記憶のみならず、情報処理の機能を具備することによって、AIの積和演算
を超並列・超高エネルギー効率で実行することができる。 

この他にも、揺らぎや非厳密性を許容するストキャスティックコンピューティングや生体の情報処理を模倣
したニューロモーフィックコンピューティングなども盛んに研究されるようになっている。  ニューロモーフィッ
クコンピューティングは、1980年代の第2次ニューラルネットブームの際に、網膜神経回路のアナログ集積
回路化で注目を集め、シナプスの動作を精密に模倣する回路の試作などが報告されているが、実用化とは距
離のある研究であったため、単発的な研究にとどまっていた。しかし、近年になり人工知能分野において注目
を浴びるようになり、IBMのTrueNorth、マンチェスター大学のSpiNNaker（Spiking Neural Network 
Architecture）、IntelのLoihiなど機械学習のアクセラレーターとして開発が進められている。 

クラウドコンピューティングにおけるAI関連の動きとしては、機械学習のライフサイクル全体を通したデー
タ管理が挙げられる。これは、Amazon のSageMaker などで支援されており、クラウド環境と連携した統
合的な開発および運用環境として利用されている。特にデータ管理に関してはDB for ML (機械学習のため
のデータベース技術）と呼ばれる技術分野であり、教師データの自動生成、教師データの再利用性向上のた
めのメタデータ管理、教師データの信頼度推定、分散機械学習の最適化、モデル精度と公平性のトレードオ
フに関する研究、モデルのベンチマークなどの研究が取り組まれている。またライフサイクル全体の運用に関
しては開発者のエンジニアリングスキルに委ねられており、自動化が重要課題の一つとして挙げられる。  

IoTにおいては、エッジにおける学習についても研究開発が行われているが、どちらかというとエッジでは
識別器のみを効率よく動かすことが主眼とされることが多い。特に携帯端末におけるAIハードウェア技術で
は、カメラによる撮影画像やメディア再生を高度化、高品質化するのに大きく寄与した。例えばカメラにおい
ては、これまでは高品質な撮像素子の進歩に期待されていた部分が複数の専用撮像素子/LiDARおよびレン
ズにより撮影し、AIハードウェアにより高度に合成する手法（Computational Photography）に変わった
といってもよい。携帯端末におけるAI・機械学習ソフトウェアではこれらのAIハードウェアを開発者に透明に
活用させる仕組みが確立した。 iOSのCoreMLやGoogleのTensorFlowとその携帯端末版である
TensorFlow Liteを内蔵するML KitがmBaaS（mobile Backend as a Service）であるFirebaseの一部
として実装されている。そこでは、モデルサイズを極限まで縮小し、オンデバイスでのスタンドアローン実行が
テキスト、顔、ランドマーク、バーコードといった一般的モデルで実現されている。また、画像・動画のみな
らず音声のリアルタイムでの文字起こしも実現されている。 

(4）注目動向
現在のアーキテクチャー研究の活況は、情報処理性能向上に対する社会的要求に応えるためには今後アー
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キテクチャーで差分を生み出すしかない、という状況を反映したものである。一方、時代の変化により情報処
理の対象ワークロードが変化することで、アーキテクチャーの工夫で性能向上ができる余地が生まれたからで
もある。

［新展開・技術トピックス］
● インメモリーコンピューティング

AIの膨大な学習などを実行する際に超並列で積和演算を実行する計算機として、GPUやCMOSベースの
アクセラレーターが活用されている。しかし、これらのアクセラレーターは膨大な電力を消費するため、導入
コストのみならず電力コスト（空調も含めて）が膨大になっている。通信ネットワークの末端であるエッジに
おいてAIの学習・推論を低電力に実行するインメモリーコンピューティングが注目されている。ニューラルネッ
トワークの重み（パラメーター）をReRAM、MRAM、PCRAM、SRAM、FeFETなどメモリーのコンダク
タンスとして記憶する。入力電圧と重みの乗算の結果はオームの法則によってメモリー素子を通じて流れる電
流として出力される。これらの電流をキルヒホッフの法則に従って加算することで、積和演算を超並列で行う
ことができる。このような非常に単純な素子で積和演算を実行することで、IoTエッジ向けに極低電力動作も
可能となる。

現状のGPUやCMOSアクセラレーターではメモリー、DRAMを3次元に積層したHBM（High 
Bandwidth Memory）を近接に実装することで高速化・低電力化を図っている。近い将来、アクセラレーター
の演算素子と大容量メモリーを一つのチップに混載し、演算素子とメモリーをチップ上で近接に配置する、ニ
アメモリー・コンピューティングが実現すると予想される。インメモリーコンピューティングはその先にある技
術であり、まだ克服すべき問題があるものの、特にIoTエッジデバイスやモバイル端末に向けて、究極の低電
力化および高速化を実現できると期待されている1）。

インメモリーコンピューティングで将来、本質的に解決すべき問題としては、メモリーが大容量化、並列処
理が増えるにつれて、電流センスの問題が顕在化すると予想される。バイポーラトランジスタやNMOS回路
からCMOS回路に遷移したように、電流駆動の回路方式には、おのずと限界があると予想される。 FeFET
を利用した電圧駆動のインメモリーコンピューティングが提案されているが 2）、今後、インメモリーコンピュー
ティングの回路方式の検討が必要と考えられる。

● アプロキシメイトコンピューティング
コンピューターが開発されて以来現在まで、例えば大陸間弾道ミサイルの軌道を計算することにコンピュー

ターが使われているように、計算にエラーが許されず、「正確な計算」を実行することが求められた。データ
を記憶するメモリー、ストレージにも同様に正確さが求められ、微細化などによりメモリーにエラーが生じる
場合には、ECC（誤り訂正符号）を掛けることでエラーを修正した。しかし、集積回路では精度、性能、電力、
コストなどの間にトレードオフがある。このような「正確な答え」を求める従来のコンピューティングに対して、
画像認識、物体認識、音声認識、検索などの統計的機械学習応用では、（ある程度の不正確さ、エラーを許
容して）おおよその答えを求めるアプロキシメイトコンピューティングが注目されている。そもそも、人間が実
際に行う画像や音声の認識も「100%の正確さ」が求められているわけではないので、コンピューターにも
100%の正確さを求めないことも妥当と考えられる。LSIの精度の多少の低下・エラーを許容する（最終的な
アプリケーションレベルでの精度は確保しつつ）ことで、高速化・低電力化を図ることが重要になっている。

インメモリーコンピューティングでは、メモリーのコンダクタンスとしてニューラルネットワークの重みを記
憶するため、メモリー書き込み時の非線形性やばらつき、データ保持中やリード時のディスターブによるコン
ダクタンス変化が（既存のデジタルメモリーでは）問題になりかねない。しかし、AI応用では、数%程度の
メモリーの非線形性、エラー、ばらつきは最終的な認識精度の問題にならないことが示されている3）。
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● ストキャスティックコンピューティング
ストキャスティックコンピューティングとは、アプロキシメイトコンピューティングの一種で、論理回路で確

率的な計算を行うことによって計算結果の正確さと引き換えに計算時間の短縮や低消費電力化を実現する。
概念は1960年代 4）からあり、国内外でニューラルネットワークに適応した研究は多数あるものの、実用化に
までは至っていない。2000年初頭、ベイズの定理の計算に適した回路構成法が見つかり、米国を中心に 
LDPC decodingへの応用が活性化し5）、SSDのBCH置換の動きなどもあったが、超高速化には不向きの
ためその活動は縮小した。演算器を極めて少ない素子で表現できるため、超並列演算が可能になるが、でき
る演算はニューラルネットワーク、LDPC decodingなどに限られる。ロジック素子があれば実現可能で、現
在はCMOSデジタルだけであるが、CMOSに限った技術ではなく、ロジック応用可能なERD（Emerging 
Research Device）も候補に含まれる。ニューラルネットワークなどのAI適用は限定的であったが、近年大
きなブレークスルーがあり、推論のみならず、学習もSGD（Stochastic Gradient Descent, 確率的勾配降
下法）は可能になった6）。課題は、メモリーと界面（通常演算と確率演算のインターフェース）のオーバーヘッ
ドが大きいことである7）が、メモリーについては解決されつつある8）。その他の課題は、適用範囲の探索であ
り、AIだけでなく、結果にある程度揺らぎがあっても問題ないアプロキシメイトコンピューティングの一部な
どが候補になる。

● ニューロモーフィックコンピューティング
脳を抽象化した計算機として捉えるのではなく、可能な限りそのあるがままの姿、構造、機能（の一部）

を模倣して行う計算 9）。広義には、スパイキングニューラルネットワーク10）や後述のリザバーコンピューティ
ングも含まれるが、それらにおいては模倣の度合いは、年々減ってきている。現在のニューロモーフィックコ
ンピューティングと冠する研究開発のほとんどは、アナログシナプスの積和演算と重み保持を行う不揮発クロ
スバーアレイ11）のことを差す。アナログシナプス単体のSTDP（Spike-Timing-Dependent Plasticity、ス
パイクタイミング依存可塑性）特性を模する研究 12）も多いが、同じことは現行AIでもできてしまうため、そ
れが役に立つ有効な応用先はまだ見つかっていない。脳神経系がスパイクを採用しているのは、ノイズ経路に
おけるS/N確保のため「だけ」かもしれないという意識が共有されつつある。タイミングが重要な事例（STDP
など）も多数あるが、スパイクタイミングを有効利用できる「計算方法」そのものは、ニッチなもの（運動制
御 13）、音声分離 14）など）を除いて、見つかっていない。2013年頃までは生物の揺らぎの利用法に学び、
半導体の揺らぎを味方に付けるような計算法がITRS 201315）においてまとめられたが、その後実用化への
発展の兆しはない。不揮発クロスバーアレイ関係の研究ではなく、本来の意味でのニューロモーフィックコン
ピューティングを追求しているのは、スイス（ETH）、米国（Stanford）、日本（東大・北大）、フランスが
主である。後述するリザバーコンピューティングや、近年のAIにおける宝くじ仮説 16）は、本来のニューロモー
フィックコンピューティングの思想に親和性がある。

●リザバーコンピューティング
RNN（Recurrent Neural Network）の代替技術である。ネットワークが一層であるため、学習が軽いと

いう特徴がある。物理的に存在するもの（材料）を計算媒体として使えるため、材料・デバイス分野でアナロ
グ素子として使えるか探索研究が進んでいる17）。リザバーは、Echo State Property (ESP）と呼ばれる性
質 18）、つまり入力の伝達と非線形作用、入力の忘却、および入出力の再現性を持つものであれば、ある意味
なんでもよい。光 17）、スピン17）、軟体（生体やゴムのような柔らかいもの）、分子 18）、アナログ回路 19）・デ
バイス20）、デジタル（FPGA21））などが使われる。リザバーはセンサーを兼ねてもよい。例えば、自動車の
タイヤは一種のひずみセンサーであり、地面の凹凸などの外力が入力として与えられたことによりタイヤにひ
ずみが発生するとそれが全体に伝わり（入力の伝達と非線形作用）、外力がなくなればひずみもなくなる（入
力の忘却）。その再現性が良い場合、タイヤ自体がリザバー兼センサーとして機能する22）。一方で、リザバー
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の学習器としての専用ハードウェアやアクセラレーターの研究はさほど進んでいない（FPGA実装のみ23））。
応用は、学習・推論が軽いため、主にエッジでの異常検知、時系列予測、分類タスクが主。アナログCMOS
リザバー、または性能はあまり出ないがデジタル（FPGA）リザバーが実用化に一番近いため、その応用が
注目されている。課題は、現在はヒューリスティックに頼っているリザバーの最適設計法の確立、および現行
の学習方法 17）である線形・リッジ回帰（バッチ）学習、オンラインFORCE (First-Order Reduced and 
Controlled Error）学習などを超える学習方法の確立である。国際的には、オランダ・米国はデバイス・応
用色が強く、日本は化学・材料関係の研究者が多く、理論が強い。

● 深層ニューラルネット（DNN）アクセラレーター
深層ニューラルネット（DNN）が画像分類精度で従来手法を大きく超えることが2011年に報告され、本

技術は一躍脚光を浴びることとなった。その成功の鍵となった学習手法は1980年代に提唱されたバックプロ
パゲーション（BP）技術であるが、大規模学習データ、高性能計算機、さまざまなBP改善手法（いわゆるディー
プラーニング/深層学習技術）等が相まって急速に技術発展し、今や多様な応用分野（画像・音声認識、自
動翻訳、自動運転など）でDNN活用が広がっている。また、DNNの学習・推論処理の加速、低電力化を
目指して多くのDNN処理エンジンが提案され（Google社TPU24）、MIT Eyeriss25）など）、新しい情報処
理アーキテクチャー技術として大きな注目を集めてきており、ドメインスペシフィックアーキテクチャーの代表
的な存在であると言える。2020年には、学習の高速化をターゲットにしたGoogle社のTPUv2、v3の技術
内容が公開された26）。技術的な新しさはさほどないが、学習環境やDNNのモデル開発を中心的にドライブ
している立場を利用し、トータルな解を提供している点で大きな強みを見せている。膨大な並列性を有すると
いう点でGPUコンピューティングがまずその中心的アーキテクチャーとなり（特に学習処理）、エッジ側での
推論処理を対象として、組み込み機器（特に画像処理）の積和演算アクセラレーターとして発展してきた
DSPベースのアプローチも提案されている。また、構造型の情報処理であるという特徴に注目して、データフ
ローマシンをベースとしたものや27）、FPGAコンピューティング 28）、リコンフィギュラブルコンピューティン
グ 29）など、さまざまなアプローチがしのぎを削っている状況である。国内では、東京工業大学がFPGAコン
ピューティング 30）、北海道大学（発表当時：2019年より東京工業大学）がリコンフィギュラブルコンピューティ
ング 31）ベースの研究を活発に進めている。また、産業界ではルネサスエレクトロニクス社が動的再構成プロ
セッサーをDNN処理の差別化エンジンとする技術やマイコンの製品ラインを発表し32）,33）、注目を浴びている。
また、プリファードネットワークス社が、国内で開発されてきた並列処理マシンのアーキテクチャーの系統を
継ぐDNNの深層学習（ディープラーニング）アクセラレーターチップを発表し、これを搭載したスーパーコン
ピューターMN-3がGreen500で1位となるなど大きな注目を集めている34）。

このように深層ニューラルネット（DNN）技術の爆発的進展が続いている中、より大きなDNNモデルの
方がより高い汎化性能、すなわち未学習のデータに対して正しく予測できる能力を持つことが分かり、過剰な
パラメーターは忌避すべしという従来の機械学習の基本的理解（オッカムの剃刀）に反する新発見として大き
な話題になっている。この「DNNのスケーリング則」の発見を理解する鍵とされているのが宝くじ理論、す
なわちDNN学習を母体DNNに無数に存在する部分ネットワーク群の中から「良い部分ネットワーク（NW）
=宝くじ」を削り出すプロセスであると位置付ける理論である。この理論では、NW接続とその重みパラメー
ターが増えるほど部分NWの数が組み合わせ爆発的に増えていくため、その中に存在する宝くじの数は増える
ことが示唆される。この宝くじ理論に基づく推論チップが2022年に東京工業大学から発表された35）。これは、
宝くじ理論では乱数初期化された重みパラメーターをそのまま使えることに着目し、重みの乱数生成により推
論実行時のメモリーアクセスを大幅に削減して電力効率を向上するものであった。このように、DNN理論の
爆発的な進展は続いており、その進展をうまくコンピューティング手法の革新に転換したアーキテクチャーの
研究は今後も活性化すると予想される。
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● ハイパーディメンジョナルコンピューティング
一方、DNNの学習処理の重たさや推論時に入力摂動に弱い、すなわちだまされやすいという課題を解決し

得る別の機械学習アプローチとして、1980年代に提案された超高次元（ハイパーディメンジョナル）コンピュー
ティング（HDC）も注目されている。大脳の中で各種情報が超高次元のベクトルで分散表現・想起されてい
るとの仮説から模擬して、学習や推論の対象データを超高次元のハイパーベクトル（HV）にランダム写像し、
そのベクトル間の演算により分類・推論等を行う仕組みである。典型的にはHVの各要素は{1, 0}のバイナ
リ変数で表される。高次元になればなるほどランダムなHV同士はほぼ必ず直交することを利用して、要素毎
多数決でビット融合、すなわち判定を行う簡便な学習とHV間のハミング距離の近傍探索に基づくロバストな
推論とを実現している。注目ポイントは、その軽量性・超並列性を活かし、HV記憶機構の中（もしくは近傍）
でHVを並列処理するイン（ニア）メモリーコンピューティングによる実現である。 HDCについては、
Stanford大学が15年に米国Rebooting Computingムーブメントの中で発表したN3XT構想 36）の中でカー
ボンナノチューブベース3次元集積システムの計算モデルとして再発見された印象である。ただ、機械学習モ
デルとしては精度に改善の余地があり、インメモリー計算ハードウェアを志向する上で「使える計算モデル」
としてのみ利用されてきた感が強い。今後の別視点での発展が期待される。

● ニューロモーフィックハードウェア
DNNの興隆の影響を受けて、集積回路の上で生体神経回路網の動作をできる限り精密に模擬しようとす

るニューロモーフィックハードウェア分野も活性化している（DNNアクセラレーターと混同される場合が多い
が、区別して理解する必要がある）。生体模倣の目的については慎重に考える必要がある（例えば鳥を忠実に
模倣しても飛行機は実現できない）が、脳がDNNより桁違いに（一説に104 倍）エネルギー効率が良い理
由を探求し、その本質を新しい時代のアーキテクチャーとして昇華していく方向の研究ならば工学的な意義も
持ち得る。この分野では、IBM社のTrueNorth37）や、清華大学のTianji38）、Intel社のLoihi39）などが知
られている。これらはデジタル回路を採用しているが、不揮発性メモリーを用いたアナログ回路アプローチも、
特に新規デバイスの出口戦略的な位置付けで、活発に研究されている。

● AIインフラストラクチャー
インターネット広告やネット通販などのために構築されてきたデータセンターが、そのサービス規模の拡大

とともに大規模化し、クラウドコンピューティングという考えのもとにさまざまなビジネスからコンシューマー
向けのサービスにも用いられるようになった。一方、AIにおいてはその計算量やデータ量が増加の一路をた
どり、もはや普通の規模の組織では対応しきれなくなりつつある。そこでAIも大規模データセンターを用いて
開発するようになってきた。ただし、これまでのクラウドコンピューティングとは違い、（1）通常の事務処理
的な計算ではなく、大規模な数値計算を高速に実行する計算能力が必要、（2）学習のためには膨大なデー
タが必要であり、そのデータを効率的に蓄積、検索するためのストレージ能力が必要になる。さらに、モデル
やデータの拡大に対応するためのスケーラビリティー、モデルやデータの改版に伴うバージョン管理や実サー
ビスへのデプロイメント、プライバシーに関わるデータを扱うこともあるので厳重なセキュリティーとプライバ
シー保護の仕組みなども要求される。

わが国においては、産業技術総合研究所がAI橋渡しクラウド（AI Bridging Cloud Infrastructure、
ABCI）を構築し運用している。世界でも有数の計算処理・データ処理能力を備えたAI開発用のインフラス
トラクチャーとして産学共同のAI開発に利用されている。

米国においても、GoogleやAmazon、MicrosoftなどのいわゆるBig Tech企業がそれぞれ強力なAI開
発環境としてのAIインフラストラクチャーを持ち、独自の研究開発を活発に行っている。米国議会がNSFと
OSTPに指示を出して、2023年1月には、米国政府の国家AI研究リソース（NAIRR）タスクフォースの最
終報告書がまとめられた。6年間26億ドルの予算で、米国の研究者・教育者・学生が利用できる計算能力・
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データ等のリソース構築を提言している。Big Tech企業がそれぞれ自前のAIインフラストラクチャーを有して
いるのに、それに対してさらに多くの研究者が利用できるAIインフラストラクチャーを国として準備することで、
AI技術開発の民主化を進めようとしている。

● 機械学習のライフサイクル全体を通したデータ管理
DB for ML（機械学習のためのデータベース技術）を含む大規模機械学習に関する技術分野であり、重要

な研究課題として1）省電力化とモデル精度のトレードオフに関する研究、2）公平性とモデル精度のトレー
ドオフに関する研究、3）データの増加や更新に伴うモデルの差分更新、4）データおよびベンチマーク公開
が挙げられる。1）と2）に関しては公平性・説明責任などに関する国際会議FAccT 2021で発表され注目
を集めた内容であり40）、3）と4）に関しては、例えば機械学習に関する国際会議NeurIPSでは2021年か
らDatasets and Benchmarksに関する論文トラックが新設されている。

● エッジコンピューティング
スマートなエッジコンピューティング分野の特徴は、プレーヤーの多様化である。もともとは、シスコがフォ

グコンピューティングを2012年に提唱 41）したように、IT企業がフォグ/エッジコンピューティングを主導し
てきた。これに対して、昨今は、通信事業者や製造業などからフォグ/エッジコンピューティングに参入する
プレーヤーが増えてきている。通信事業者ではMobile Edge Computing（MEC）、製造業においてはGE
のIndustrial IoT Consortium42）、ファナックのField System、三菱電機のEdge Crossなどの活動がある。
また、一方でフォグコンピューティングの研究開発をうたうものは見られなくなっている。これは、エッジとク
ラウドの中間である「フォグ」を担う事業者の欠如が原因だと考えられる。

このような流れの中で求められるものは、多種多様なアプリケーションの要件を理解することに加えて、こ
れらの要件を抽象化してスマートエッジコンピューティングの設計につなげていくことである。現在は、個別
のアプリケーションに特化したスマートエッジコンピューティングにとどまっている。特化型スマートエッジコ
ンピューティングの開発を通して要件を一つ一つ積み重ねていきながら、抽象化につなげ、汎用的なスマート
エッジコンピューティング基盤の構築につなげていくことが望まれる。

また、IoTデータを単一システム内、あるいは、複数のシステム間をまたいで流通させるためのメタデータ
の記述や流通プロトコルが重要である。インターネットがTCP/IPによって発展したようにIoTシステムのさら
なる発展には、汎用的な流通プロトコル（MQTT、CoAP、HTTP REST、SOX、SPAQL）の確立が重要
な課題である。

［注目すべき国内外のプロジェクト］
● 日本

2018年度から文科省の戦略目標「Society5.0を支える革新的コンピューティング技術の創出」をもとに
JSTにおいてCREST、さきがけ研究領域が立ち上がり、これと並行して経産省-NEDOでも「高効率・高速
処理を可能とするAIチップ・次世代コンピューティングの技術開発」事業が立ち上がった。投資規模で米中
にはるかに劣ることは明白であり、日本が蓄積してきた技術的強みや産業界でのポジショニングを明確に意識
した、勝てるシナリオ作りとそれに沿った研究開発戦略が求められるところである。

AI応用などに向けた新しいコンピューティングの国家プロジェクトとして、2020年度からJST CREST「情
報担体を活用した集積デバイス・システム」、JSTさきがけ「情報担体とその集積のための材料・デバイス・
システム」、NEDO「高効率・高速処理を可能とするAIチップ・次世代コンピューティングの技術開発事業」
が実施されている。しかし、これらのプロジェクトも2027年には終了することになっている。上記の大きな問
題を解決するために十分な政府研究開発投資が行われているとは言いがたく、より一層の強化が必要である。

本村らは、科研費基盤研究S, 2018-2022年度「知能コンピューティングを加速する自己学習型・革新的
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アーキテクチャ基盤技術の創出」43）において、DNNアーキテクチャー、DNNの画像処理応用、リザバー計算、
確率的コンピューティングに関する研究を進めている。

松本らは、「マテリアル知能による革新的知覚演算システムの構築プロジェクト」44）において、物質・材料
に内在する神経型演算機能を原子・分子論から明らかにして 「マテリアル知能」と呼べる新しい分野横断的
学術領域を創出するとともに、ロボットなどへの実装を目指している。

ニューロモーフィックコンピューティングにより、省電力化や処理速度の向上を実現しようと、「未来共生社
会にむけたニューロモルフィックダイナミクスのポテンシャルの解明」45）においては、神経生理学的な知見、
工学的な応用を可能にするモデル化の理論研究、実装のためのハードウェアアキテクチャーを中心とするデバ
イス研究を進めようとしている。

エッジコンピューティングとしては、ZEB（Zero Energy Building）の取り組みの中でも、IT/IoT/AI技
術を活用して実証環境を自社内に建築している三菱電機のZEB関連技術実証棟「SUSTIE」46）では省エネ性
に優れた居住・執務空間の実現が期待される。

また、CES2020で発表されたWoven City構想では、超スマートシティーとしての工場・モビリティーにと
どまらず、観光、健康、医療、農林業といった広範な分野での貢献が期待されている。

● 米国
昨今の機械学習の開発環境はワークフロー全体を支援するツール群から構成されており、ワークフローの

ステップごとに研究開発が取り組まれている。データクリーニングに関しては、人手でアノテーションされたラ
ベルあるいは自動生成された弱ラベルに関するエラーを発見するための確率モデルを学習するFixy47）が提案
されている。 Appleにおいては、商業化の目的のため知識グラフを用いたモデル学習の高スケールな更新に
関する研 究 開 発を行っている48）。デ ータの公 平 性や責 任に関しては、ニューヨーク大の「Da t a , 
Responsibly」プロジェクト49）において、教師データの多様性を保持する学習方法、モデルが得られた背
景にある教師データおよびデータ処理方法を判断できる仕組み、データの公平性と保護に関して研究を進め
ている。

これまでコンピューティングの性能向上を支えてきたムーアの法則の終焉を迎え、コンピューティングを根
底からすべて考え直そうという動きがIEEEのRebooting Computing Initiativeである。材料、デバイス、
システム、アーキテクチャー、言語など多くの領域の専門家が集い、コンピューティングの将来を模索している。
2016年からは国際会議を開催し、さまざまなコンピューティングに関する議論が行われており、そこでは特
に異分野間の交流が推奨されている。これに呼応する形でDARPAが各種のコンピューティングプラット
フォームに関するプロジェクトを年々増やし始め、2018年にはこれをまとめる形で電子技術の復権を目指す
ERI（Electrics Resurgence Initiative）を立ち上げ 50）、これから数年間で1600億円もの研究費をつぎ込
むと報道されている。対象は、前述のドメインスペシフィックアーキテクチャーの各分野やそのLSI設計手法、
テストシステム実証を中心として、それ以外にも新規半導体デバイスや3次元実装技術のシステム応用を含ん
でいる。

また、UC Berkeley発のイノベーションとして、ピュアなプロセッサーアーキテクチャーの世界で、オープ
ンなプロセッサープラットフォームを標榜するRISC-Vアーキテクチャーが急速に求心力を高めていることも注
目に値する。アーキテクチャーに新規性があるのではなく、寡占の度を強めるデファクトプロプライエタリIP
であるARMアーキテクチャーに対するアンチテーゼとして、オープンソースIPであることが最大の特徴であり、
UC Berkeley発であるという正統性を強みにMakersムーブメントの上げ潮に乗ることに成功したように見え
る51）。 AI系ハードウェアのアクセラレーターを構成する際にもシステム全体の管理を行うプロセッサーは必
須部品であり、ここにARMではなくRISC-Vを選択するプロジェクトが急速に増えている。2022年段階では、
RISC-Vエコシステムの成熟化に伴い、IoT向けからデータセンター向けチップまで、RISC-V搭載をうたうチッ
プの数が急激に増えてきている。同プロセッサーコアをライセンスする米国SiFive社によれば、2020年から
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年率73.6%で伸び、2025年には600億個を増えるという52）。例えばデータセンター向けAIアクセラレーター
チップの1000並列プロセッサーコアとしてRISC-Vを採用する事例 53）なども増えてきており、今後AI処理向
けCPUコアとしてARMと並んでRISC-Vが大きな位置を占める可能性も出てきた。

● 欧州
欧州においてはHORIZON2020において、Advanced Computingというトピックを設定し、2014年か

ら研究提案を募集し、現在までに30以上のプログラムが実施された。低電力プロセッサー、フォグコンピュー
ティング、ディープラーニングの学習アルゴリズムなど多岐にわたる研究が推進されている。2015年から
2017年の間に開始されたプロジェクトへの投資金額は総額1億5000万ユーロに達する。2021年から開始
されたHorizon Europeにおいても、Digital and Industryというクラスタの中にAdvanced Computing 
and Big Dataという領域を設け、ハイパフォーマンスコンピューティング、ビッグデータおよびICTにおける
低炭素化などに関する研究開発が行われている。

欧州は、Human Brainプロジェクト等、ニューロモーフィック系のプロジェクトが歴史的に盛んに進めら
れてきており、相対的には現在のアーキテクチャー革新の動静からは少し距離を置いたポジションに見える。
英国に位置するARM社は米中からの遅れに危機感を感じてこの分野のR&Dに力を入れ始めている。イスラ
エルでは、画像処理・信号処理技術の強みを活かして、小規模ながらスタートアップ企業が蓄積し始めている。

● 中国
中国では、中国政府や有力都市の行政府が、大規模な人工知能ハードウェアプロジェクトを始めている。

その予算は年間1000億円以上といわれ、米国以上の規模を誇る。清華大学にはAI/ニューロモーフィック分
野のハードウェア研究センターが設立され、北京市内の狭いエリアに隣接する清華大学、北京大学、中国科
学院の関係者がキャンパス周辺にスタートアップ企業を次々に立ち上げる生態系が形成されている（一説には
中国では現在30を超えるAIハードウェア系スタートアップがあるとのこと）。北京では国策によってこれらの
動きが推進されている状況であるが、上海・深圳圳でもHuawei社やBaidu社が中心となって、北京と同規模
の民間ムーブメントが起きている模様である。このようなAI分野における中国の活況が、2020年になってか
らの米中の政治的軋轢の一つの原因だという指摘もあるが、AI分野をリードせんとする中国の勢いにブレー
キがかかることになるのかどうか、現時点では先行き不透明の状況である。

（5）科学技術的課題
インメモリーコンピューティングはAIの学習・推論を低電力に実行することができるため、この研究を強力

に推進することが必要である。鍵となるのはメモリー素子だが、メモリー素子の能力を最大限に発揮させるた
めには、メモリーハードウェアの研究開発だけでは不十分であり、機械学習アルゴリズム・機械学習のネット
ワークのインメモリーコンピューティングへのマッピングなど全体最適化したコンピューティング技術の研究開
発が必須であり、上記のように世界中で、ハード技術者・研究者のみならずソフト技術者・研究者も精力的
に研究を行っている。ハード・ソフトの統合は一つの企業、単独の研究機関・大学では行うことは難しく、分
野のレイヤーをまたいだ複数の産学の連携が必要になる。

ストキャスティックコンピューティングにおいては、現行の類似研究・技術（揺らぎや非厳密性を許容、ま
たは活かすコンピューティング技術）は、まだ特定の計算問題に特化したものであり、それらを俯瞰し、非厳
密計算を厳密解に定量的に近づける理論構築とその実証が必要である。

従来のニューロモーフィックコンピューティングの基本コンセプトは、脳の「構造」に学んで構成した人工
物への機能付与であった。脳の構造は、その構成要素（主に神経膜などの生物（なまもの））由来であると
も考えられ（だからスパイクで情報が表現される）、もし構成要素が別物（例えば固体）であったとするならば、
全く違う構成になることが予測される。そのため、脳の構造を模倣するのではなく、「基本機能」を模倣する
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新たなニューロモーフィックコンピューティングのアプローチが出てきている（まだ組織的には行われていな
い）。脳の基本機能は予測誤差の能動的最小化であり、その統一原理（自由エネルギー原理）に関する研究
が神経科学分野においてホットである。その自由エネルギー関数を物質（または回路）のエネルギー関数と
対応付ける設計ができれば、脳の基本機能を模する物質（または回路）ができる。ただし、自由エネルギー
原理は多くの研究者（特に回路系、材料デバイス系）にとって難解なものであり、今のところ自由エネルギー
原理と物質（回路）をつなげる研究の流れはできていない。このような流れを作ることが課題である。

リザバーコンピューティングにおいては、今後の課題として、リザバーの最適設計法の確立、学習則の新規
開拓が必要となる。その実装や工学的応用に関する研究自体は今後も自然に進んでゆくと考えられるが、そ
れ以外のアプローチが極めて少ないことが問題である。ところで、脳の一部はリザバーとして機能している可
能性がある。その部分を人工リザバーで置き替えて（脳に人工リザバーを埋め込んで）、推論や予測能力を向
上させるための環境構築が進んでいる。この場合、この人工リザバーを使って学習するのは脳であり、上述の
人為的な学習則の開拓は不要となる。そのためのBCI（Brain-Computer Interface）技術の研究開発を推
進することが必要である。

機械学習のライフサイクル全体を通したデータ管理においては、1）省電力化とモデル精度のトレードオフ
に関する研究、2）公平性とモデル精度のトレードオフに関する研究は今後も非常に重要な研究課題と考えら
れる。特に自然言語処理で利用されている言語モデルは精度を追求するあまり、2019年のBERTから2021
年のSwitch-Cのたった2年間でパラメーター数が1万倍に増大しており、実際のサービスへの導入に当たっ
ては電力消費などの問題と合わせてシステム設計が必要である。一方、機械学習による推論結果がブラック
ボックス化されたシステム内で利用されると、適正な利用や適正な学習が阻害され、結果として人事採用シス
テムなどにおいてバイアスのかかった採用判断が生じる事例などが報告されている。ブラックボックス化を避
けるためのAI活用原則に関しては、総務省よりAI利活用原則案 54）として報告されている。学習に関するこ
の種の不適切な問題を回避するために、教師データの来歴管理と学習したモデルの構成管理（どの教師デー
タを、どの学習モデルによって、どのようなハイパーパラメーター設定でモデル学習を実施したか）が必要で
ある。

ビッグデータを処理する観点あるいはデータ管理の側面から機械学習を捉えた場合、モデルの再利用の促
進が大きな課題になると考えられる。ベンチマークデータとしての教師データはアーカイブなどで共有が進ん
でいるが、学習モデルの共有およびモデルをアンサンブルして統合的に再利用する取り組みが重要な課題であ
ると考えられる。具体的には、共有化された膨大な学習モデル集合の中から適用先に適した学習モデルを選
別するモデル検索技術、検索した学習モデルを転用するための転移学習の技術、転移学習後の再学習におい
て破壊的忘却を避ける技術などが重要な課題であると考えられる。

エッジコンピューティングは、利用できる計算機資源が時々刻々変化する環境であり、フォグ、クラウドとな
るに従い、資源の可用性は安定してくる。その度合いに適応して稼働するために、フォールトトレーランスの
実現に必要となる動的スケジューリングやプロセス・コンテナのマイグレーションが必要となる。現在、そこ
までのソフトウェア環境をエッジに装備することはできていないが、いずれ高速で移動するインテリジェント
カーを計算機資源として活用するための開発が必要となる。

エッジコンピューティングの進展は、エッジで利用できるデバイスの発展がいくらあっても、何らかのフォグ、
もしくはクラウドでの処理との連携が必要である。特に、現在のAI技術に代表される機械学習・深層学習の
学習フェーズはクラウドでの処理が必須となる。大量の計算資源を必要とする学習フェーズでは、分散化をい
かに効率よく実現するか、さらには多くの生のデータが含む個人情報をどのように保護するかが課題となって
いる。連合学習（Federated Learning）やPrivacy-Preserved Learningでは分散化や暗号化、多段の特徴
量生成などが試されているが、データの完全性が欠如するため学習効率とのトレードオフが問題とされている。
またフォグおよびクラウドでは複数かつ異種の事業者によりデータをマッチングさせたサービスの展開が期待
されており、それらをセキュアに実現するための秘密計算技術や連合学習技術についてもさらなる研究開発が
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必要となる。
一方、識別処理に関しては、何をどの精度で識別するかが、ベースとするモデルで処理性能（メモリーサイ

ズや処理時間）に影響が出るので、エッジで単体のオールマイティーの能力を有する識別器を用意するのは
現実的ではない。そこで、識別対象を限定した識別器をエッジにおいて同時に複数でハイブリッドに活用する
AI技術の「センサーフュージョン」の実現が期待されている。

（6）その他の課題
ハード・ソフトを統合・全体最適化したコンピューティング技術の研究開発では、分野のレイヤーをまたい

だ複数の産学の連携が必要になる。ハードが強い日本を活かすことができる将来有望な分野と考えられる。
アーキテクチャー革新の好機との認識に立つ海外の著名計算機アーキテクチャー研究者は、データと研究

資金を持つGoogle、NVIDIA、FacebookなどのAIプラットフォーマー企業を足場に次世代アーキテクチャー
の研究を進めている。また、米国・中国は、AIハードウェアに1000億円規模の国家予算の投資を始めており、
そのような企業群に比べて国家投資余力を持たない日本の立ち遅れは大きい。コンピューター産業競争力低
下の影響を受けてアーキテクチャー研究分野から人材が流出してきた国内ではアーキテクチャー人材が払底し
ており、学生にも不人気な時期が長く続いていた。長らくアーキテクチャー研究を主導してきた米国では、
アーキテクチャーを含むコンピューター科学の分野は継続的に人気先行であり、例えばMITのアーキテク
チャー講義では、大型教室に学生が入りきらない状況になっている。一方、半導体とコンピューター技術振
興を国策に掲げる中国では最優秀の学生層がこの分野に集中している。人材や次世代教育の点でも彼我の差
は非常に大きい。

このような状況で日本が取るべきアプローチは、まずキャッチアップしなければならない状況を正しく反省
することを出発点に、短中期的には過去の技術蓄積を再度掘り起こしながら尖ったアイデアの創出をプロモー
ションする戦略が重要である。また、長期戦略的にはコンピューティングアーキテクチャー分野の若手世代の
育成を目立った形で始めることだと考える。後者に関して、中国がいかに若手世代を育成し技術をキャッチ
アップしてきたかを正しく理解することは、重要な一手ではないだろうか。

先に述べたように、米国は「国家AI研究リソース」構想を打ち上げ、AI技術開発の裾野を広げようとして
いる。中国や英国、さらにカナダなどでもAI研究拠点の創設などに国としての投資が行われようとしている。
わが国においても、それぞれの企業や研究所が自前でAIインフラストラクチャーを構築するだけではなく、国
として共同利用の大規模クラウドコンピューティング施設の継続的整備・強化を行うべきである。計算能力の
拡張、高速なデータ処理と共有、リソースの効率的な活用、産学連携と知識共有、費用削減などさまざまな
恩恵を多様な研究開発者に提供することによって、さらなるAI技術の発展が期待できる。

また、クラウドコンピューティングは電力コストが小さい場所での運用コスト効率が良いため、日本のよう
にインフラに関するコストが大きい環境では不利な面があった。近年、5Gやハードウェアの小型化によるエッ
ジコンピューティングが普及しつつあり、サービスが利用される現場でのコンピューティングが競争力を持つ
状況に変化しつつある。このような観点から、世界のクラウドと日本の通信・エッジコンピューティングをハ
イブリッドに組み合わせたコンピューティング技術を日本の主たる企業が参画して研究開発を共同で進められ
る施策が重要になると考えられる。

アーキテクチャー設計は技術開発項目に含まれることになるが、学術的成果として認められづらいこともあ
り、なかなかアーキテクチャー議論にリソースを割くことができない状況になっている。そのため、研究開発
プロジェクトにおいては、意識的にアーキテクチャー議論を推進する仕組みがあることが望ましい。抽象化し
て議論する場を提供することが、わが国のアーキテクチャー人材の育成にもつながる。
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2.2.4	 社会におけるトラスト

（1)	研究開発領域の定義
トラスト（信頼）を「相手が期待を裏切らないと思える状態」と定義する1）。トラストは、情報科学分野だ

けでなく、心理学・社会学・政治学・哲学などの人文・社会科学分野も含め、幅広い分野で研究されており、
その定義もさまざまだが 2）, 3）、それらに共通したトラストの性質として次の4点が挙げられている4）。上記の
定義はこれらの性質を踏まえたものである。

● トラストする側とトラストされる側という2者間の関係である。
● トラストは危険な状況や不確実な状況に存在する。
● トラストはリスクを取る行動につながる。
● トラストは非常に主観的な問題で、個人と環境の状況・文脈の影響を受ける。
● トラストするか否かは最終的に各人の主観的な判断になるが、その判断に関わる「社会的よりどころ」

を与え、人々がそれを活用して判断できるようにすることで、トラスト関係が社会に広がる。その際、セキュ
リティー・トラスト区分の他の研究開発領域で取り上げられているさまざまな要素技術が活用されるが、個々
の技術内容は各研究開発領域にて記載されるので、本研究開発領域では、それらが社会に受容され、デジタ
ル社会におけるトラスト形成の仕組みとして、うまく機能するようにするための研究開発を中心に記載する。

（2)	キーワード
トラスト、信頼、安心、リスク、対象真正性、内容真実性、振る舞い予想・対応可能性、デジタル社会、

制度設計、社会受容、総合知

（3)	研究開発領域の概要
［本領域の意義］

冒頭で述べたように、トラストは相手が期待を裏切らないと思える状態である。リスクがあるとしても、相
手をトラストできると、安心して迅速に行動・意思決定ができる。トラストは協力や取引のコストを減らし
てくれる効果があり、人々の活動を拡大し、ビジネスを発展させ、ビジネスの生き死にを左右する要因に
もなる 5）, 6）, 7）, 8）。

しかし、デジタル化の進展につれて、バーチャルな空間にも人間関係が広がり、複雑な技術を用いたシステ
ムへの依存が高まり、だます技術も高度化してしまった。その結果、デジタル社会と言われる今日において、
顔が見える人間関係や人々の間のルールに支えられた「旧来のトラスト」だけではカバーされないケースが拡
大し、社会におけるトラストの働きがほころんできている。この問題は、自動運転車、AIエージェント、コミュ
ニケーションロボット、メタバースなどの新技術・新サービスの社会受容を左右し、フェイク・偽装・なりす
ましなどによる詐欺・犯罪の懸念を高める。

本領域が目指すのは、デジタル社会におけるトラスト形成の仕組み作りによって、不信・警戒を過度に持つ
ことなく幅広い協力・取引・人間関係を作ることができ、デジタル化によるさまざまな可能性・恩恵がより広
がるような社会である（図2-2-1）。
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図2-2-1 　 デジタル社会におけるトラストの問題意識と目指す姿

［研究開発の動向］
❶トラスト研究の系譜

トラストは社会秩序、人間関係、ビジネス上の取引など、さまざまな形で社会における重要な役割・効
果を果たしていることから、トラストに関わる研究開発も、幅広い分野でさまざまな取り組みが進められて
きた2）, 3）。

まず、人文・社会科学分野におけるトラスト研究として、古くは17・18世紀頃から哲学・社会学の分野
で社会秩序問題という面から捉えた研究の流れがある。20世紀半ば頃には、心理学の立場から「囚人の
ジレンマ」問題を含む社会集団内の紛争解決要因としてトラストを位置付けた研究が進んだ。その後、
1980年頃以降は、トラストがさまざまな役割の中で捉えられるようになってきた。 Niklas Luhmann（ニ
クラス・ルーマン）がトラストの役割を「社会的複雑さの縮減」と位置付けたのは有名である。また、
Robert Putnam（ロバート・パットナム）やFrancis Fukuyama（フランシス・フクヤマ）はトラストを
社会関係資本（Social Capital）として位置付けている。Anthony Giddens（アンソニー・ギデンズ）の
リスク社会論や、近年のBruno Latour（ブリュノ・ラトゥール）らによるアクターネットワーク理論との関
係も深い。国内では、社会心理学の立場から、認知バイアスとしての安心と信頼（トラスト）を対比して論
じた山岸俊男の研究が知られている。人文・社会科学分野では、これまで人と人の間のトラストに関する
研究が主だったが、近年は、情報ソースとトラスト、コンピューターエージェントとトラスト、トラストと非
言語行動、トラストと社会認知など、社会心理学におけるトラスト研究の対象や尺度が拡大してきている。

次に、情報科学分野では、「トラスト」という言葉を使った研究開発が始まったのは1990年代以降である。
情報科学技術分野でのトラストと言ったとき、セキュリティーやプライバシーの研究に関わる取り組みが一
つ大きな流れになっている。デジタルトラスト、トラストサービスといった取り組みは、デジタルアイデンティ
ティーや認証基盤などの仕組みをベースに個人・組織などが本人・本物であることを保証しようとするもの
である。また、その下位のコンピューティング層では、CPUなどのデバイスが正しく動作することを保証し
ようというDevice Integrityの取り組みがある。これらは、コンピューターとネットワークを用いたさまざ
まなデジタルサービスにおけるトラストを支える基盤技術となっている。そこに関わる新しいパラダイム、特
に改ざんや盗聴を防止するための新技術として、近年、ブロックチェーン技術や量子暗号（量子鍵配送）
技術も注目されている。一方、アプリケーション層では、電子商取引、災害時コミュニケーションなどにお
いて、トラストの感情面を考慮した取り組みがある。また、AIやロボットと人間との間のトラスト関係が、
近年注目されるトピックとなっている。

さらに、トラスト研究の一面として、科学技術のリスク面に目を向けた取り組みがある。 ITシステムのリ
スクに関する考え方として、1980～1990年代はコンピューター安全という面からハードウェアや基盤ソフ
トウェアの信頼性が着目された。2000年代になると、それにアプリケーションまで含めた信頼性・安全性
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を考えるようになり、ソフトウェアディペンダビリティーという見方がされるようになった。さらに近年は、
AIやCPS（Cyber-Physical Systems）のTrustworthinessとして、信頼性・安全性に加えて、回復性・
プライバシー・セキュリティーなども併せて論じられるようになった。

一方、1975年のアシロマ会議に始まり、科学技術のELSI（Ethical, Legal and Social Issues：倫理的・
法的・社会的課題）面の議論が活発に行われるようになり、近年、ITシステム関連では特にAI ELSIが重
要課題になっている。「信頼されるAI」「Trustworthy AI」といった表現が用いられ、AI社会原則・AI倫
理指針が国・国際レベルで掲げられるようになった。国際標準化活動においてもAIのTrustworthiness
が取り上げられている。また、デマや偽情報は古くから存在したが、インターネットやソーシャルメディア
の普及・発展に伴い、フェイクニュースが社会問題化し、ディープフェイクで生成されたフェイク動画など
のAIによるフェイクの高度化に懸念も高まっている。

❷現在のトラスト研究の概観
上述のようなトラスト研究の系譜・広がりを経て、現在取り組まれている主要な研究開発トピックを五つ

の分野ごとに概観する。より具体的な例示を表2-2-1に示す。

表2-2-1 　 　　トラスト研究の分野と研究開発トピック例

分野 研究開発トピック例

A	：	デジタルトラスト

トラストアンカー/トラストチェーン、ブロックチェーン、認証局、タイムスタンプ、eシール、
電子署名、生体認証、分散型アイデンティティー、Remote Attestation、Confidential 
Computing、Trusted Execution Environment（TEE）、Hardware Root of Trust、 
Trusted Boot/Secure Boot、Trusted Communicationなど

B	：	フェイク対策 フェイク検知、ファクトチェックなど

C	：	信頼されるAI 機械学習品質マネジメントガイドライン、機械学習テスティング手法、Assured Autonomy、
説明可能AI（XAI）、Safe Learning、公平性配慮機械学習、プライバシー配慮機械学習など

D	：	AIガバナンス AIガバナンス、アジャイルガバナンス、ガバナンスエコシステム、リスクチェーンモデルなど

E	：	トラストの観察・理解
トラストの非対称性、能力・意図モデル、ABIモデル、SVSモデル、主観的確率としての信頼、
安心vs. 信頼の理論、信頼尺度・信頼計測、社会関係資本とトラスト、協調行動の信頼・規
範 ネットワークなど

「A：デジタルトラスト」は、セキュリティー技術との関係が深く、現在特に活発に取り組まれている分野
である9）（詳細は「2.4.5 システムのデジタルトラスト」「2.4.6 データ・コンテンツのデジタルトラスト」に記
載）。ハードウェア的な改ざん防止の仕組み、ブロックチェーン（改ざん防止機能を持つ分散型台帳）、暗
号技術に基づく電子署名・認証、個人や機器の認証技術などが含まれる。
「B：フェイク対策」には、近年社会問題化しているフェイクニュースやフェイク画像・動画・音声などの

検知や拡散防止のための技術や、ファクトチェックの活動・システムなどが該当する10）, 11）（詳細は「2.1.5 
人・AI協働と意思決定支援」に記載）。デジタルトラストと比べると、何が正しいかを定めることが難しく、

「表現の自由」の問題に関わることも多い。
「C：信頼されるAI」（Trustworthy AI）も近年非常に活発に取り組まれるようになった分野で、AIシス

テムの安全性・信頼性・社会受容性を確保するためのさまざまな技術開発が進められている12）, 13）（詳細は
「2.1.4 AIソフトウェア工学」に記載）。ブラックボックスとも言われる深層学習（Deep Learning）など
のAI技術による判定結果に説明を与える説明可能AI（Explainable AI： XAI）技術、機械学習技術を
用いた帰納型のシステム開発におけるテスト・デバッグ手法や品質管理ガイドラインなどソフトウェア工学
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的な方法論、プライバシーや公平性を確保するデータ分析法など多岐にわたっている。
AIシステム開発のための技術分野とは別に、運用に関わるガイドラインや活用に関わるルールの整備な

どを含めた「D：AIガバナンス」と呼ばれる取り組みも進められている14）（詳細は「2.1.9 社会における
AI」に記載）。

また、哲学・社会学・政治学・心理学・経済学などの分野では、トラストの定義・モデル化、人間の振
る舞い・態度に関する観察・比較実験などが行われてきた3）, 5）, 15）。この「E：トラストの観察・理解」の
研究では、長年、人間に対するトラストが論じられてきたが、近年は機械・システムに対するトラストも検
討対象に含められるようになってきた。

以上のように、トラストに関連する異なる切り口からさまざまな研究開発が進められている。研究論文数
が近年大きく増加している研究開発トピックも多い。しかし、さまざまな分野で進められているトラスト研
究開発の間での知見共有・連携はほとんど見られない。多くの研究開発は、トラストに関わるある一面に
フォーカスしたものであることから、個別的な対処や断片的な状況改善にとどまりがちである。この状況は、
国内だけでなく海外でも同様である。本節の冒頭で述べたようなデジタル社会におけるトラスト形成の仕組
み作りに向けては、上述のA～Eのような個々の研究開発を一層推進するとともに、それらを総合した社会
的トラスト形成への取り組みが望まれる1）。

表2-2-2 　 トラスト関連政策提言・プログラム事例

分野 国 政策提言・プログラム事例

A：	デジタルト
ラスト

日本

●「Data Free Flow with Trust (DFFT）」（2019年1月ダボス会議、安倍元首相）
● デジタルトラスト協議会（2020年8月設立）
● 内閣官房デジタル市場競争本部 Trusted Web推進協議会「Trusted Webホワイトペーパー 

Ver.1」（2021年3月）、「同Ver.2」（2022年8月）
● デジタルガバメント閣僚会議データ戦略タスクフォース「包括的データ戦略」（2021年6月閣議

決定）
● デジタル庁データ推進戦略ワーキンググループトラストを確保したDX推進サブワーキンググルー

プ（2021年11月～2022年7月）

欧州
● eIDAS (electronic Identification and Authentication Service）規則（2014年7月成立、

2016年7月施行）：トラストサービスの統一基準

B：	フェイク対
策 米国

● 国防高等研究計画局（DARPA）「Media Forensics (MediFor）」プログラム、「Semantic 
Forensics (SemaFor）」プログラム

C：	信頼され
るAI

日本

● 統合イノベーション戦略推進会議「AI戦略2019」（2019年6月）における主要な研究開発課題
として「Trusted Quality AI」

● 文部科学省2020年戦略目標「信頼されるAI」を受けたJSTプログラム：CREST「信頼される
AIシステム」、さきがけ「信頼されるAI」（2020年度～）

● NEDO「次世代人工知能・ロボット中核技術開発事業」において「AIの信頼性」（2020年度～）

英国 ● 英国研究・イノベーション機構（UKRI）「Trustworthy Autonomous Systems Programme」

D：	AIガバナ
ンス

日本

● 世界経済フォーラム「Rebuilding Trust and Governance： Towards DFFT」白書（2021
年3月）

● 経済産業省「Governance Innovation Ver.2： アジャイル・ガバナンスのデザインと実装に向
けて」

●（2021年7月）、「AI原則実践のためのガバナンス・ガイドラインVer. 1.1」（2022年1月）
● 日本ディープラーニング協会「AIガバナンスとその評価」研究会報告書「AIガバナンス・エコ

システム－産業構造を考慮に入れたAIの信頼性確保に向けて－」（2021年7月）

欧州
● 欧州委員会「Proposal for a Regulation of the European Parliament and of the Council 

Laying Down Harmonised Rules on Artificial Intelligence (Artificial Intelligence Act) 
and Amending Certain Union Legislative Acts 」（2021年4月）
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❸関連政策・プログラムの状況
上記❷に示した分野ごとに関連政策・プログラムとして注目されるものを表2-2-2に示す。
これらのうち特に注目される取り組みとして、内閣官房デジタル市場競争本部の「Trusted Web推進協

議会」と、英国研究・イノベーション機構（UKRI）の「Trustworthy Autonomous Systems 
Programme」を［注目すべき国内外のプロジェクト］の項で取り上げる。

（4)	注目動向
［新展開・技術トピックス］
❶トラストの3側面と多面的・複合的な検証
［研究開発の動向］で取り上げたさまざまな研究開発では、対象（トラストする相手）のどのような側面

を扱っているかに違いが見られる。これを整理するため「トラストの3側面」という概念が示された1）。す
なわち、対象真正性（本人・本物であるか？）、内容真実性（内容が事実・真実であるか？）、振る舞い予想・
対応可能性（対象の振る舞いに対して想定・対応できるか？）を「トラストの3側面」と呼ぶ。また、トラ
スト問題への対策は、技術開発による対策だけでなく、制度設計（ルール整備・プロセス管理などを含む）
による対策も考えられ、また、それらが有効に働くかの裏付けも求められる。以上を踏まえて、トラスト研
究開発に関する前述の5分野を整理すると、図2-2-2のようになる。［研究開発の動向］の項で「さまざま
な分野で進められているトラスト研究開発の間での知見共有・連携はほとんど見られない」と述べたが、こ
のような観点の違いが一つの要因と考えられる。

図2-2-2 　 トラスト研究の観点の違い

しかし、人が主観的に判断する場合には、おそらく3側面を多面的・複合的に捉えた上で、トラストでき
るかを総合的に判断していると思われる。例えば、ある新しいサービスを使ってみようかと考えるとき、「そ
のサービスの仕組み（どのように動いてどのような結果が得られそうか）が信じられるか」（振る舞い予想・
対応可能性の側面）、「そのサービスの提供企業が怪しくないか」（対象真正性の側面）、「そのサービスにつ
いての評判やレビュー投稿は本当か/ヤラセではないか」（内容真実性の側面）というように、多面的にチェッ
クしようとするであろうし、一つの側面についても複数の情報を突き合わせることもするであろう。このよう
に、いろいろな視点から多面的に関連情報を集め、その一つだけでは確信を持てなくとも、それらを複合
的に検証することで、総合的な判断を下すというようなことを、人は行っている。
「トラストの3側面」という整理に基づき、今後、トラストに関するより総合的な研究開発や戦略構築が

進むと期待される。
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❷Web3
ハイパーテキスト構造をベースとした読むことが主体の第一世代Web（Web 1.0）、ソーシャルネットワー

クサービス（SNS）など双方向のメディアとなった第二世代Web（Web 2.0）に対して、ブロックチェー
ンを用いた分散型のWeb3が次世代Webとして注目されている。Web3はWeb 3.0と称されることも多いが、
セマンティックWebの概念を中核として提唱されたWeb 3.0とは異なるものである。2022年9月、デジタ
ル庁は「Web 3.0研究会」（座長：慶應義塾大学の國領二郎教授）を設置し、2022年12月に「Web 3.0 
研究会報告書～Web 3.0の健全な発展に向けて～」（Web3.0研究会）を公表している。

Web3自体は、必ずしもトラストを打ち出した概念ではないが、後述するTrusted Webと一部類似する
ところがあり、今後のデジタル社会基盤に関連した動向として注目される。「Trusted Webホワイトペー
パーVer.2」8）では、「昨今、次世代のインターネットやWebの在り方として、「Web3」という概念が広く
議論されている。現状のインターネットやWebに対する問題意識や、分散型で検証可能な部分を広げるこ
とを志向しているという意味での方向性は、Trusted Webと共通するものがあると考えられるが、「Web3」
の厳密な定義についてはさまざまな見解があり、定義は定まっていないと考えられる。こうした中で、
Trusted Webについては、アイデンティティー管理の在り方に重点を置くほか、技術中立的な取り組みとし
て進めているものであり、ブロックチェーン技術の活用のみでなく、検証可能性を高めるさまざまな枠組み
を活用し、組み合わせることにより、Trustのレベルを高めることを目指すものである。」との言及がある。

［注目すべき国内外のプロジェクト］
❶Trusted	Web推進協議会
「Data Free Flow with Trust (DFFT）」（2019年1月ダボス会議）や「デジタル市場競争に係る中期

展望レポート」（2020年6月デジタル市場競争会議）を受けて、2020年10月に内閣官房デジタル市場競
争本部にTrusted Web推進協議会（座長：慶應義塾大学の村井純教授）が設置された。

そのコンセプトや設計方針などは「Trusted Webホワイトペーパー」（2021年3月にVer.1、2022年8
月にVer.2を公開）8）にまとめられている。Trusted Webでは「やり取りされるデータが信頼できるか、デー
タをやり取りする相手方を信頼できるか、提供したデータの相手方における取り扱いを信頼できるか」といっ
た点をペインポイントと捉えて、インターネットやWebの良さを活かし、その上に重ね合わせるオーバーレ
イアプローチを採る。特定サービスに過度に依存せず、ユーザー（自然人または法人）自身が自らに関連
するデータをコントロールすることを可能とし、データのやり取りにおける合意形成の仕組みを取り入れ、
その合意の履行のトレースを可能としつつ、検証できるケースを拡大することによって、トラストの向上を目
指している

ホワイトペーパーVer.2ではユースケースも取り上げられたが、より具体化・検証を進めるべく、「Trusted 
Web の実現に向けたユースケース実証事業」が公募され、2022年9月に13案件が採択された。

❷Trustworthy	Autonomous	Systems	Programme（TASプログラム）
TASプログラムは、英国研究・イノベーション機構（UK Research and Innovation： UKRI）による「ト

ラストできる自律システム」に関する学際的研究プログラムで、ELSI（Ethical, Legal and Social 
Issues：倫理的・法的・社会的課題）やRRI（Responsible Research and Innovation：責任ある研究・
イノベーション）の諸課題を包括している。資金規模は約52億円で、その体制は、Verifiability（検証可
能性）、Governance and Regulation（ガバナンスと規制）、Trust（信頼）、Security（安全保障・人権
なども含むセキュリティー）、Resilience（レジリエンス）、Functionality（機能性）という六つのノード
とハブで構成され、主要大学と多数の産業界からの参加がある。自動運転、医療・介護、防衛・安全保障、
AI倫理とガバナンスなどにわたり、12件のプロジェクトが採択されている16）。前述の分類C（信頼される
AI）に重点を置いたプログラムだが、大型の学際的研究体制を構築している点が注目に値する。
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（5)	科学技術的課題
本領域が目指す、デジタル社会におけるトラスト形成の仕組み作りに向けて、以下の4層から成る研究開発

課題が重要と考えられる。これらは相互に関連し、連携した取り組みが有効である。

❶トラストの社会的よりどころの再構築
表2-2-3に、「トラストの3側面」のおのおのについて、現状の「社会的よりどころ」としてどのようなも

のが機能しているかを例示するとともに、デジタル化の進展に伴い、それらでは不十分になってきていると
いう問題点も併せて示した。例えば内容真実性について、従来は証拠写真・監視カメラ映像などが事実性
判断の「社会的よりどころ」になり得たが、AI技術によって高品質なフェイク映像が簡単に生成できるよう
になってしまったため、必ずしも確かなよりどころにならなくなってしまったというのが一例である。

このような問題に対して、トラストの3側面（対象真正性/内容真実性/振る舞い予想・対応可能性）で
何を社会的よりどころに設定するか、社会的よりどころをどのような技術と制度によって担保するか、を考
えねばならない。対象真正性/内容真実性/振る舞い予想・対応可能性それぞれの社会的よりどころの再
構築、複合的検証のメカニズム、改ざんされない記録・トレーサビリティーなどの研究開発が含まれる。

表2-2-3 　 トラストの3側面に対する「社会的よりどころ」の例と問題点

トラストの3側面 現状の社会的よりどころ 問題点

対象真正性（本人・本物で
あるか？）

印鑑・サイン、身分証・鑑定書、
デジタル認証・生体認証など

真正性保証の対象が拡大、デジタル特有の偽造・偽装・
改ざんの可能性も拡大。トラスト基点の信頼性担保にも
課題あり。

内容真実性（内容が事実・
真実であるか？）

事実性は証拠写真・監視カメラ映
像など、学説は査読制による学術
コミュニティー合意など

AIによるフェイク生成が高品質化したため、写真・映
像の証拠性が揺らぎつつある。そもそも絶対的真実・
事実は定まらず、ファクトチェック可能な対象は限定的。

振る舞い予想・対応可能性
（対象の振る舞いに対して
想定・対応できるか？）

人的行為・タスクについては契
約・ライセンスなど、機械・シス
テムの動作については仕様書など

ブラックボックスAIでは動作仕様が定義できず、常にそ
の動作を予見できるわけではない。説明可能AIも近似
的説明であり、保証にはならない。

❷社会的トラスト形成フレームワーク
❶の「社会的よりどころ」を用意するだけでなく、人々がそれを容易に使いこなし、トラストできる対象

を広げていけるようにするとともに、「社会的よりどころ」が公正・健全に維持されるようにすることも、重
要な研究開発課題である。トラスト域拡大と権限制御、公正・健全なトラスト基点の維持、トラストの悪用・
攻撃への対策、使いこなしを容易にする技術・教育などの研究開発が含まれる。

❸具体的トラスト問題ケースへの取り組み
デジタル化の進展で生じた具体的なトラスト問題の各ケースに対して、上記❶❷の枠組みを用いた解決や

状況改善を実証する取り組みも重要である。具体的ケース固有の問題分析・対処と具体的ケースからの❶
❷の研究開発へのフィードバックも含む。トラスト問題ケースの例としては、ネット取引・サプライチェーン
やメタバースなどに関わる「ビジネスにおけるトラスト」、フェイクニュースやインフォデミックなどの問題に
関わる「ネット情報のトラスト」、自動運転車やAIエージェントなど「AI応用システムのトラスト」、医療者
と患者との関係にAIがセカンドオピニオン的に関わるなどの「専門家＋AIのトラスト」などが挙げられる。
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❹トラストに関する基礎研究
上記❶❷❸の実現とその社会受容のため、社会におけるトラストについての理解や、そのデジタル化によ

る影響・変化に関する基礎的な研究開発も重要である。例えば、デジタル社会におけるトラスト形成や不
信のメカニズム理解、トラストに関わる日本人のメンタリティーと国際比較・文化差、デジタル社会のトラ
スト形成のための方策・対策設計の裏付けなどに関する基礎研究が挙げられる。

（6)その他の課題
❶分野間の知見共有・連携促進の場作り

トラスト研究には「総合知」90）による取り組みが不可欠であり、分野横断の学際的研究の活性化が望ま
れる。トラストに関わる研究分野の幅広さに対して、研究者個人の人脈や出会いを通してボトムアップに
リーチできる範囲には限界があることから、分野間の知見共有・連携促進の場作り2）を、トップダウンな
施策によって立ち上げることが有効であろう。このような場が、総合的なトラスト研究のビジョン共有、幅
広い研究事例の把握、分野横断の共同研究のタネの発見機会となり、分野横断・学際的な研究コミュニ
ティーの活性化につながる。

❷学際的トラスト研究の継続的活動体制と人材育成策
学際的研究を骨太化し、研究者層を厚くしていくためには、上記❶のような仕掛けをトリガーとしつつも、

学際的トラスト研究の継続的な活動体制を作っていくことが必要である。研究活動の母体ができることで、
研究人材の育成にもつながる。具体的には、学会・研究会の立ち上げ、このような学際的活動をコーディ
ネートする人材やチームへの助成、学際的トラスト基礎研究を推進する拠点あるいはバーチャルな連携体
制の構築などが、打ち手の候補として考えられる。

人材育成に関しては、分野横断・文理融合的な「総合知」に取り組むことに対する阻害要因が指摘され
ている。阻害要因の一例として、テニュアポストが少ないこと、「総合知」への取り組みは研究論文になり
にくい一方で任期付きポストでは論文業績が必要になること、個別分野で業績を上げながら「総合知」に
取り組まなければならないという高いハードルが現実といったことが挙げられる。これはトラスト研究に
限った問題ではなく、根本的な打ち手は必ずしも容易なことではないが、考えていく必要がある。

❸ファンディングプログラムによる推進・加速
上記❷によってトラスト共通基礎研究を育成する一方で、より具体的な問題解決型の目標を設定し、そ

れをファンディングプログラムによって推進・加速することも必要であろう。前述の「トラストの3側面」の
それぞれに対する取り組みを表2-4-2に例示したが、さらにそのスコープを拡大し、総合的なトラスト形成
に向けた連携を促進したり、自動運転車、AIエージェント、コミュニケーションロボット、メタバースなど
具体的シーンでのトラスト問題に対策したりといった展開・発展が期待される。

日本政府はDFFT（Data Free Flow with Trust）を掲げたデータ戦略や、Trusted Quality AIを掲
げたAI戦略を発信している。上記❶❷❸によって、これをさらに推し進めた、より総合的で一貫性のある
トラストを軸とした日本の研究戦略を構築でき、国際的にも先行したコンセプト発信が狙い得る。
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11） 山口真一『ソーシャルメディア解体全書：フェイクニュース・ネット炎上・情報の偏り』（東京： 勁草書
房, 2022).

12） 国立研究開発法人科学技術振興機構研究開発戦略センター「戦略プロポーザル：AI応用システムの
安全性・信頼性を確保する新世代ソフトウェア工学の確立」 
https://www.jst.go.jp/crds/pdf/2018/SP/CRDS-FY2018-SP-03.pdf, （2023年2月25日アクセス）.

13） 柿沼太一, 他『機械学習工学』石川冬樹, 丸山宏 編著, 機械学習プロフェッショナルシリーズ (東京： 
講談社サイエンティフィク, 2022).

14） AI原則の実践の在り方に関する検討会, AIガバナンス・ガイドラインWG「AI原則実践のためのガバ
ナンス・ガイドライン Ver. 1.1（令和4年1月28日）」経済産業省,  
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/ai_shakai_jisso/pdf/20220128_1.
pdf, （2023年2月25日アクセス）.

15） 山岸俊男『信頼の構造：こころと社会の進化ゲーム』（東京： 東京大学出版会, 1998).
16） UKRI Trustworthy Autonomous Systems Hub, “Annual Report 2021,”  
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https://www.tas.ac.uk/wp-content/uploads/2021/09/Annual-Report-2021.pdf, （2023年2
月25日アクセス）.

252 CRDS-FY2023-RR-02CRDS 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター

人工知能研究の新潮流2 ～基盤モデル・生成AIのインパクト～

注
目
研
究
開
発
領
域
の

俯
瞰
詳
細

2



付録1	 注目研究開発領域設定の考え方

JST CRDSでは、隔年で分野別の「研究開発の俯瞰報告書」を発行している。そのうちのシステム・情報
科学技術分野の2023年版の俯瞰報告書 1から「人工知能・ビッグデータ」区分としてまとめたパートを転載
したもの（一部アップデートあり）が、本稿の第2部である。九つの研究開発領域を注目領域として取り上げ
ている。そこで、注目領域をどのような考え方で選んだかについて、ここで簡単に説明しておきたい。

図3-1 システム・情報科学技術分野の技術トレンドと社会の要請・ビジョン

まず、システム・情報科学技術分野の技術トレンドと社会の要請・ビジョンを、図3-1のように捉えた。こ
の分野の技術進化と社会の要請あるいは国が描く社会の姿（ビジョン）は、相互に強く関連しながら発展し
てきた。すなわち、「あらゆるもののデジタル化・コネクティッド化」という技術トレンドによって「サイバー
世界とフィジカル世界の高度な融合」が可能になり、その上に「あらゆるもののスマート化・自律化」という
技術トレンドが重なり、「データ駆動型/知識集約型の価値創造」が可能になった。さらに、それを社会課題
の解決へつなげるとともに、自動化・自律化が進んでも人間中心であるべきというビジョン「社会課題の解決
と人間中心社会の実現」に向けて、「社会的要請との整合」という技術トレンドが生まれた。このような技術
トレンドを踏まえつつ、主要な学会における研究動向や有識者ヒアリング結果、調査会社から出ているレポー
トや将来動向に関する書籍等から注目技術として挙げられているものをピックアップした。次に、それらの注

1 本稿のエグゼクティブサマリーの直後に載せた「公開資料一覧」の【資料24】である。注目領域の抽出や俯瞰の考え方につい
ての、より詳しい説明はこの俯瞰報告書自体を参照いただきたい。

付録

CRDS 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 253CRDS-FY2023-RR-02

人工知能研究の新潮流2 ～基盤モデル・生成AIのインパクト～　

付
録



目技術群をボトムアップにグルーピングしつつ、「エマージング性」「社会の要請・ビジョン」「社会インパクト」
という3点を基準として、戦略的な重要度の高い研究開発領域を複数特定した。その結果が図3-2中に薄青
色の円に重ねて黒字で列挙した研究開発領域群である。

図3-2 注目する研究開発領域と俯瞰区分の設定

● 選定基準1「エマージング性」：技術の革新性やその技術への期待の急速な高まりに注目
● 選定基準2「社会の要請・ビジョン」：社会からの要請や国のビジョンとの整合性に着目
● 選定基準3「社会インパクト」：人々のライフスタイル・ワークスタイルや社会・産業構造の変革、SDGs

を含む社会課題解決への貢献に着目

このようにして得られた研究開発領域群を大きくグルーピングして、七つの俯瞰区分を設定した。それが図
3-2において薄青色の円に重ねて示した「人工知能・ビッグデータ」「ロボティクス」「社会システム科学」「セキュ
リティー・トラスト」「コンピューティングアーキテクチャー」「通信・ネットワーク」「数理科学」の七つである。
さらには、注目する研究開発領域群について調査し、俯瞰をまとめた後、日本が置かれた環境、取り組み状況、
国際競争上のポジション等を踏まえて、国として重点的に取り組むべき研究開発課題を選定し、戦略プロポー
ザルを策定してきた。すなわち、ある研究開発領域が向かっている方向性だとしても、日本が置かれた状況・
ポジションによっては、国として研究開発投資を行う意義が薄いかもしれない。国際競争力を構築するための
作戦や、国として取り組むべき明確な意義に基づいて、重点テーマを設定すべきと考える。そのための基本的
な考え方（シナリオ）として用いたのは、次の四つである。

● シナリオ1「強い技術を核とした骨太化」：　既に保有している、あるいは、育ちつつある強い技術を足
掛かりとして、技術の国際競争力を骨太化する作戦・シナリオである。

● シナリオ2「強い産業の発展・革新の推進」：　既に保有している、あるいは、育ちつつある強い産業を
足掛かりとして、国際競争力のある技術群を育てる作戦・シナリオである。
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● シナリオ3「社会課題の先行解決」：　課題先進国として、先端技術の社会受容性で先行できることを活
かして、国際競争力を構築する作戦・シナリオである。

● シナリオ4「社会基盤を支える根幹技術確保」：　社会基盤を支える根幹技術は、国として保有・強化し
なくてはならないという考えである。
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付録2	 検討の経緯

「研究開発の俯瞰報告書」は隔年で（最近は奇数年に）発行しており、最新の2023年版は、2022年3月
から2023年2月にかけて、重点的な調査・分析・インタビュー・執筆等を行って作成した。5件の戦略プロポー
ザルについては、「意思決定・合意形成支援」に関して2016年5月から2018年2月、「AIソフトウェア工学」
に関して2017年9月から2018年11月、「第4世代AI」に関して2019年6月から2020年2月、「人工知能
と科学」に関して2020年4月から2021年7月、「デジタル社会のトラスト形成」に関して2021年6月から
2022年8月という期間で、重点的な調査・分析・インタビュー・執筆等を行った（戦略プロポーザルはチー
ムとしての活動、ただしAIソフトウェア工学についてはチーム編成前の予備調査期間も含む）。その間、
2017年6月・12月、2019年7月、2020年1月、2021年1月、2021年10月、2022年1月、2022年6月、
2023年1月にはCRDS主催のワークショップやシンポジウム、2020年7月から9月と2021年7月から9月
にはセミナーシリーズを開催し、また、2018年6月、2019年6月、2020年6月、2022年6月、2023年6
月には学会での企画セッションやオーガナイズドセッションを開催し、有識者や研究コミュニティーとの議論
も行ってきた。

以上のようなこれまでの調査・検討を踏まえて、本報告書「人工知能研究の新潮流2 ～基盤モデル・生成
AIのインパクト～」をまとめるにあたって、最新の状況を踏まえた内容検討のため、有識者とのインタビュー
や意見交換もさせていただいた。

調査・検討に協力いただいた有識者一覧
個別にインタビューされていただいた方々に加えて、CRDSワークショップや学会・講演会等で議論をさせ

ていただいた方々も含めて、多数の有識者の方々から情報提供・示唆をいただいた（50音順、敬称略、所属・
役職はインタビュー等の実施当時のもの）。

本報告書「人工知能研究の潮流と日本の勝ち筋	～基盤モデル・生成AIのインパクト～」の内容検討・執筆
時にインタビューや意見交換をさせたいただいた有識者

相澤彰子 国立情報学研究所 コンテンツ科学研究系 教授・所長代行・副所長
合原一幸 東京大学 特別教授/ニューロインテリジェンス国際研究機構 副機構長
青木孝文 東北大学大学院情報科学研究科 教授・理事・副学長
石川冬樹 国立情報学研究所アーキテクチャ科学研究系 准教授
伊藤孝行 京都大学大学院情報学研究科 教授
越前功 国立情報学研究所 情報社会相関研究系 教授・主幹
岡崎直観 東京工業大学情報理工学院 教授
川原圭博 東京大学大学院工学系研究科 教授/インクルーシブ工学連携研究機構 機構長
木賀大介 早稲田大学理工学術院先進理工学部 教授
久木田水生 名古屋大学大学院情報学研究科社会情報学専攻 准教授
栗原聡 慶應義塾大学理工学部 教授
鈴木雅大 東京大学大学院工学系研究科 松尾研究室 特任助教
高橋恒一 理化学研究所バイオコンピューティング研究チーム チームリーダー
谷口忠大 立命館大学情報理工学部 教授
中川裕志 理化学研究所革新知能統合研究センター チームリーダー
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俯瞰報告書（2023年3月発行）　※本報告書の2.1節・2.2節に掲載した研究領域の協力者
浅井哲也 北海道大学大学院情報科学研究院 教授
浅田稔 大阪国際工科専門職大学 副学長
麻生英樹 産業技術総合研究所人工知能研究センター 招聘研究員
荒井幸代 千葉大学大学院工学研究院 教授
石川冬樹 国立情報学研究所アーキテクチャ科学研究系 准教授
伊藤孝行 京都大学大学院情報学研究科 教授
岡崎直観 東京工業大学情報理工学院 教授
尾形哲也 早稲田大学理工学術院基幹理工学部 教授
鬼塚真 大阪大学大学院情報科学研究科 教授
小野哲雄 北海道大学大学院情報科学研究院 教授
神山直之 九州大学マス・フォア・インダストリ研究所 教授
駒谷和範 大阪大学産業科学研究所 教授
清水昌平 滋賀大学データサイエンス学部 教授
竹内健 東京大学大学院工学系研究科 教授
谷口忠大 立命館大学情報理工学部 教授
土谷隆 政策研究大学院大学政策研究科 教授
銅谷賢治 沖縄科学技術大学院大学神経計算ユニット 教授
中川裕志 理化学研究所革新知能統合研究センター チームリーダー
西尾信彦 立命館大学情報理工学部 教授
野田五十樹 北海道大学大学院情報科学研究院 教授
原田達也 東京大学先端科学技術研究センター 教授
東中⻯一郎 名古屋大学大学院情報学研究科 教授
丸山文宏 産業技術総合研究所社会実装本部 招聘研究員
本村真人 東京工業大学科学技術創成研究院 教授
森永聡 NECデータサイエンス研究所 上席主席研究員
山口高平 慶應義塾大学 名誉教授
山田誠二 国立情報学研究所コンテンツ科学研究系 教授

戦略プロポーザル「第4世代AI」（2020年3月発行）
合原一幸 東京大学生産技術研究所 教授
麻生英樹 産業技術総合研究所人工知能研究センター 副研究センター長
石濱直樹 宇宙航空研究開発機構研究開発部門第三研究ユニット 主幹研究開発員
市瀬龍太郎 国立情報学研究所情報学プリンシプル研究系 准教授
乾健太郎 東北大学大学院情報科学研究科 教授
植田一博 東京大学総合文化研究科 教授
牛久祥孝 オムロンサイニックエックス株式会社 Principal Investigator
尾形哲也 早稲田大学理工学術院基幹理工学部 教授
川人光男 国際電気通信基礎技術研究所脳情報通信総合研究所 所長
北野宏明 ソニーコンピュータサイエンス研究所 代表取締役社長
國吉康夫 東京大学大学院情報理工学系研究科 教授
佐倉統 東京大学大学院情報学環 教授
芥子育雄 福井工業大学工学部 教授
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須藤修 東京大学大学院情報学環 教授
谷口忠大 立命館大学情報理工学部 教授
辻井潤一 産業技術総合研究所人工知能研究センター 研究センター長
銅谷賢治 沖縄科学技術大学院大学神経計算ユニット 教授
長井隆行 大阪大学大学院基礎工学研究科 教授
中島秀之 札幌市立大学 学長
橋田浩一 東京大学大学院情報理工学系研究科 教授
樋口知之 中央大学理工学部 教授
藤吉弘亘 中部大学工学部 教授
松尾豊 東京大学大学院工学系研究科 教授
丸山宏 Preferred Networks PFNフェロー
森川幸冶 パナソニック株式会社テクノロジーイノベーション本部 副主幹研究長
山川宏 全脳アーキテクチャ・イニシアティブ 代表
山口高平 慶應義塾大学理工学部 教授
鷲尾隆 大阪大学産業科学研究所 教授

戦略プロポーザル「AIソフトウェア工学」（2018年12月発行）
青山幹雄 南山大学理工学部ソフトウェア工学科 教授
石井正悟 情報処理推進機構社会基盤センター 調査役
石川冬樹 国立情報学研究所アーキテクチャ科学研究系 准教授
石濱直樹 宇宙航空研究開発機構研究開発部門第三ユニット 主任研究開発員
岡崎直観 東京工業大学情報理工学院情報工学系 教授
奥村洋 株式会社デンソー東京支社電子基盤先行開発室 室長
門田暁人 岡山大学大学院自然科学研究科 教授
桑島洋 株式会社デンソー東京支社電子基盤先行開発室 担当係長
権藤正樹 イーソル株式会社 取締役CTO兼技術本部長
佐藤洋行 株式会社ブレインパッドマーケティングプラットフォーム本部 副本部長
菅原啓介 宇宙航空研究開発機研究開発部門第三ユニット 研究開発員
関口智嗣 産業技術総合研究所 理事
谷幹也 NECセキュリティ研究所 所長
中江俊博 株式会社デンソー東京支社電子基盤先行開発室 開発3課長
中島震 国立情報学研究所情報社会相関研究系 教授
中島秀之 東京大学大学院情報理工学系研究科 特任教授、札幌市立大学 学長
中田登志之 東京大学大学院情報理工学系研究科 教授
西康晴 電気通信大学大学院情報理工学研究科 講師
橋本真太郎 宇宙航空研究開発機研究開発部門セキュリティ・情報化推進部 主事補
蓮尾一郎 国立情報学研究所アーキテクチャ科学研究系 准教授
東中⻯一郎 日本電信電話株式会社メディアインテリジェンス研究所 NTT上席特別研究員
樋口知之 統計数理研究所 所長
福住伸一 理化学研究所革新知能統合研究センター 科学技術と社会チーム研究員
藤吉弘亘 中部大学工学部ロボット理工学科 教授
松尾豊 東京大学工学部システム創成学科 特任准教授
丸山宏 株式会社Preferred Networks 最高戦略責任者
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水野修 京都工芸繊維大学情報工学・人間科学系 教授
明神智之 宇宙航空研究開発機研究開発部門第三ユニット 研究開発員
向山輝 情報処理推進機構 研究員
本橋洋介 日本電気株式会社AI・アナリティクス事業開発本部 シニアデータアナリスト
本村陽一 産業技術総合研究所人工知能研究センター 首席研究員
鷲尾隆 大阪大学産業科学研究所 教授

戦略プロポーザル「意思決定・合意形成支援」（2018年3月発行）
青山秀明 京都大学大学院理学研究科 教授
石田亨 京都大学大学院情報学研究科 教授
乾健太郎 東北大学大学院情報科学研究科 教授
和泉潔 東京大学大学院工学系研究科 教授
板倉陽一郎 ひかり総合法律事務所 弁護士（パートナー）
伊藤孝行 名古屋工業大学大学院工学研究科 教授
岩野和生 三菱ケミカルホールディングス 執行役員 Chief Digital Officer
植田一博 東京大学大学院情報学環・学際情報学府 教授
遠藤薫 学習院大学法学部 教授
江間有沙 東京大学教養教育高度化機構 特任講師
大沼進 北海道大学大学院文学研究科 准教授
岡崎直観 東京工業大学情報理工学院 教授
神里達博 千葉大学国際教養学部 教授
神嶌敏弘 産業技術総合研究所人間情報研究部門 情報数理研究グループ
川越敏司 公立はこだて未来大学システム情報科学部複雑系知能学科 教授
河原大輔 京都大学大学院情報学研究科 准教授
木嶋恭一 大東文化大学経営学部 特任教授
黒橋禎夫 京都大学大学院情報学研究科 教授
桑子敏雄 コンセンサス・コーディネーターズ 代表理事
小林正啓 花水木法律事務所 弁護士
坂上雅道 玉川大学脳科学研究所 教授
櫻井祐子 産業技術総合研究所 主任研究員
笹原和俊 名古屋大学大学院情報学研究科 助教
佐藤健 国立情報学研究所情報学プリンシプル研究系 教授
須川賢洋 新潟大学法学部 助教
鈴木久敏 情報・システム研究機構 機構本部 監事
高田知紀 神戸市立高等工業専門学校都市工学科 准教授
高橋正道 富士ゼロックス秘書室 担当マネージャ（社長秘書）
田中秀幸 東京大学大学院情報学環・学際情報学府 教授
寺野隆雄 東京工業大学大学院総合理工学研究科 教授
鳥澤健太郎 情報通信研究機構 データ駆動知能システム研究センター長
中川裕志 東京大学情報基盤センター 教授
中島秀之 東京大学大学院情報理工学系研究科 特任教授
中田登志之 東京大学大学院情報理工学系研究科 教授
鳴海拓志 東京大学大学院情報理工学系研究科 講師
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西田豊明 京都大学大学院情報学研究科 教授
浜屋敏 富士通総研経済研究所 研究主幹
平川秀幸 大阪大学コミュニケーションデザインセンター 教授
藤代裕之 法政大学社会学部 准教授
藤原義久 兵庫県立大学大学院シミュレーション学研究科 教授
松原仁 公立はこだて未来大学システム情報科学部複雑系知能学科 教授
本村陽一 産業技術総合研究所人工知能研究センター 首席研究員
森千春 読売新聞 論説委員
森尾博昭 関西大学総合情報学部 教授
森永聡 NECデータサイエンス研究所 主席研究員
山川義徳 内閣府革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）プログラムマネージャー
山岸順一 国立情報学研究所コンテンツ科学研究系 教授
山口真吾 慶應義塾大学環境情報学部 准教授
山口高平 慶應義塾大学理工学部 教授
湯淺墾道 情報セキュリティ大学院大学 学長補佐、情報セキュリティ研究科 教授
横尾真 九州大学大学院システム情報科学研究院 主幹教授
鷲尾隆 大阪大学産業科学研究所 教授

戦略プロポーザル「デジタル社会における新たなトラスト形成」（2022年9月発行）
相澤彰子 国立情報学研究所 コンテンツ科学研究系 教授
合原一幸 東京大学特別教授
淺間一 東京大学大学院工学系研究科 教授
荒井ひろみ 理化学研究所 革新知能統合研究センター ユニットリーダー
有村博紀 北海道大学大学院情報科学研究院 教授
石原直子 リクルートワークス研究所 人事研究センター長
伊藤孝行 京都大学大学院情報学研究科 教授
稲谷龍彦 京都大学大学院法学研究科 教授
犬飼佳吾 明治学院大学経済学部 准教授
井上眞梨・小林茉莉子・栗田青陽　株式会社メルカリ mercari R4D
臼田裕一郎 防災科学技術研究所 総合防災情報センター センター長
内田由紀子 京都大学 人と社会の未来研究院 教授
浦川伸一 損害保険ジャパン株式会社 取締役専務執行役員
江川尚志 NEC 標準化推進部 シニアエキスパート
江間有沙 東京大学 未来ビジョン研究センター 准教授
大沢英一 はこだて未来大学システム情報科学部 教授
大橋直之 横浜みなとみらい21 企画調整課 担当課長
大屋雄裕 慶應義塾大学法学部 教授
小野哲雄 北海道大学大学院情報科学研究院 教授
神里達博 千葉大学大学院国際学術研究院 教授
上出寛子 名古屋大学 未来社会創造機構 特任准教授
唐沢かおり 東京大学大学院人文社会系研究科 教授
川島典子 福知山公立大学地域経営学部 教授
川名晋史 東京工業大学リベラルアーツ研究教育院 准教授
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喜連川優 国立情報学研究所 所長
久木田水生 名古屋大学大学院情報学研究科 准教授
工藤郁子 大阪大学 社会技術共創研究センター 招へい教員
クロサカタツヤ　株式会社 企 代表取締役
小林傳司 科学技術振興機構社会技術研究開発センター センター長
小林正啓 花水木法律事務所 弁護士
國領二郎 慶應義塾大学 総合政策学部 教授
後藤厚宏 情報セキュリティ大学院大学 学長・教授
小山虎 山口大学 時間学研究所 准教授
佐古和恵 早稲田大学基幹理工学部 教授
佐倉統 東京大学大学院情報学環 教授
笹原和俊 東京工業大学環境・社会理工学院 准教授
島岡政基 セコム株式会社 IS研究所 サイバーセキュリティグループ 主任研究員
杉村領一 産業技術総合研究所 情報・人間工学領域 上席イノベーションコーディネータ
田中健一 三菱電機株式会社 開発本部 技術統轄
積田有平 シェアリングエコノミー協会 常任理事
手塚悟 慶應義塾大学環境情報学部 教授
徳田英幸 情報通信研究機構 理事長
中江俊博・桑島洋　株式会社デンソー ソフト生産革新部先端ソフト開発室
中川裕志 理化学研究所 革新知能統合研究センター チームリーダー
中島震 国立情報学研究所 名誉教授
西村秀和 慶應義塾大学大学院システムデザイン・マネジメント研究科 教授
尾藤誠司 東京医療センター 臨床研究センター 臨床疫学研究室 室長
福住伸一 理化学研究所 革新知能統合研究センター 研究員
藤代裕之 法政大学社会学部 教授
松尾真一郎 ジョージタウン大学 研究教授
松本泰 セコム株式会社IS 研究所 ディビジョンマネージャー
村山優子 津田塾大学 数学・計算機科学研究所 研究員
森川博之 東京大学大学院工学系研究科 教授
森下壮一郎 株式会社サイバーエージェント 技術本部 Data Tech Lab
森田浩史 電通国際情報サービス オープンイノベーションラボ 所長（同部門から他にも数名）
山口真一 国際大学GLOCOM 准教授
山口高平 慶應義塾大学理工学部 教授
山田誠二 国立情報学研究所 教授
山本ベバリーアン　大阪大学大学院人間科学研究科 教授

戦略プロポーザル「人工知能と科学	～AI・データ駆動科学による発見と理解～」（2021年8月発行）
伊藤聡 公益財団法人計算科学振興財団 チーフコーディネーター
井上克巳 国立情報学研究所
上田正仁 東京大学大学院理学系研究科 教授
浦本直彦 三菱ケミカルホールディングス Chief Digital Technology Scientist
川上英良 理化学研究所/千葉大学
呉羽真 大阪大学先導的学際研究機構 特任助教
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清水昌平 滋賀大学データサイエンス学系 教授
徐一斌 物質・材料研究機構統合型材料開発・情報基盤部門 副部門長
太田禎生 東京大学/シンクサイト株式会社
北野宏明 株式会社ソニーコンピュータサイエンス研究所 所長
久木田水生 名古屋大学
高橋恒一 理化学研究所生命機能科学研究センター チームリーダー
陳洛南 中国科学院系統生物学重点実験室
橋本幸士 大阪大学大学院理学研究科 教授
丸山宏 株式会社Preferred Networks PFNフェロー
山西芳裕 九州工業大学
山本昌宏 東京大学
鷲尾隆 大阪大学産業科学研究所 教授

戦略プロポーザル作成チームメンバー
戦略プロポーザル作成チームはCRDSだけでなく、JST内の他部門からも参画希望者を募ってチームを編

成し、調査・検討を行ってきた。以下に、五つの戦略プロポーザルの作成チームメンバーを示す（50音順、
敬称略、JST内所属・役職はチーム活動当時のもの）。

戦略プロポーザル「第4世代AI」（2020年3月発行）チーム
木村康則 CRDS システム・情報科学技術ユニット 上席フェロー【総括責任者】
福島俊一 CRDS システム・情報科学技術ユニット フェロー【リーダー】
東良太 CRDS システム・情報科学技術ユニット フェロー
井上貴文 CRDS ライフサイエンス・臨床医学ユニット フェロー
奥山隼人 未来創造研究開発推進部 主査
小林容子 戦略研究推進部 主任調査員
坂本明史 戦略研究推進部 主任調査員
嶋田義皓 CRDS システム・情報科学技術ユニット フェロー
的場正憲 CRDS システム・情報科学技術ユニット フェロー
山田直史 経営企画部 主査

戦略プロポーザル「AIソフトウェア工学」（2018年12月発行）チーム
木村康則 CRDS システム・情報科学技術ユニット 上席フェロー【総括責任者】
福島俊一 CRDS システム・情報科学技術ユニット フェロー【リーダー】
相田俊一 未来創造研究開発推進部 主任調査員
奥山隼人 未来創造研究開発推進部 主査
川村隆浩 情報企画部 主任調査員
國岡崇生 人財部 課長代理
高地伸夫 戦略研究推進部 主任調査員
澤田朋子 CRDS 海外動向ユニット フェロー
嶋田義皓 CRDS システム・情報科学技術ユニット フェロー
蒋赫 イノベーション拠点推進部 主査
坂内悟 CRDS システム・情報科学技術ユニット フェロー
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戦略プロポーザル「意思決定・合意形成支援」（2018年3月発行）チーム
木村康則 CRDS システム・情報科学技術ユニット 上席フェロー【総括責任者】
福島俊一 CRDS システム・情報科学技術ユニット フェロー【リーダー】
小山健一 研究プロジェクト推進部 主任調査員
鈴木慶二 情報企画部 副調査役
高島洋典 CRDS システム・情報科学技術ユニット フェロー
中村亮二 CRDS 環境・エネルギーユニット フェロー
馬場寿夫 CRDS ナノテクノロジー・材料ユニット フェロー
藤井新一郎 CRDS システム・情報科学技術ユニット フェロー
峯畑昌道 CRDS 海外動向ユニット フェロー
茂木強 CRDS システム・情報科学技術ユニット フェロー
山田直史 CRDS システム・情報科学技術ユニット フェロー
横井伸司 戦略研究推進部 主任調査員
渡邊勝太郎 情報企画部 主査

戦略プロポーザル「デジタル社会における新たなトラスト形成」（2022年9月発行）チーム
木村康則 CRDS システム・情報科学技術ユニット 上席フェロー【総括責任者】
福島俊一 CRDS システム・情報科学技術ユニット フェロー【リーダー】
井上眞梨 CRDS システム・情報科学技術ユニット フェロー
加納寛之 CRDS 科学技術イノベーション政策ユニット フェロー
上村健 社会技術研究開発センター 企画運営室 フェロー
住田朋久 CRDS 企画運営室 フェロー
高島洋典 CRDS システム・情報科学技術ユニット フェロー
戸田智美 CRDS ライフサイエンス・臨床医学ユニット フェロー
花田文子 CRDS 企画運営室 フェロー
福井章人 CRDS システム・情報科学技術ユニット フェロー
的場正憲 CRDS システム・情報科学技術ユニット フェロー
宮薗侑也 CRDS ライフサイエンス・臨床医学ユニット フェロー
茂木強 CRDS システム・情報科学技術ユニット フェロー
山本里枝子 CRDS 企画運営室 フェロー
若山 正人 CRDS システム・情報科学技術ユニット 上席フェロー

戦略プロポーザル「人工知能と科学	～AI・データ駆動科学による発見と理解～」（2021年8月発行）チーム
木村康則 CRDSシステム・情報科学技術ユニット 上席フェロー【総括責任者】
嶋田義皓 CRDSシステム・情報科学技術ユニット フェロー【リーダー】
東良太 CRDSシステム・情報科学技術ユニット フェロー
島津博基 CRDSライフサイエンス・臨床医学ユニット フェロー
相馬りか 戦略研究推進部ICTグループ 調査員
福島俊一 CRDSシステム・情報科学技術ユニット フェロー
的場正憲 CRDSシステム・情報科学技術ユニット フェロー
眞子隆志 CRDSナノテクノロジー・材料ユニット フェロー
宮薗侑也 CRDSライフサイエンス・臨床医学ユニット フェロー
若山正人 CRDSシステム・情報科学技術ユニット 上席フェロー
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付録3	 関連する政策・プログラム

本稿に示した戦略プロポーザルの内容と関連の深い政策・プログラムとして、以下のようなものがある。

内閣府「AI戦略」
https://www8.cao.go.jp/cstp/ai/index.html
わが国のAI戦略の中核政策として、まず2019年6月11日統合イノベーション戦略推進会議決定として「AI

戦略2019」（https://www8.cao.go.jp/cstp/ai/aistratagy2019.pdf）が公表された。その研究開発パー
トでは「Trusted Quality AI」（信頼される高品質なAI）が打ち出された（図3-3）。

図3-3 　 AI戦略2019：AI研究開発の全体構成図

「AI戦略2019」は、その後「AI戦略2021」（2021年6月11日決定）、「AI戦略2022」（2022年4月
22日決定）にアップデートされた。

さらに、対話型生成AIの進化と社会への波及が生じつつあるタイミングで、2023年5月に「AI戦略会議」（イ
ノベーション政策強化推進のための有識者会議、座長：松尾豊・東京大学大学院工学系研究科教授）が発
足した。5月11日に第1回会合、5月26日に第2回会合が行われ、5月26日に「AIに関する暫定的な論点
整理」（https://www8.cao.go.jp/cstp/ai/ronten_honbun.pdf）が公表された。

日本経済団体連合会（経団連）「AI活用戦略」
https://www.keidanren.or.jp/policy/2019/013.html
2019年2月19日公開。

「AI戦略2019」の正式決定の前に、こちらで「Trusted Quality AI」のコンセプトが発信された。この
中でJST CRDSの戦略プロポーザルやワークショップ報告書も参照されている。
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文部科学省	令和2年度戦略目標「信頼されるAI」
https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/2020/mext_00487.html
2020年3月9日公開。

「人間中心のAI社会原則」に基づいた「信頼される高品質なAI」（Trusted Quality AI）の創出に向けた
研究開発を推進するとし、三つの達成目標が示されている。

（1）現在のAI技術の限界を克服する新技術の創出
（2）AIシステムの信頼性・安全性を確保する技術の創出
（3）データの信頼性確保及び意思決定・合意形成支援技術の創出

これらの達成目標はそれぞれ、（1）が「第4世代AI」、（2）が「AIソフトウェア工学」、（3）が「意思
決定・合意形成支援」の戦略プロポーザルに対応している。

戦略目標「信頼されるAI」を受けたJST戦略的創造研究推進事業
2020年度から以下のプログラムを開始。

［CREST信頼されるAIシステム］信頼されるAIシステムを支える基盤技術
https://www.jst.go.jp/kisoken/crest/research_area/ongoing/bunya2020-4.html
研究総括：相澤彰子（国立情報学研究所コンテンツ科学研究系 教授）

［さきがけ信頼されるAI］信頼されるAIの基盤技術
https://www.jst.go.jp/kisoken/presto/research_area/ongoing/bunya2020-5.html
研究総括：有村博紀（北海道大学大学院情報科学研究院 教授）

［ACT-X AI活用学問革新創成］AI活用で挑む学問の革新と創成
https://www.jst.go.jp/kisoken/act-x/research_area/ongoing/bunya2020-1.html
研究総括：國吉康夫（東京大学大学院情報理工学系研究科 教授）

他の関連するJST事業
JST未来社会創造事業「超スマート社会の実現」領域

「機械学習を用いたシステムの高品質化・実用化を加速する"Engineerable AI"技術の開発」
https://www.jst.go.jp/mirai/jp/program/super-smart/JPMJMI20B8.html
研究開発代表者：石川冬樹（国立情報学研究所アーキテクチャ科学研究系 准教授）
2021年1月に本格研究課題に移行（探索研究：2020年4月～2020年12月、本格研究期間は2024年

度まで）。

JST未来社会創造事業「共通基盤」領域
「ロボティックバイオロジーによる生命科学の加速」
https://www.jst.go.jp/mirai/jp/program/core/JPMJMI20G7.html
研究開発代表者：高橋恒一（理化学研究所生命機能科学研究センター チームリーダー）
2021年1月に本格研究課題に移行（探索研究：2018年11月～2020年12月、本格研究期間は2024年

度まで）。
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JST戦略的創造研究推進事業ERATO
「蓮尾メタ数理システムデザインプロジェクト」（ERATO MMSD）
https://www.jst.go.jp/erato/hasuo/ja/
研究総括：蓮尾一郎（国立情報学研究所アーキテクチャ科学研究系 准教授）
研究期間：2016年10月～2022年3月

JST戦略的創造研究推進事業RISTEX（社会技術研究開発）
社会が抱える問題を、自然科学と人文・社会科学の知識の活用により解決する研究を推進するプログラム

であり、「信頼されるAI」と関係の深い研究課題も採択されている。
また、2023年度から「トラスト形成」に関わるプログラムがスタートした。

「情報社会における社会的側面からのトラスト形成」（デジタル ソーシャル トラスト）
https://www.jst.go.jp/ristex/funding/solve-digist/index.html
研究総括：湯淺墾道（明治大学公共政策大学院 専任教授）

NEDO「次世代人工知能・ロボット中核技術開発」プロジェクト
2015年度開始。
プロジェクトマネージャー：渡邊恒文（NEDO）
プロジェクトリーダー：辻井潤一（産業技術総合研究所 人工知能研究センター長）

このプロジェクトの中で、2019年度に「人工知能の信頼性に関する技術開発事業」を実施。 JST CRDS
の戦略プロポーザルも参照されている（推進面でも連携・協力）。

https://www.nedo.go.jp/koubo/CD3_100157.html
この「人工知能の信頼性に関する技術開発事業」は、2020年度に「人と共に進化する次世代人工知能に

関する技術開発事業」（2020年度～2024年度、プロジェクトリーダー：辻井潤一）に発展・移行。
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